
－ 1－

（１０）自社にとっての技能継承の重要度別にみた技能継承を進めるための取り組み

の実施状況························································· 164

（１１）技能継承に対する評価別にみた技能継承を進めるための取り組みの実施状況 ·· 165

（１２）ものづくり人材の年齢構成のタイプ別にみた技能継承に対する評価········ 168

（１３）技能継承に対する評価別にみた60歳以上のものづくり人材の社内での主な役割

·································································· 169

（１４）小括······························································· 170

３．どのような企業が、将来の技能継承に不安を感じているのか ················· 171

（１）過去５年間のものづくり人材の採用に対する評価別にみた将来の技能継承に対

する見通し··························································· 171

（２）ものづくり人材の定着状況別にみた将来の技能継承に対する見通し·········· 172

（３）現在のものづくり人材の過不足状況別にみた将来の技能継承に対する見通し·· 173

（４）一人前といえる技能者になるまでにかかる年数別にみた将来の技能継承に対す

る見通し ···························································· 174

（５）人材育成・能力開発の取り組みに対する評価別にみた将来の技能継承に対する

見通し ······························································ 175

（６）現在の人材育成・能力開発の方針別にみた将来の技能継承に対する見通し···· 176

（７）現在のものづくり人材の育成・能力開発方針の社内における浸透度別にみた将

来の技能継承に対する見通し··········································· 177

（８）自社にとっての技能継承の重要度別にみた将来の技能継承に対する見通し···· 178

（９）技能継承に対する評価別にみた将来の技能継承に対する見通し·············· 179

（１０）労務構成のタイプ別にみた将来の技能継承に対する見通し················ 180

（１１）小括······························································· 181

４．どのような企業が、労働生産性が高いと認識しているのか ··················· 182

（１）一人前といえる技能者になるまでの人材育成・能力開発の取り組みに対する評

価別にみた自社の労働生産性の高さ····································· 182

（２）技能継承に対する評価別にみた自社の労働生産性の高さ ··················· 183

（３）ものづくりにおける自社の強み別にみた自社の労働生産性の高さ············ 184

（４）優れたものづくり能力の内容別にみた自社の労働生産性の高さ·············· 185

（５）小括································································· 186

付属資料··································································· 187

アンケート調査票························································· 189

付属統計表································································· 201

第１章 　調査の概要 

１．調査の趣旨・目的 

ものづくり産業において熟練技能は事業の中核を支えるものであり、その技能の継承が円

滑に行われなければ、ものづくり産業全体が衰退することになりかねない。平成 28 年度能

力開発基本調査によると、製造業において技能継承の問題があると回答した事業所は 54.7％
と産業全体の 35.4％に比べて高い水準にある。団塊の世代が定年を迎えた 2007 年の 51.6％
を上回っており、ものづくりの技能継承は、より深刻化している。技能継承における課題と

しては、①技能の伝え手の問題、②技能の受け手の問題、③技能の「見える化」の問題など

が考えられるが、こうした点も含め、その課題についてさらに検討を進める必要がある。そ

こで、ものづくり産業における技能継承の現状と課題等を把握するために企業アンケート調

査を実施した。

２．調査名 

「ものづくり産業における技能継承の現状と課題に関する調査」

３．調査対象 

全国の日本標準産業分類（平成 25（2013）年 10 月改訂）による項目「Ｅ 製造業」に分

類される企業のうち、〔繊維工業〕〔パルプ・紙・紙加工品製造業〕〔印刷・同関連業〕〔化学

工業〕〔石油製品・石炭製品製造業〕〔プラスチック製品製造業〕〔ゴム製品製造業〕〔なめし

革・同製品・毛皮製造業〕〔窯業・土石製品製造業〕〔鉄鋼業〕〔非鉄金属製造業〕〔金属製品

製造業〕〔はん用機械器具製造業〕〔生産用機械器具製造業〕〔業務用機械器具製造業〕〔電子

部品・デバイス・電子回路製造業〕〔電気機械器具製造業〕〔情報通信機械器具製造業〕〔輸送

用機械器具製造業〕に属する従業員数 30 人以上の企業 20,000 社。 
平成 26（2014）年経済センサス基礎調査（確報）での企業分布に従い、民間信用調査機関

（東京商工リサーチ）所有の企業データベースから業種・規模別に層化無作為抽出した。

４．調査方法 

郵送による調査票の配布・回収。

５．調査実施期間 

平成 30（2018）年 11 月 12 日～11 月 22 日 
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６．有効回収数 

 5,867社（29.3％） 
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６．有効回収数 

 5,867社（29.3％） 
 

 
 

第２章 回答企業の属性 

 
１．設立時期 

 回答企業の属性について、まず、各社の設立年からみていくと（図表 2-1）、「1959年以前」
が 32.4％で最も割合が高く、次いで「1960 年～1969 年」（22.5％）、「1970 年～1979 年」
（16.9％）、「1980 年～1989 年」（12.9％）、「2000 年以降」（8.5％）、「1990 年～1999 年」
（6.8％）の順で割合が高い。 
 これを業種別にみると、最も古い年のカテゴリーである「1959年以前」の割合が比較的高
いのは、「石油製品・石炭製品製造業」（50.0％）や「鉄鋼業」（45.7％）、「はん用機械器具製
造業」（43.9％）などで、「1960 年～1969 年」の回答割合も合わせてみると、これらの業種
に加え「パルプ・紙・紙加工品製造業」、「印刷・同関連業」、「化学工業」、「窯業・土石製品

製造業」、「金属製品製造業」なども、設立が古い企業の割合が高い。 
一方、最も新しい年のカテゴリーである「2000年以降」の割合が最も高いのは「電子部品・

デバイス・電子回路製造業」（15.9％）となっており、1990 年以降に設立された企業割合で
みれば、「ゴム製品製造業」や「なめし革・同製品・毛皮製造業」なども比較的高い割合とな

っている。 
 従業員規模別（以下、規模別と略す）にみると、最も古い年のカテゴリーである「1959年
以前」の割合は、規模が大きい企業ほど高くなっている。ただし、「300人以上」では「2000
年以降」に設立された企業も 15.0％にのぼり、他の規模カテゴリーに比べれば設立が新しい
企業割合が高い。 
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図表２－１ 設立年 

（単位：％、平均と中央値の単位は年） 

 
注）平均値、中央値、標準偏差の算出ベースとなる有効回答数は、無回答企業を除いているため本図表の総回答数（5,867）と

は異なる。算出ベースとなる有効回答数は巻末の付属統計表を参照されたい（以降、平均値等が示されている図表、同様）。 
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計 5,867 32.4 22.5 16.9 12.9 6.8 8.5 0.0 1,968.4 1,968 21.0

【業種】

繊維工業 334 37.7 18.3 16.2 13.8 5.1 9.0 - 1,966.9 1,967 23.1

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 40.4 25.8 14.6 5.6 5.6 8.0 - 1,965.0 1,963 20.9

印刷・同関連業 369 41.7 20.6 16.0 10.6 4.9 6.2 - 1,963.0 1,964 23.1

化学工業 242 41.7 20.2 10.3 8.3 7.9 11.6 - 1,966.1 1,964 24.4

石油製品・石炭製品製造業 20 50.0 20.0 5.0 15.0 - 10.0 - 1,966.3 1,960 20.9

プラスチック製品製造業 496 19.8 25.4 21.8 17.5 6.5 9.1 - 1,973.1 1,972 16.5

ゴム製品製造業 98 35.7 17.3 16.3 11.2 10.2 9.2 - 1,967.4 1,967 23.3

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 29.4 23.5 11.8 11.8 11.8 11.8 - 1,971.8 1,969 22.9

窯業・土石製品製造業 268 39.6 26.9 12.3 10.8 3.4 7.1 - 1,963.0 1,963 25.6

鉄鋼業 219 45.7 20.5 12.8 9.1 4.6 7.3 - 1,963.4 1,961 21.6

非鉄金属製造業 173 35.3 21.4 17.3 11.0 8.1 6.9 - 1,968.4 1,967 18.9

金属製品製造業 547 35.3 27.1 16.8 8.8 5.1 6.9 - 1,965.9 1,965 19.5

はん用機械器具製造業 285 43.9 25.3 13.7 9.5 4.2 3.5 - 1,961.9 1,961 19.2

生産用機械器具製造業 583 28.1 23.3 18.0 15.1 8.4 7.0 - 1,969.7 1,969 19.2

業務用機械器具製造業 148 27.7 24.3 20.9 13.5 10.1 3.4 - 1,968.4 1,969 21.5

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 11.0 18.3 20.3 22.4 12.2 15.9 - 1,980.2 1,980 17.7

電気機械器具製造業 586 26.8 20.0 20.3 17.6 7.3 8.0 - 1,971.2 1,970 18.7

情報通信機械器具製造業 39 28.2 17.9 12.8 28.2 5.1 7.7 - 1,970.5 1,971 22.4

輸送用機械器具製造業 680 33.2 23.4 15.7 10.6 6.9 10.1 - 1,968.6 1,967 21.0

その他 301 24.9 18.6 18.6 14.3 9.6 14.0 - 1,974.5 1,972 20.9

無回答 3 33.3 - - 33.3 - - 33.3 1,969.5 1,970 20.5

【従業員規模】

４９人以下 2,121 26.7 23.8 18.6 14.6 8.3 8.0 - 1,970.4 1,969 19.8

５０人～９９人 2,080 31.6 23.6 17.5 12.8 6.8 7.7 - 1,968.3 1,968 20.4

１００人～２９９人 1,311 39.4 20.5 15.1 11.8 4.4 8.7 - 1,966.4 1,964 21.4

３００人以上 354 45.2 16.4 10.2 7.3 5.9 15.0 - 1,964.8 1,962 27.3

無回答 1 - - - - - - 100.0 - - -
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設立年の回答数値をもとにして、設立してからの年数を算出した（2018年までに何年経過
しているかをみた）。 
結果をみると（図表 2-2）、「50年以上 60年未満」が 22.0％で最も高い割合となっており、

40年から 70年未満までのゾーン（カテゴリー）に半数以上の企業が収まっている。 
 業種別にみると、「ゴム製品製造業」や「鉄鋼業」、「化学工業」、「はん用機械器具製造業」

などで比較的、長い年数がたっている企業割合が高い。 

 規模別にみると、「49人以下」と「50人～99人」では、「50年以上 60年未満」（それぞれ
22.8％、22.9％）の回答割合が最も高く、「100 人～299 人」では「60 年以上 70 年未満」
（21.3％）、「300 人以上」では「70 年以上 100 年未満」（21.8％）の割合がそれぞれ最も高
くなっている。 

 

図表２－２ 設立してからの年数 

（単位：％） 
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【業種】

繊維工業 334 4.2 5.4 6.0 13.8 16.5 18.6 19.2 13.2 3.3 -

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 3.3 5.2 6.1 5.6 16.9 25.4 23.5 12.2 1.9 -

印刷・同関連業 369 2.2 4.6 4.6 11.4 16.5 20.3 20.3 15.2 4.9 -

化学工業 242 5.4 6.6 7.9 7.9 12.4 20.7 18.6 18.2 2.5 -

石油製品・石炭製品製造業 20 10.0 - - 15.0 10.0 25.0 25.0 15.0 - -

プラスチック製品製造業 496 1.6 8.1 6.9 17.9 23.0 24.2 13.1 5.2 - -

ゴム製品製造業 98 5.1 5.1 10.2 11.2 15.3 17.3 14.3 20.4 1.0 -

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 - 11.8 17.6 5.9 17.6 23.5 17.6 - 5.9 -

窯業・土石製品製造業 268 4.1 3.7 3.0 13.1 12.3 26.1 19.0 14.6 4.1 -

鉄鋼業 219 1.8 6.4 5.0 8.7 15.5 18.3 20.5 21.9 1.8 -

非鉄金属製造業 173 1.7 5.2 9.8 10.4 19.1 19.7 20.8 13.3 - -

金属製品製造業 547 1.5 5.9 5.9 9.1 17.4 26.9 18.5 13.2 1.8 -

はん用機械器具製造業 285 1.8 1.8 5.3 9.1 15.8 24.9 21.1 18.2 2.1 -

生産用機械器具製造業 583 1.5 6.3 8.7 15.4 18.4 23.7 13.6 11.1 1.2 -

業務用機械器具製造業 148 2.0 1.4 11.5 14.2 22.3 23.0 15.5 6.8 3.4 -

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 7.7 8.9 13.4 23.2 21.5 14.6 6.5 4.1 - -

電気機械器具製造業 586 2.9 5.8 9.0 17.1 21.8 18.6 13.8 10.6 0.3 -

情報通信機械器具製造業 39 5.1 2.6 5.1 28.2 15.4 15.4 17.9 7.7 2.6 -

輸送用機械器具製造業 680 4.4 6.2 7.8 10.4 16.8 23.2 16.8 13.4 1.0 -

その他 301 7.3 7.6 10.6 15.6 16.9 19.3 13.6 8.6 0.3 -

無回答 3 - - - 33.3 - - 33.3 - - 33.3

【従業員規模】

４９人以下 2,121 2.7 6.0 9.1 15.0 19.4 22.8 14.0 9.6 1.3 -

５０人～９９人 2,080 2.5 5.7 7.4 13.1 18.8 22.9 16.1 12.1 1.4 -

１００人～２９９人 1,311 4.0 5.0 5.4 11.6 15.8 20.9 21.3 14.4 1.6 -

３００人以上 354 7.3 7.9 6.5 7.1 11.3 15.5 18.1 21.8 4.5 -

無回答 1 - - - - - - - - - 100.0

調査シリーズNo.194

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 6－

 
 

２．本社所在地 

 本社の所在地は、「北海道」が 1.8％、「東北」が 7.3％、「関東・甲信」が 32.1％、「北陸」
が 7.5％、「東海」が 18.5％、「近畿」が 17.3％、「中国」が 6.2％、「四国」が 3.0％、「九州・
沖縄」が 6.2％となっている（図表 2-3）。 
 これを業種別にみると、ほとんどの業種で「関東・甲信」が最も割合が高くなっているが、

「繊維工業」と「なめし革・同製品・毛皮製造業」では「近畿」（それぞれ 22.2％、35.3％、）
の割合が最も高くなっており、また、自動車関連が多く含まれる「輸送用機械器具製造業」

では「東海」（36.2％）が最も高い割合となっている。 
  

図表２－３ 本社所在地 

（単位：％） 

 
注）【北海道】＝北海道。【東北】＝青森県、秋田県、岩手県、山形県、宮城県、福島県。【関東・甲信】＝茨城県、栃木県、群

馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、長野県。【北陸】＝新潟県、富山県、石川県、福井県。【東海】＝岐

阜県、静岡県、愛知県、三重県。【近畿】＝滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県。【中国】＝鳥取県、島

根県、岡山県、広島県、山口県。【四国】＝徳島県、香川県、愛媛県、高知県。【九州・沖縄】＝福岡県、佐賀県、長崎県、

熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県。 
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無
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計 5,867 1.8 7.3 32.1 7.5 18.5 17.3 6.2 3.0 6.2 0.0

【業種】

繊維工業 334 1.2 14.1 12.6 17.4 16.2 22.2 6.3 5.1 5.1 -

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 2.8 4.2 25.8 8.9 17.4 18.8 4.2 13.1 4.7 -

印刷・同関連業 369 3.0 8.9 37.9 6.8 11.4 15.7 7.3 4.1 4.9 -

化学工業 242 0.8 3.7 45.0 6.6 10.7 22.3 3.7 2.5 4.5 -

石油製品・石炭製品製造業 20 - - 45.0 - 10.0 25.0 10.0 - 10.0 -

プラスチック製品製造業 496 0.8 5.0 35.1 5.6 21.8 19.8 3.6 2.4 5.8 -

ゴム製品製造業 98 1.0 10.2 37.8 2.0 17.3 18.4 5.1 1.0 7.1 -

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 5.9 11.8 29.4 - 5.9 35.3 5.9 - 5.9 -

窯業・土石製品製造業 268 4.9 9.7 23.9 6.0 21.6 8.6 7.1 2.2 16.0 -

鉄鋼業 219 2.7 2.7 24.7 9.1 18.3 19.6 10.5 3.2 9.1 -

非鉄金属製造業 173 1.2 9.8 38.7 4.6 17.9 16.8 3.5 0.6 6.9 -

金属製品製造業 547 3.7 4.9 29.1 12.1 14.8 21.8 5.3 2.6 5.9 -

はん用機械器具製造業 285 2.1 4.6 29.1 9.5 14.7 23.5 7.4 4.9 4.2 -

生産用機械器具製造業 583 1.4 6.9 27.1 10.8 22.1 16.6 7.0 2.4 5.7 -

業務用機械器具製造業 148 1.4 4.7 48.0 4.7 10.1 21.6 5.4 1.4 2.7 -

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 - 15.0 43.5 8.1 10.2 12.2 2.8 2.4 5.7 -

電気機械器具製造業 586 1.4 9.0 42.2 4.8 13.7 15.5 6.0 1.7 5.8 -

情報通信機械器具製造業 39 - 12.8 59.0 2.6 10.3 10.3 2.6 - 2.6 -

輸送用機械器具製造業 680 0.9 5.6 28.1 3.5 36.2 9.9 8.2 1.9 5.7 -

その他 301 2.3 8.0 28.9 4.3 16.3 19.9 8.3 3.3 8.6 -

無回答 3 - - - - 33.3 - - - 33.3 33.3

【従業員規模】

４９人以下 2,121 2.1 8.1 32.8 7.0 17.9 16.9 6.1 3.2 5.9 -

５０人～９９人 2,080 1.9 6.5 31.9 8.0 19.3 17.5 5.9 2.8 6.2 -

１００人～２９９人 1,311 1.1 7.2 31.0 8.5 18.1 17.8 6.3 3.1 6.8 -

３００人以上 354 2.0 7.6 33.1 4.0 19.5 16.7 7.9 2.5 6.8 -

無回答 1 - - - - - - - - - 100.0
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無
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計 5,867 1.8 7.3 32.1 7.5 18.5 17.3 6.2 3.0 6.2 0.0

【業種】

繊維工業 334 1.2 14.1 12.6 17.4 16.2 22.2 6.3 5.1 5.1 -

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 2.8 4.2 25.8 8.9 17.4 18.8 4.2 13.1 4.7 -

印刷・同関連業 369 3.0 8.9 37.9 6.8 11.4 15.7 7.3 4.1 4.9 -

化学工業 242 0.8 3.7 45.0 6.6 10.7 22.3 3.7 2.5 4.5 -

石油製品・石炭製品製造業 20 - - 45.0 - 10.0 25.0 10.0 - 10.0 -

プラスチック製品製造業 496 0.8 5.0 35.1 5.6 21.8 19.8 3.6 2.4 5.8 -

ゴム製品製造業 98 1.0 10.2 37.8 2.0 17.3 18.4 5.1 1.0 7.1 -

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 5.9 11.8 29.4 - 5.9 35.3 5.9 - 5.9 -

窯業・土石製品製造業 268 4.9 9.7 23.9 6.0 21.6 8.6 7.1 2.2 16.0 -

鉄鋼業 219 2.7 2.7 24.7 9.1 18.3 19.6 10.5 3.2 9.1 -

非鉄金属製造業 173 1.2 9.8 38.7 4.6 17.9 16.8 3.5 0.6 6.9 -

金属製品製造業 547 3.7 4.9 29.1 12.1 14.8 21.8 5.3 2.6 5.9 -

はん用機械器具製造業 285 2.1 4.6 29.1 9.5 14.7 23.5 7.4 4.9 4.2 -

生産用機械器具製造業 583 1.4 6.9 27.1 10.8 22.1 16.6 7.0 2.4 5.7 -

業務用機械器具製造業 148 1.4 4.7 48.0 4.7 10.1 21.6 5.4 1.4 2.7 -

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 - 15.0 43.5 8.1 10.2 12.2 2.8 2.4 5.7 -

電気機械器具製造業 586 1.4 9.0 42.2 4.8 13.7 15.5 6.0 1.7 5.8 -

情報通信機械器具製造業 39 - 12.8 59.0 2.6 10.3 10.3 2.6 - 2.6 -

輸送用機械器具製造業 680 0.9 5.6 28.1 3.5 36.2 9.9 8.2 1.9 5.7 -

その他 301 2.3 8.0 28.9 4.3 16.3 19.9 8.3 3.3 8.6 -

無回答 3 - - - - 33.3 - - - 33.3 33.3

【従業員規模】

４９人以下 2,121 2.1 8.1 32.8 7.0 17.9 16.9 6.1 3.2 5.9 -

５０人～９９人 2,080 1.9 6.5 31.9 8.0 19.3 17.5 5.9 2.8 6.2 -

１００人～２９９人 1,311 1.1 7.2 31.0 8.5 18.1 17.8 6.3 3.1 6.8 -

３００人以上 354 2.0 7.6 33.1 4.0 19.5 16.7 7.9 2.5 6.8 -

無回答 1 - - - - - - - - - 100.0

 
 

３．業種 

 業種別にみると、最も割合が高いのは「輸送用機械器具製造業」（11.6％）で、次いで「電
気機械器具製造業」（10.0％）、「生産用機械器具製造業」（9.9％）、「金属製品製造業」（9.3％）、
「プラスチック製品製造業」（8.5％）、「印刷・同関連業」（6.3％）などの順で高くなっている
（図表 2-4）。 
 規模別にみると、「49人以下」では「生産用機械器具製造業」（12.0％）の割合が最も高く
なっており、次いで「金属製品製造業」（11.3％）が高い。「50人～99人」では「金属製品製
造業」（10.5％）の割合が最も高く、わずかの差で「生産用機械器具製造業」と「輸送用機械
器具製造業」（ともに 10.4％）が続いている。「100人～299人」と「300人以上」ではそれ
ぞれ、「輸送用機械器具製造業」（それぞれ 15.0％、22.3％）の割合が最も高くなっており、
「電気機械器具製造業」（それぞれ 11.4％、14.7％）が 2番目に高い割合となっている。 

 

図表２－４ 業種 

（単位：％） 
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計 5,867 5.7 3.6 6.3 4.1 0.3 8.5 1.7 0.3 4.6 3.7 2.9 9.3 4.9 9.9 2.5 4.2 10.0 0.7 11.6 5.1 0.1

４９人以下 2,121 6.8 3.3 6.9 3.5 0.4 7.9 1.5 0.4 5.2 3.4 2.8 11.3 4.6 12.0 2.6 3.2 9.1 0.5 8.9 5.7 -

５０人～９９人 2,080 5.3 3.7 6.3 3.2 0.3 9.7 1.5 0.3 4.9 4.2 2.9 10.5 5.4 10.4 2.5 3.3 9.2 0.9 10.4 5.0 -

１００人～２９９人 1,311 5.4 4.0 5.9 5.3 0.1 8.5 2.1 0.2 3.6 3.4 3.4 6.0 4.9 7.3 2.1 6.4 11.4 0.7 15.0 4.1 0.2

３００人以上 354 2.0 3.7 3.7 9.0 0.8 4.2 2.3 - 2.5 4.5 2.5 2.8 3.4 4.5 3.1 7.3 14.7 0.6 22.3 5.9 -

無回答 1 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 100.0
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４．生産・販売の活動分野 

 生産・販売の活動分野をみると、「受発注の図面に基づき部品または材料を加工・生産する」

と回答した企業が 36.0％で最も多く、次いで「受注先の仕様に基づき、自社で図面等を作成
し、部品または材料を加工・生産する」（24.1％）、「最終製品を生産して、自社ブランドで販
売する」（22.7％）、「最終製品を生産して、問屋や大手メーカーのブランドで販売する」（9.3％）、
「自社の仕様で部品または材料を加工・生産して、不特定のユーザーに販売する」（5.8％）
の順で割合が高い（図表 2-5）。 
 これを業種別にみると、「窯業・土石製品製造業」と「業務用機械器具製造業」ではそれぞ

れ、「最終製品を生産して、自社ブランドで販売する」と回答した企業が半数以上を占めた（そ

れぞれ 55.2％、52.0％）。 
また、「繊維工業」が唯一、「最終製品を生産して、問屋や大手メーカーのブランドで販売

する」（29.9％）の割合が最も高かった。 
「パルプ・紙・紙加工品製造業」と「印刷・同関連業」では、「受注先の仕様に基づき、自

社で図面等を作成し、部品または材料を加工・生産する」（それぞれ 40.4％、46.9％）の割合
が最も高く、「鉄鋼業」、「金属製品製造業」と「輸送用機械器具製造業」では、「受発注の図

面に基づき部品または材料を加工・生産する」が半数以上を占めた（それぞれ 53.0％、52.7％、
59.9％）。 
 規模別にみると、規模が大きくなるほど、「最終製品を生産して、自社ブランドで販売する」

との回答割合が高くなる一方、規模が小さくなるほど、「受発注の図面に基づき部品または材

料を加工・生産する」の割合が高くなっている。 
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図表２－５ 生産・販売の活動分野 
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最
終
製
品
生
産
企
業

そ
れ
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外

計 5,867 22.7 9.3 5.8 24.1 36.0 2.1 32.0 66.0

【業種】

繊維工業 334 17.7 29.9 8.4 22.5 17.7 3.9 47.6 48.5

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 22.5 11.3 7.5 40.4 17.4 0.9 33.8 65.3

印刷・同関連業 369 11.7 6.8 4.3 46.9 26.3 4.1 18.4 77.5

化学工業 242 33.9 17.8 16.9 16.9 11.6 2.9 51.7 45.5

石油製品・石炭製品製造業 20 35.0 15.0 20.0 15.0 15.0 - 50.0 50.0

プラスチック製品製造業 496 13.9 8.1 8.5 24.4 44.2 1.0 22.0 77.0

ゴム製品製造業 98 16.3 15.3 5.1 21.4 39.8 2.0 31.6 66.3

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 41.2 11.8 23.5 5.9 17.6 - 52.9 47.1

窯業・土石製品製造業 268 55.2 8.6 10.4 10.8 13.8 1.1 63.8 35.1

鉄鋼業 219 11.0 3.2 6.4 25.1 53.0 1.4 14.2 84.5

非鉄金属製造業 173 13.9 8.1 8.7 26.6 40.5 2.3 22.0 75.7

金属製品製造業 547 15.0 6.2 4.0 20.8 52.7 1.3 21.2 77.5

はん用機械器具製造業 285 30.5 7.4 4.9 16.5 38.6 2.1 37.9 60.0

生産用機械器具製造業 583 31.9 5.3 2.6 26.8 31.9 1.5 37.2 61.2

業務用機械器具製造業 148 52.0 8.1 1.4 14.9 22.3 1.4 60.1 38.5

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 6.9 5.3 11.8 31.3 43.1 1.6 12.2 86.2

電気機械器具製造業 586 31.7 10.9 3.2 24.6 28.3 1.2 42.7 56.1

情報通信機械器具製造業 39 20.5 17.9 - 17.9 38.5 5.1 38.5 56.4

輸送用機械器具製造業 680 10.0 4.7 2.1 21.5 59.9 1.9 14.7 83.4

その他 301 31.2 10.6 5.0 17.3 30.2 5.6 41.9 52.5

無回答 3 33.3 33.3 - - 33.3 - 66.7 33.3

【従業員規模】

４９人以下 2,121 20.4 8.3 6.0 23.5 38.9 2.9 28.7 68.5

５０人～９９人 2,080 22.5 10.0 5.1 22.5 38.0 1.8 32.5 65.7

１００人～２９９人 1,311 23.5 9.2 6.2 28.0 31.7 1.5 32.6 65.8

３００人以上 354 35.0 10.7 7.6 23.2 22.6 0.8 45.8 53.4

無回答 1 100.0 - - - - - 100.0 -
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５．ものづくりにおける自社の強み  
（１）強みの内容 

 ものづくりにおいてどのような強みを持った企業であるかを複数回答で尋ねた。結果をみ

ると、「柔軟に顧客のニーズに対応できる（多品種少量生産など）」が 63.2％で最も高い回答
割合となっており、次いで「優れたものづくり能力を有する」（36.1％）、「狭い市場で高いシ
ェアを誇っている」（22.5％）、「極めて短い納期に対応できる」（20.7％）、「他社の参入が難
しい製品・サービスを提供している」（17.2％）などの順で高かった（図表 2-6）。 
 これを業種別にみると、すべての業種において、「柔軟に顧客のニーズに対応できる（多品

種少量生産など）」の割合が高くなっている。ただし、「はん用機械器具製造業」や「生産用

機械器具製造業」、「業務用機械器具製造業」では、「優れたものづくり能力を有する」（それ

ぞれ 40.0％、48.9％、43.2％）の回答割合も比較的高いのが目立つ一方、「パルプ・紙・紙加
工品製造業」と「印刷・同関連業」では「極めて短い納期に対応できる」（それぞれ 40.4％、
36.6％）、また、「化学工業」では「狭い市場で高いシェアを誇っている」（35.5％）なども割
合が高い。 
 規模別にみると、いずれの規模も「柔軟に顧客のニーズに対応できる（多品種少量生産な

ど）」の回答割合が高くなっているなかで、「優れたものづくり能力を有する」や「狭い市場

で高いシェアを誇っている」、「国際的な規格に沿った製品を生産している」、「研究開発部門

の技術力が極めて高い」などの割合は、規模が大きい企業ほど高まる傾向がみられる。一方、

「極めて短い納期に対応できる」については規模が小さくなるほど割合が高まる傾向がみら

れる。 
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図表２－６ ものづくりにおける自社の強み（複数回答） 
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を
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そ
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特
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強
み
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い

無
回
答

計 5,867 36.1 63.2 10.8 20.7 5.5 6.9 4.9 22.5 5.4 3.9 7.5 17.2 1.8 6.1 1.5

【業種】

繊維工業 334 35.9 63.8 7.5 23.7 5.4 3.0 1.8 18.9 3.0 3.9 6.0 11.7 0.3 7.8 3.6

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 22.1 70.9 15.0 40.4 2.3 2.3 - 13.1 1.4 2.3 5.6 16.4 0.5 5.6 0.9

印刷・同関連業 369 28.7 68.3 16.3 36.6 1.6 2.4 0.5 12.5 0.3 1.9 3.0 12.2 1.9 8.1 1.1

化学工業 242 36.8 52.5 5.0 10.7 16.1 10.7 4.1 35.5 11.6 4.1 7.9 19.0 2.1 4.1 1.7

石油製品・石炭製品製造業 20 20.0 55.0 - 10.0 15.0 20.0 - 10.0 - - 10.0 15.0 - 10.0 -

プラスチック製品製造業 496 30.4 65.9 9.9 20.0 4.4 6.5 2.6 20.8 2.4 6.5 7.9 14.3 1.2 6.7 1.6

ゴム製品製造業 98 38.8 66.3 2.0 19.4 4.1 11.2 1.0 23.5 13.3 9.2 9.2 23.5 1.0 6.1 1.0

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 29.4 70.6 - 5.9 5.9 - 5.9 11.8 5.9 5.9 - 17.6 5.9 - -

窯業・土石製品製造業 268 32.8 44.8 6.3 14.2 3.4 3.7 1.5 26.5 4.5 4.9 8.2 20.1 2.2 13.1 2.2

鉄鋼業 219 33.3 69.4 15.5 23.7 3.7 8.7 3.7 23.3 5.5 1.8 2.7 23.3 2.7 3.2 0.9

非鉄金属製造業 173 37.0 61.8 11.0 22.5 5.2 9.2 7.5 30.6 6.4 5.2 7.5 28.3 2.3 2.9 1.2

金属製品製造業 547 35.6 65.3 14.6 27.4 3.8 4.6 1.8 18.6 4.0 4.8 6.6 15.7 1.1 6.0 1.3

はん用機械器具製造業 285 40.0 69.5 14.7 17.5 3.2 10.2 7.0 30.2 4.9 3.9 9.1 20.7 3.5 3.2 1.8

生産用機械器具製造業 583 48.9 66.4 15.4 15.3 6.3 4.8 10.5 26.8 4.8 1.5 10.8 17.7 1.9 4.1 1.0

業務用機械器具製造業 148 43.2 60.1 11.5 8.8 8.8 10.8 2.7 30.4 8.8 3.4 14.2 26.4 2.7 3.4 -

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 37.0 72.0 11.0 22.0 9.3 10.2 11.0 16.3 10.2 5.3 6.1 12.6 2.0 4.1 0.4

電気機械器具製造業 586 35.0 68.1 5.5 18.3 8.4 9.0 7.7 28.5 8.0 3.9 8.9 15.4 1.2 4.1 1.2

情報通信機械器具製造業 39 30.8 56.4 10.3 12.8 15.4 10.3 5.1 20.5 7.7 5.1 10.3 15.4 - 5.1 5.1

輸送用機械器具製造業 680 39.3 58.8 11.2 16.9 3.7 9.7 7.5 17.6 7.8 3.8 6.5 16.5 2.4 6.8 1.8

その他 301 32.9 46.5 5.6 17.9 5.6 5.6 3.3 22.3 3.7 2.7 9.0 21.6 2.3 12.3 2.3

無回答 3 66.7 33.3 - - - - - - - - - - - - -

【従業員規模】

４９人以下 2,121 32.9 62.0 9.2 23.8 3.5 4.1 2.8 18.3 2.0 4.0 4.7 17.1 2.0 8.2 1.9

５０人～９９人 2,080 34.4 65.0 11.2 21.6 4.3 6.0 3.3 22.4 3.6 4.7 7.3 18.0 1.7 5.7 1.3

１００人～２９９人 1,311 40.2 65.2 12.5 16.9 7.3 9.8 7.9 26.0 8.7 2.5 9.5 15.6 1.5 4.2 1.3

３００人以上 354 50.6 52.5 12.1 10.5 18.1 18.4 16.1 35.0 24.9 3.1 18.1 18.9 1.4 2.5 1.1

無回答 1 100.0 - - - - - - - - - - - - - -
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 10 頁以降で見てきた、ものづくりにおける自社の強みに関する回答結果について、「優れ

たものづくり能力を有する」「高額な設備に投資を続けている」「研究開発部門の技術力が極

めて高い」「複数の技術・製品で特許を取得している」「他社の参入が難しい製品・サービス

を提供している」の選択肢のなかから１つでも選択した企業を【付加価値面で優れるタイプ】、

「柔軟に顧客のニーズに対応できる（多品種少量生産など）」「極めて短い納期に対応できる」

「先行製品と同等品をより安価で提供できる」のなかから１つでも選択した企業を【コスト

面や短納期など顧客ニーズ対応に優れるタイプ】、「国際的な規格に沿った製品を生産してい

る」「海外のメーカー向けに機械や部品を供給している」「狭い市場で高いシェアを誇ってい

る」「ある製品・サービス分野で国際的に高いシェアを持っている」「その他」のなかから１

つでも選択した企業を【その他】――とカテゴリー化して、集計してみた1。 

その結果が図表 2-7 であり、【付加価値面で優れるタイプ】の企業割合は規模が大きくなる

ほど高くなっており、「300 人以上」では 7 割以上におよんでいる（72.1％）。それに対して、

【コスト面や短納期など顧客ニーズ対応に優れるタイプ】の企業割合は、規模が小さくなる

ほど高くなっており、「300 人以上」を除くすべての規模カテゴリーで 7 割以上となっている

（それぞれ 49 人以下：75.7％、50 人～99 人：75.5％、100 人～299 人：72.0％）。 
 

図表２－７ ものづくりにおける自社の強み（タイプ別）（複数回答） 

（単位：％） 

 

 

 

 

                                                
1 複数回答なので、各企業タイプの割合を足し上げても合計割合は 100％にならない。 
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（２）優れたものづくり能力の具体的な内容 

自社の強みとして「優れたものづくり能力を有する」を選んだ企業（n=2,119）には、具体
的にどのような面で優れているかについて尋ねた（複数回答）。 

図表 2-8 でその結果をみると、最も回答割合が高いのは「高精度の加工・組立ができる」

（52.5％）となっており、次いで「特定の技術に関する高度な専門知識を持つ」（47.7％）、
「品質管理が徹底されている」（42.3％）、「新製品や技術を開発できる」（29.5％）、「工程を
効率的に管理できる」（22.9％）、「一人の技能者が複数の工程を担える」（22.1％）などの順
で高い。 
これを業種別にみると、「プラスチック製品製造業」と「鉄鋼業」、「金属製品製造業」、「は

ん用機械器具製造業」、「生産用機械器具製造業」、「業務用機械器具製造業」、「電子部品・デ

バイス・電子回路製造業」、「輸送用機械器具製造業」ではそれぞれ、「高精度の加工・組立が

できる」の割合が最も高くなっている。 
それに対し、「ゴム製品製造業」、「非鉄金属製造業」、「電気機械器具製造業」ではそれぞれ、

「特定の技術に関する高度な専門知識を持つ」の割合が最も高くなっており、「繊維工業」、

「パルプ・紙・紙加工品製造業」、「印刷・同関連業」、「化学工業」、「窯業・土石製品製造業」

などの業種では、「品質管理が徹底されている」の割合が最も高かった。 
規模別にみると、いずれの規模も「高精度の加工・組立ができる」や「特定の技術に関す

る高度な専門知識を持つ」、「品質管理が徹底されている」の回答割合が高くなっており、規

模の大きい企業になると、「新製品や技術を開発できる」、「製造方法・生産システムの改善を

行える」、「工程を効率的に管理できる」といった項目も比較的高い割合となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

調査シリーズNo.194

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 14 －

 
 

図表２－８ ものづくりにおける自社の強み 優れたものづくり能力の具体的な内容（複数回答） 

（単位：％） 
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そ
の
他

わ
か
ら
な
い

無
回
答

計 2,119 52.5 29.5 22.1 25.2 13.4 47.7 22.9 42.3 1.7 1.1 0.2

【業種】

繊維工業 120 38.3 39.2 25.8 20.8 12.5 45.8 21.7 49.2 0.8 4.2 -

パルプ・紙・紙加工品製造業 47 40.4 34.0 10.6 34.0 12.8 34.0 31.9 63.8 - - -

印刷・同関連業 106 46.2 17.9 19.8 21.7 3.8 47.2 31.1 52.8 2.8 0.9 -

化学工業 89 22.5 46.1 20.2 27.0 16.9 55.1 23.6 59.6 3.4 1.1 -

石油製品・石炭製品製造業 4 25.0 - - 50.0 - 25.0 25.0 75.0 - - -

プラスチック製品製造業 151 47.0 28.5 16.6 25.2 11.9 45.7 17.9 41.1 1.3 1.3 0.7

ゴム製品製造業 38 34.2 39.5 10.5 31.6 21.1 57.9 26.3 47.4 - - -

なめし革・同製品・毛皮製造業 5 - - - - - 40.0 40.0 60.0 - - -

窯業・土石製品製造業 88 29.5 29.5 15.9 15.9 6.8 40.9 19.3 47.7 2.3 3.4 -

鉄鋼業 73 52.1 21.9 17.8 23.3 11.0 47.9 31.5 50.7 - 2.7 -

非鉄金属製造業 64 50.0 21.9 20.3 26.6 14.1 51.6 17.2 35.9 3.1 - -

金属製品製造業 195 63.6 22.1 21.0 20.5 10.3 45.1 21.5 41.0 1.5 0.5 -

はん用機械器具製造業 114 63.2 28.9 28.9 25.4 11.4 53.5 16.7 36.0 3.5 0.9 -

生産用機械器具製造業 285 66.7 31.9 22.5 26.0 13.7 49.5 20.7 26.7 1.8 - 0.4

業務用機械器具製造業 64 75.0 40.6 18.8 17.2 15.6 50.0 9.4 28.1 1.6 - -

電子部品・デバイス・電子回路製造業 91 62.6 35.2 24.2 29.7 18.7 41.8 28.6 39.6 - - 1.1

電気機械器具製造業 205 46.3 35.1 26.8 28.8 12.7 48.3 25.4 43.4 2.4 - 0.5

情報通信機械器具製造業 12 33.3 50.0 33.3 16.7 8.3 50.0 8.3 50.0 8.3 - 8.3

輸送用機械器具製造業 267 63.3 18.7 27.0 30.7 19.1 46.8 27.3 46.1 1.5 1.5 -

その他 99 37.4 35.4 20.2 20.2 16.2 51.5 20.2 40.4 1.0 3.0 -

無回答 2 100.0 50.0 50.0 50.0 50.0 100.0 50.0 50.0 - - -

【従業員規模】

４９人以下 697 51.4 24.4 24.7 19.7 10.0 45.2 18.1 37.6 2.6 1.4 0.4

５０人～９９人 715 51.6 26.3 21.0 22.9 11.2 48.0 22.7 42.4 1.8 1.1 -

１００人～２９９人 527 52.9 34.3 20.1 28.7 15.7 48.0 23.0 42.9 0.8 0.9 0.4

３００人以上 179 59.2 48.0 21.8 44.7 27.4 55.3 41.9 58.1 1.1 - -

無回答 1 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 - - -
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図表２－８ ものづくりにおける自社の強み 優れたものづくり能力の具体的な内容（複数回答） 

（単位：％） 
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計 2,119 52.5 29.5 22.1 25.2 13.4 47.7 22.9 42.3 1.7 1.1 0.2

【業種】

繊維工業 120 38.3 39.2 25.8 20.8 12.5 45.8 21.7 49.2 0.8 4.2 -

パルプ・紙・紙加工品製造業 47 40.4 34.0 10.6 34.0 12.8 34.0 31.9 63.8 - - -

印刷・同関連業 106 46.2 17.9 19.8 21.7 3.8 47.2 31.1 52.8 2.8 0.9 -

化学工業 89 22.5 46.1 20.2 27.0 16.9 55.1 23.6 59.6 3.4 1.1 -

石油製品・石炭製品製造業 4 25.0 - - 50.0 - 25.0 25.0 75.0 - - -

プラスチック製品製造業 151 47.0 28.5 16.6 25.2 11.9 45.7 17.9 41.1 1.3 1.3 0.7

ゴム製品製造業 38 34.2 39.5 10.5 31.6 21.1 57.9 26.3 47.4 - - -

なめし革・同製品・毛皮製造業 5 - - - - - 40.0 40.0 60.0 - - -

窯業・土石製品製造業 88 29.5 29.5 15.9 15.9 6.8 40.9 19.3 47.7 2.3 3.4 -

鉄鋼業 73 52.1 21.9 17.8 23.3 11.0 47.9 31.5 50.7 - 2.7 -

非鉄金属製造業 64 50.0 21.9 20.3 26.6 14.1 51.6 17.2 35.9 3.1 - -

金属製品製造業 195 63.6 22.1 21.0 20.5 10.3 45.1 21.5 41.0 1.5 0.5 -

はん用機械器具製造業 114 63.2 28.9 28.9 25.4 11.4 53.5 16.7 36.0 3.5 0.9 -

生産用機械器具製造業 285 66.7 31.9 22.5 26.0 13.7 49.5 20.7 26.7 1.8 - 0.4

業務用機械器具製造業 64 75.0 40.6 18.8 17.2 15.6 50.0 9.4 28.1 1.6 - -

電子部品・デバイス・電子回路製造業 91 62.6 35.2 24.2 29.7 18.7 41.8 28.6 39.6 - - 1.1

電気機械器具製造業 205 46.3 35.1 26.8 28.8 12.7 48.3 25.4 43.4 2.4 - 0.5

情報通信機械器具製造業 12 33.3 50.0 33.3 16.7 8.3 50.0 8.3 50.0 8.3 - 8.3

輸送用機械器具製造業 267 63.3 18.7 27.0 30.7 19.1 46.8 27.3 46.1 1.5 1.5 -

その他 99 37.4 35.4 20.2 20.2 16.2 51.5 20.2 40.4 1.0 3.0 -

無回答 2 100.0 50.0 50.0 50.0 50.0 100.0 50.0 50.0 - - -

【従業員規模】

４９人以下 697 51.4 24.4 24.7 19.7 10.0 45.2 18.1 37.6 2.6 1.4 0.4

５０人～９９人 715 51.6 26.3 21.0 22.9 11.2 48.0 22.7 42.4 1.8 1.1 -

１００人～２９９人 527 52.9 34.3 20.1 28.7 15.7 48.0 23.0 42.9 0.8 0.9 0.4

３００人以上 179 59.2 48.0 21.8 44.7 27.4 55.3 41.9 58.1 1.1 - -

無回答 1 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 - - -

 
 

６．ものづくり人材の基本的な特徴 

 自社のものづくり人材の基本的な特徴を尋ねたところ（図表 2-9）、「ベテランの技能者が

多く、熟練技能者集団に近い」が 43.9％、「比較的単純な作業をこなす労働集約的な作業者
集団に近い」が 39.3％、「研究者・技術者の割合が高く、研究技術者集団に近い」が 7.9％、
「商品企画・市場開発担当者の割合が高く、企画営業集団に近い」が 2.0％、「その他」が 3.2％
となっている。 
 これを業種別にみると、「はん用機械器具製造業」や「生産用機械器具製造業」、「業務用機

械器具製造業」などでは、「ベテランの技能者が多く、熟練技能者集団に近い」の割合が比較

的高くなっているのが目立つ。それに対し、「パルプ・紙・紙加工品製造業」や「プラスチッ

ク製品製造業」、「窯業・土石製品製造業」などでは、「比較的単純な作業をこなす労働集約的

な作業者集団に近い」の割合の高さが目立っており、「石油製品・石炭製品製造業」や「化学

工業」などでは、他業種に比べ「研究者・技術者の割合が高く、研究技術者集団に近い」の

割合が高い。 
図表２－９ 自社のものづくり人材の基本的な特徴 

（単位：％） 
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計 5,867 7.9 43.9 39.3 2.0 3.2 3.7

【業種】

繊維工業 334 4.2 44.3 39.2 6.6 0.3 5.4

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 1.9 36.2 54.9 1.4 2.8 2.8

印刷・同関連業 369 1.1 47.2 40.1 5.4 3.5 2.7

化学工業 242 19.4 33.5 36.0 2.5 3.7 5.0

石油製品・石炭製品製造業 20 25.0 45.0 20.0 5.0 - 5.0

プラスチック製品製造業 496 2.2 37.7 52.8 1.8 2.6 2.8

ゴム製品製造業 98 4.1 37.8 53.1 1.0 2.0 2.0

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 5.9 47.1 29.4 17.6 - -

窯業・土石製品製造業 268 3.7 39.9 49.6 1.5 2.6 2.6

鉄鋼業 219 2.7 46.6 40.6 0.5 5.5 4.1

非鉄金属製造業 173 4.6 45.7 42.8 - 2.9 4.0

金属製品製造業 547 3.8 44.6 44.1 0.4 3.7 3.5

はん用機械器具製造業 285 7.7 55.4 26.7 1.8 4.6 3.9

生産用機械器具製造業 583 17.0 56.1 17.5 1.2 4.3 3.9

業務用機械器具製造業 148 18.2 52.7 16.2 1.4 6.1 5.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 12.2 43.5 37.0 0.4 4.1 2.8

電気機械器具製造業 586 16.2 43.9 33.3 1.0 2.9 2.7

情報通信機械器具製造業 39 12.8 43.6 30.8 7.7 - 5.1

輸送用機械器具製造業 680 3.4 39.4 49.6 0.6 2.8 4.3

その他 301 9.6 35.9 40.2 5.0 3.0 6.3

無回答 3 33.3 - 66.7 - - -

【従業員規模】

４９人以下 2,121 7.3 46.0 36.6 2.1 3.6 4.4

５０人～９９人 2,080 7.3 44.7 39.4 1.8 3.4 3.4

１００人～２９９人 1,311 8.0 39.3 44.9 2.0 2.6 3.3

３００人以上 354 15.3 43.2 33.6 2.0 2.3 3.7

無回答 1 100.0 - - - - -
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７．ものづくり人材の年齢構成のタイプ 

 ものづくり人材の年齢構成のタイプとして、あてはまるものを選んでもらったところ、「ベ

テラン中心」が 32.1％で最も割合が高く、次いで「中堅不足」（23.2％）、「中堅中心」（22.7％）、
「各世代均等」（13.2％）、「若手中心」（7.6％）の順で高くなっている（図表 2-10）。 
 これを業種別にみると、多くの業種において「ベテラン中心」が最も高い割合となってい

るなか、「ゴム製品製造業」と「金属製品製造業」では「中堅中心」の割合が最も高い。また、

「鉄鋼業」と「輸送用機械器具製造業」では「中堅不足」の割合が最も高くなっている。 
 規模別にみると、「49人以下」と「50人～99人」では「ベテラン中心」が最も高い割合と
なっており（それぞれ 34.7％、32.1％）、「100人～299 人」と「300 人以上」では「中堅不
足」が最も高い（それぞれ 29.3％、32.8％）。 
 

図表２－１０ ものづくり人材の年齢構成のタイプ 

（単位：％） 
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答

計 5,867 7.6 13.2 23.2 32.1 22.7 1.3

【業種】

繊維工業 334 4.2 13.5 22.5 46.7 10.5 2.7

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 6.1 15.0 19.7 37.6 21.1 0.5

印刷・同関連業 369 7.0 13.3 13.0 38.8 26.8 1.1

化学工業 242 9.9 12.4 24.8 27.7 24.0 1.2

石油製品・石炭製品製造業 20 - 10.0 30.0 30.0 30.0 -

プラスチック製品製造業 496 6.9 12.7 23.2 30.6 25.0 1.6

ゴム製品製造業 98 10.2 9.2 17.3 24.5 37.8 1.0

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 5.9 5.9 11.8 58.8 17.6 -

窯業・土石製品製造業 268 6.7 8.6 20.9 45.9 16.8 1.1

鉄鋼業 219 14.6 13.7 27.4 18.7 24.7 0.9

非鉄金属製造業 173 6.4 16.8 19.1 34.7 20.8 2.3

金属製品製造業 547 10.2 15.0 21.8 26.1 26.3 0.5

はん用機械器具製造業 285 7.0 14.4 26.0 26.0 26.0 0.7

生産用機械器具製造業 583 9.1 17.5 24.4 26.2 21.1 1.7

業務用機械器具製造業 148 4.7 17.6 22.3 28.4 25.7 1.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 4.9 10.6 18.3 41.5 23.6 1.2

電気機械器具製造業 586 4.4 10.8 28.5 35.5 19.8 1.0

情報通信機械器具製造業 39 5.1 10.3 12.8 46.2 20.5 5.1

輸送用機械器具製造業 680 9.9 11.5 27.8 26.5 23.2 1.2

その他 301 6.6 12.6 23.6 32.9 22.6 1.7

無回答 3 - 100.0 - - - -

【従業員規模】

４９人以下 2,121 7.4 14.2 17.9 34.7 24.0 1.8

５０人～９９人 2,080 7.4 12.7 23.0 32.1 23.8 1.0

１００人～２９９人 1,311 8.0 13.4 29.3 28.5 19.6 1.1

３００人以上 354 8.8 9.3 32.8 29.1 19.2 0.8

無回答 1 - 100.0 - - - -
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７．ものづくり人材の年齢構成のタイプ 

 ものづくり人材の年齢構成のタイプとして、あてはまるものを選んでもらったところ、「ベ

テラン中心」が 32.1％で最も割合が高く、次いで「中堅不足」（23.2％）、「中堅中心」（22.7％）、
「各世代均等」（13.2％）、「若手中心」（7.6％）の順で高くなっている（図表 2-10）。 
 これを業種別にみると、多くの業種において「ベテラン中心」が最も高い割合となってい

るなか、「ゴム製品製造業」と「金属製品製造業」では「中堅中心」の割合が最も高い。また、

「鉄鋼業」と「輸送用機械器具製造業」では「中堅不足」の割合が最も高くなっている。 
 規模別にみると、「49人以下」と「50人～99人」では「ベテラン中心」が最も高い割合と
なっており（それぞれ 34.7％、32.1％）、「100人～299 人」と「300 人以上」では「中堅不
足」が最も高い（それぞれ 29.3％、32.8％）。 
 

図表２－１０ ものづくり人材の年齢構成のタイプ 

（単位：％） 

 

n
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手
中
心

各
世
代
均
等

中
堅
不
足

ベ
テ
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ン
中
心

中
堅
中
心

無
回
答

計 5,867 7.6 13.2 23.2 32.1 22.7 1.3

【業種】

繊維工業 334 4.2 13.5 22.5 46.7 10.5 2.7

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 6.1 15.0 19.7 37.6 21.1 0.5

印刷・同関連業 369 7.0 13.3 13.0 38.8 26.8 1.1

化学工業 242 9.9 12.4 24.8 27.7 24.0 1.2

石油製品・石炭製品製造業 20 - 10.0 30.0 30.0 30.0 -

プラスチック製品製造業 496 6.9 12.7 23.2 30.6 25.0 1.6

ゴム製品製造業 98 10.2 9.2 17.3 24.5 37.8 1.0

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 5.9 5.9 11.8 58.8 17.6 -

窯業・土石製品製造業 268 6.7 8.6 20.9 45.9 16.8 1.1

鉄鋼業 219 14.6 13.7 27.4 18.7 24.7 0.9

非鉄金属製造業 173 6.4 16.8 19.1 34.7 20.8 2.3

金属製品製造業 547 10.2 15.0 21.8 26.1 26.3 0.5

はん用機械器具製造業 285 7.0 14.4 26.0 26.0 26.0 0.7

生産用機械器具製造業 583 9.1 17.5 24.4 26.2 21.1 1.7

業務用機械器具製造業 148 4.7 17.6 22.3 28.4 25.7 1.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 4.9 10.6 18.3 41.5 23.6 1.2

電気機械器具製造業 586 4.4 10.8 28.5 35.5 19.8 1.0

情報通信機械器具製造業 39 5.1 10.3 12.8 46.2 20.5 5.1

輸送用機械器具製造業 680 9.9 11.5 27.8 26.5 23.2 1.2

その他 301 6.6 12.6 23.6 32.9 22.6 1.7

無回答 3 - 100.0 - - - -

【従業員規模】

４９人以下 2,121 7.4 14.2 17.9 34.7 24.0 1.8

５０人～９９人 2,080 7.4 12.7 23.0 32.1 23.8 1.0

１００人～２９９人 1,311 8.0 13.4 29.3 28.5 19.6 1.1

３００人以上 354 8.8 9.3 32.8 29.1 19.2 0.8

無回答 1 - 100.0 - - - -

 
 

８．ものづくり人材における 40 歳未満の割合 

ものづくり人材における 40 歳未満の割合を尋ねたところ、回答企業の平均は 38.7％であ
り、割合をカテゴリー化した結果でみると、「30％～40％未満」が 22.0％で最も割合が高く、
次いで「40％～50％未満」（17.4％）、「20％～30％未満」（15.7％）、「50％～60％未満」（14.8％）
などの順で高い割合となっている（図表 2-11）。 
 業種別に 40歳未満割合の平均値をみると、最も高いのは「鉄鋼業」（43.5％）で、「輸送用
機械器具製造業」（42.5％）、「生産用機械器具製造業」（42.1％）、「ゴム製品製造業」（41.5％）、
「化学工業」（41.3％）、「金属製品製造業」（40.2％）、「はん用機械器具製造業」（40.1％）、
といった業種も 40％台の平均割合となっている。 
一方、最も低い（40歳未満比率が低い）のは「繊維工業」（31.3％）で、「情報通信機械器

具製造業」（32.6％）が次いで低い。 
 

図表２－１１ ものづくり人材における４０歳未満の割合 

（単位：％） 
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無
回
答

平
均

中
央
値

標
本
標
準
偏
差

計 5,867 3.8 7.7 15.7 22.0 17.4 14.8 8.8 6.5 3.2 38.7 39 18.2

【業種】

繊維工業 334 9.3 13.2 19.5 19.5 18.3 9.0 4.2 3.3 3.9 31.3 30 18.0

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 2.8 9.4 16.9 18.3 21.6 12.7 9.4 5.6 3.3 38.0 40 17.6

印刷・同関連業 369 6.2 10.3 16.8 21.1 13.3 14.6 7.0 8.1 2.4 36.9 35 19.9

化学工業 242 2.5 7.4 12.8 21.1 16.1 17.4 12.8 7.0 2.9 41.3 40 18.2

石油製品・石炭製品製造業 20 10.0 5.0 25.0 20.0 5.0 20.0 10.0 - 5.0 33.8 30 18.2

プラスチック製品製造業 496 3.2 6.0 16.5 22.4 17.1 15.9 8.5 6.5 3.8 39.0 39 17.9

ゴム製品製造業 98 3.1 9.2 11.2 20.4 18.4 14.3 6.1 13.3 4.1 41.5 40 20.7

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 5.9 11.8 11.8 35.3 5.9 17.6 - 5.9 5.9 33.7 33 19.3

窯業・土石製品製造業 268 7.5 15.7 17.5 20.5 16.4 8.6 5.6 5.2 3.0 33.1 30 18.9

鉄鋼業 219 2.7 6.4 8.2 21.0 17.8 16.9 16.0 8.7 2.3 43.5 42 18.7

非鉄金属製造業 173 3.5 6.9 14.5 20.2 19.7 19.7 5.2 6.4 4.0 39.2 40 17.4

金属製品製造業 547 1.6 6.2 15.4 23.0 17.7 17.2 9.9 5.3 3.7 40.2 40 16.9

はん用機械器具製造業 285 1.8 4.2 16.5 23.9 20.4 13.3 10.5 6.0 3.5 40.1 40 16.4

生産用機械器具製造業 583 1.5 5.3 13.4 21.4 20.8 18.2 8.6 8.6 2.2 42.1 40 17.0

業務用機械器具製造業 148 2.0 8.1 13.5 26.4 23.6 10.8 8.8 4.7 2.0 38.6 38 16.6

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 5.7 8.5 19.1 25.2 15.0 12.6 6.9 4.5 2.4 35.4 35 17.8

電気機械器具製造業 586 3.6 8.7 19.6 24.6 17.7 11.1 7.0 4.3 3.4 35.7 35 16.7

情報通信機械器具製造業 39 5.1 10.3 23.1 23.1 10.3 12.8 2.6 2.6 10.3 32.6 30 15.8

輸送用機械器具製造業 680 2.1 4.9 13.7 21.3 16.3 18.8 12.2 8.1 2.6 42.5 40 17.8

その他 301 9.3 7.3 15.6 20.9 12.6 12.3 8.3 9.0 4.7 37.6 35 21.6

無回答 3 - - - 33.3 33.3 33.3 - - - 44.0 45 6.6

【従業員規模】

４９人以下 2,121 6.6 11.0 18.0 21.1 12.9 13.3 7.3 6.4 3.4 35.6 33 19.5

５０人～９９人 2,080 3.1 7.0 16.5 22.5 18.8 13.8 8.5 7.3 2.5 39.0 39 17.9

１００人～２９９人 1,311 1.4 4.6 12.1 23.1 21.7 18.0 9.8 5.8 3.4 41.6 40 16.0

３００人以上 354 1.1 3.1 11.0 20.6 20.6 17.2 15.3 5.6 5.4 44.0 44 16.4

無回答 1 - - - 100.0 - - - - - 37.0 37 0.0
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９．社員の人数の状況 

（１）従業員数（正社員数＋直接雇用非正社員数） 

①従業員数 

 従業員の状況について、従業員数からみていくと、「49人以下」が 36.2％、「50人～99人」
が 35.5％、「100人～299人」が 22.3％で、「300人以上」が 6.0％となっている（図表 2-12）。 
 これを業種別にみると、「繊維工業」や「石油製品・石炭製品製造業」、「なめし革・同製品・

毛皮製造業」、「窯業・土石製品製造業」、「金属製品製造業」、「生産用機械器具製造業」では

「49人以下」の企業が 4割以上を占めている。 
また、「化学工業」や「石油製品・石炭製品製造業」、「輸送用機械器具製造業」などは、他

業種に比べて「300人以上」の企業割合が高くなっている。 
 

図表２－１２ 従業員数（正社員数＋直接雇用非正社員数） 

（単位：％、平均値と中央値の単位：人） 

 
 
 

n
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人
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下

５
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９
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０
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２
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３
０
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以
上
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回
答

平
均

中
央
値

標
本
標
準
偏
差

計 5,867 36.2 35.5 22.3 6.0 0.0 141.5 62 768.9

繊維工業 334 43.4 33.2 21.3 2.1 - 81.7 54 83.5

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 33.3 35.7 24.9 6.1 - 127.9 69 212.9

印刷・同関連業 369 39.8 35.5 21.1 3.5 - 99.3 59 185.8

化学工業 242 30.6 27.7 28.5 13.2 - 196.3 78 440.6

石油製品・石炭製品製造業 20 45.0 35.0 5.0 15.0 - 150.6 53 255.3

プラスチック製品製造業 496 33.9 40.5 22.6 3.0 - 95.5 65 157.2

ゴム製品製造業 98 31.6 31.6 28.6 8.2 - 177.3 71 466.6

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 52.9 35.3 11.8 - - 56.4 43 33.6

窯業・土石製品製造業 268 41.4 37.7 17.5 3.4 - 101.2 58 324.8

鉄鋼業 219 32.9 39.7 20.1 7.3 - 307.4 65 2,006.9

非鉄金属製造業 173 34.1 35.3 25.4 5.2 - 139.3 62 494.3

金属製品製造業 547 43.7 40.0 14.4 1.8 - 81.7 53 154.4

はん用機械器具製造業 285 34.0 39.3 22.5 4.2 - 101.7 63 154.0

生産用機械器具製造業 583 43.6 37.2 16.5 2.7 - 78.8 54 74.4

業務用機械器具製造業 148 37.8 35.8 18.9 7.4 - 105.0 60 122.2

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 27.2 28.0 34.1 10.6 - 162.2 82 269.4

電気機械器具製造業 586 32.8 32.8 25.6 8.9 - 211.7 72 1,488.3

情報通信機械器具製造業 39 25.6 46.2 23.1 5.1 - 120.9 69 155.8

輸送用機械器具製造業 680 27.8 31.8 28.8 11.6 - 238.5 80 1,208.6

その他 301 40.2 34.9 17.9 7.0 - 125.7 56 436.7

無回答 3 - - 66.7 - 33.3 110.0 110 14.1
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９．社員の人数の状況 

（１）従業員数（正社員数＋直接雇用非正社員数） 

①従業員数 

 従業員の状況について、従業員数からみていくと、「49人以下」が 36.2％、「50人～99人」
が 35.5％、「100人～299人」が 22.3％で、「300人以上」が 6.0％となっている（図表 2-12）。 
 これを業種別にみると、「繊維工業」や「石油製品・石炭製品製造業」、「なめし革・同製品・

毛皮製造業」、「窯業・土石製品製造業」、「金属製品製造業」、「生産用機械器具製造業」では

「49人以下」の企業が 4割以上を占めている。 
また、「化学工業」や「石油製品・石炭製品製造業」、「輸送用機械器具製造業」などは、他

業種に比べて「300人以上」の企業割合が高くなっている。 
 

図表２－１２ 従業員数（正社員数＋直接雇用非正社員数） 

（単位：％、平均値と中央値の単位：人） 
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標
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標
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計 5,867 36.2 35.5 22.3 6.0 0.0 141.5 62 768.9

繊維工業 334 43.4 33.2 21.3 2.1 - 81.7 54 83.5

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 33.3 35.7 24.9 6.1 - 127.9 69 212.9

印刷・同関連業 369 39.8 35.5 21.1 3.5 - 99.3 59 185.8

化学工業 242 30.6 27.7 28.5 13.2 - 196.3 78 440.6

石油製品・石炭製品製造業 20 45.0 35.0 5.0 15.0 - 150.6 53 255.3

プラスチック製品製造業 496 33.9 40.5 22.6 3.0 - 95.5 65 157.2

ゴム製品製造業 98 31.6 31.6 28.6 8.2 - 177.3 71 466.6

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 52.9 35.3 11.8 - - 56.4 43 33.6

窯業・土石製品製造業 268 41.4 37.7 17.5 3.4 - 101.2 58 324.8

鉄鋼業 219 32.9 39.7 20.1 7.3 - 307.4 65 2,006.9

非鉄金属製造業 173 34.1 35.3 25.4 5.2 - 139.3 62 494.3

金属製品製造業 547 43.7 40.0 14.4 1.8 - 81.7 53 154.4

はん用機械器具製造業 285 34.0 39.3 22.5 4.2 - 101.7 63 154.0

生産用機械器具製造業 583 43.6 37.2 16.5 2.7 - 78.8 54 74.4

業務用機械器具製造業 148 37.8 35.8 18.9 7.4 - 105.0 60 122.2

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 27.2 28.0 34.1 10.6 - 162.2 82 269.4

電気機械器具製造業 586 32.8 32.8 25.6 8.9 - 211.7 72 1,488.3

情報通信機械器具製造業 39 25.6 46.2 23.1 5.1 - 120.9 69 155.8

輸送用機械器具製造業 680 27.8 31.8 28.8 11.6 - 238.5 80 1,208.6

その他 301 40.2 34.9 17.9 7.0 - 125.7 56 436.7

無回答 3 - - 66.7 - 33.3 110.0 110 14.1

 
 

②従業員におけるものづくり人材比率 

 従業員におけるものづくり人材の比率を算出したところ、「70％以上 80％未満」の企業が
20.7％で最も割合が高く、次いで「80％以上 90％未満」（20.5％）、「50％未満」（18.8％）、
「60％以上 70％未満」（16.9％）、「50％以上 60％未満」（11.4％）、「90％以上」（8.4％）の
順で高くなっている（図表 2-13）。 
 業種別にものづくり人材比率の平均値をみると、「ゴム製品製造業」（71.0％）、「鉄鋼業」
（70.9％）、「輸送用機械器具製造業」（70.8％）、「生産用機械器具製造業」（70.6％）は 70％
台で、「電子部品・デバイス・電子回路製造業」（69.8％）などが 60％台となっている。平均
値が最も低いのは「化学工業」（55.0％）で、「石油製品・石炭製品製造業」（55.2％）が次い
で低い。 
 規模別にみると、比率の平均値は僅かずつではあるが、規模が小さくなるほど高まる傾向

がみられる。 
図表２－１３ 従業員におけるものづくり人材の比率 

（単位：％） 
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央
値

標
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標
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計 5,867 18.8 11.4 16.9 20.7 20.5 8.4 3.2 65.9 70.4 21.2

【業種】

繊維工業 334 22.2 8.1 11.1 16.5 21.0 17.7 3.6 66.1 74.1 26.5

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 17.4 15.5 19.2 23.5 14.6 6.1 3.8 65.6 67.8 17.0

印刷・同関連業 369 29.3 18.2 24.1 13.6 8.4 4.3 2.2 56.9 60.0 20.9

化学工業 242 32.2 19.0 18.6 13.2 9.5 2.9 4.5 55.0 57.6 22.6

石油製品・石炭製品製造業 20 35.0 20.0 20.0 10.0 5.0 10.0 - 55.2 57.5 25.2

プラスチック製品製造業 496 21.0 12.1 16.5 22.6 18.3 7.1 2.4 64.6 69.3 21.2

ゴム製品製造業 98 15.3 9.2 15.3 17.3 24.5 14.3 4.1 71.0 74.5 18.2

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 29.4 5.9 5.9 5.9 17.6 35.3 - 68.7 82.5 28.8

窯業・土石製品製造業 268 28.4 13.4 16.8 18.3 14.9 4.5 3.7 60.4 65.2 20.8

鉄鋼業 219 11.0 7.8 21.0 26.0 26.5 6.4 1.4 70.9 74.2 15.3

非鉄金属製造業 173 15.6 9.8 19.7 16.2 26.6 9.2 2.9 68.4 72.5 20.2

金属製品製造業 547 14.6 10.8 16.8 22.9 27.4 5.1 2.4 68.2 73.2 18.9

はん用機械器具製造業 285 14.7 12.6 16.5 22.8 22.8 7.7 2.8 67.9 73.1 19.6

生産用機械器具製造業 583 9.6 10.8 18.4 26.1 23.7 8.1 3.4 70.6 73.6 17.2

業務用機械器具製造業 148 26.4 16.2 10.1 17.6 12.8 12.8 4.1 63.5 64.6 21.8

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 14.2 6.5 17.5 21.1 26.4 10.6 3.7 69.8 75.0 20.3

電気機械器具製造業 586 18.9 10.4 18.6 20.0 18.4 10.4 3.2 66.1 70.0 21.2

情報通信機械器具製造業 39 30.8 10.3 10.3 12.8 23.1 10.3 2.6 60.7 67.4 26.7

輸送用機械器具製造業 680 11.9 9.1 13.5 24.7 26.0 10.3 4.4 70.8 75.0 19.3

その他 301 30.6 7.6 14.3 17.9 18.6 7.6 3.3 59.0 67.9 27.2

無回答 3 - 33.3 33.3 - - - 33.3 56.3 56.3 8.8

【従業員規模】

４９人以下 2,121 18.9 10.3 14.4 20.4 22.9 9.3 3.7 66.7 71.9 21.8

５０人～９９人 2,080 18.8 11.2 18.1 22.0 19.0 8.3 2.5 65.7 70.0 20.7

１００人～２９９人 1,311 17.8 13.0 18.5 21.2 19.2 6.9 3.4 65.3 69.2 20.7

３００人以上 354 21.8 12.4 18.9 14.1 20.1 9.0 3.7 64.3 68.0 22.4

無回答 1 - - - - - - 100.0 - - -
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③従業員ものづくり人材における技能者比率 

 従業員におけるものづくり人材での、技能者比率を算出した。結果をみると、「90％以上」
の企業が 25.2％で最も割合が高く、次いで「80％以上 90％未満」（13.5％）、「70％以上 80％
未満」（8.9％）、「60％以上 70％未満」（6.9％）、「10％以上 20％未満」（6.7％）などの順で高
い（図表 2-14）。技能者比率の平均値は 64.0％となっている。 
 業種別に比率の平均値をみると、「石油製品・石炭製品製造業」が 73.4％で最も高く、次い
で「ゴム製品製造業」（69.7％）、「輸送用機械器具製造業」（69.1％）、「鉄鋼業」（69.0％）な
どの順で高くなっている。 

図表２－１４ 従業員ものづくり人材における技能者の比率 

（単位：％） 
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標
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計 5,867 5.4 6.7 6.4 5.3 4.8 5.8 6.9 8.9 13.5 25.2 11.1 64.0 73.6 31.9

【業種】

繊維工業 334 7.2 8.7 6.6 6.0 4.8 3.0 7.5 6.3 9.0 28.1 12.9 61.5 69.8 34.5

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 7.0 6.6 4.2 6.1 4.7 4.2 3.3 8.0 8.9 31.0 16.0 65.1 77.1 34.0

印刷・同関連業 369 4.1 4.1 6.8 4.6 9.5 6.8 8.4 8.4 11.4 22.8 13.3 63.8 68.8 30.1

化学工業 242 6.6 5.0 7.0 5.8 5.0 6.6 10.3 7.9 12.8 20.2 12.8 61.3 66.7 31.6

石油製品・石炭製品製造業 20 - - 10.0 5.0 5.0 5.0 5.0 15.0 30.0 20.0 5.0 73.4 80.5 24.2

プラスチック製品製造業 496 7.1 8.9 9.9 8.7 4.8 6.7 5.8 7.3 11.1 20.6 9.3 56.3 58.0 32.7

ゴム製品製造業 98 5.1 7.1 3.1 3.1 2.0 5.1 5.1 8.2 23.5 27.6 10.2 69.7 82.6 31.1

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 11.8 5.9 - - 11.8 11.8 5.9 5.9 11.8 35.3 - 66.8 75.0 35.5

窯業・土石製品製造業 268 7.5 7.1 7.8 5.6 4.1 5.6 6.0 7.8 13.1 23.9 11.6 61.1 70.4 33.6

鉄鋼業 219 4.1 9.6 4.6 2.7 2.7 3.7 5.9 11.0 13.7 32.9 9.1 69.0 81.3 32.0

非鉄金属製造業 173 5.8 8.7 6.4 3.5 3.5 2.3 6.9 6.9 19.1 27.2 9.8 65.9 80.0 33.3

金属製品製造業 547 4.9 7.9 6.2 5.5 3.7 6.2 6.0 8.2 13.0 27.8 10.6 64.6 75.0 32.2

はん用機械器具製造業 285 5.3 6.7 6.3 4.9 3.9 8.4 6.0 12.3 15.8 22.8 7.7 64.5 75.0 30.5

生産用機械器具製造業 583 2.6 3.8 5.7 5.1 5.8 7.0 9.1 10.1 14.1 26.8 9.9 68.3 75.0 28.4

業務用機械器具製造業 148 3.4 4.1 4.7 7.4 6.8 10.8 6.1 8.8 16.2 23.0 8.8 65.6 72.3 28.6

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 4.9 11.4 7.7 4.5 3.7 4.5 2.8 10.6 12.2 25.2 12.6 61.5 73.8 33.9

電気機械器具製造業 586 4.9 4.4 7.2 5.6 6.1 7.5 7.5 12.1 14.0 19.8 10.8 63.3 71.4 29.9

情報通信機械器具製造業 39 12.8 15.4 2.6 5.1 10.3 7.7 2.6 12.8 7.7 17.9 5.1 50.5 50.0 34.1

輸送用機械器具製造業 680 4.1 6.6 5.6 2.9 2.6 4.1 7.5 8.2 18.1 27.9 12.2 69.1 80.8 30.9

その他 301 9.3 7.3 5.3 7.3 4.0 4.0 8.3 6.6 8.6 26.6 12.6 60.0 66.7 35.0

無回答 3 - - 33.3 - - - - - - 33.3 33.3 56.7 56.7 51.8

【従業員規模】

４９人以下 2,121 5.4 6.3 7.2 5.4 4.8 5.6 6.7 7.7 11.0 28.5 11.4 64.5 73.7 32.7

５０人～９９人 2,080 5.7 6.7 6.6 6.2 5.2 6.0 6.0 8.3 12.5 26.2 10.7 63.3 73.3 32.2

１００人～２９９人 1,311 5.0 7.6 5.4 4.5 4.1 6.0 7.3 10.6 17.7 20.9 10.8 64.1 73.7 30.8

３００人以上 354 4.2 6.2 4.8 2.8 4.2 5.1 12.1 13.6 18.9 15.8 12.1 65.0 73.6 28.4

無回答 1 - - - - - - - - - - 100.0 - - -
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③従業員ものづくり人材における技能者比率 

 従業員におけるものづくり人材での、技能者比率を算出した。結果をみると、「90％以上」
の企業が 25.2％で最も割合が高く、次いで「80％以上 90％未満」（13.5％）、「70％以上 80％
未満」（8.9％）、「60％以上 70％未満」（6.9％）、「10％以上 20％未満」（6.7％）などの順で高
い（図表 2-14）。技能者比率の平均値は 64.0％となっている。 
 業種別に比率の平均値をみると、「石油製品・石炭製品製造業」が 73.4％で最も高く、次い
で「ゴム製品製造業」（69.7％）、「輸送用機械器具製造業」（69.1％）、「鉄鋼業」（69.0％）な
どの順で高くなっている。 

図表２－１４ 従業員ものづくり人材における技能者の比率 

（単位：％） 
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計 5,867 5.4 6.7 6.4 5.3 4.8 5.8 6.9 8.9 13.5 25.2 11.1 64.0 73.6 31.9

【業種】

繊維工業 334 7.2 8.7 6.6 6.0 4.8 3.0 7.5 6.3 9.0 28.1 12.9 61.5 69.8 34.5

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 7.0 6.6 4.2 6.1 4.7 4.2 3.3 8.0 8.9 31.0 16.0 65.1 77.1 34.0

印刷・同関連業 369 4.1 4.1 6.8 4.6 9.5 6.8 8.4 8.4 11.4 22.8 13.3 63.8 68.8 30.1

化学工業 242 6.6 5.0 7.0 5.8 5.0 6.6 10.3 7.9 12.8 20.2 12.8 61.3 66.7 31.6

石油製品・石炭製品製造業 20 - - 10.0 5.0 5.0 5.0 5.0 15.0 30.0 20.0 5.0 73.4 80.5 24.2

プラスチック製品製造業 496 7.1 8.9 9.9 8.7 4.8 6.7 5.8 7.3 11.1 20.6 9.3 56.3 58.0 32.7

ゴム製品製造業 98 5.1 7.1 3.1 3.1 2.0 5.1 5.1 8.2 23.5 27.6 10.2 69.7 82.6 31.1

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 11.8 5.9 - - 11.8 11.8 5.9 5.9 11.8 35.3 - 66.8 75.0 35.5

窯業・土石製品製造業 268 7.5 7.1 7.8 5.6 4.1 5.6 6.0 7.8 13.1 23.9 11.6 61.1 70.4 33.6

鉄鋼業 219 4.1 9.6 4.6 2.7 2.7 3.7 5.9 11.0 13.7 32.9 9.1 69.0 81.3 32.0

非鉄金属製造業 173 5.8 8.7 6.4 3.5 3.5 2.3 6.9 6.9 19.1 27.2 9.8 65.9 80.0 33.3

金属製品製造業 547 4.9 7.9 6.2 5.5 3.7 6.2 6.0 8.2 13.0 27.8 10.6 64.6 75.0 32.2

はん用機械器具製造業 285 5.3 6.7 6.3 4.9 3.9 8.4 6.0 12.3 15.8 22.8 7.7 64.5 75.0 30.5

生産用機械器具製造業 583 2.6 3.8 5.7 5.1 5.8 7.0 9.1 10.1 14.1 26.8 9.9 68.3 75.0 28.4

業務用機械器具製造業 148 3.4 4.1 4.7 7.4 6.8 10.8 6.1 8.8 16.2 23.0 8.8 65.6 72.3 28.6

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 4.9 11.4 7.7 4.5 3.7 4.5 2.8 10.6 12.2 25.2 12.6 61.5 73.8 33.9

電気機械器具製造業 586 4.9 4.4 7.2 5.6 6.1 7.5 7.5 12.1 14.0 19.8 10.8 63.3 71.4 29.9

情報通信機械器具製造業 39 12.8 15.4 2.6 5.1 10.3 7.7 2.6 12.8 7.7 17.9 5.1 50.5 50.0 34.1

輸送用機械器具製造業 680 4.1 6.6 5.6 2.9 2.6 4.1 7.5 8.2 18.1 27.9 12.2 69.1 80.8 30.9

その他 301 9.3 7.3 5.3 7.3 4.0 4.0 8.3 6.6 8.6 26.6 12.6 60.0 66.7 35.0

無回答 3 - - 33.3 - - - - - - 33.3 33.3 56.7 56.7 51.8

【従業員規模】

４９人以下 2,121 5.4 6.3 7.2 5.4 4.8 5.6 6.7 7.7 11.0 28.5 11.4 64.5 73.7 32.7

５０人～９９人 2,080 5.7 6.7 6.6 6.2 5.2 6.0 6.0 8.3 12.5 26.2 10.7 63.3 73.3 32.2

１００人～２９９人 1,311 5.0 7.6 5.4 4.5 4.1 6.0 7.3 10.6 17.7 20.9 10.8 64.1 73.7 30.8

３００人以上 354 4.2 6.2 4.8 2.8 4.2 5.1 12.1 13.6 18.9 15.8 12.1 65.0 73.6 28.4

無回答 1 - - - - - - - - - - 100.0 - - -

 
 

（２）正社員数 

①正社員数 

 正社員数をみていくと、「49 人以下」の企業が 47.0％と半数近くを占めており、「50人～
99人」が 29.5％、「100人～299人」が 16.5％、「300人以上」が 4.2％となっている（図表

2-15）。 
 平均値が大きい順に業種を並べると、「鉄鋼業」（229.5人）、「輸送用機械器具製造業」（203.7
人）、「電気機械器具製造業」（182.9人）、「化学工業」（166.4人）などの順となっている。 
 

図表２－１５ 正社員数 

（単位：％、平均値と中央値の単位：人）  
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計 5,867 47.0 29.5 16.5 4.2 2.8 117.3 50.0 700.0

【業種】

繊維工業 334 57.8 26.3 12.6 0.9 2.4 62.3 42.0 68.4

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 45.1 28.2 17.8 5.6 3.3 106.5 54.5 185.4

印刷・同関連業 369 50.7 31.2 14.4 2.4 1.4 80.4 48.0 142.7

化学工業 242 36.4 26.9 24.4 9.5 2.9 166.4 65.0 392.8

石油製品・石炭製品製造業 20 55.0 25.0 5.0 15.0 - 117.0 47.0 174.3

プラスチック製品製造業 496 51.8 31.3 13.3 1.4 2.2 72.9 47.0 125.3

ゴム製品製造業 98 43.9 25.5 23.5 4.1 3.1 139.7 55.0 389.2

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 70.6 23.5 5.9 - - 46.0 39.0 26.5

窯業・土石製品製造業 268 50.4 29.1 14.9 1.9 3.7 86.6 48.0 274.4

鉄鋼業 219 41.1 32.9 16.4 5.5 4.1 229.5 56.5 1,739.4

非鉄金属製造業 173 42.8 31.2 20.8 2.3 2.9 120.6 55.5 464.1

金属製品製造業 547 55.6 30.7 9.5 1.3 2.9 69.3 45.0 146.0

はん用機械器具製造業 285 42.5 33.7 19.6 2.5 1.8 85.9 53.0 128.6

生産用機械器具製造業 583 50.4 30.9 12.9 1.5 4.3 68.5 48.0 65.2

業務用機械器具製造業 148 48.0 29.7 16.2 4.7 1.4 82.8 53.0 89.9

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 38.6 30.1 22.4 7.3 1.6 131.0 64.0 253.7

電気機械器具製造業 586 43.7 28.7 17.7 6.7 3.2 182.9 55.0 1,402.4

情報通信機械器具製造業 39 48.7 33.3 12.8 5.1 - 92.0 50.0 148.2

輸送用機械器具製造業 680 36.3 27.5 24.6 8.7 2.9 203.7 64.0 1,109.0

その他 301 54.2 26.2 11.6 5.6 2.3 105.5 45.0 435.7

無回答 3 - 33.3 33.3 - 33.3 98.5 98.5 12.0
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②正社員におけるものづくり人材比率 

 正社員におけるものづくり人材の比率を算出したところ、「50％未満」が 19.5％、「50％以
上 60％未満」が 11.4％、「60％以上 70％未満」が 16.2％、「70％以上 80％未満」が 19.4％、
「80％以上 90％未満」が 18.4％、「90％以上」が 10.0％で、ものづくり人材比率の平均値は
65.6％となっている（図表 2-16）。 
 

図表２－１６ 正社員におけるものづくり人材比率 

（単位：％） 
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計 5,867 19.5 11.4 16.2 19.4 18.4 10.0 5.0 65.6 70.0 22.2

【業種】

繊維工業 334 25.4 6.9 10.5 16.2 17.4 18.9 4.8 65.1 72.7 27.7

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 20.7 15.5 17.8 20.7 13.1 6.1 6.1 63.6 65.9 19.1

印刷・同関連業 369 27.6 17.3 22.8 16.0 7.3 4.9 4.1 57.3 60.3 21.7

化学工業 242 34.3 17.8 15.3 11.6 9.9 5.8 5.4 54.9 57.7 23.7

石油製品・石炭製品製造業 20 30.0 20.0 20.0 15.0 5.0 10.0 - 57.4 59.6 24.7

プラスチック製品製造業 496 20.8 15.3 18.1 19.0 15.5 8.1 3.2 63.3 66.7 21.3

ゴム製品製造業 98 16.3 12.2 17.3 16.3 17.3 14.3 6.1 69.1 70.3 20.6

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 29.4 - 17.6 5.9 17.6 29.4 - 65.9 71.8 28.9

窯業・土石製品製造業 268 26.5 16.4 15.7 16.8 13.4 4.9 6.3 60.3 63.2 21.1

鉄鋼業 219 11.0 6.8 17.4 26.5 22.4 11.0 5.0 71.9 75.0 16.9

非鉄金属製造業 173 16.2 9.8 16.8 19.1 20.2 13.3 4.6 68.7 71.7 21.0

金属製品製造業 547 14.8 11.0 16.5 20.8 21.9 9.1 5.9 68.5 72.7 20.0

はん用機械器具製造業 285 16.5 7.0 18.2 19.3 24.2 10.2 4.6 68.5 73.1 20.7

生産用機械器具製造業 583 9.9 9.9 15.8 23.5 23.2 11.3 6.3 71.4 75.0 18.2

業務用機械器具製造業 148 31.8 8.8 10.1 16.2 17.6 11.5 4.1 62.9 66.5 23.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 16.3 13.0 15.0 20.3 19.1 13.0 3.3 68.0 71.4 21.2

電気機械器具製造業 586 20.6 12.3 16.0 17.4 17.1 10.6 6.0 65.1 68.8 22.2

情報通信機械器具製造業 39 35.9 10.3 7.7 15.4 20.5 10.3 - 57.8 64.5 28.8

輸送用機械器具製造業 680 11.3 8.8 14.9 23.7 25.1 11.5 4.7 71.0 75.3 19.9

その他 301 31.2 6.0 16.3 17.9 16.3 7.0 5.3 57.7 65.1 27.6

無回答 3 - 33.3 33.3 - - - 33.3 55.9 55.9 8.3

【従業員規模】

４９人以下 2,121 18.6 10.6 13.1 19.6 19.5 13.0 5.7 67.0 72.2 22.9

５０人～９９人 2,080 19.2 11.3 17.6 19.8 18.1 9.2 4.8 65.5 69.4 21.5

１００人～２９９人 1,311 20.4 12.7 18.6 20.0 17.0 6.8 4.5 64.0 68.2 21.5

３００人以上 354 24.0 12.1 17.5 14.1 18.9 9.0 4.2 63.0 66.7 23.4

無回答 1 - - - - - - 100.0 - - -
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②正社員におけるものづくり人材比率 

 正社員におけるものづくり人材の比率を算出したところ、「50％未満」が 19.5％、「50％以
上 60％未満」が 11.4％、「60％以上 70％未満」が 16.2％、「70％以上 80％未満」が 19.4％、
「80％以上 90％未満」が 18.4％、「90％以上」が 10.0％で、ものづくり人材比率の平均値は
65.6％となっている（図表 2-16）。 
 

図表２－１６ 正社員におけるものづくり人材比率 
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計 5,867 19.5 11.4 16.2 19.4 18.4 10.0 5.0 65.6 70.0 22.2

【業種】

繊維工業 334 25.4 6.9 10.5 16.2 17.4 18.9 4.8 65.1 72.7 27.7

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 20.7 15.5 17.8 20.7 13.1 6.1 6.1 63.6 65.9 19.1

印刷・同関連業 369 27.6 17.3 22.8 16.0 7.3 4.9 4.1 57.3 60.3 21.7

化学工業 242 34.3 17.8 15.3 11.6 9.9 5.8 5.4 54.9 57.7 23.7

石油製品・石炭製品製造業 20 30.0 20.0 20.0 15.0 5.0 10.0 - 57.4 59.6 24.7

プラスチック製品製造業 496 20.8 15.3 18.1 19.0 15.5 8.1 3.2 63.3 66.7 21.3

ゴム製品製造業 98 16.3 12.2 17.3 16.3 17.3 14.3 6.1 69.1 70.3 20.6

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 29.4 - 17.6 5.9 17.6 29.4 - 65.9 71.8 28.9

窯業・土石製品製造業 268 26.5 16.4 15.7 16.8 13.4 4.9 6.3 60.3 63.2 21.1

鉄鋼業 219 11.0 6.8 17.4 26.5 22.4 11.0 5.0 71.9 75.0 16.9

非鉄金属製造業 173 16.2 9.8 16.8 19.1 20.2 13.3 4.6 68.7 71.7 21.0

金属製品製造業 547 14.8 11.0 16.5 20.8 21.9 9.1 5.9 68.5 72.7 20.0

はん用機械器具製造業 285 16.5 7.0 18.2 19.3 24.2 10.2 4.6 68.5 73.1 20.7

生産用機械器具製造業 583 9.9 9.9 15.8 23.5 23.2 11.3 6.3 71.4 75.0 18.2

業務用機械器具製造業 148 31.8 8.8 10.1 16.2 17.6 11.5 4.1 62.9 66.5 23.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 16.3 13.0 15.0 20.3 19.1 13.0 3.3 68.0 71.4 21.2

電気機械器具製造業 586 20.6 12.3 16.0 17.4 17.1 10.6 6.0 65.1 68.8 22.2

情報通信機械器具製造業 39 35.9 10.3 7.7 15.4 20.5 10.3 - 57.8 64.5 28.8

輸送用機械器具製造業 680 11.3 8.8 14.9 23.7 25.1 11.5 4.7 71.0 75.3 19.9

その他 301 31.2 6.0 16.3 17.9 16.3 7.0 5.3 57.7 65.1 27.6

無回答 3 - 33.3 33.3 - - - 33.3 55.9 55.9 8.3

【従業員規模】

４９人以下 2,121 18.6 10.6 13.1 19.6 19.5 13.0 5.7 67.0 72.2 22.9

５０人～９９人 2,080 19.2 11.3 17.6 19.8 18.1 9.2 4.8 65.5 69.4 21.5

１００人～２９９人 1,311 20.4 12.7 18.6 20.0 17.0 6.8 4.5 64.0 68.2 21.5

３００人以上 354 24.0 12.1 17.5 14.1 18.9 9.0 4.2 63.0 66.7 23.4

無回答 1 - - - - - - 100.0 - - -

 
 

③正社員ものづくり人材における技能者比率 

 正社員ものづくり人材における技能者の比率を算出したところ、「10％未満」および「10％
以上 20％未満」が 5.5％、「20％以上 30％未満」が 6.1％、「30％以上 40％未満」が 4.8％、
「40％以上 50％未満」が 4.6％、「50％以上 60％未満」が 6.1％、「60％以上 70％未満」が
6.9％、「70％以上 80％未満」が 9.1％、「80％以上 90％未満」が 11.9％で、「90％以上」が
28.0％となっている（図表 2-17）。技能者比率の平均値は 65.8％となっている。 
 

図表２－１７ 正社員ものづくり人材における技能者比率 

（単位：％） 
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計 5,867 5.5 5.5 6.1 4.8 4.6 6.1 6.9 9.1 11.9 28.0 11.6 65.8 75.0 31.9

【業種】

繊維工業 334 9.0 6.6 6.0 4.2 5.7 3.6 6.3 5.7 9.3 30.8 12.9 63.4 75.0 35.2

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 5.6 5.2 4.2 5.2 3.3 5.6 3.8 6.6 7.0 37.1 16.4 69.4 83.2 33.5

印刷・同関連業 369 4.9 1.1 6.5 4.6 7.3 7.0 8.9 7.6 10.3 28.5 13.3 67.8 73.2 30.0

化学工業 242 7.0 4.1 5.8 3.7 6.6 7.0 9.5 7.0 14.0 24.0 11.2 64.1 72.5 31.8

石油製品・石炭製品製造業 20 - - 10.0 10.0 - 10.0 5.0 15.0 20.0 25.0 5.0 71.2 77.8 26.3

プラスチック製品製造業 496 5.6 8.3 8.3 6.0 5.6 7.1 7.1 9.1 10.3 23.2 9.5 60.1 66.7 32.5

ゴム製品製造業 98 4.1 9.2 4.1 3.1 1.0 7.1 2.0 10.2 14.3 33.7 11.2 70.1 84.2 32.2

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 11.8 - 5.9 - - 11.8 5.9 11.8 5.9 41.2 5.9 70.3 78.4 35.7

窯業・土石製品製造業 268 7.5 6.0 7.5 6.0 3.7 4.9 5.2 7.8 11.9 26.1 13.4 62.4 71.4 34.1

鉄鋼業 219 4.6 9.6 3.7 3.2 2.7 3.7 4.6 12.3 10.0 32.4 13.2 68.3 79.3 32.6

非鉄金属製造業 173 6.9 6.4 5.2 6.4 2.9 4.6 5.8 7.5 15.6 30.6 8.1 66.7 80.0 33.1

金属製品製造業 547 5.5 5.9 6.2 3.5 3.3 5.9 7.3 6.9 11.9 30.7 13.0 67.0 78.5 32.3

はん用機械器具製造業 285 4.6 6.0 6.7 4.6 3.9 7.7 6.0 9.8 17.2 24.6 9.1 66.3 76.9 30.8

生産用機械器具製造業 583 2.7 3.4 5.5 5.1 5.7 6.5 7.7 10.5 11.5 29.8 11.5 69.4 76.9 28.8

業務用機械器具製造業 148 2.7 4.7 3.4 8.8 7.4 10.1 7.4 11.5 7.4 28.4 8.1 65.8 70.8 29.1

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 4.9 7.3 7.7 4.9 4.1 4.1 6.5 10.2 13.8 26.0 10.6 64.8 75.0 32.4

電気機械器具製造業 586 4.4 5.1 5.3 6.3 5.8 7.2 8.5 12.3 10.6 23.0 11.4 64.5 71.4 30.1

情報通信機械器具製造業 39 17.9 7.7 15.4 2.6 7.7 7.7 2.6 7.7 7.7 23.1 - 49.5 42.9 36.2

輸送用機械器具製造業 680 4.6 5.1 6.0 3.4 2.8 5.0 6.3 10.3 16.6 28.4 11.5 69.2 80.0 30.8

その他 301 10.6 5.6 5.0 5.0 3.7 5.6 7.6 7.3 8.0 29.2 12.3 61.9 70.6 35.6

無回答 3 - - 33.3 - - - - - - 33.3 33.3 57.3 57.3 49.6

【従業員規模】

４９人以下 2,121 5.8 5.5 6.4 4.5 4.7 5.7 6.6 7.4 9.5 31.9 12.0 66.3 76.5 33.0

５０人～９９人 2,080 5.9 5.7 5.9 5.8 4.6 6.1 6.1 8.9 11.1 28.8 11.3 65.3 75.0 32.4

１００人～２９９人 1,311 4.9 5.1 5.8 4.3 4.7 5.6 8.1 11.1 15.9 23.6 10.9 66.4 75.4 30.3

３００人以上 354 4.2 6.2 5.9 2.8 3.4 9.9 9.0 13.6 15.5 16.4 13.0 63.6 71.7 28.8

無回答 1 - - - - - - - - - - 100.0 - - -
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（３）女性の比率 

①従業員における女性比率 

 従業員における女性比率を算出したところ、「10％以上 20％未満」の企業が 30.2％で最
も割合が高く、次いで「40％以上」（20.4％）、「20％以上 30％未満」（19.1％）、「10％未
満」（16.3％）、「30％以上 40％未満」（12.0％）の順で高い（図表 2-18）。女性比率の平均

値は 26.5％となっている。 
 業種別にみると、「繊維工業」（「40％以上」が 67.7％）、「なめし革・同製品・毛皮製造
業」（同 58.8％）、「電子部品・デバイス・電子回路製造業」（同 41.1％）といった業種で比
較的、女性比率が高い。一方、最も低い比率カテゴリーである「10％未満」の割合が最も
高かった業種は「鉄鋼業」（43.8％）で、「鉄鋼業」は比率の平均値でも最も低い（12.6％）。 

図表２－１８ 従業員における女性比率 

（単位：％） 
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計 5,867 16.3 30.2 19.1 12.0 20.4 2.1 26.5 20.7 19.3

【業種】

繊維工業 334 1.8 5.7 12.6 10.2 67.7 2.1 56.3 56.3 25.8

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 10.3 23.5 27.7 17.4 18.8 2.3 27.0 24.0 15.1

印刷・同関連業 369 5.7 18.4 27.1 24.9 21.1 2.7 29.6 28.9 14.3

化学工業 242 14.5 37.6 19.4 11.2 15.7 1.7 23.8 19.2 16.0

石油製品・石炭製品製造業 20 40.0 25.0 30.0 - 5.0 - 16.4 12.0 12.1

プラスチック製品製造業 496 5.0 17.9 22.2 18.1 34.7 2.0 34.0 32.6 17.5

ゴム製品製造業 98 6.1 20.4 25.5 10.2 34.7 3.1 33.2 28.0 18.6

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 5.9 5.9 17.6 11.8 58.8 - 44.4 45.5 22.2

窯業・土石製品製造業 268 25.7 43.3 13.4 7.1 7.1 3.4 17.5 13.7 12.4

鉄鋼業 219 43.8 38.4 13.2 1.4 1.4 1.8 12.6 10.4 8.0

非鉄金属製造業 173 20.2 32.9 20.8 15.0 10.4 0.6 21.3 18.6 13.1

金属製品製造業 547 15.0 36.7 21.8 14.6 10.4 1.5 22.1 18.9 13.5

はん用機械器具製造業 285 24.6 47.0 15.8 6.0 4.9 1.8 16.8 14.0 11.4

生産用機械器具製造業 583 26.6 47.0 14.9 4.1 5.1 2.2 16.5 13.8 11.2

業務用機械器具製造業 148 14.9 33.1 22.3 6.1 23.0 0.7 25.6 20.5 18.1

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 4.9 17.1 17.1 18.3 41.1 1.6 37.9 34.7 21.0

電気機械器具製造業 586 9.2 26.1 21.2 14.8 25.9 2.7 30.3 25.0 19.1

情報通信機械器具製造業 39 7.7 25.6 25.6 23.1 17.9 - 30.1 25.9 17.7

輸送用機械器具製造業 680 27.4 33.2 16.9 7.9 12.2 2.4 20.5 15.5 16.0

その他 301 15.3 28.2 16.9 12.3 25.9 1.3 30.1 22.6 22.9

無回答 3 - - - - 66.7 33.3 67.9 67.9 31.3

【従業員規模】

４９人以下 2,121 17.9 31.0 18.3 10.2 20.7 2.0 26.3 20.0 20.5

５０人～９９人 2,080 14.8 29.7 19.2 12.8 21.6 1.9 27.1 21.7 19.1

１００人～２９９人 1,311 15.0 28.1 20.4 14.0 20.4 2.1 27.0 22.5 18.4

３００人以上 354 20.3 36.7 18.1 9.9 12.1 2.8 21.5 16.7 15.7

無回答 1 - - - - - 100.0 - - -

調査シリーズNo.194

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 25 －

 
 

（３）女性の比率 

①従業員における女性比率 

 従業員における女性比率を算出したところ、「10％以上 20％未満」の企業が 30.2％で最
も割合が高く、次いで「40％以上」（20.4％）、「20％以上 30％未満」（19.1％）、「10％未
満」（16.3％）、「30％以上 40％未満」（12.0％）の順で高い（図表 2-18）。女性比率の平均

値は 26.5％となっている。 
 業種別にみると、「繊維工業」（「40％以上」が 67.7％）、「なめし革・同製品・毛皮製造
業」（同 58.8％）、「電子部品・デバイス・電子回路製造業」（同 41.1％）といった業種で比
較的、女性比率が高い。一方、最も低い比率カテゴリーである「10％未満」の割合が最も
高かった業種は「鉄鋼業」（43.8％）で、「鉄鋼業」は比率の平均値でも最も低い（12.6％）。 

図表２－１８ 従業員における女性比率 

（単位：％） 
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計 5,867 16.3 30.2 19.1 12.0 20.4 2.1 26.5 20.7 19.3

【業種】

繊維工業 334 1.8 5.7 12.6 10.2 67.7 2.1 56.3 56.3 25.8

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 10.3 23.5 27.7 17.4 18.8 2.3 27.0 24.0 15.1

印刷・同関連業 369 5.7 18.4 27.1 24.9 21.1 2.7 29.6 28.9 14.3

化学工業 242 14.5 37.6 19.4 11.2 15.7 1.7 23.8 19.2 16.0

石油製品・石炭製品製造業 20 40.0 25.0 30.0 - 5.0 - 16.4 12.0 12.1

プラスチック製品製造業 496 5.0 17.9 22.2 18.1 34.7 2.0 34.0 32.6 17.5

ゴム製品製造業 98 6.1 20.4 25.5 10.2 34.7 3.1 33.2 28.0 18.6

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 5.9 5.9 17.6 11.8 58.8 - 44.4 45.5 22.2

窯業・土石製品製造業 268 25.7 43.3 13.4 7.1 7.1 3.4 17.5 13.7 12.4

鉄鋼業 219 43.8 38.4 13.2 1.4 1.4 1.8 12.6 10.4 8.0

非鉄金属製造業 173 20.2 32.9 20.8 15.0 10.4 0.6 21.3 18.6 13.1

金属製品製造業 547 15.0 36.7 21.8 14.6 10.4 1.5 22.1 18.9 13.5

はん用機械器具製造業 285 24.6 47.0 15.8 6.0 4.9 1.8 16.8 14.0 11.4

生産用機械器具製造業 583 26.6 47.0 14.9 4.1 5.1 2.2 16.5 13.8 11.2

業務用機械器具製造業 148 14.9 33.1 22.3 6.1 23.0 0.7 25.6 20.5 18.1

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 4.9 17.1 17.1 18.3 41.1 1.6 37.9 34.7 21.0

電気機械器具製造業 586 9.2 26.1 21.2 14.8 25.9 2.7 30.3 25.0 19.1

情報通信機械器具製造業 39 7.7 25.6 25.6 23.1 17.9 - 30.1 25.9 17.7

輸送用機械器具製造業 680 27.4 33.2 16.9 7.9 12.2 2.4 20.5 15.5 16.0

その他 301 15.3 28.2 16.9 12.3 25.9 1.3 30.1 22.6 22.9

無回答 3 - - - - 66.7 33.3 67.9 67.9 31.3

【従業員規模】

４９人以下 2,121 17.9 31.0 18.3 10.2 20.7 2.0 26.3 20.0 20.5

５０人～９９人 2,080 14.8 29.7 19.2 12.8 21.6 1.9 27.1 21.7 19.1

１００人～２９９人 1,311 15.0 28.1 20.4 14.0 20.4 2.1 27.0 22.5 18.4

３００人以上 354 20.3 36.7 18.1 9.9 12.1 2.8 21.5 16.7 15.7

無回答 1 - - - - - 100.0 - - -

 
 

②従業員ものづくり人材における女性比率 

 従業員のものづくり人材における女性の比率を算出したところ、「0％超 10％未満」の企
業が 22.2％で最も割合が高い一方、「女性従業員ものづくり人材はいない」（21.5％）とす
る企業もほぼ同割合となっている（図表 2-19）。このほかは、「40％以上」が 18.5％、
「10％以上 20％未満」が 14.7％、「20％以上 30％未満」が 11.0％などとなっている。女性
比率の平均値は 20.8％となっている。 
 業種別にみると、「繊維工業」では「40％以上」が 6割弱（57.8％）におよんでおり、
「なめし革・同製品・毛皮製造業」も「40％以上」がほぼ半数を占めている（47.1％）。 
一方、「女性従業員ものづくり人材はいない」とする企業の割合が最も高かったのは「鉄

鋼業」（51.1％）で、「鉄鋼業」は比率の平均値でみても最も低くなっている（4.2％）。 
図表２－１９ 従業員ものづくり人材における女性比率 
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計 5,867 21.5 22.2 14.7 11.0 7.7 18.5 4.4 20.8 12.0 23.7

【業種】

繊維工業 334 5.4 3.6 6.6 11.1 9.6 57.8 6.0 54.5 50.0 32.6

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 13.6 15.5 17.4 15.5 11.7 21.1 5.2 23.5 20.0 19.9

印刷・同関連業 369 13.6 12.2 16.5 17.6 14.4 21.7 4.1 25.0 22.0 20.3

化学工業 242 24.8 21.5 17.8 9.5 6.6 14.9 5.0 17.9 10.0 21.2

石油製品・石炭製品製造業 20 45.0 20.0 10.0 20.0 - 5.0 - 8.9 1.7 13.1

プラスチック製品製造業 496 15.1 12.3 11.3 15.1 10.7 31.0 4.4 28.4 25.0 23.0

ゴム製品製造業 98 7.1 11.2 20.4 14.3 11.2 31.6 4.1 31.0 26.6 23.7

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 17.6 - 11.8 17.6 5.9 47.1 - 36.2 32.8 26.8

窯業・土石製品製造業 268 38.4 27.2 9.7 8.2 4.5 6.3 5.6 10.1 3.1 15.1

鉄鋼業 219 51.1 36.1 6.8 2.7 0.5 1.4 1.4 4.2 0.0 9.0

非鉄金属製造業 173 22.5 24.3 17.9 12.7 10.4 10.4 1.7 15.8 11.0 16.5

金属製品製造業 547 26.1 28.2 18.1 9.3 6.4 8.4 3.5 13.5 7.5 16.8

はん用機械器具製造業 285 33.3 31.9 16.1 6.7 3.2 5.3 3.5 9.9 4.0 15.1

生産用機械器具製造業 583 31.4 35.8 15.6 7.0 1.9 3.9 4.3 8.7 4.4 12.8

業務用機械器具製造業 148 22.3 21.6 15.5 8.8 6.1 23.0 2.7 21.6 12.4 23.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 8.9 8.5 12.6 11.4 15.4 36.2 6.9 35.1 33.3 25.5

電気機械器具製造業 586 10.6 18.3 18.1 14.8 8.0 25.8 4.4 26.9 20.0 24.1

情報通信機械器具製造業 39 10.3 23.1 20.5 5.1 10.3 28.2 2.6 27.3 13.6 27.9

輸送用機械器具製造業 680 20.9 30.9 15.1 10.6 7.1 10.0 5.4 15.1 8.3 18.4

その他 301 23.6 18.3 14.0 9.6 10.0 20.6 4.0 23.2 12.8 26.8

無回答 3 - - - - - 66.7 33.3 76.7 76.7 33.0

【従業員規模】

４９人以下 2,121 31.3 18.5 12.6 9.5 5.6 18.4 4.1 19.3 8.3 24.8

５０人～９９人 2,080 19.7 23.5 14.3 10.6 8.4 19.5 4.0 21.3 12.5 23.5

１００人～２９９人 1,311 13.0 22.3 17.7 13.3 9.5 19.1 5.1 23.0 16.7 23.2

３００人以上 354 5.1 36.2 19.2 13.6 9.6 11.6 4.8 18.6 12.1 18.9

無回答 1 - - - - - - 100.0 - - -
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③従業員ものづくり人材技能職における女性比率 

 従業員のものづくり人材における、技能職の女性比率を算出した。結果をみると、「女性従

業員ものづくり人材技能者はいない」（38.3％）が最も割合が高く、次いで「0％超 10％未満」
（22.2％）、「10％以上 20％未満」（10.8％）、「40％以上」（9.0％）などの順で割合が高い（図

表 2-20）。女性比率の平均値は 11.9％となっている。 
 業種別にみると、「繊維工業」と「なめし革・同製品・毛皮製造業」では、最も高い比率カ

テゴリーである「40％以上」の割合が他業種よりも高くなっている（それぞれ 32.3％、29.4％）。 
一方、「女性従業員ものづくり人材技能者はいない」の割合が最も高いのは「鉄鋼業」（64.8％）

で、「鉄鋼業」は比率の平均値でも最も低い（2.3％）。 
 

図表２－２０ 従業員ものづくり人材技能職における女性比率 

（単位：％） 
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計 5,867 38.3 22.2 10.8 6.3 4.2 9.0 9.2 11.9 3.0 18.9

【業種】

繊維工業 334 17.4 11.1 12.6 6.3 5.7 32.3 14.7 33.9 20.0 33.0

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 27.7 22.1 11.7 9.4 7.0 8.0 14.1 13.7 5.6 17.5

印刷・同関連業 369 27.1 20.9 15.7 9.8 6.8 8.7 11.1 13.8 8.0 15.8

化学工業 242 43.8 24.4 9.1 5.4 3.3 6.6 7.4 9.3 1.6 16.6

石油製品・石炭製品製造業 20 60.0 20.0 10.0 5.0 5.0 - - 5.1 0.0 9.4

プラスチック製品製造業 496 39.5 17.3 10.7 6.3 5.4 10.3 10.5 12.7 3.0 19.0

ゴム製品製造業 98 20.4 23.5 13.3 8.2 8.2 18.4 8.2 20.0 11.0 22.6

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 23.5 11.8 17.6 17.6 - 29.4 - 25.8 18.4 26.9

窯業・土石製品製造業 268 54.1 18.3 7.8 4.1 3.0 3.4 9.3 6.1 0.0 11.7

鉄鋼業 219 64.8 29.2 1.8 1.8 - 0.9 1.4 2.3 0.0 6.1

非鉄金属製造業 173 38.2 24.9 13.9 7.5 2.9 5.8 6.9 9.5 3.4 14.2

金属製品製造業 547 45.5 24.1 10.2 4.2 4.0 3.8 8.0 7.5 1.2 12.9

はん用機械器具製造業 285 50.9 22.5 11.9 2.8 3.2 3.2 5.6 6.5 0.0 12.3

生産用機械器具製造業 583 48.5 31.2 6.9 3.4 0.9 1.2 7.9 4.4 0.0 8.2

業務用機械器具製造業 148 39.9 21.6 8.8 6.8 4.1 14.2 4.7 13.9 3.8 20.5

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 25.2 14.2 12.6 11.0 7.7 15.9 13.4 19.9 12.1 22.4

電気機械器具製造業 586 26.8 21.5 14.2 9.0 4.8 13.8 9.9 16.2 7.6 20.1

情報通信機械器具製造業 39 43.6 20.5 12.8 - 7.7 12.8 2.6 13.1 2.1 21.8

輸送用機械器具製造業 680 36.3 26.5 11.0 7.8 3.4 6.5 8.5 10.3 3.0 16.2

その他 301 40.5 17.9 9.0 5.0 6.0 10.0 11.6 13.5 3.2 21.6

無回答 3 - - 33.3 - - 33.3 33.3 31.7 31.7 30.6

【従業員規模】

４９人以下 2,121 48.8 16.9 9.0 4.8 3.1 9.1 8.5 10.7 0.0 19.2

５０人～９９人 2,080 37.9 23.4 10.5 5.9 4.4 9.2 8.8 11.9 3.1 18.9

１００人～２９９人 1,311 28.8 23.8 13.5 8.9 5.6 9.5 9.9 13.9 5.3 19.0

３００人以上 354 13.8 41.5 13.3 8.5 5.6 5.4 11.9 11.8 5.5 15.2

無回答 1 - - - - - - 100.0 - - -
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③従業員ものづくり人材技能職における女性比率 

 従業員のものづくり人材における、技能職の女性比率を算出した。結果をみると、「女性従

業員ものづくり人材技能者はいない」（38.3％）が最も割合が高く、次いで「0％超 10％未満」
（22.2％）、「10％以上 20％未満」（10.8％）、「40％以上」（9.0％）などの順で割合が高い（図

表 2-20）。女性比率の平均値は 11.9％となっている。 
 業種別にみると、「繊維工業」と「なめし革・同製品・毛皮製造業」では、最も高い比率カ

テゴリーである「40％以上」の割合が他業種よりも高くなっている（それぞれ 32.3％、29.4％）。 
一方、「女性従業員ものづくり人材技能者はいない」の割合が最も高いのは「鉄鋼業」（64.8％）

で、「鉄鋼業」は比率の平均値でも最も低い（2.3％）。 
 

図表２－２０ 従業員ものづくり人材技能職における女性比率 

（単位：％） 
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標
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計 5,867 38.3 22.2 10.8 6.3 4.2 9.0 9.2 11.9 3.0 18.9

【業種】

繊維工業 334 17.4 11.1 12.6 6.3 5.7 32.3 14.7 33.9 20.0 33.0

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 27.7 22.1 11.7 9.4 7.0 8.0 14.1 13.7 5.6 17.5

印刷・同関連業 369 27.1 20.9 15.7 9.8 6.8 8.7 11.1 13.8 8.0 15.8

化学工業 242 43.8 24.4 9.1 5.4 3.3 6.6 7.4 9.3 1.6 16.6

石油製品・石炭製品製造業 20 60.0 20.0 10.0 5.0 5.0 - - 5.1 0.0 9.4

プラスチック製品製造業 496 39.5 17.3 10.7 6.3 5.4 10.3 10.5 12.7 3.0 19.0

ゴム製品製造業 98 20.4 23.5 13.3 8.2 8.2 18.4 8.2 20.0 11.0 22.6

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 23.5 11.8 17.6 17.6 - 29.4 - 25.8 18.4 26.9

窯業・土石製品製造業 268 54.1 18.3 7.8 4.1 3.0 3.4 9.3 6.1 0.0 11.7

鉄鋼業 219 64.8 29.2 1.8 1.8 - 0.9 1.4 2.3 0.0 6.1

非鉄金属製造業 173 38.2 24.9 13.9 7.5 2.9 5.8 6.9 9.5 3.4 14.2

金属製品製造業 547 45.5 24.1 10.2 4.2 4.0 3.8 8.0 7.5 1.2 12.9

はん用機械器具製造業 285 50.9 22.5 11.9 2.8 3.2 3.2 5.6 6.5 0.0 12.3

生産用機械器具製造業 583 48.5 31.2 6.9 3.4 0.9 1.2 7.9 4.4 0.0 8.2

業務用機械器具製造業 148 39.9 21.6 8.8 6.8 4.1 14.2 4.7 13.9 3.8 20.5

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 25.2 14.2 12.6 11.0 7.7 15.9 13.4 19.9 12.1 22.4

電気機械器具製造業 586 26.8 21.5 14.2 9.0 4.8 13.8 9.9 16.2 7.6 20.1

情報通信機械器具製造業 39 43.6 20.5 12.8 - 7.7 12.8 2.6 13.1 2.1 21.8

輸送用機械器具製造業 680 36.3 26.5 11.0 7.8 3.4 6.5 8.5 10.3 3.0 16.2

その他 301 40.5 17.9 9.0 5.0 6.0 10.0 11.6 13.5 3.2 21.6

無回答 3 - - 33.3 - - 33.3 33.3 31.7 31.7 30.6

【従業員規模】

４９人以下 2,121 48.8 16.9 9.0 4.8 3.1 9.1 8.5 10.7 0.0 19.2

５０人～９９人 2,080 37.9 23.4 10.5 5.9 4.4 9.2 8.8 11.9 3.1 18.9

１００人～２９９人 1,311 28.8 23.8 13.5 8.9 5.6 9.5 9.9 13.9 5.3 19.0

３００人以上 354 13.8 41.5 13.3 8.5 5.6 5.4 11.9 11.8 5.5 15.2

無回答 1 - - - - - - 100.0 - - -

 
 

 従業員のものづくり人材技能職として、女性が一人でもいると回答した企業（n=3,136）に
は、その技能職女性が担当する仕事の内容について尋ねた。 
結果をみると（複数回答）、「製品の検査・点検作業」が 66.5％で最も回答割合が高く、次

いで「組立・調整の作業」（43.3％）、「切削、研削、溶接、熱処理などの加工作業」（23.9％）、
「製造設備の操作・監視作業」（19.7％）、「その他」（11.3％）などの順で高かった（図表 2-

21）。 
 業種別にみると、いずれの業種も「製品の検査・点検作業」の回答割合が高くなっている

なかで、「金属製品製造業」では「切削、研削、溶接、熱処理などの加工作業」（46.5％）、「情
報通信機械器具製造業」、「電気機械器具製造業」、「業務用機械器具製造業」などでは「組立・

調整の作業」（それぞれ 81.0％、77.4％、67.9％）、「印刷・同関連業」などでは「製造設備の
操作・監視作業」（39.4％）の割合の高さも目立つ。 

図表２－２１ 従業員ものづくり人材技能職の女性が担当する仕事（複数回答） 

（単位：％） 
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計 3,136 23.9 43.3 19.7 66.5 3.1 11.3 3.9

【業種】

繊維工業 230 10.9 31.7 34.8 69.1 7.4 18.7 4.3

パルプ・紙・紙加工品製造業 127 6.3 43.3 37.8 66.1 4.7 7.1 4.7

印刷・同関連業 231 4.3 21.6 39.4 55.4 2.2 25.1 4.8

化学工業 123 5.7 22.8 26.0 74.0 5.7 15.4 4.1

石油製品・石炭製品製造業 8 - 12.5 12.5 87.5 - 12.5 -

プラスチック製品製造業 251 22.3 41.4 24.3 81.3 4.4 6.4 1.2

ゴム製品製造業 70 25.7 32.9 18.6 84.3 1.4 5.7 4.3

なめし革・同製品・毛皮製造業 13 7.7 61.5 23.1 53.8 - 15.4 15.4

窯業・土石製品製造業 100 23.0 24.0 18.0 64.0 3.0 13.0 5.0

鉄鋼業 74 35.1 18.9 18.9 56.8 6.8 10.8 5.4

非鉄金属製造業 96 33.3 32.3 18.8 68.8 2.1 9.4 5.2

金属製品製造業 260 46.5 36.9 13.1 64.6 1.9 5.4 2.7

はん用機械器具製造業 127 34.6 51.2 7.9 58.3 2.4 3.1 6.3

生産用機械器具製造業 259 39.0 44.4 5.8 46.7 1.2 17.0 5.0

業務用機械器具製造業 84 26.2 67.9 13.1 66.7 1.2 8.3 3.6

電子部品・デバイス・電子回路製造業 154 14.3 56.5 29.9 89.6 6.5 5.2 0.6

電気機械器具製造業 376 16.2 77.4 14.6 64.6 2.1 8.5 4.3

情報通信機械器具製造業 21 14.3 81.0 - 76.2 4.8 - -

輸送用機械器具製造業 383 38.1 45.2 13.6 72.6 2.3 6.3 2.3

その他 147 15.6 31.3 10.2 54.4 0.7 25.9 8.2

無回答 2 50.0 50.0 50.0 100.0 - - -

【従業員規模】

４９人以下 932 22.5 34.8 17.7 61.3 2.6 13.7 3.8

５０人～９９人 1,125 25.0 44.0 19.5 63.6 2.0 12.2 3.6

１００人～２９９人 815 25.2 49.1 19.9 74.4 3.7 8.8 3.7

３００人以上 264 20.5 53.0 27.3 73.9 8.0 6.1 6.4

無回答 - - - - - - - -
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（４）直接雇用非正社員の比率

①従業員における直接雇用非正社員の比率

回答企業の従業員数と正社員数の回答数値から「直接雇用非正社員」の人数を算出し2、そ

れをもとに、従業員に占める直接雇用非正社員の比率を算出した。 
それをみると、「0％超 10％未満」の企業が 24.2％で最も割合が高く、次いで「10％～20％

未満」（20.4％）、「30％以上」（19.6％）、「非正社員はいない」（18.7％）、「20％～30％未満」
（14.3％）の順で高くなっている（図表 2-22）。 
 業種別にみると、「繊維工業」や「プラスチック製品製造業」、「電子部品・デバイス・電子

回路製造業」、「情報通信機械器具製造業」ではそれぞれ、最も高い比率カテゴリーである

「30％以上」の企業が 3割を超えている。 
 規模別にみると、「49 人以下」の企業が最も「非正社員はいない」の割合が高くなってお
り（28.7％）、非正社員比率の平均値でも「49人以下」が最も低くなっている（13.7％）。 

図表２－２２ 従業員における直接雇用非正社員の比率 

（単位：％）

2 従業員数－正社員数＝直接雇用非正社員数。従業員数と正社員数のどちらかが無回答の場合は、直接雇用非 
正社員数も無回答の扱いとした。 
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計 5,867 18.7 24.2 20.4 14.3 19.6 2.8 17.0 12.2 17.3

【業種】

繊維工業 334 13.2 21.3 15.3 14.7 33.2 2.4 23.2 18.8 20.7

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 12.2 26.3 18.8 17.4 22.1 3.3 18.4 14.5 16.4

印刷・同関連業 369 19.5 25.5 20.6 17.6 15.4 1.4 15.3 11.1 14.6

化学工業 242 16.5 31.0 22.3 12.0 15.3 2.9 15.3 10.0 16.3

石油製品・石炭製品製造業 20 25.0 35.0 30.0 - 10.0 - 11.9 6.0 18.5

プラスチック製品製造業 496 10.3 19.0 17.9 16.9 33.7 2.2 23.6 20.0 18.9

ゴム製品製造業 98 12.2 20.4 27.6 10.2 26.5 3.1 22.4 14.7 21.6

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 11.8 17.6 17.6 35.3 17.6 - 17.2 20.6 11.3

窯業・土石製品製造業 268 27.6 20.5 21.3 12.3 14.6 3.7 13.6 9.9 15.3

鉄鋼業 219 26.5 31.1 21.9 12.3 4.1 4.1 9.4 6.1 10.0

非鉄金属製造業 173 23.1 20.8 22.0 16.2 15.0 2.9 15.5 12.1 16.5

金属製品製造業 547 24.3 22.3 22.1 11.5 16.8 2.9 14.5 10.3 15.4

はん用機械器具製造業 285 24.9 23.9 20.4 14.7 14.4 1.8 14.2 10.2 14.8

生産用機械器具製造業 583 24.7 28.1 22.1 11.5 9.3 4.3 11.7 7.9 12.9

業務用機械器具製造業 148 22.3 24.3 21.6 12.2 18.2 1.4 15.8 10.1 16.7

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 15.4 19.9 15.4 17.5 30.1 1.6 22.7 18.5 21.4

電気機械器具製造業 586 12.1 25.3 21.7 15.2 22.5 3.2 19.4 14.3 18.4

情報通信機械器具製造業 39 7.7 25.6 20.5 12.8 33.3 - 23.9 18.4 21.0

輸送用機械器具製造業 680 17.2 26.6 19.6 15.3 18.4 2.9 16.5 11.3 16.1

その他 301 21.3 20.9 18.9 13.3 23.3 2.3 18.8 14.0 20.1

無回答 3 - - 66.7 - - 33.3 10.4 10.4 0.6

【従業員規模】

４９人以下 2,121 28.7 24.7 17.0 12.2 14.0 3.5 13.7 7.7 16.8

５０人～９９人 2,080 16.2 23.5 21.7 14.1 22.0 2.5 18.0 13.3 17.2

１００人～２９９人 1,311 8.7 24.0 22.5 17.6 25.1 2.1 20.5 16.5 17.6

３００人以上 354 10.7 26.6 24.9 15.8 19.5 2.5 18.7 14.6 16.8

無回答 1 - - - - - 100.0 - - -
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（４）直接雇用非正社員の比率

①従業員における直接雇用非正社員の比率

回答企業の従業員数と正社員数の回答数値から「直接雇用非正社員」の人数を算出し2、そ

れをもとに、従業員に占める直接雇用非正社員の比率を算出した。 
それをみると、「0％超 10％未満」の企業が 24.2％で最も割合が高く、次いで「10％～20％

未満」（20.4％）、「30％以上」（19.6％）、「非正社員はいない」（18.7％）、「20％～30％未満」
（14.3％）の順で高くなっている（図表 2-22）。 
 業種別にみると、「繊維工業」や「プラスチック製品製造業」、「電子部品・デバイス・電子

回路製造業」、「情報通信機械器具製造業」ではそれぞれ、最も高い比率カテゴリーである

「30％以上」の企業が 3割を超えている。 
 規模別にみると、「49 人以下」の企業が最も「非正社員はいない」の割合が高くなってお
り（28.7％）、非正社員比率の平均値でも「49人以下」が最も低くなっている（13.7％）。 

図表２－２２ 従業員における直接雇用非正社員の比率 

（単位：％）

2 従業員数－正社員数＝直接雇用非正社員数。従業員数と正社員数のどちらかが無回答の場合は、直接雇用非 
正社員数も無回答の扱いとした。 
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計 5,867 18.7 24.2 20.4 14.3 19.6 2.8 17.0 12.2 17.3

【業種】

繊維工業 334 13.2 21.3 15.3 14.7 33.2 2.4 23.2 18.8 20.7

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 12.2 26.3 18.8 17.4 22.1 3.3 18.4 14.5 16.4

印刷・同関連業 369 19.5 25.5 20.6 17.6 15.4 1.4 15.3 11.1 14.6

化学工業 242 16.5 31.0 22.3 12.0 15.3 2.9 15.3 10.0 16.3

石油製品・石炭製品製造業 20 25.0 35.0 30.0 - 10.0 - 11.9 6.0 18.5

プラスチック製品製造業 496 10.3 19.0 17.9 16.9 33.7 2.2 23.6 20.0 18.9

ゴム製品製造業 98 12.2 20.4 27.6 10.2 26.5 3.1 22.4 14.7 21.6

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 11.8 17.6 17.6 35.3 17.6 - 17.2 20.6 11.3

窯業・土石製品製造業 268 27.6 20.5 21.3 12.3 14.6 3.7 13.6 9.9 15.3

鉄鋼業 219 26.5 31.1 21.9 12.3 4.1 4.1 9.4 6.1 10.0

非鉄金属製造業 173 23.1 20.8 22.0 16.2 15.0 2.9 15.5 12.1 16.5

金属製品製造業 547 24.3 22.3 22.1 11.5 16.8 2.9 14.5 10.3 15.4

はん用機械器具製造業 285 24.9 23.9 20.4 14.7 14.4 1.8 14.2 10.2 14.8

生産用機械器具製造業 583 24.7 28.1 22.1 11.5 9.3 4.3 11.7 7.9 12.9

業務用機械器具製造業 148 22.3 24.3 21.6 12.2 18.2 1.4 15.8 10.1 16.7

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 15.4 19.9 15.4 17.5 30.1 1.6 22.7 18.5 21.4

電気機械器具製造業 586 12.1 25.3 21.7 15.2 22.5 3.2 19.4 14.3 18.4

情報通信機械器具製造業 39 7.7 25.6 20.5 12.8 33.3 - 23.9 18.4 21.0

輸送用機械器具製造業 680 17.2 26.6 19.6 15.3 18.4 2.9 16.5 11.3 16.1

その他 301 21.3 20.9 18.9 13.3 23.3 2.3 18.8 14.0 20.1

無回答 3 - - 66.7 - - 33.3 10.4 10.4 0.6

【従業員規模】

４９人以下 2,121 28.7 24.7 17.0 12.2 14.0 3.5 13.7 7.7 16.8

５０人～９９人 2,080 16.2 23.5 21.7 14.1 22.0 2.5 18.0 13.3 17.2

１００人～２９９人 1,311 8.7 24.0 22.5 17.6 25.1 2.1 20.5 16.5 17.6

３００人以上 354 10.7 26.6 24.9 15.8 19.5 2.5 18.7 14.6 16.8

無回答 1 - - - - - 100.0 - - -

 
 

②従業員のものづくり人材における直接雇用非正社員の比率 

 従業員のものづくり人材における直接雇用非正社員3の比率を算出したところ、「ものづく

り人材の非正社員はいない」とする企業（35.6％）が最も割合が高く、次いで「30％以上」
が 20.1％、「0％超～10％未満」が 14.8％、「10％～20％未満」が 14.1％、「20％～30％未満」
が 10.2％という順となっている（図表 2-23）。 
 これを業種別にみると、「ものづくり人材の非正社員はいない」とする企業割合が最も高い

のは「石油製品・石炭製品製造業」（65.0％）で、「鉄鋼業」（48.9％）や「金属製品製造業」
（43.1％）、「生産用機械器具製造業」（42.9％）なども比較的高い割合となっている。 
最も高い比率カテゴリーである「30％以上」の割合が最も高いのは「情報通信機械器具製

造業」（35.9％）で、「プラスチック製品製造業」（32.3％）や「電子部品・デバイス・電子回
路製造業」（31.7％）も「30％以上」が 3割以上となっている。 
 規模別にみると、規模が小さくなるほど「ものづくり人材の非正社員はいない」との割合

が高くなっており、「49 人以下」になると半数（50.2％）が「ものづくり人材の非正社員は
いない」と回答している。 

図表２－２３ 従業員ものづくり人材の直接雇用非正社員の比率 

（単位：％） 

 

                                                
3 従業員のものづくり人材数－正社員のものづくり人材数＝ものづくり人材の直接雇用非正社員。 
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計 5,867 35.6 14.8 14.1 10.2 20.1 5.2 16.1 8.1 20.3

【業種】

繊維工業 334 30.5 13.2 11.7 10.2 29.0 5.4 21.5 13.0 24.4

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 25.8 17.4 14.6 11.7 24.4 6.1 19.0 13.1 20.7

印刷・同関連業 369 40.1 14.9 13.0 8.7 18.2 5.1 14.6 5.7 20.0

化学工業 242 38.8 16.9 12.4 6.6 19.0 6.2 14.2 6.2 19.5

石油製品・石炭製品製造業 20 65.0 10.0 20.0 - 5.0 - 5.8 0.0 11.8

プラスチック製品製造業 496 28.0 11.9 14.1 10.3 32.3 3.4 22.5 14.6 23.5

ゴム製品製造業 98 22.4 10.2 24.5 10.2 26.5 6.1 22.7 15.1 23.8

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 29.4 5.9 11.8 29.4 23.5 - 19.4 24.1 16.9

窯業・土石製品製造業 268 41.4 15.3 13.4 9.3 14.2 6.3 12.5 3.7 17.6

鉄鋼業 219 48.9 22.4 11.9 8.7 5.5 2.7 7.9 0.0 12.7

非鉄金属製造業 173 40.5 11.6 12.1 15.6 16.2 4.0 14.1 6.2 18.1

金属製品製造業 547 43.1 11.7 15.4 7.5 16.8 5.5 13.2 4.4 18.4

はん用機械器具製造業 285 41.8 14.4 15.1 8.4 16.1 4.2 12.5 5.1 16.6

生産用機械器具製造業 583 42.9 18.4 14.6 9.1 9.6 5.5 10.1 3.1 14.9

業務用機械器具製造業 148 34.5 15.5 14.2 12.8 17.6 5.4 15.9 8.3 20.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 25.6 15.0 8.9 13.0 31.7 5.7 23.0 17.1 23.7

電気機械器具製造業 586 28.2 12.3 17.7 11.1 25.4 5.3 19.8 13.6 21.7

情報通信機械器具製造業 39 12.8 20.5 10.3 17.9 35.9 2.6 26.3 21.0 23.3

輸送用機械器具製造業 680 32.5 17.2 15.1 12.4 16.9 5.9 15.0 8.4 18.3

その他 301 36.9 14.0 9.3 10.0 24.3 5.6 17.8 8.1 22.4

無回答 3 - - 66.7 - - 33.3 11.0 11.0 1.4

【従業員規模】

４９人以下 2,121 50.2 11.8 10.4 7.8 14.0 5.8 11.7 0.0 18.7

５０人～９９人 2,080 33.9 14.8 15.0 10.4 21.2 4.7 16.7 9.1 20.5

１００人～２９９人 1,311 19.8 17.9 16.9 12.7 27.8 5.0 21.2 15.2 21.2

３００人以上 354 16.4 21.8 20.3 14.4 22.3 4.8 19.3 14.2 19.3

無回答 1 - - - - - 100.0 - - -
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１０.直近の決算での年間売上高と営業利益 

（１）直近の決算での年間売上高 

 回答企業の直近の決算での年間売上高の状況をみると（図表 2-24）、「10億円～30億円未
満」が 34.5％で最も割合が高く、次いで「5 億円～10 億円未満」（24.2％）、「30 億円以上」
（23.1％）、「1億円～5億円未満」（15.9％）、「1億円未満」（1.4％）の順となっている。 
 規模別にみると、「49人以下」では「5億円～10億円未満」（37.7％）、「50人～99人」で
は「10億円～30億円未満」（52.2％）、「100人～299人」と「300人以上」では「30億円以
上」（それぞれ 57.1％、94.1％）の回答割合がそれぞれ最も高い。 
 

図表２－２４ 直近の決算での年間売上高 

（単位：％、平均と中央値の単位：万円） 
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計 5,867 1.4 15.9 24.2 34.5 23.1 0.9 808,040.7 120,254.0

【業種】

繊維工業 334 4.8 32.9 20.4 25.7 15.6 0.6 205,024.7 75,462.5

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 - 10.8 19.2 39.9 29.1 0.9 504,126.7 140,400.0

印刷・同関連業 369 1.9 19.2 33.1 30.1 14.6 1.1 210,357.8 90,089.0

化学工業 242 0.8 5.0 13.2 30.2 47.9 2.9 1,111,722.3 284,130.0

石油製品・石炭製品製造業 20 - 15.0 20.0 25.0 40.0 - 5,965,052.2 164,754.5

プラスチック製品製造業 496 1.0 12.3 27.4 41.3 17.5 0.4 263,084.6 121,888.0

ゴム製品製造業 98 - 15.3 24.5 32.7 26.5 1.0 866,613.0 117,177.0

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 - 41.2 17.6 41.2 - - 99,235.4 74,000.0

窯業・土石製品製造業 268 1.5 13.8 23.5 36.9 23.9 0.4 331,873.6 130,900.0

鉄鋼業 219 0.9 10.5 16.4 36.5 35.2 0.5 4,531,563.7 200,000.0

非鉄金属製造業 173 1.2 14.5 23.7 31.2 28.3 1.2 805,984.9 124,900.0

金属製品製造業 547 0.9 18.3 33.3 34.4 13.2 - 227,552.7 93,000.0

はん用機械器具製造業 285 2.1 13.3 25.6 40.0 18.9 - 316,820.1 116,625.0

生産用機械器具製造業 583 0.7 13.9 29.0 39.1 16.0 1.4 211,515.3 110,000.0

業務用機械器具製造業 148 - 17.6 22.3 39.9 19.6 0.7 264,657.2 120,000.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 2.0 21.1 17.5 30.9 27.2 1.2 515,034.8 138,700.0

電気機械器具製造業 586 1.4 16.6 24.6 33.3 23.5 0.7 1,307,018.8 124,717.0

情報通信機械器具製造業 39 - 25.6 25.6 33.3 12.8 2.6 473,994.6 98,639.5

輸送用機械器具製造業 680 1.5 11.5 20.6 31.3 34.1 1.0 1,658,971.1 170,400.0

その他 301 2.7 21.3 18.6 33.2 22.9 1.3 814,206.6 113,000.0

無回答 3 33.3 - - - 33.3 33.3 157,315.0 157,315.0

【従業員規模】

４９人以下 2,121 3.1 33.9 37.7 22.1 2.8 0.4 88,540.4 60,826.0

５０人～９９人 2,080 0.7 8.3 27.7 52.2 10.3 0.8 177,698.5 121,494.5

１００人～２９９人 1,311 0.4 3.1 3.4 34.8 57.1 1.3 508,699.1 340,000.0

３００人以上 354 - - 0.3 3.4 94.1 2.3 10,079,599.1 1,471,950.0

無回答 1 - - - - - 100.0 - -
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１０.直近の決算での年間売上高と営業利益 

（１）直近の決算での年間売上高 

 回答企業の直近の決算での年間売上高の状況をみると（図表 2-24）、「10億円～30億円未
満」が 34.5％で最も割合が高く、次いで「5 億円～10 億円未満」（24.2％）、「30 億円以上」
（23.1％）、「1億円～5億円未満」（15.9％）、「1億円未満」（1.4％）の順となっている。 
 規模別にみると、「49人以下」では「5億円～10億円未満」（37.7％）、「50人～99人」で
は「10億円～30億円未満」（52.2％）、「100人～299人」と「300人以上」では「30億円以
上」（それぞれ 57.1％、94.1％）の回答割合がそれぞれ最も高い。 
 

図表２－２４ 直近の決算での年間売上高 

（単位：％、平均と中央値の単位：万円） 
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計 5,867 1.4 15.9 24.2 34.5 23.1 0.9 808,040.7 120,254.0

【業種】

繊維工業 334 4.8 32.9 20.4 25.7 15.6 0.6 205,024.7 75,462.5

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 - 10.8 19.2 39.9 29.1 0.9 504,126.7 140,400.0

印刷・同関連業 369 1.9 19.2 33.1 30.1 14.6 1.1 210,357.8 90,089.0

化学工業 242 0.8 5.0 13.2 30.2 47.9 2.9 1,111,722.3 284,130.0

石油製品・石炭製品製造業 20 - 15.0 20.0 25.0 40.0 - 5,965,052.2 164,754.5

プラスチック製品製造業 496 1.0 12.3 27.4 41.3 17.5 0.4 263,084.6 121,888.0

ゴム製品製造業 98 - 15.3 24.5 32.7 26.5 1.0 866,613.0 117,177.0

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 - 41.2 17.6 41.2 - - 99,235.4 74,000.0

窯業・土石製品製造業 268 1.5 13.8 23.5 36.9 23.9 0.4 331,873.6 130,900.0

鉄鋼業 219 0.9 10.5 16.4 36.5 35.2 0.5 4,531,563.7 200,000.0

非鉄金属製造業 173 1.2 14.5 23.7 31.2 28.3 1.2 805,984.9 124,900.0

金属製品製造業 547 0.9 18.3 33.3 34.4 13.2 - 227,552.7 93,000.0

はん用機械器具製造業 285 2.1 13.3 25.6 40.0 18.9 - 316,820.1 116,625.0

生産用機械器具製造業 583 0.7 13.9 29.0 39.1 16.0 1.4 211,515.3 110,000.0

業務用機械器具製造業 148 - 17.6 22.3 39.9 19.6 0.7 264,657.2 120,000.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 2.0 21.1 17.5 30.9 27.2 1.2 515,034.8 138,700.0

電気機械器具製造業 586 1.4 16.6 24.6 33.3 23.5 0.7 1,307,018.8 124,717.0

情報通信機械器具製造業 39 - 25.6 25.6 33.3 12.8 2.6 473,994.6 98,639.5

輸送用機械器具製造業 680 1.5 11.5 20.6 31.3 34.1 1.0 1,658,971.1 170,400.0

その他 301 2.7 21.3 18.6 33.2 22.9 1.3 814,206.6 113,000.0

無回答 3 33.3 - - - 33.3 33.3 157,315.0 157,315.0

【従業員規模】

４９人以下 2,121 3.1 33.9 37.7 22.1 2.8 0.4 88,540.4 60,826.0

５０人～９９人 2,080 0.7 8.3 27.7 52.2 10.3 0.8 177,698.5 121,494.5

１００人～２９９人 1,311 0.4 3.1 3.4 34.8 57.1 1.3 508,699.1 340,000.0

３００人以上 354 - - 0.3 3.4 94.1 2.3 10,079,599.1 1,471,950.0

無回答 1 - - - - - 100.0 - -

 
 

（２）３年前と比べた売上高の変化 

 図表 2-25は 3年前と比べた売上高の変化をみたものであるが、「大幅に増加（15％以上）」
が 11.6％、「増加（5％以上 15％未満）」が 25.1％、「ほぼ横ばい（5％未満の増減）」が 36.1％、
「減少（5％以上 15％未満）」が 13.7％、「大幅に減少（15％以上）」が 4.6％となっており、
「ほぼ横ばい（5％未満の増減）」とする企業が最も多い。 
 業種別にみると、「生産用機械器具製造業」（47.2％）、「電子部品・デバイス・電子回路製
造業」（45.9％）、「金属製品製造業」（44.4％）、「輸送用機械器具製造業」（41.2％）、「電気機
械器具製造業」（40.3％）などでは、「大幅に増加（15％以上）」または「増加（5％以上 15％
未満）」と回答した【増加企業】の割合が比較的高くなっている。一方、「なめし革・同製品・

毛皮製造業」（41.2％）、「繊維工業」（30.5％）、「印刷・同関連業」（30.1％）などは、「減少
（5％以上 15％未満）」または「大幅に減少（15％以上）」と回答した【減少企業】の割合が
比較的高い。 

図表２－２５ ３年前と比べた売上高の変化 

（単位：％） 
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計 5,867 11.6 25.1 36.1 13.7 4.6 9.0 36.7 36.1 18.3

【業種】

繊維工業 334 6.0 15.3 40.1 23.1 7.5 8.1 21.3 40.1 30.5

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 5.6 20.7 47.9 17.8 1.9 6.1 26.3 47.9 19.7

印刷・同関連業 369 4.1 17.1 38.8 25.7 4.3 10.0 21.1 38.8 30.1

化学工業 242 5.0 24.8 42.1 10.7 3.3 14.0 29.8 42.1 14.0

石油製品・石炭製品製造業 20 10.0 25.0 45.0 15.0 - 5.0 35.0 45.0 15.0

プラスチック製品製造業 496 11.3 27.0 37.7 11.3 3.6 9.1 38.3 37.7 14.9

ゴム製品製造業 98 5.1 29.6 33.7 17.3 2.0 12.2 34.7 33.7 19.4

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 - 5.9 52.9 23.5 17.6 - 5.9 52.9 41.2

窯業・土石製品製造業 268 7.1 23.9 35.1 19.8 6.0 8.2 31.0 35.1 25.7

鉄鋼業 219 11.4 26.9 40.6 9.1 3.7 8.2 38.4 40.6 12.8

非鉄金属製造業 173 11.0 26.6 39.9 11.0 3.5 8.1 37.6 39.9 14.5

金属製品製造業 547 14.6 29.8 32.2 10.4 4.0 9.0 44.4 32.2 14.4

はん用機械器具製造業 285 12.3 25.3 41.4 11.2 2.8 7.0 37.5 41.4 14.0

生産用機械器具製造業 583 16.8 30.4 33.4 8.9 2.4 8.1 47.2 33.4 11.3

業務用機械器具製造業 148 13.5 23.6 29.7 11.5 6.8 14.9 37.2 29.7 18.2

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 18.7 27.2 28.0 12.2 5.7 8.1 45.9 28.0 17.9

電気機械器具製造業 586 15.9 24.4 33.4 11.9 7.3 7.0 40.3 33.4 19.3

情報通信機械器具製造業 39 17.9 10.3 48.7 12.8 5.1 5.1 28.2 48.7 17.9

輸送用機械器具製造業 680 13.2 27.9 32.1 12.9 4.0 9.9 41.2 32.1 16.9

その他 301 8.6 21.3 37.2 15.0 6.6 11.3 29.9 37.2 21.6

無回答 3 - - - - 33.3 66.7 - - 33.3

【従業員規模】

４９人以下 2,121 9.9 22.4 36.0 15.8 5.5 10.4 32.3 36.0 21.3

５０人～９９人 2,080 12.0 26.4 35.6 13.8 4.5 7.7 38.4 35.6 18.3

１００人～２９９人 1,311 12.8 26.4 38.0 11.2 3.4 8.2 39.2 38.0 14.6

３００人以上 354 15.0 28.2 33.1 9.9 3.1 10.7 43.2 33.1 13.0

無回答 1 - - - - - 100.0 - - -
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（３）直近の決算での年間営業利益 

 直近の決算での年間営業利益の状況をみると、「0円以下」が 8.9％、「0円超～1,000万円
未満」が 12.3％、「1,000 万円～5,000 万円未満」が 21.9％、「5,000 万円～１億円未満」が
11.6％、「1億円以上」が 23.2％となっている（図表 2-26）。 
 業種別にみると、「石油製品・石炭製品製造業」、「化学工業」、「鉄鋼業」などでは比較的「１

億円以上」の回答割合が高くなっている（それぞれ 50.0％、39.7％、32.4％）。一方、「情報
通信機械器具製造業」、「金属製品製造業」、「印刷・同関連業」などでは「1,000万円～5,000
万円未満」の割合が比較的高い（それぞれ 30.8％、27.4％、27.1％）。「なめし革・同製品・
毛皮製造業」では「0円以下」が 29.4％と 3割近くにおよぶ。 
 規模別にみると、「49人以下」と「50人～99人」では「1,000万円～5,000万円未満」（そ
れぞれ 29.4％、24.5％）、「100人～299人」と「300人以上」では「１億円以上」（それぞれ
41.3％、56.5％）の割合がぞれぞれ最も高くなっている。 

図表２－２６ 直近の決算での年間営業利益 

（単位：％、平均と中央値の単位は万円） 
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計 5,867 8.9 12.3 21.9 11.6 23.2 22.2 48,052.5 3,799.0

【業種】

繊維工業 334 15.0 19.2 20.4 8.1 14.1 23.4 7,101.3 1,148.5

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 12.2 13.6 22.1 8.0 21.6 22.5 16,862.1 2,500.0

印刷・同関連業 369 12.2 16.3 27.1 7.9 10.6 26.0 9,628.8 1,700.0

化学工業 242 3.7 9.9 14.0 7.9 39.7 24.8 80,157.7 11,493.5

石油製品・石炭製品製造業 20 10.0 5.0 15.0 5.0 50.0 15.0 214,690.6 11,266.0

プラスチック製品製造業 496 8.5 14.3 24.4 13.7 19.4 19.8 12,227.3 3,040.5

ゴム製品製造業 98 14.3 10.2 17.3 13.3 21.4 23.5 31,360.2 4,500.0

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 29.4 11.8 17.6 5.9 5.9 29.4 849.3 327.0

窯業・土石製品製造業 268 7.8 11.9 25.7 12.7 25.4 16.4 10,739.1 4,234.0

鉄鋼業 219 6.8 9.1 15.1 15.5 32.4 21.0 264,065.5 5,969.0

非鉄金属製造業 173 9.8 8.7 20.8 8.1 28.9 23.7 40,594.7 4,537.5

金属製品製造業 547 8.8 12.2 27.4 11.7 19.7 20.1 9,567.5 3,137.0

はん用機械器具製造業 285 6.0 9.8 22.1 14.0 28.4 19.6 29,046.2 5,329.0

生産用機械器具製造業 583 5.5 10.1 23.7 15.3 25.0 20.4 12,931.0 5,000.0

業務用機械器具製造業 148 8.8 8.8 21.6 12.2 20.3 28.4 22,345.5 4,120.5

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 7.3 11.4 19.1 13.4 22.8 26.0 20,151.9 4,666.5

電気機械器具製造業 586 8.4 11.9 23.4 11.8 26.5 18.1 102,823.2 4,000.0

情報通信機械器具製造業 39 15.4 17.9 30.8 7.7 15.4 12.8 19,047.5 1,500.0

輸送用機械器具製造業 680 9.9 12.4 18.1 10.6 24.6 24.6 70,482.9 4,167.0

その他 301 8.3 12.3 16.3 11.3 22.3 29.6 114,307.4 4,069.5

無回答 3 - 33.3 33.3 - - 33.3 911.5 911.5

【従業員規模】

４９人以下 2,121 10.7 17.0 29.4 10.6 9.2 23.2 4,261.9 1,895.0

５０人～９９人 2,080 9.7 12.2 24.5 14.9 20.4 18.4 8,614.9 3,600.0

１００人～２９９人 1,311 6.0 7.3 10.3 10.2 41.3 24.9 24,863.3 11,667.0

３００人以上 354 4.2 3.1 4.5 3.4 56.5 28.2 682,466.5 62,050.0

無回答 1 - - - - - 100.0 - -
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（３）直近の決算での年間営業利益 

 直近の決算での年間営業利益の状況をみると、「0円以下」が 8.9％、「0円超～1,000万円
未満」が 12.3％、「1,000 万円～5,000 万円未満」が 21.9％、「5,000 万円～１億円未満」が
11.6％、「1億円以上」が 23.2％となっている（図表 2-26）。 
 業種別にみると、「石油製品・石炭製品製造業」、「化学工業」、「鉄鋼業」などでは比較的「１

億円以上」の回答割合が高くなっている（それぞれ 50.0％、39.7％、32.4％）。一方、「情報
通信機械器具製造業」、「金属製品製造業」、「印刷・同関連業」などでは「1,000万円～5,000
万円未満」の割合が比較的高い（それぞれ 30.8％、27.4％、27.1％）。「なめし革・同製品・
毛皮製造業」では「0円以下」が 29.4％と 3割近くにおよぶ。 
 規模別にみると、「49人以下」と「50人～99人」では「1,000万円～5,000万円未満」（そ
れぞれ 29.4％、24.5％）、「100人～299人」と「300人以上」では「１億円以上」（それぞれ
41.3％、56.5％）の割合がぞれぞれ最も高くなっている。 

図表２－２６ 直近の決算での年間営業利益 

（単位：％、平均と中央値の単位は万円） 
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計 5,867 8.9 12.3 21.9 11.6 23.2 22.2 48,052.5 3,799.0

【業種】

繊維工業 334 15.0 19.2 20.4 8.1 14.1 23.4 7,101.3 1,148.5

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 12.2 13.6 22.1 8.0 21.6 22.5 16,862.1 2,500.0

印刷・同関連業 369 12.2 16.3 27.1 7.9 10.6 26.0 9,628.8 1,700.0

化学工業 242 3.7 9.9 14.0 7.9 39.7 24.8 80,157.7 11,493.5

石油製品・石炭製品製造業 20 10.0 5.0 15.0 5.0 50.0 15.0 214,690.6 11,266.0

プラスチック製品製造業 496 8.5 14.3 24.4 13.7 19.4 19.8 12,227.3 3,040.5

ゴム製品製造業 98 14.3 10.2 17.3 13.3 21.4 23.5 31,360.2 4,500.0

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 29.4 11.8 17.6 5.9 5.9 29.4 849.3 327.0

窯業・土石製品製造業 268 7.8 11.9 25.7 12.7 25.4 16.4 10,739.1 4,234.0

鉄鋼業 219 6.8 9.1 15.1 15.5 32.4 21.0 264,065.5 5,969.0

非鉄金属製造業 173 9.8 8.7 20.8 8.1 28.9 23.7 40,594.7 4,537.5

金属製品製造業 547 8.8 12.2 27.4 11.7 19.7 20.1 9,567.5 3,137.0

はん用機械器具製造業 285 6.0 9.8 22.1 14.0 28.4 19.6 29,046.2 5,329.0

生産用機械器具製造業 583 5.5 10.1 23.7 15.3 25.0 20.4 12,931.0 5,000.0

業務用機械器具製造業 148 8.8 8.8 21.6 12.2 20.3 28.4 22,345.5 4,120.5

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 7.3 11.4 19.1 13.4 22.8 26.0 20,151.9 4,666.5

電気機械器具製造業 586 8.4 11.9 23.4 11.8 26.5 18.1 102,823.2 4,000.0

情報通信機械器具製造業 39 15.4 17.9 30.8 7.7 15.4 12.8 19,047.5 1,500.0

輸送用機械器具製造業 680 9.9 12.4 18.1 10.6 24.6 24.6 70,482.9 4,167.0

その他 301 8.3 12.3 16.3 11.3 22.3 29.6 114,307.4 4,069.5

無回答 3 - 33.3 33.3 - - 33.3 911.5 911.5

【従業員規模】

４９人以下 2,121 10.7 17.0 29.4 10.6 9.2 23.2 4,261.9 1,895.0

５０人～９９人 2,080 9.7 12.2 24.5 14.9 20.4 18.4 8,614.9 3,600.0

１００人～２９９人 1,311 6.0 7.3 10.3 10.2 41.3 24.9 24,863.3 11,667.0

３００人以上 354 4.2 3.1 4.5 3.4 56.5 28.2 682,466.5 62,050.0

無回答 1 - - - - - 100.0 - -

 
 

（４）３年前と比べた営業利益の変化 

 ３年前と比べた営業利益の変化をみると、「大幅に増加（15％以上）」が 16.3％、「増加（5％
以上 15％未満）」が 17.7％、「ほぼ横ばい（5％未満の増減）」が 28.9％、「減少（5％以上 15％
未満）」が 12.4％、「大幅に減少（15％以上）」が 12.3％となっており、「ほぼ横ばい（5％未
満の増減）」の企業が最も多い（図表 2-27）。 
 業種別にみると、「生産用機械器具製造業」（42.0％）や「電子部品・デバイス・電子回路
製造業」（40.7％）などで比較的、「大幅に増加（15％以上）」または「増加（5％以上 15％未
満）」と回答した【増加企業】の割合が高くなっている。それに対し、「繊維工業」（33.2％）
や「印刷・同関連業」（31.7％）、「窯業・土石製品製造業」（33.2％）などでは「減少（5％以
上 15％未満）」または「大幅に減少（15％以上）」と回答した【減少企業】の割合が比較的高
くなっている。 

図表２－２７ ３年前と比べた営業利益の変化 
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計 5,867 16.3 17.7 28.9 12.4 12.3 12.5 33.9 28.9 24.7

【業種】

繊維工業 334 9.6 12.3 33.8 18.6 14.7 11.1 21.9 33.8 33.2

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 12.2 11.3 36.2 15.5 14.1 10.8 23.5 36.2 29.6

印刷・同関連業 369 10.3 14.6 31.2 18.4 13.3 12.2 24.9 31.2 31.7

化学工業 242 16.9 17.4 31.0 9.5 9.1 16.1 34.3 31.0 18.6

石油製品・石炭製品製造業 20 25.0 - 40.0 15.0 15.0 5.0 25.0 40.0 30.0

プラスチック製品製造業 496 16.5 17.9 28.2 9.7 14.7 12.9 34.5 28.2 24.4

ゴム製品製造業 98 13.3 18.4 25.5 16.3 6.1 20.4 31.6 25.5 22.4

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 5.9 5.9 52.9 17.6 11.8 5.9 11.8 52.9 29.4

窯業・土石製品製造業 268 13.8 15.3 27.6 15.3 17.9 10.1 29.1 27.6 33.2

鉄鋼業 219 18.3 17.4 31.1 7.8 13.7 11.9 35.6 31.1 21.5

非鉄金属製造業 173 13.9 15.6 31.8 14.5 12.1 12.1 29.5 31.8 26.6

金属製品製造業 547 19.9 18.5 27.6 9.9 12.1 12.1 38.4 27.6 21.9

はん用機械器具製造業 285 14.7 22.1 33.3 11.2 9.1 9.5 36.8 33.3 20.4

生産用機械器具製造業 583 20.1 22.0 28.0 10.1 8.7 11.1 42.0 28.0 18.9

業務用機械器具製造業 148 17.6 12.8 26.4 8.8 12.8 21.6 30.4 26.4 21.6

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 16.3 24.4 22.4 10.2 12.6 14.2 40.7 22.4 22.8

電気機械器具製造業 586 20.0 18.4 26.8 11.4 13.5 9.9 38.4 26.8 24.9

情報通信機械器具製造業 39 23.1 12.8 33.3 17.9 7.7 5.1 35.9 33.3 25.6

輸送用機械器具製造業 680 16.3 19.3 25.3 13.5 11.6 14.0 35.6 25.3 25.1

その他 301 14.6 15.3 30.2 13.6 11.0 15.3 29.9 30.2 24.6

無回答 3 - - - - 33.3 66.7 - - 33.3

【従業員規模】

４９人以下 2,121 13.6 17.1 30.3 13.4 11.7 13.9 30.7 30.3 25.1

５０人～９９人 2,080 17.7 17.3 28.6 12.6 13.5 10.3 35.0 28.6 26.1

１００人～２９９人 1,311 17.8 18.6 27.1 12.3 11.6 12.6 36.5 27.1 23.9

３００人以上 354 17.8 19.5 29.4 6.2 11.3 15.8 37.3 29.4 17.5

無回答 1 - - - - - 100.0 - - -
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（５）売上高営業利益率 

 売上高の回答数値と営業利益の回答数値をもとに、売上高営業利益率を算出した。なお、

売上高と営業利益のどちらかが無回答で算出できない場合は、売上高営業利益率を無回答扱

いとした。 
それをみると、「0％以下」が 10.7％、「0％超 5％未満」が 38.0％、「5％～10％未満」が

16.8％、「10％以上」が 12.3％で、売上高営業利益率の平均値は 4.7％となっている（図表 2-

28）。 
 

図表２－２８ 売上高営業利益率 

（単位：％） 

 
注）各回答企業の売上高と営業利益から算出。 

売上高と営業利益の両方または一方が無回答の場合は無回答扱いとしている。 

 
 

n
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超
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％
未
満

５
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～

１
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％
未
満

１
０
％
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上

無
回
答

平
均

中
央
値

標
本
標
準
偏
差

計 5,867 10.7 38.0 16.8 12.3 22.2 4.7 3.3 12.7

【業種】

繊維工業 334 17.4 43.1 8.4 7.8 23.4 3.0 1.9 8.9

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 14.1 46.5 11.3 5.6 22.5 3.6 1.9 8.6

印刷・同関連業 369 13.8 44.2 10.0 6.0 26.0 3.2 2.0 9.0

化学工業 242 4.5 35.1 18.2 17.4 24.8 6.4 4.5 7.2

石油製品・石炭製品製造業 20 20.0 35.0 20.0 10.0 15.0 6.9 2.8 11.2

プラスチック製品製造業 496 9.7 44.0 15.5 11.1 19.8 4.1 2.7 8.7

ゴム製品製造業 98 14.3 31.6 17.3 13.3 23.5 5.0 3.8 7.6

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 29.4 29.4 - 11.8 29.4 5.7 1.4 15.3

窯業・土石製品製造業 268 10.8 43.7 17.9 11.2 16.4 5.4 3.2 12.1

鉄鋼業 219 8.7 41.6 17.8 11.0 21.0 5.4 3.3 10.3

非鉄金属製造業 173 12.1 35.3 15.0 13.9 23.7 5.5 3.3 8.7

金属製品製造業 547 10.4 37.7 19.0 12.8 20.1 5.0 3.8 9.7

はん用機械器具製造業 285 8.1 33.3 22.8 16.1 19.6 6.2 4.7 7.8

生産用機械器具製造業 583 7.0 32.1 23.5 17.0 20.4 6.3 5.1 8.3

業務用機械器具製造業 148 9.5 33.1 18.2 10.8 28.4 4.9 4.2 8.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 9.3 37.0 13.4 14.2 26.0 4.9 3.8 7.8

電気機械器具製造業 586 10.1 36.2 20.0 15.7 18.1 4.7 3.9 9.7

情報通信機械器具製造業 39 23.1 46.2 12.8 5.1 12.8 2.8 2.6 5.2

輸送用機械器具製造業 680 12.5 37.8 15.3 9.9 24.6 4.3 2.9 8.4

その他 301 9.3 30.9 15.6 14.6 29.6 3.0 4.0 42.4

無回答 3 - 66.7 - - 33.3 2.0 2.0 1.9

【従業員規模】

４９人以下 2,121 12.3 36.4 16.0 12.1 23.2 4.4 3.1 18.1

５０人～９９人 2,080 11.5 40.4 17.3 12.5 18.4 4.6 3.1 8.1

１００人～２９９人 1,311 8.0 37.9 16.9 12.4 24.9 5.4 3.6 8.6

３００人以上 354 7.1 34.2 18.1 12.4 28.2 5.4 3.9 8.2

無回答 1 - - - - 100.0 - - -
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（５）売上高営業利益率 

 売上高の回答数値と営業利益の回答数値をもとに、売上高営業利益率を算出した。なお、

売上高と営業利益のどちらかが無回答で算出できない場合は、売上高営業利益率を無回答扱

いとした。 
それをみると、「0％以下」が 10.7％、「0％超 5％未満」が 38.0％、「5％～10％未満」が

16.8％、「10％以上」が 12.3％で、売上高営業利益率の平均値は 4.7％となっている（図表 2-

28）。 
 

図表２－２８ 売上高営業利益率 

（単位：％） 

 
注）各回答企業の売上高と営業利益から算出。 

売上高と営業利益の両方または一方が無回答の場合は無回答扱いとしている。 
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平
均

中
央
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標
本
標
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偏
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計 5,867 10.7 38.0 16.8 12.3 22.2 4.7 3.3 12.7

【業種】

繊維工業 334 17.4 43.1 8.4 7.8 23.4 3.0 1.9 8.9

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 14.1 46.5 11.3 5.6 22.5 3.6 1.9 8.6

印刷・同関連業 369 13.8 44.2 10.0 6.0 26.0 3.2 2.0 9.0

化学工業 242 4.5 35.1 18.2 17.4 24.8 6.4 4.5 7.2

石油製品・石炭製品製造業 20 20.0 35.0 20.0 10.0 15.0 6.9 2.8 11.2

プラスチック製品製造業 496 9.7 44.0 15.5 11.1 19.8 4.1 2.7 8.7

ゴム製品製造業 98 14.3 31.6 17.3 13.3 23.5 5.0 3.8 7.6

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 29.4 29.4 - 11.8 29.4 5.7 1.4 15.3

窯業・土石製品製造業 268 10.8 43.7 17.9 11.2 16.4 5.4 3.2 12.1

鉄鋼業 219 8.7 41.6 17.8 11.0 21.0 5.4 3.3 10.3

非鉄金属製造業 173 12.1 35.3 15.0 13.9 23.7 5.5 3.3 8.7

金属製品製造業 547 10.4 37.7 19.0 12.8 20.1 5.0 3.8 9.7

はん用機械器具製造業 285 8.1 33.3 22.8 16.1 19.6 6.2 4.7 7.8

生産用機械器具製造業 583 7.0 32.1 23.5 17.0 20.4 6.3 5.1 8.3

業務用機械器具製造業 148 9.5 33.1 18.2 10.8 28.4 4.9 4.2 8.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 9.3 37.0 13.4 14.2 26.0 4.9 3.8 7.8

電気機械器具製造業 586 10.1 36.2 20.0 15.7 18.1 4.7 3.9 9.7

情報通信機械器具製造業 39 23.1 46.2 12.8 5.1 12.8 2.8 2.6 5.2

輸送用機械器具製造業 680 12.5 37.8 15.3 9.9 24.6 4.3 2.9 8.4

その他 301 9.3 30.9 15.6 14.6 29.6 3.0 4.0 42.4

無回答 3 - 66.7 - - 33.3 2.0 2.0 1.9

【従業員規模】

４９人以下 2,121 12.3 36.4 16.0 12.1 23.2 4.4 3.1 18.1

５０人～９９人 2,080 11.5 40.4 17.3 12.5 18.4 4.6 3.1 8.1

１００人～２９９人 1,311 8.0 37.9 16.9 12.4 24.9 5.4 3.6 8.6

３００人以上 354 7.1 34.2 18.1 12.4 28.2 5.4 3.9 8.2

無回答 1 - - - - 100.0 - - -

 
 

 売上高営業利益率について、無回答を除いて集計すると、「0％以下」が 13.8％、「0％超 5％
未満」が 48.9％、「5％～10％未満」が 21.5％で、「10％以上」が 15.8％となる（図表 2-29）。 
 これを規模別にみると、いずれの規模も「0％超 5％未満」の割合が最も高くなっており、
規模が小さくなるほど「0％以下」の割合が高くなっている。 
 

図表２－２９ 売上高営業利益率（無回答除く） 

（単位：％） 

 
注）各回答企業の売上高と営業利益から算出。 

n

０
％
以
下

０
％
超
５
％
未
満

５
％
～

１
０
％
未
満

１
０
％
以
上

計 4,566 13.8 48.9 21.5 15.8

【業種】

繊維工業 256 22.7 56.3 10.9 10.2

パルプ・紙・紙加工品製造業 165 18.2 60.0 14.5 7.3

印刷・同関連業 273 18.7 59.7 13.6 8.1

化学工業 182 6.0 46.7 24.2 23.1

石油製品・石炭製品製造業 17 23.5 41.2 23.5 11.8

プラスチック製品製造業 398 12.1 54.8 19.3 13.8

ゴム製品製造業 75 18.7 41.3 22.7 17.3

なめし革・同製品・毛皮製造業 12 41.7 41.7 - 16.7

窯業・土石製品製造業 224 12.9 52.2 21.4 13.4

鉄鋼業 173 11.0 52.6 22.5 13.9

非鉄金属製造業 132 15.9 46.2 19.7 18.2

金属製品製造業 437 13.0 47.1 23.8 16.0

はん用機械器具製造業 229 10.0 41.5 28.4 20.1

生産用機械器具製造業 464 8.8 40.3 29.5 21.3

業務用機械器具製造業 106 13.2 46.2 25.5 15.1

電子部品・デバイス・電子回路製造業 182 12.6 50.0 18.1 19.2

電気機械器具製造業 480 12.3 44.2 24.4 19.2

情報通信機械器具製造業 34 26.5 52.9 14.7 5.9

輸送用機械器具製造業 513 16.6 50.1 20.3 13.1

その他 212 13.2 43.9 22.2 20.8

無回答 2 - 100.0 - -

【従業員規模】

４９人以下 1,629 16.0 47.5 20.8 15.8

５０人～９９人 1,698 14.1 49.5 21.1 15.3

１００人～２９９人 985 10.7 50.5 22.4 16.4

３００人以上 254 9.8 47.6 25.2 17.3

無回答 - - - - -
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１１.労働生産性を向上させるために行っている取り組み 

 労働生産性4を向上させるために行っている取り組みを複数回答で尋ねたところ、回答割合

が最も高かったのは「改善の積み重ねによるコスト削減」（61.3％）で、次いで「新しい生産
設備の導入」（41.0％）、「営業力の強化」（35.1％）、「受注の拡大」（31.7％）、「従来の製品や
技術への付加価値の付与」（29.9％）、「改善の積み重ねによる納期の短縮」（27.9％）などの
順で高かった（図表 2-30）。 
 これを業種別にみると、「印刷・同関連業」と「石油製品・石炭製品製造業」以外の業種で

は、いずれも「改善の積み重ねによるコスト削減」の割合が最も高くなっている。「印刷・同

関連業」で最も回答割合が高かったのは「営業力の強化」（57.2％）で、「石油製品・石炭製
品製造業」では「従来の製品や技術への付加価値の付与」（50.0％）が最も割合が高かった。 
「情報通信機械器具製造業」では、「改善の積み重ねによるコスト削減」と並んで、「営業

力の強化」（59.0％）も比較的高い割合となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                
4 労働生産性は「従業員一人当たりの付加価値」と定義した。 
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１１.労働生産性を向上させるために行っている取り組み 

 労働生産性4を向上させるために行っている取り組みを複数回答で尋ねたところ、回答割合

が最も高かったのは「改善の積み重ねによるコスト削減」（61.3％）で、次いで「新しい生産
設備の導入」（41.0％）、「営業力の強化」（35.1％）、「受注の拡大」（31.7％）、「従来の製品や
技術への付加価値の付与」（29.9％）、「改善の積み重ねによる納期の短縮」（27.9％）などの
順で高かった（図表 2-30）。 
 これを業種別にみると、「印刷・同関連業」と「石油製品・石炭製品製造業」以外の業種で

は、いずれも「改善の積み重ねによるコスト削減」の割合が最も高くなっている。「印刷・同

関連業」で最も回答割合が高かったのは「営業力の強化」（57.2％）で、「石油製品・石炭製
品製造業」では「従来の製品や技術への付加価値の付与」（50.0％）が最も割合が高かった。 
「情報通信機械器具製造業」では、「改善の積み重ねによるコスト削減」と並んで、「営業

力の強化」（59.0％）も比較的高い割合となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                
4 労働生産性は「従業員一人当たりの付加価値」と定義した。 

 
 

図表２－３０ 労働生産性を向上させるために行っている取り組み（複数回答） 

（単位：％） 
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無
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計 5,867 14.4 29.9 10.8 61.3 27.9 18.3 14.4 41.0 31.7 35.1 22.4 9.6 8.9 16.9 9.2 18.1 1.3 1.7 1.7

【業種】

繊維工業 334 16.2 34.7 16.5 47.0 23.1 23.4 10.8 33.5 26.6 35.9 30.2 9.9 8.1 14.4 6.6 12.3 0.9 3.9 2.4

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 10.8 28.6 16.9 60.6 24.4 12.7 11.3 43.7 24.4 38.0 37.1 5.6 5.2 23.0 13.1 17.4 0.5 1.4 0.5

印刷・同関連業 369 8.9 29.8 17.9 53.9 24.7 16.3 11.1 41.5 35.8 57.2 32.0 8.7 2.2 22.0 11.1 23.8 1.1 1.1 1.4

化学工業 242 25.2 33.9 7.4 67.4 16.9 14.5 14.9 36.4 23.6 33.5 15.3 11.2 15.3 16.9 10.7 14.9 2.5 0.8 2.5

石油製品・石炭製品製造業 20 25.0 50.0 10.0 30.0 5.0 10.0 15.0 30.0 30.0 40.0 25.0 15.0 15.0 20.0 20.0 15.0 - - -

プラスチック製品製造業 496 11.9 26.0 7.9 61.7 18.8 22.2 14.7 52.4 33.3 31.5 21.4 10.7 6.3 18.5 6.7 19.4 1.2 1.6 1.8

ゴム製品製造業 98 14.3 37.8 7.1 66.3 24.5 24.5 24.5 35.7 27.6 35.7 29.6 16.3 11.2 22.4 6.1 22.4 2.0 3.1 4.1

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 11.8 23.5 23.5 41.2 11.8 5.9 11.8 23.5 11.8 17.6 29.4 - 11.8 17.6 5.9 5.9 - - -

窯業・土石製品製造業 268 10.8 27.6 5.6 59.3 14.9 9.3 6.3 30.2 28.0 38.4 13.8 2.2 4.5 16.4 4.9 11.9 1.1 1.9 1.9

鉄鋼業 219 10.5 30.6 3.7 66.7 34.7 22.4 14.2 47.9 27.9 34.2 22.8 8.7 7.8 16.4 10.0 25.1 0.5 2.3 1.8

非鉄金属製造業 173 13.9 29.5 4.6 69.4 33.5 21.4 15.6 41.6 30.6 33.5 32.4 10.4 11.6 15.0 11.0 24.9 0.6 - 2.3

金属製品製造業 547 11.2 26.5 5.1 56.1 28.9 19.0 15.7 47.3 35.1 35.3 24.5 9.0 8.2 12.6 7.7 16.5 1.3 2.0 0.9

はん用機械器具製造業 285 15.4 31.6 10.5 61.8 34.4 17.5 18.9 44.9 29.5 30.9 22.8 11.6 9.1 15.4 8.1 16.1 0.7 0.7 3.2

生産用機械器具製造業 583 19.0 31.2 16.0 60.5 34.6 20.4 10.1 43.7 34.5 33.6 16.6 10.5 12.9 15.3 9.6 19.4 2.6 1.4 1.0

業務用機械器具製造業 148 21.6 39.9 19.6 54.7 28.4 16.9 11.5 30.4 34.5 37.2 10.8 7.4 15.5 15.5 8.1 11.5 - 0.7 3.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 18.7 28.9 9.8 67.5 39.4 19.9 17.9 40.2 37.0 33.7 29.7 17.1 11.4 15.4 8.9 23.2 0.4 2.0 0.8

電気機械器具製造業 586 16.6 33.3 13.8 64.8 33.4 12.8 16.6 32.3 34.5 36.0 21.7 13.3 10.1 16.7 12.5 20.0 1.2 1.5 1.4

情報通信機械器具製造業 39 15.4 28.2 10.3 59.0 25.6 15.4 2.6 30.8 41.0 59.0 25.6 10.3 7.7 20.5 10.3 12.8 5.1 - 2.6

輸送用機械器具製造業 680 10.4 24.9 6.0 72.5 31.5 20.9 18.7 46.8 32.2 24.6 17.9 6.5 8.1 15.7 9.7 17.5 1.3 1.3 1.9

その他 301 16.3 30.2 14.3 51.8 22.3 18.9 14.3 29.9 27.6 37.9 15.9 8.0 10.3 22.6 9.0 14.3 2.0 3.3 1.7

無回答 3 - 33.3 - 66.7 - 33.3 66.7 66.7 33.3 33.3 - - - - - 33.3 - - 33.3

【従業員規模】

４９人以下 2,121 11.9 28.3 9.2 51.0 25.4 17.6 10.7 35.1 31.2 33.3 23.8 9.5 5.8 14.0 7.9 13.5 1.6 2.8 2.1

５０人～９９人 2,080 14.4 28.3 10.2 61.6 28.5 18.5 14.3 42.4 33.9 37.8 21.7 9.6 6.9 15.6 8.5 17.6 1.3 1.1 1.5

１００人～２９９人 1,311 15.3 31.4 12.6 72.2 29.6 18.0 17.0 47.2 29.4 35.2 21.6 9.1 12.4 19.8 10.9 22.7 0.8 1.1 1.4

３００人以上 354 25.7 44.1 16.4 80.5 34.2 23.2 27.7 45.2 30.2 30.2 21.2 12.7 27.1 30.8 15.3 31.4 1.1 0.3 1.4

無回答 1 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 100.0
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労働生産性を向上させる取り組みについて、取り組みの内容と性質から、図表 2-31のよう

に、５つのタイプに分類して、タイプ別に実施割合を集計した。 

図表２－３１ 労働生産性を向上させるために行っている取り組みの再分類 

集計結果をみると、「効率化施策」の実施割合が 80.8％、「売上向上施策」が 63.9％、「高
付加価値施策」が 47.3％で、「人事施策」が 22.7％などとなっている（図表 2-32）。 
 これを業種別にみると、「石油製品・石炭製品製造業」や「業務用機械器具製造業」、「生産

用機械器具製造業」などでは比較的、「高付加価値施策」の実施割合が高いのが目立った（そ

れぞれ 70.0％、64.2％、55.1％）。 
 規模別にみると、規模が大きくなるほど、「高付加価値施策」と「効率化施策」の実施割合

が高まる傾向がみられた。 

革新的な新製品や技術の開発

従来の製品や技術への付加価値の付与

製品の設計・デザイン力の強化

他社にはできない加工技術の確立

改善の積み重ねによるコスト削減

改善の積み重ねによる納期の短縮

新しい生産工程の確立

新しい生産設備の導入

工場のデジタル化（見える化、状況の一元把握等）の促進

受注の拡大

営業力の強化

単品、小ロットへの対応

成長分野や参入が難しいニッチ分野への進出

グローバル展開の促進

時短や働き方の多様化の促進

成果・業績主義的な評価の実施

その他 その他

高付加価値施策

効率化施策

売上向上施策

人事施策
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労働生産性を向上させる取り組みについて、取り組みの内容と性質から、図表 2-31のよう

に、５つのタイプに分類して、タイプ別に実施割合を集計した。 

図表２－３１ 労働生産性を向上させるために行っている取り組みの再分類 

集計結果をみると、「効率化施策」の実施割合が 80.8％、「売上向上施策」が 63.9％、「高
付加価値施策」が 47.3％で、「人事施策」が 22.7％などとなっている（図表 2-32）。 
 これを業種別にみると、「石油製品・石炭製品製造業」や「業務用機械器具製造業」、「生産

用機械器具製造業」などでは比較的、「高付加価値施策」の実施割合が高いのが目立った（そ

れぞれ 70.0％、64.2％、55.1％）。 
 規模別にみると、規模が大きくなるほど、「高付加価値施策」と「効率化施策」の実施割合

が高まる傾向がみられた。 

革新的な新製品や技術の開発

従来の製品や技術への付加価値の付与

製品の設計・デザイン力の強化

他社にはできない加工技術の確立

改善の積み重ねによるコスト削減

改善の積み重ねによる納期の短縮

新しい生産工程の確立

新しい生産設備の導入

工場のデジタル化（見える化、状況の一元把握等）の促進

受注の拡大

営業力の強化

単品、小ロットへの対応

成長分野や参入が難しいニッチ分野への進出

グローバル展開の促進

時短や働き方の多様化の促進

成果・業績主義的な評価の実施

その他 その他

高付加価値施策

効率化施策

売上向上施策

人事施策

図表２－３２ 労働生産性を向上させるために行っている取り組み 

タイプ別（複数回答）

（単位：％）

n

高
付
加
価
値
施
策

効
率
化
施
策

売
上
向
上
施
策

人
事
施
策

そ
の
他

向
上
取
り
組
み
未
実
施

無
回
答

計 5,867 47.3 80.8 63.9 22.7 1.3 1.7 1.7

【業種】

繊維工業 334 53.6 70.1 66.8 19.2 0.9 3.9 2.4

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 42.3 83.1 70.9 31.9 0.5 1.4 0.5

印刷・同関連業 369 48.8 80.8 76.4 29.0 1.1 1.1 1.4

化学工業 242 49.2 78.1 58.3 24.0 2.5 0.8 2.5

石油製品・石炭製品製造業 20 70.0 55.0 65.0 25.0 - - -

プラスチック製品製造業 496 45.4 83.7 61.3 22.4 1.2 1.6 1.8

ゴム製品製造業 98 53.1 83.7 64.3 25.5 2.0 3.1 4.1

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 47.1 70.6 52.9 17.6 - - -

窯業・土石製品製造業 268 38.1 76.9 57.1 20.5 1.1 1.9 1.9

鉄鋼業 219 44.3 85.4 61.2 22.8 0.5 2.3 1.8

非鉄金属製造業 173 46.8 87.3 63.6 21.4 0.6 - 2.3

金属製品製造業 547 41.5 81.9 66.0 17.7 1.3 2.0 0.9

はん用機械器具製造業 285 47.0 82.5 61.8 21.8 0.7 0.7 3.2

生産用機械器具製造業 583 55.1 82.0 65.0 21.4 2.6 1.4 1.0

業務用機械器具製造業 148 64.2 73.6 61.5 20.3 - 0.7 3.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 48.8 83.7 70.7 20.7 0.4 2.0 0.8

電気機械器具製造業 586 49.1 80.4 63.7 24.4 1.2 1.5 1.4

情報通信機械器具製造業 39 41.0 74.4 76.9 25.6 5.1 - 2.6

輸送用機械器具製造業 680 41.0 86.9 56.9 22.1 1.3 1.3 1.9

その他 301 48.2 69.4 63.8 27.6 2.0 3.3 1.7

無回答 3 33.3 66.7 33.3 - - - 33.3

【従業員規模】

４９人以下 2,121 45.9 73.5 64.1 19.7 1.6 2.8 2.1

５０人～９９人 2,080 46.3 82.1 64.0 21.2 1.3 1.1 1.5

１００人～２９９人 1,311 47.7 88.2 63.5 26.3 0.8 1.1 1.4

３００人以上 354 59.6 89.8 63.0 36.7 1.1 0.3 1.4

無回答 1 - - - - - - 100.0
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１２.同業同規模の他社と比べた場合の労働生産性をどのように考えているか 

 同業同規模の他社と比べた場合の労働生産性をどのように考えているか尋ねたところ、「高

い」が 3.2％、「やや高い」が 23.5％、「他社と同じくらい」が 44.0％、「やや低い」が 23.3％、
「低い」が 4.0％で、「他社と同じくらい」と回答する企業が最も多く、また、生産性が高い
と認識している企業と低いと認識している企業はほぼ同割合となっている（図表 2-33）。 
 これを業種別にみると、高いと認識している企業（「高い」または「やや高い」と回答した

企業）の割合が最も高かったのは「なめし革・同製品・毛皮製造業」（58.8％）で、「鉄鋼業」
や「非鉄金属製造業」、「金属製品製造業」、「情報通信機械器具製造業」では、同割合が 3割
以上となっている（それぞれ 31.1％、31.8％、32.0％、30.8％）。一方、低いと認識している
企業（「やや低い」または「低い」と回答した企業）の割合が最も高かった業種は「ゴム製品

製造業」（34.7％）で、「はん用機械器具製造業」（33.0％）が次いで高い。 
 高いと認識している企業と低いと認識している企業の割合の差をみると、「なめし革・同製

品・毛皮製造業」（41.2 ポイント差）、「非鉄金属製造業」（7.5 ポイント差）、「鉄鋼業」（6.0
ポイント差）などでは、高いと認識している企業の割合の方が高い。それに対して、「石油製

品・石炭製品製造業」（－20.0ポイント差）、「ゴム製品製造業」（－16.3ポイント差）、「はん
用機械器具製造業」（－12.6 ポイント差）などでは、低いと認識している企業の方が多くな
っている。 
 規模別にみると、「やや低い」または「低い」と回答した低いと認識している企業の割合は、

小幅ながら、規模が小さくなるほど高くなる傾向が見られた。 
高いと認識している企業と低いと認識している企業の割合の差をみると、「300人以上」だ

けが高いと認識している企業の割合の方が高くなっている（3.1ポイント差）。 
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１２.同業同規模の他社と比べた場合の労働生産性をどのように考えているか 

 同業同規模の他社と比べた場合の労働生産性をどのように考えているか尋ねたところ、「高

い」が 3.2％、「やや高い」が 23.5％、「他社と同じくらい」が 44.0％、「やや低い」が 23.3％、
「低い」が 4.0％で、「他社と同じくらい」と回答する企業が最も多く、また、生産性が高い
と認識している企業と低いと認識している企業はほぼ同割合となっている（図表 2-33）。 
 これを業種別にみると、高いと認識している企業（「高い」または「やや高い」と回答した

企業）の割合が最も高かったのは「なめし革・同製品・毛皮製造業」（58.8％）で、「鉄鋼業」
や「非鉄金属製造業」、「金属製品製造業」、「情報通信機械器具製造業」では、同割合が 3割
以上となっている（それぞれ 31.1％、31.8％、32.0％、30.8％）。一方、低いと認識している
企業（「やや低い」または「低い」と回答した企業）の割合が最も高かった業種は「ゴム製品

製造業」（34.7％）で、「はん用機械器具製造業」（33.0％）が次いで高い。 
 高いと認識している企業と低いと認識している企業の割合の差をみると、「なめし革・同製

品・毛皮製造業」（41.2 ポイント差）、「非鉄金属製造業」（7.5 ポイント差）、「鉄鋼業」（6.0
ポイント差）などでは、高いと認識している企業の割合の方が高い。それに対して、「石油製

品・石炭製品製造業」（－20.0ポイント差）、「ゴム製品製造業」（－16.3ポイント差）、「はん
用機械器具製造業」（－12.6 ポイント差）などでは、低いと認識している企業の方が多くな
っている。 
 規模別にみると、「やや低い」または「低い」と回答した低いと認識している企業の割合は、

小幅ながら、規模が小さくなるほど高くなる傾向が見られた。 
高いと認識している企業と低いと認識している企業の割合の差をみると、「300人以上」だ

けが高いと認識している企業の割合の方が高くなっている（3.1ポイント差）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図表２－３３ 同業同規模の他社と比べた場合の労働生産性をどのように考えているか 

（単位：％） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n

高
い

や
や
高
い

他
社
と
同
じ
く
ら
い

や
や
低
い

低
い

無
回
答

生
産
性
高
い
企
業

他
社
と
同
じ

生
産
性
低
い
企
業

生
産
性
高
い
企

生
産
性
低
い
企
業

計 5,867 3.2 23.5 44.0 23.3 4.0 2.1 26.6 44.0 27.3 -0.7

【業種】

繊維工業 334 2.7 24.3 40.4 23.7 6.3 2.7 26.9 40.4 29.9 -3.0

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 2.8 22.1 49.8 21.1 2.8 1.4 24.9 49.8 23.9 1.0

印刷・同関連業 369 1.9 24.4 43.4 25.7 2.7 1.9 26.3 43.4 28.5 -2.2

化学工業 242 3.7 16.9 51.7 19.4 4.5 3.7 20.7 51.7 24.0 -3.3

石油製品・石炭製品製造業 20 - 5.0 65.0 20.0 5.0 5.0 5.0 65.0 25.0 -20.0

プラスチック製品製造業 496 3.0 24.4 44.6 21.2 5.0 1.8 27.4 44.6 26.2 1.2

ゴム製品製造業 98 5.1 13.3 41.8 29.6 5.1 5.1 18.4 41.8 34.7 -16.3

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 11.8 47.1 23.5 17.6 - - 58.8 23.5 17.6 41.2

窯業・土石製品製造業 268 1.9 25.7 44.8 20.9 4.9 1.9 27.6 44.8 25.7 1.9

鉄鋼業 219 2.3 28.8 42.5 21.9 3.2 1.4 31.1 42.5 25.1 6.0

非鉄金属製造業 173 3.5 28.3 40.5 21.4 2.9 3.5 31.8 40.5 24.3 7.5

金属製品製造業 547 3.7 28.3 38.9 23.2 4.8 1.1 32.0 38.9 28.0 4.0

はん用機械器具製造業 285 0.7 19.6 43.5 28.4 4.6 3.2 20.4 43.5 33.0 -12.6

生産用機械器具製造業 583 4.6 25.2 41.9 23.0 3.8 1.5 29.8 41.9 26.8 3.0

業務用機械器具製造業 148 3.4 20.3 45.3 23.6 4.7 2.7 23.6 45.3 28.4 -4.8

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 3.7 17.9 47.2 29.3 2.0 - 21.5 47.2 31.3 -9.8

電気機械器具製造業 586 3.4 22.2 45.9 22.9 2.9 2.7 25.6 45.9 25.8 -0.2

情報通信機械器具製造業 39 2.6 28.2 35.9 25.6 5.1 2.6 30.8 35.9 30.8 0.0

輸送用機械器具製造業 680 3.1 21.5 45.6 24.0 3.8 2.1 24.6 45.6 27.8 -3.2

その他 301 3.7 24.3 45.5 20.3 4.7 1.7 27.9 45.5 24.9 3.0

無回答 3 - 33.3 33.3 - - 33.3 33.3 33.3 - -

【従業員規模】

４９人以下 2,121 3.4 24.7 40.8 23.8 4.9 2.5 28.1 40.8 28.7 -0.6

５０人～９９人 2,080 3.5 23.3 44.2 23.4 3.8 1.8 26.8 44.2 27.2 -0.4

１００人～２９９人 1,311 2.2 22.0 47.4 23.1 3.4 1.8 24.3 47.4 26.5 -2.2

３００人以上 354 2.8 22.6 50.3 19.8 2.5 2.0 25.4 50.3 22.3 3.1

無回答 1 - - - - - 100.0 - - - -

業

－
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同業同規模の他社と比べた場合の労働生産性の判断根拠についても尋ねたところ（複数回

答）、「売上・利益」が 51.8％で最も回答割合が高く、次いで「生産・加工にかかる作業時間」
（34.9％）、「技術水準や品質」（33.6％）、「注文に対する柔軟な対応」（28.4％）、「製品やサ
ービスに対する顧客満足度」（21.1％）などの順で割合が高い（図表 2-34）。 
 業種別にみると、「なめし革・同製品・毛皮製造業」では「売上・利益」だけでなく「技術

水準や品質」（47.1％）も高い割合となっており、また、「石油製品・石炭製品製造業」では
「高付加価値製品・商品」（35.0％）など、「情報通信機械器具製造業」と「輸送用機械器具
製造業」では「生産・加工にかかる作業時間」（それぞれ 46.2％、42.5％）といった判断根拠
の割合も高くなっている。 
 規模別にみると、「生産・加工にかかる作業時間」と「注文に対する柔軟な対応」について

は、規模が小さくなるほど回答割合が高まる傾向がみられた。 

 

図表２－３４ 労働生産性の判断根拠（複数回答） 

（単位：％） 
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計 5,867 51.8 33.6 14.9 34.9 21.1 28.4 18.3 5.3 1.9 4.4 2.3

【業種】

繊維工業 334 51.2 29.9 19.2 31.7 21.3 28.1 17.4 4.5 1.5 6.0 2.4

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 43.7 28.6 17.4 39.0 25.4 34.7 18.3 3.3 2.3 4.2 1.4

印刷・同関連業 369 50.1 33.9 14.1 37.7 21.4 31.7 16.8 5.7 1.4 3.8 2.2

化学工業 242 49.2 34.3 19.8 24.0 15.3 16.1 10.7 2.9 4.5 9.1 3.7

石油製品・石炭製品製造業 20 45.0 35.0 35.0 35.0 30.0 25.0 10.0 5.0 - 10.0 -

プラスチック製品製造業 496 52.4 33.9 15.9 30.8 22.6 30.2 25.4 7.5 0.8 4.2 2.0

ゴム製品製造業 98 48.0 28.6 16.3 35.7 17.3 29.6 26.5 2.0 - 7.1 4.1

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 47.1 47.1 23.5 23.5 23.5 29.4 11.8 11.8 5.9 - -

窯業・土石製品製造業 268 49.3 35.1 11.6 28.4 18.7 28.7 14.6 2.6 1.5 3.0 2.2

鉄鋼業 219 61.6 32.4 14.2 32.9 21.9 26.9 16.4 5.0 1.8 3.7 2.7

非鉄金属製造業 173 53.8 39.3 14.5 36.4 19.7 28.9 26.0 3.5 4.0 3.5 4.0

金属製品製造業 547 54.7 32.5 15.4 36.0 19.9 33.5 19.7 5.7 1.1 3.5 1.3

はん用機械器具製造業 285 55.8 35.1 16.8 37.9 17.5 23.9 13.7 4.2 2.8 5.6 3.5

生産用機械器具製造業 583 56.3 32.6 16.8 37.6 22.5 27.3 13.2 6.2 1.9 3.9 1.5

業務用機械器具製造業 148 53.4 35.1 15.5 24.3 17.6 27.7 12.2 4.7 1.4 3.4 4.1

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 52.8 32.1 16.3 30.9 21.5 28.0 26.4 7.7 1.2 4.1 0.4

電気機械器具製造業 586 49.5 35.3 12.8 37.7 23.9 33.1 17.4 6.3 2.2 4.6 2.4

情報通信機械器具製造業 39 46.2 30.8 10.3 46.2 30.8 30.8 17.9 7.7 2.6 - 2.6

輸送用機械器具製造業 680 49.7 34.6 9.3 42.5 19.4 22.9 22.5 4.4 2.2 3.8 2.6

その他 301 47.8 34.6 15.3 29.6 23.3 28.2 15.0 7.0 2.0 5.3 2.3

無回答 3 - - - 33.3 33.3 33.3 33.3 - - 33.3 33.3

【従業員規模】

４９人以下 2,121 49.3 32.8 14.0 35.8 20.6 32.1 18.2 5.4 2.2 4.0 2.6

５０人～９９人 2,080 52.1 32.6 13.8 35.6 21.9 28.8 19.3 5.1 1.6 4.7 2.3

１００人～２９９人 1,311 54.6 33.6 15.9 34.2 20.5 25.3 18.1 5.3 2.0 4.1 1.9

３００人以上 354 54.2 43.5 23.4 28.5 20.9 16.1 14.1 5.9 1.4 7.1 1.7

無回答 1 - - - - - - - - - - 100.0
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同業同規模の他社と比べた場合の労働生産性の判断根拠についても尋ねたところ（複数回

答）、「売上・利益」が 51.8％で最も回答割合が高く、次いで「生産・加工にかかる作業時間」
（34.9％）、「技術水準や品質」（33.6％）、「注文に対する柔軟な対応」（28.4％）、「製品やサ
ービスに対する顧客満足度」（21.1％）などの順で割合が高い（図表 2-34）。 
 業種別にみると、「なめし革・同製品・毛皮製造業」では「売上・利益」だけでなく「技術

水準や品質」（47.1％）も高い割合となっており、また、「石油製品・石炭製品製造業」では
「高付加価値製品・商品」（35.0％）など、「情報通信機械器具製造業」と「輸送用機械器具
製造業」では「生産・加工にかかる作業時間」（それぞれ 46.2％、42.5％）といった判断根拠
の割合も高くなっている。 
 規模別にみると、「生産・加工にかかる作業時間」と「注文に対する柔軟な対応」について

は、規模が小さくなるほど回答割合が高まる傾向がみられた。 

 

図表２－３４ 労働生産性の判断根拠（複数回答） 

（単位：％） 
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回
答

計 5,867 51.8 33.6 14.9 34.9 21.1 28.4 18.3 5.3 1.9 4.4 2.3

【業種】

繊維工業 334 51.2 29.9 19.2 31.7 21.3 28.1 17.4 4.5 1.5 6.0 2.4

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 43.7 28.6 17.4 39.0 25.4 34.7 18.3 3.3 2.3 4.2 1.4

印刷・同関連業 369 50.1 33.9 14.1 37.7 21.4 31.7 16.8 5.7 1.4 3.8 2.2

化学工業 242 49.2 34.3 19.8 24.0 15.3 16.1 10.7 2.9 4.5 9.1 3.7

石油製品・石炭製品製造業 20 45.0 35.0 35.0 35.0 30.0 25.0 10.0 5.0 - 10.0 -

プラスチック製品製造業 496 52.4 33.9 15.9 30.8 22.6 30.2 25.4 7.5 0.8 4.2 2.0

ゴム製品製造業 98 48.0 28.6 16.3 35.7 17.3 29.6 26.5 2.0 - 7.1 4.1

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 47.1 47.1 23.5 23.5 23.5 29.4 11.8 11.8 5.9 - -

窯業・土石製品製造業 268 49.3 35.1 11.6 28.4 18.7 28.7 14.6 2.6 1.5 3.0 2.2

鉄鋼業 219 61.6 32.4 14.2 32.9 21.9 26.9 16.4 5.0 1.8 3.7 2.7

非鉄金属製造業 173 53.8 39.3 14.5 36.4 19.7 28.9 26.0 3.5 4.0 3.5 4.0

金属製品製造業 547 54.7 32.5 15.4 36.0 19.9 33.5 19.7 5.7 1.1 3.5 1.3

はん用機械器具製造業 285 55.8 35.1 16.8 37.9 17.5 23.9 13.7 4.2 2.8 5.6 3.5

生産用機械器具製造業 583 56.3 32.6 16.8 37.6 22.5 27.3 13.2 6.2 1.9 3.9 1.5

業務用機械器具製造業 148 53.4 35.1 15.5 24.3 17.6 27.7 12.2 4.7 1.4 3.4 4.1

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 52.8 32.1 16.3 30.9 21.5 28.0 26.4 7.7 1.2 4.1 0.4

電気機械器具製造業 586 49.5 35.3 12.8 37.7 23.9 33.1 17.4 6.3 2.2 4.6 2.4

情報通信機械器具製造業 39 46.2 30.8 10.3 46.2 30.8 30.8 17.9 7.7 2.6 - 2.6

輸送用機械器具製造業 680 49.7 34.6 9.3 42.5 19.4 22.9 22.5 4.4 2.2 3.8 2.6

その他 301 47.8 34.6 15.3 29.6 23.3 28.2 15.0 7.0 2.0 5.3 2.3

無回答 3 - - - 33.3 33.3 33.3 33.3 - - 33.3 33.3

【従業員規模】

４９人以下 2,121 49.3 32.8 14.0 35.8 20.6 32.1 18.2 5.4 2.2 4.0 2.6

５０人～９９人 2,080 52.1 32.6 13.8 35.6 21.9 28.8 19.3 5.1 1.6 4.7 2.3

１００人～２９９人 1,311 54.6 33.6 15.9 34.2 20.5 25.3 18.1 5.3 2.0 4.1 1.9

３００人以上 354 54.2 43.5 23.4 28.5 20.9 16.1 14.1 5.9 1.4 7.1 1.7

無回答 1 - - - - - - - - - - 100.0

 
 

１３.今後の会社の事業規模の見通しや意向 

 今後の会社の事業規模の見通しや意向について尋ねたところ、「拡大の方向」が 41.1％、
「現状のまま」が 51.5％、「縮小の方向」が 5.5％、「廃業を検討」が 0.2％となっている（図

表 2-35）。 
 業種別にみると、「化学工業」と「電子部品・デバイス・電子回路製造業」の 2業種だけが、
「拡大の方向」が半数に達している（ともに 50.0％）。 
一方、「縮小の方向」の割合が最も高いのは「なめし革・同製品・毛皮製造業」（17.6％）

となっている。 
 規模別にみると、規模が大きくなるほど「拡大の方向」の回答割合が高くなっており、「現

状のまま」および「縮小の方向」は規模が小さくなるほど割合が高まる傾向が見られる。 
 

図表２－３５ 今後の会社の事業規模の見通しや意向 

（単位：％） 
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回
答

計 5,867 41.1 51.5 5.5 0.2 1.7

【業種】

繊維工業 334 29.0 56.6 11.4 0.3 2.7

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 37.1 56.8 4.2 - 1.9

印刷・同関連業 369 35.0 52.8 10.0 0.5 1.6

化学工業 242 50.0 45.5 2.5 - 2.1

石油製品・石炭製品製造業 20 25.0 60.0 15.0 - -

プラスチック製品製造業 496 43.8 48.0 6.7 - 1.6

ゴム製品製造業 98 42.9 50.0 5.1 - 2.0

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 17.6 64.7 17.6 - -

窯業・土石製品製造業 268 20.1 67.5 10.1 - 2.2

鉄鋼業 219 35.2 58.4 4.6 - 1.8

非鉄金属製造業 173 38.7 57.2 1.7 0.6 1.7

金属製品製造業 547 47.5 46.8 4.0 0.2 1.5

はん用機械器具製造業 285 38.6 54.7 4.2 - 2.5

生産用機械器具製造業 583 46.0 50.1 2.7 - 1.2

業務用機械器具製造業 148 48.0 45.3 3.4 - 3.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 50.0 47.2 2.8 - -

電気機械器具製造業 586 47.8 46.1 4.9 - 1.2

情報通信機械器具製造業 39 48.7 46.2 5.1 - -

輸送用機械器具製造業 680 40.0 51.6 6.3 0.3 1.8

その他 301 38.5 54.5 4.0 0.7 2.3

無回答 3 33.3 - 33.3 - 33.3

【従業員規模】

４９人以下 2,121 34.7 55.8 7.2 0.4 1.9

５０人～９９人 2,080 42.5 51.0 5.1 - 1.5

１００人～２９９人 1,311 45.4 48.8 4.1 - 1.7

３００人以上 354 55.4 39.5 3.1 - 2.0

無回答 1 - - - - 100.0
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第３章 調査結果の概要 

 

第１節 ものづくりに関わる人材の採用と定着について 

 

１．過去３年間でのものづくり人材の採用 

 過去 3年間（2015年度～2017年度）における、ものづくり人材の新卒採用・中途採用の
実施状況を尋ねた（新卒採用については採用者の学歴別に尋ねた）。 
 
（１）新卒採用 

①高校卒 

 新卒採用の状況を高校卒からみていくと、「募集しなかった」が 30.4％、「募集したが採用
できなかった」が 12.3％、「採用できたものの、不十分」が 23.6％、「ほぼ計画どおり採用で
きた」が 21.0％となっている（図表 3-1-1）。 
「採用できたものの、不十分」または「ほぼ計画どおり採用できた」と回答した企業を【採

用企業】として、その回答割合をみたところ、【採用企業】は 44.6％となっている。 
これを規模別にみると、「募集しなかった」企業の割合は規模が小さくなるほど高くなって

おり、「49人以下」では 4割（40.0％）におよぶ。また、「募集したが採用できなかった」企
業の割合も、規模が小さくなるほど高くなっている。 
それに対して、「ほぼ計画どおり採用できた」企業の割合は、規模が大きくなるほど高くな

っており、「300人以上」では半数（52.5％）に達している。「100人～299人」では、「採用
できたものの、不十分」（38.0％）とする企業が最も多くなっている。 
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第３章 調査結果の概要 

 

第１節 ものづくりに関わる人材の採用と定着について 

 

１．過去３年間でのものづくり人材の採用 

 過去 3年間（2015年度～2017年度）における、ものづくり人材の新卒採用・中途採用の
実施状況を尋ねた（新卒採用については採用者の学歴別に尋ねた）。 
 
（１）新卒採用 

①高校卒 

 新卒採用の状況を高校卒からみていくと、「募集しなかった」が 30.4％、「募集したが採用
できなかった」が 12.3％、「採用できたものの、不十分」が 23.6％、「ほぼ計画どおり採用で
きた」が 21.0％となっている（図表 3-1-1）。 
「採用できたものの、不十分」または「ほぼ計画どおり採用できた」と回答した企業を【採

用企業】として、その回答割合をみたところ、【採用企業】は 44.6％となっている。 
これを規模別にみると、「募集しなかった」企業の割合は規模が小さくなるほど高くなって

おり、「49人以下」では 4割（40.0％）におよぶ。また、「募集したが採用できなかった」企
業の割合も、規模が小さくなるほど高くなっている。 
それに対して、「ほぼ計画どおり採用できた」企業の割合は、規模が大きくなるほど高くな

っており、「300人以上」では半数（52.5％）に達している。「100人～299人」では、「採用
できたものの、不十分」（38.0％）とする企業が最も多くなっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図表３－１－１ 過去３年間でのものづくり人材の新卒採用の実績 ①高校卒 

（単位：％） 
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計 5,867 30.4 12.3 23.6 21.0 12.7 30.4 12.3 44.6

【業種】

繊維工業 334 39.5 12.0 23.7 13.8 11.1 39.5 12.0 37.4

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 31.0 8.0 28.2 19.7 13.1 31.0 8.0 47.9

印刷・同関連業 369 40.1 9.8 19.5 14.4 16.3 40.1 9.8 33.9

化学工業 242 36.0 4.5 18.2 31.0 10.3 36.0 4.5 49.2

石油製品・石炭製品製造業 20 30.0 10.0 10.0 25.0 25.0 30.0 10.0 35.0

プラスチック製品製造業 496 34.3 11.7 23.0 17.3 13.7 34.3 11.7 40.3

ゴム製品製造業 98 27.6 9.2 28.6 22.4 12.2 27.6 9.2 51.0

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 41.2 11.8 - 17.6 29.4 41.2 11.8 17.6

窯業・土石製品製造業 268 33.6 13.4 19.4 16.8 16.8 33.6 13.4 36.2

鉄鋼業 219 18.3 18.7 29.2 21.5 12.3 18.3 18.7 50.7

非鉄金属製造業 173 25.4 17.3 26.0 22.0 9.2 25.4 17.3 48.0

金属製品製造業 547 28.5 17.7 22.1 18.6 13.0 28.5 17.7 40.8

はん用機械器具製造業 285 24.2 16.5 27.0 24.9 7.4 24.2 16.5 51.9

生産用機械器具製造業 583 23.2 15.8 26.2 20.9 13.9 23.2 15.8 47.2

業務用機械器具製造業 148 31.1 13.5 19.6 21.6 14.2 31.1 13.5 41.2

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 34.1 9.8 24.8 22.0 9.3 34.1 9.8 46.7

電気機械器具製造業 586 33.4 8.2 20.5 23.7 14.2 33.4 8.2 44.2

情報通信機械器具製造業 39 38.5 10.3 25.6 7.7 17.9 38.5 10.3 33.3

輸送用機械器具製造業 680 22.6 10.9 30.9 26.5 9.1 22.6 10.9 57.4

その他 301 36.5 10.6 14.6 21.3 16.9 36.5 10.6 35.9

無回答 3 33.3 - - 66.7 - 33.3 - 66.7

【従業員規模】

４９人以下 2,121 40.0 14.6 13.4 12.3 19.7 40.0 14.6 25.7

５０人～９９人 2,080 31.0 14.4 23.7 18.5 12.4 31.0 14.4 42.2

１００人～２９９人 1,311 18.8 7.9 38.0 30.4 4.9 18.8 7.9 68.4

３００人以上 354 11.6 2.3 31.1 52.5 2.5 11.6 2.3 83.6

無回答 1 100.0 - - - - 100.0 - -
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 高卒の新卒採用状況の回答について、「募集しなかった」と回答した企業と無回答を除いて

集計したところ（n=3,336）、「募集したが採用できなかった」が 21.6％、「採用できたものの、
不十分」が 41.5％、「ほぼ計画どおり採用できた」が 36.9％で、募集した企業だけでみると
「採用できたものの、不十分」との回答割合が最も高くなっている（図表 3-1-2）。 
 これを規模別にみると、「49人以下」では「募集したが採用できなかった」（36.3％）が最
も回答割合が高くなっている一方、「300人以上」では「ほぼ計画どおり採用できた」（61.2％）
の割合が最も高い。 
 

図表３－１－２ 過去３年間でのものづくり人材の新卒採用の実績 ①高校卒 

※新卒採用で高卒の募集を行った企業だけで集計 

（単位：％） 
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計 3,336 21.6 41.5 36.9

【業種】

繊維工業 165 24.2 47.9 27.9

パルプ・紙・紙加工品製造業 119 14.3 50.4 35.3

印刷・同関連業 161 22.4 44.7 32.9

化学工業 130 8.5 33.8 57.7

石油製品・石炭製品製造業 9 22.2 22.2 55.6

プラスチック製品製造業 258 22.5 44.2 33.3

ゴム製品製造業 59 15.3 47.5 37.3

なめし革・同製品・毛皮製造業 5 40.0 - 60.0

窯業・土石製品製造業 133 27.1 39.1 33.8

鉄鋼業 152 27.0 42.1 30.9

非鉄金属製造業 113 26.5 39.8 33.6

金属製品製造業 320 30.3 37.8 31.9

はん用機械器具製造業 195 24.1 39.5 36.4

生産用機械器具製造業 367 25.1 41.7 33.2

業務用機械器具製造業 81 24.7 35.8 39.5

電子部品・デバイス・電子回路製造業 139 17.3 43.9 38.8

電気機械器具製造業 307 15.6 39.1 45.3

情報通信機械器具製造業 17 23.5 58.8 17.6

輸送用機械器具製造業 464 15.9 45.3 38.8

その他 140 22.9 31.4 45.7

無回答 2 - - 100.0

【従業員規模】

４９人以下 855 36.3 33.2 30.5

５０人～９９人 1,177 25.4 41.9 32.7

１００人～２９９人 1,000 10.3 49.8 39.9

３００人以上 304 2.6 36.2 61.2

無回答 - - - -
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 高卒の新卒採用状況の回答について、「募集しなかった」と回答した企業と無回答を除いて

集計したところ（n=3,336）、「募集したが採用できなかった」が 21.6％、「採用できたものの、
不十分」が 41.5％、「ほぼ計画どおり採用できた」が 36.9％で、募集した企業だけでみると
「採用できたものの、不十分」との回答割合が最も高くなっている（図表 3-1-2）。 
 これを規模別にみると、「49人以下」では「募集したが採用できなかった」（36.3％）が最
も回答割合が高くなっている一方、「300人以上」では「ほぼ計画どおり採用できた」（61.2％）
の割合が最も高い。 
 

図表３－１－２ 過去３年間でのものづくり人材の新卒採用の実績 ①高校卒 

※新卒採用で高卒の募集を行った企業だけで集計 

（単位：％） 
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計 3,336 21.6 41.5 36.9

【業種】

繊維工業 165 24.2 47.9 27.9

パルプ・紙・紙加工品製造業 119 14.3 50.4 35.3

印刷・同関連業 161 22.4 44.7 32.9

化学工業 130 8.5 33.8 57.7

石油製品・石炭製品製造業 9 22.2 22.2 55.6

プラスチック製品製造業 258 22.5 44.2 33.3

ゴム製品製造業 59 15.3 47.5 37.3

なめし革・同製品・毛皮製造業 5 40.0 - 60.0

窯業・土石製品製造業 133 27.1 39.1 33.8

鉄鋼業 152 27.0 42.1 30.9

非鉄金属製造業 113 26.5 39.8 33.6

金属製品製造業 320 30.3 37.8 31.9

はん用機械器具製造業 195 24.1 39.5 36.4

生産用機械器具製造業 367 25.1 41.7 33.2

業務用機械器具製造業 81 24.7 35.8 39.5

電子部品・デバイス・電子回路製造業 139 17.3 43.9 38.8

電気機械器具製造業 307 15.6 39.1 45.3

情報通信機械器具製造業 17 23.5 58.8 17.6

輸送用機械器具製造業 464 15.9 45.3 38.8

その他 140 22.9 31.4 45.7

無回答 2 - - 100.0

【従業員規模】

４９人以下 855 36.3 33.2 30.5

５０人～９９人 1,177 25.4 41.9 32.7

１００人～２９９人 1,000 10.3 49.8 39.9

３００人以上 304 2.6 36.2 61.2

無回答 - - - -

 
 

②高専・短大卒 

 高専・短大卒の新卒採用についてみると、「募集しなかった」が 53.0％、「募集したが採用
できなかった」が 14.1％、「採用できたものの、不十分」が 7.1％、「ほぼ計画どおり採用で
きた」が 5.7％となっており、募集しなかった企業が約半数を占めている（図表 3-1-3）。 
規模別にみると、いずれの規模も「募集しなかった」とする企業が 4 割台～5 割台におよ

んでいるが、「300人以上」では、「採用できたものの、不十分」（19.2％）または「ほぼ計画
どおり採用できた」（20.9％）と回答した【採用企業】の割合も 4割（40.1％）におよぶ。 

 
図表３－１－３ 過去３年間でのものづくり人材の新卒採用の実績 ②高専・短大卒 

（単位：％） 
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採
用
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計 5,867 53.0 14.1 7.1 5.7 20.1 53.0 14.1 12.8

【業種】

繊維工業 334 61.1 13.2 6.0 4.5 15.3 61.1 13.2 10.5

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 62.0 8.9 3.3 3.3 22.5 62.0 8.9 6.6

印刷・同関連業 369 51.8 11.4 7.0 8.4 21.4 51.8 11.4 15.4

化学工業 242 59.5 7.0 6.6 12.0 14.9 59.5 7.0 18.6

石油製品・石炭製品製造業 20 45.0 5.0 - 20.0 30.0 45.0 5.0 20.0

プラスチック製品製造業 496 61.7 10.5 4.6 1.8 21.4 61.7 10.5 6.5

ゴム製品製造業 98 65.3 8.2 4.1 2.0 20.4 65.3 8.2 6.1

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 52.9 11.8 5.9 - 29.4 52.9 11.8 5.9

窯業・土石製品製造業 268 55.2 13.1 4.9 1.9 25.0 55.2 13.1 6.7

鉄鋼業 219 54.8 13.2 5.0 5.5 21.5 54.8 13.2 10.5

非鉄金属製造業 173 53.2 17.9 6.9 2.3 19.7 53.2 17.9 9.2

金属製品製造業 547 51.2 15.5 5.1 3.7 24.5 51.2 15.5 8.8

はん用機械器具製造業 285 48.4 16.5 10.5 6.7 17.9 48.4 16.5 17.2

生産用機械器具製造業 583 41.0 20.8 10.3 6.5 21.4 41.0 20.8 16.8

業務用機械器具製造業 148 49.3 19.6 3.4 8.1 19.6 49.3 19.6 11.5

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 53.3 16.7 8.9 6.9 14.2 53.3 16.7 15.9

電気機械器具製造業 586 49.5 13.8 10.2 7.0 19.5 49.5 13.8 17.2

情報通信機械器具製造業 39 59.0 7.7 5.1 7.7 20.5 59.0 7.7 12.8

輸送用機械器具製造業 680 51.0 15.6 9.3 6.8 17.4 51.0 15.6 16.0

その他 301 55.1 12.0 4.7 6.6 21.6 55.1 12.0 11.3

無回答 3 66.7 - 33.3 - - 66.7 - 33.3

【従業員規模】

４９人以下 2,121 56.0 11.0 3.3 2.8 27.0 56.0 11.0 6.0

５０人～９９人 2,080 54.6 15.0 5.4 4.5 20.5 54.6 15.0 9.9

１００人～２９９人 1,311 48.6 18.7 12.8 8.2 11.7 48.6 18.7 21.1

３００人以上 354 41.5 11.0 19.2 20.9 7.3 41.5 11.0 40.1

無回答 1 100.0 - - - - 100.0 - -
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高専・短大卒の新卒採用の回答結果では無回答が 20.1％と比較的高かったことから、無回
答を除く集計も行ったところ（図表 3-1-4）、「49 人以下」では「募集しなかった」がほぼ
8割（76.6％）に達し、「50人～99人」でも「募集しなかった」が 7割近く（68.7％）を占
めた。 

 

図表３－１－４ 過去３年間でのものづくり人材の新卒採用の実績 ②高専・短大卒 

※無回答を除いて集計 

（単位：％） 

 

 

 さらに、無回答だけでなく「募集しなかった」と回答した企業も除いて集計した結果をみ

ると（図表 3-1-5）、「募集したが採用できなかった」が 52.4％、「採用できたものの、不十分」
が 26.4％、「ほぼ計画どおり採用できた」が 21.1％で、募集した企業だけでみると採用でき
なかった企業が約半数を占める。 
 これを規模別にみると、「49人以下」と「50人～99人」では、「募集したが採用できなか
った」がともに 6割以上にのぼった（それぞれ 64.6％、60.2％）。それに対し、「300人以上」
では「募集したが採用できなかった」は 21.5％と 2 割にすぎず、「ほぼ計画どおり採用でき
た」が 4割（40.9％）となっている。 
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計 4,689 66.3 17.7 8.9 7.1

４９人以下 1,549 76.6 15.1 4.5 3.8

５０人～９９人 1,653 68.7 18.8 6.8 5.6

１００人～２９９人 1,158 55.0 21.2 14.5 9.3

３００人以上 328 44.8 11.9 20.7 22.6

無回答 1 100.0 - - -
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高専・短大卒の新卒採用の回答結果では無回答が 20.1％と比較的高かったことから、無回
答を除く集計も行ったところ（図表 3-1-4）、「49 人以下」では「募集しなかった」がほぼ
8割（76.6％）に達し、「50人～99人」でも「募集しなかった」が 7割近く（68.7％）を占
めた。 

 

図表３－１－４ 過去３年間でのものづくり人材の新卒採用の実績 ②高専・短大卒 

※無回答を除いて集計 

（単位：％） 

 

 

 さらに、無回答だけでなく「募集しなかった」と回答した企業も除いて集計した結果をみ

ると（図表 3-1-5）、「募集したが採用できなかった」が 52.4％、「採用できたものの、不十分」
が 26.4％、「ほぼ計画どおり採用できた」が 21.1％で、募集した企業だけでみると採用でき
なかった企業が約半数を占める。 
 これを規模別にみると、「49人以下」と「50人～99人」では、「募集したが採用できなか
った」がともに 6割以上にのぼった（それぞれ 64.6％、60.2％）。それに対し、「300人以上」
では「募集したが採用できなかった」は 21.5％と 2 割にすぎず、「ほぼ計画どおり採用でき
た」が 4割（40.9％）となっている。 
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計 4,689 66.3 17.7 8.9 7.1

４９人以下 1,549 76.6 15.1 4.5 3.8

５０人～９９人 1,653 68.7 18.8 6.8 5.6

１００人～２９９人 1,158 55.0 21.2 14.5 9.3

３００人以上 328 44.8 11.9 20.7 22.6

無回答 1 100.0 - - -

 
 

図表３－１－５ 過去３年間でのものづくり人材の新卒採用 ②高専・短大卒 

※新卒採用で高専・短大卒の募集を行った企業だけで集計 

（単位：％） 
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計 1,581 52.4 26.4 21.1

【業種】

繊維工業 79 55.7 25.3 19.0

パルプ・紙・紙加工品製造業 33 57.6 21.2 21.2

印刷・同関連業 99 42.4 26.3 31.3

化学工業 62 27.4 25.8 46.8

石油製品・石炭製品製造業 5 20.0 - 80.0

プラスチック製品製造業 84 61.9 27.4 10.7

ゴム製品製造業 14 57.1 28.6 14.3

なめし革・同製品・毛皮製造業 3 66.7 33.3 -

窯業・土石製品製造業 53 66.0 24.5 9.4

鉄鋼業 52 55.8 21.2 23.1

非鉄金属製造業 47 66.0 25.5 8.5

金属製品製造業 133 63.9 21.1 15.0

はん用機械器具製造業 96 49.0 31.3 19.8

生産用機械器具製造業 219 55.3 27.4 17.4

業務用機械器具製造業 46 63.0 10.9 26.1

電子部品・デバイス・電子回路製造業 80 51.3 27.5 21.3

電気機械器具製造業 182 44.5 33.0 22.5

情報通信機械器具製造業 8 37.5 25.0 37.5

輸送用機械器具製造業 215 49.3 29.3 21.4

その他 70 51.4 20.0 28.6

無回答 1 - 100.0 -

【従業員規模】

４９人以下 362 64.6 19.1 16.3

５０人～９９人 517 60.2 21.9 18.0

１００人～２９９人 521 47.0 32.2 20.7

３００人以上 181 21.5 37.6 40.9

無回答 - - - -
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③大学・大学院卒 

 大学・大学院卒の新卒採用についてみると、「募集しなかった」が 45.8％、「募集したが採
用できなかった」が 12.9％、「採用できたものの、不十分」が 13.8％、「ほぼ計画どおり採用
できた」が 9.7％となっている（図表 3-1-6）。 
「採用できたものの、不十分」または「ほぼ計画どおり採用できた」と回答した企業を【採

用企業】として、その回答割合をみると、【採用企業】は 23.5％となっている。 
これを規模別にみると、「募集しなかった」企業の割合は規模が小さくなるほど高くなって

おり、「49人以下」になると 53.7％と半数以上におよび、「50人～99人」でも半数近い割合
（48.0％）となっている。それに対して、「採用できたものの、不十分」と「ほぼ計画どおり
採用できた」の割合は、規模が大きくなるほど高くなっており、「300人以上」になると「採
用できたものの、不十分」が 34.2％、「ほぼ計画どおり採用できた」が 38.1％で、全体の 7
割（72.3％）を【採用企業】が占めている。 

図表３－１－６ 過去３年間でのものづくり人材の新卒採用の実績 ③大学・大学院卒 

（単位：％） 
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計 5,867 45.8 12.9 13.8 9.7 17.8 45.8 12.9 23.5

【業種】

繊維工業 334 60.8 11.7 8.1 3.6 15.9 60.8 11.7 11.7

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 56.8 7.0 11.7 6.1 18.3 56.8 7.0 17.8

印刷・同関連業 369 48.2 10.3 11.9 10.0 19.5 48.2 10.3 22.0

化学工業 242 41.3 5.8 15.3 26.4 11.2 41.3 5.8 41.7

石油製品・石炭製品製造業 20 40.0 - 10.0 25.0 25.0 40.0 - 35.0

プラスチック製品製造業 496 54.6 10.3 10.1 5.8 19.2 54.6 10.3 15.9

ゴム製品製造業 98 54.1 6.1 18.4 5.1 16.3 54.1 6.1 23.5

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 52.9 5.9 5.9 5.9 29.4 52.9 5.9 11.8

窯業・土石製品製造業 268 45.1 12.7 10.4 8.2 23.5 45.1 12.7 18.7

鉄鋼業 219 44.7 12.8 13.2 9.6 19.6 44.7 12.8 22.8

非鉄金属製造業 173 48.6 15.6 12.1 9.2 14.5 48.6 15.6 21.4

金属製品製造業 547 47.0 12.8 11.2 6.0 23.0 47.0 12.8 17.2

はん用機械器具製造業 285 39.6 16.1 17.2 11.9 15.1 39.6 16.1 29.1

生産用機械器具製造業 583 33.8 18.5 18.7 11.0 18.0 33.8 18.5 29.7

業務用機械器具製造業 148 38.5 19.6 14.2 12.2 15.5 38.5 19.6 26.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 47.6 13.0 16.7 9.8 13.0 47.6 13.0 26.4

電気機械器具製造業 586 43.7 12.1 17.4 8.5 18.3 43.7 12.1 25.9

情報通信機械器具製造業 39 51.3 2.6 15.4 12.8 17.9 51.3 2.6 28.2

輸送用機械器具製造業 680 40.1 16.5 17.2 11.5 14.7 40.1 16.5 28.7

その他 301 49.2 10.3 7.6 12.6 20.3 49.2 10.3 20.3

無回答 3 66.7 33.3 - - - 66.7 33.3 -

【従業員規模】

４９人以下 2,121 53.7 10.5 5.7 4.3 25.8 53.7 10.5 10.0

５０人～９９人 2,080 48.0 14.2 12.4 7.2 18.2 48.0 14.2 19.6

１００人～２９９人 1,311 36.7 16.5 23.8 14.6 8.4 36.7 16.5 38.4

３００人以上 354 18.9 5.6 34.2 38.1 3.1 18.9 5.6 72.3

無回答 1 100.0 - - - - 100.0 - -
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③大学・大学院卒 

 大学・大学院卒の新卒採用についてみると、「募集しなかった」が 45.8％、「募集したが採
用できなかった」が 12.9％、「採用できたものの、不十分」が 13.8％、「ほぼ計画どおり採用
できた」が 9.7％となっている（図表 3-1-6）。 
「採用できたものの、不十分」または「ほぼ計画どおり採用できた」と回答した企業を【採

用企業】として、その回答割合をみると、【採用企業】は 23.5％となっている。 
これを規模別にみると、「募集しなかった」企業の割合は規模が小さくなるほど高くなって

おり、「49人以下」になると 53.7％と半数以上におよび、「50人～99人」でも半数近い割合
（48.0％）となっている。それに対して、「採用できたものの、不十分」と「ほぼ計画どおり
採用できた」の割合は、規模が大きくなるほど高くなっており、「300人以上」になると「採
用できたものの、不十分」が 34.2％、「ほぼ計画どおり採用できた」が 38.1％で、全体の 7
割（72.3％）を【採用企業】が占めている。 

図表３－１－６ 過去３年間でのものづくり人材の新卒採用の実績 ③大学・大学院卒 

（単位：％） 
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計 5,867 45.8 12.9 13.8 9.7 17.8 45.8 12.9 23.5

【業種】

繊維工業 334 60.8 11.7 8.1 3.6 15.9 60.8 11.7 11.7

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 56.8 7.0 11.7 6.1 18.3 56.8 7.0 17.8

印刷・同関連業 369 48.2 10.3 11.9 10.0 19.5 48.2 10.3 22.0

化学工業 242 41.3 5.8 15.3 26.4 11.2 41.3 5.8 41.7

石油製品・石炭製品製造業 20 40.0 - 10.0 25.0 25.0 40.0 - 35.0

プラスチック製品製造業 496 54.6 10.3 10.1 5.8 19.2 54.6 10.3 15.9

ゴム製品製造業 98 54.1 6.1 18.4 5.1 16.3 54.1 6.1 23.5

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 52.9 5.9 5.9 5.9 29.4 52.9 5.9 11.8

窯業・土石製品製造業 268 45.1 12.7 10.4 8.2 23.5 45.1 12.7 18.7

鉄鋼業 219 44.7 12.8 13.2 9.6 19.6 44.7 12.8 22.8

非鉄金属製造業 173 48.6 15.6 12.1 9.2 14.5 48.6 15.6 21.4

金属製品製造業 547 47.0 12.8 11.2 6.0 23.0 47.0 12.8 17.2

はん用機械器具製造業 285 39.6 16.1 17.2 11.9 15.1 39.6 16.1 29.1

生産用機械器具製造業 583 33.8 18.5 18.7 11.0 18.0 33.8 18.5 29.7

業務用機械器具製造業 148 38.5 19.6 14.2 12.2 15.5 38.5 19.6 26.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 47.6 13.0 16.7 9.8 13.0 47.6 13.0 26.4

電気機械器具製造業 586 43.7 12.1 17.4 8.5 18.3 43.7 12.1 25.9

情報通信機械器具製造業 39 51.3 2.6 15.4 12.8 17.9 51.3 2.6 28.2

輸送用機械器具製造業 680 40.1 16.5 17.2 11.5 14.7 40.1 16.5 28.7

その他 301 49.2 10.3 7.6 12.6 20.3 49.2 10.3 20.3

無回答 3 66.7 33.3 - - - 66.7 33.3 -

【従業員規模】

４９人以下 2,121 53.7 10.5 5.7 4.3 25.8 53.7 10.5 10.0

５０人～９９人 2,080 48.0 14.2 12.4 7.2 18.2 48.0 14.2 19.6

１００人～２９９人 1,311 36.7 16.5 23.8 14.6 8.4 36.7 16.5 38.4

３００人以上 354 18.9 5.6 34.2 38.1 3.1 18.9 5.6 72.3

無回答 1 100.0 - - - - 100.0 - -

 
 

大学・大学院卒の新卒採用状況についても無回答を除いて集計したところ、「49 人以下」
では「募集しなかった」が約 7割（72.3％）におよんだ（図表 3-1-7）。 
 

図表３－１－７ 過去３年間でのものづくり人材の新卒採用の実績 ③大学・大学院卒 

※無回答を除いて集計 

（単位：％） 

 

 

さらに、無回答だけでなく「募集しなかった」と回答した企業も除いて集計した結果をみ

ると、「募集したが採用できなかった」が 35.3％、「採用できたものの、不十分」が 38.0％、
「ほぼ計画どおり採用できた」が 26.7％で、募集した企業だけでみれば「採用できたものの、
不十分」とする企業の割合が最も高くなっている（図表 3-1-8）。 
 これを規模別にみると、「募集したが採用できなかった」とする割合は規模が小さい企業ほ

ど高くなっており、「49 人以下」では「募集したが採用できなかった」が約半数（51.0％）
に達する。一方、「ほぼ計画どおり採用できた」とする割合は規模が大きくなるほど高くなっ

ており、「300人以上」では同回答が 48.9％とほぼ半数におよぶ。 
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計 4,820 55.7 15.6 16.8 11.8

４９人以下 1,573 72.3 14.1 7.7 5.8

５０人～９９人 1,702 58.7 17.4 15.1 8.8

１００人～２９９人 1,201 40.0 18.0 26.0 16.0

３００人以上 343 19.5 5.8 35.3 39.4

無回答 1 100.0 - - -
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図表３－１－８ 過去３年間でのものづくり人材の新卒採用 ③大学・大学院卒 

※新卒採用で大学・大学院卒の募集を行った企業だけで集計 

（単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

n
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き
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た
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き
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十
分
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き
た

計 2,134 35.3 38.0 26.7

【業種】

繊維工業 78 50.0 34.6 15.4

パルプ・紙・紙加工品製造業 53 28.3 47.2 24.5

印刷・同関連業 119 31.9 37.0 31.1

化学工業 115 12.2 32.2 55.7

石油製品・石炭製品製造業 7 - 28.6 71.4

プラスチック製品製造業 130 39.2 38.5 22.3

ゴム製品製造業 29 20.7 62.1 17.2

なめし革・同製品・毛皮製造業 3 33.3 33.3 33.3

窯業・土石製品製造業 84 40.5 33.3 26.2

鉄鋼業 78 35.9 37.2 26.9

非鉄金属製造業 64 42.2 32.8 25.0

金属製品製造業 164 42.7 37.2 20.1

はん用機械器具製造業 129 35.7 38.0 26.4

生産用機械器具製造業 281 38.4 38.8 22.8

業務用機械器具製造業 68 42.6 30.9 26.5

電子部品・デバイス・電子回路製造業 97 33.0 42.3 24.7

電気機械器具製造業 223 31.8 45.7 22.4

情報通信機械器具製造業 12 8.3 50.0 41.7

輸送用機械器具製造業 307 36.5 38.1 25.4

その他 92 33.7 25.0 41.3

無回答 1 100.0 - -

【従業員規模】

４９人以下 435 51.0 27.8 21.1

５０人～９９人 703 42.1 36.6 21.3

１００人～２９９人 720 30.0 43.3 26.7

３００人以上 276 7.2 43.8 48.9

無回答 - - - -
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図表３－１－８ 過去３年間でのものづくり人材の新卒採用 ③大学・大学院卒 

※新卒採用で大学・大学院卒の募集を行った企業だけで集計 

（単位：％） 
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計 2,134 35.3 38.0 26.7

【業種】

繊維工業 78 50.0 34.6 15.4

パルプ・紙・紙加工品製造業 53 28.3 47.2 24.5

印刷・同関連業 119 31.9 37.0 31.1

化学工業 115 12.2 32.2 55.7

石油製品・石炭製品製造業 7 - 28.6 71.4

プラスチック製品製造業 130 39.2 38.5 22.3

ゴム製品製造業 29 20.7 62.1 17.2

なめし革・同製品・毛皮製造業 3 33.3 33.3 33.3

窯業・土石製品製造業 84 40.5 33.3 26.2

鉄鋼業 78 35.9 37.2 26.9

非鉄金属製造業 64 42.2 32.8 25.0

金属製品製造業 164 42.7 37.2 20.1

はん用機械器具製造業 129 35.7 38.0 26.4

生産用機械器具製造業 281 38.4 38.8 22.8

業務用機械器具製造業 68 42.6 30.9 26.5

電子部品・デバイス・電子回路製造業 97 33.0 42.3 24.7

電気機械器具製造業 223 31.8 45.7 22.4

情報通信機械器具製造業 12 8.3 50.0 41.7

輸送用機械器具製造業 307 36.5 38.1 25.4

その他 92 33.7 25.0 41.3

無回答 1 100.0 - -

【従業員規模】

４９人以下 435 51.0 27.8 21.1

５０人～９９人 703 42.1 36.6 21.3

１００人～２９９人 720 30.0 43.3 26.7

３００人以上 276 7.2 43.8 48.9

無回答 - - - -

 
 

④新卒募集の有無（学歴を問わず） 

すべての学歴について、「募集しなかった」と回答した企業を【すべての学歴で不募集】の

企業とし、それ以外の企業を【いずれかの学歴で募集】の企業として集計した結果をみると

1、【すべての学歴で不募集】が 23.6％、【いずれかの学歴で募集】が 54.7％、無回答が 21.7％
で、約半数の企業が、過去 3年間でいずれかの学歴で募集を行っていた（図表 3-1-9）。 
これを規模別にみると、【すべての学歴で不募集】の割合は規模が小さくなるほど高くなっ

ており、「49人以下」では 3割以上（34.4％）となっている。一方、【いずれかの学歴で募集】
した企業の割合は規模が大きくなるほど高くなっており、「100人～299人」では 7割を超え
（74.9％）、「300人以上」では 8割を超える（87.0％）。 

図表３－１－９ 過去３年間での新卒募集の有無 

（単位：％） 

 

                                                
1 無回答には、すべての学歴について無回答となっている企業だけでなく、一部の学歴に回答していても「すべての学歴で
不募集」か「いずれかの学歴で募集」かが判別できない企業も含む。 

ｎ

す
べ
て
の
学
歴
で

不
募
集

い
ず
れ
か
の
学
歴

で
募
集

無
回
答

計 5,867 23.6 54.7 21.7

【業種】

繊維工業 334 34.7 47.3 18.0

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 28.2 48.8 23.0

印刷・同関連業 369 30.4 44.7 24.9

化学工業 242 24.0 59.5 16.5

石油製品・石炭製品製造業 20 25.0 45.0 30.0

プラスチック製品製造業 496 29.0 48.2 22.8

ゴム製品製造業 98 20.4 59.2 20.4

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 41.2 29.4 29.4

窯業・土石製品製造業 268 28.7 45.1 26.1

鉄鋼業 219 16.9 59.4 23.7

非鉄金属製造業 173 20.8 59.5 19.7

金属製品製造業 547 23.8 50.1 26.1

はん用機械器具製造業 285 18.6 62.8 18.6

生産用機械器具製造業 583 14.1 62.3 23.7

業務用機械器具製造業 148 20.3 60.1 19.6

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 26.0 59.3 14.6

電気機械器具製造業 586 23.4 54.8 21.8

情報通信機械器具製造業 39 20.5 56.4 23.1

輸送用機械器具製造業 680 17.4 64.0 18.7

その他 301 28.9 47.2 23.9

無回答 3 33.3 66.7 -

【従業員規模】

４９人以下 2,121 34.4 36.7 28.9

５０人～９９人 2,080 22.9 54.9 22.3

１００人～２９９人 1,311 12.4 74.9 12.7

３００人以上 354 4.0 87.0 9.0

無回答 1 100.0 - -
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⑤新卒採用の有無（学歴を問わず） 

学歴を問わず、過去 3 年間でとにかく新卒採用した実績がある企業の割合をみたところ、
「採用した企業」が 54.2％とほぼ半数だった（図表 3-1-10）。 
これを規模別にみると、「採用した企業」の割合は規模が大きくなるほど高くなっており、

「49 人以下」が 33.3％、「50 人～99 人」が 53.6％、「100 人～299 人」が 78.4％で、「300
人以上」が 93.5％となっている。 

 

図表３－１－１０ 過去３年間での新卒採用の有無 

（単位：％） 
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採
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計 5,867 54.2 35.2 10.6

【業種】

繊維工業 334 43.1 48.8 8.1

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 53.5 34.7 11.7

印刷・同関連業 369 50.4 38.8 10.8

化学工業 242 65.3 28.1 6.6

石油製品・石炭製品製造業 20 45.0 35.0 20.0

プラスチック製品製造業 496 46.8 40.9 12.3

ゴム製品製造業 98 57.1 31.6 11.2

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 17.6 52.9 29.4

窯業・土石製品製造業 268 43.3 41.4 15.3

鉄鋼業 219 55.3 32.9 11.9

非鉄金属製造業 173 56.1 37.0 6.9

金属製品製造業 547 48.8 39.3 11.9

はん用機械器具製造業 285 61.8 31.6 6.7

生産用機械器具製造業 583 59.9 28.0 12.2

業務用機械器具製造業 148 53.4 35.1 11.5

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 56.9 35.0 8.1

電気機械器具製造業 586 57.2 31.1 11.8

情報通信機械器具製造業 39 56.4 33.3 10.3

輸送用機械器具製造業 680 63.8 29.0 7.2

その他 301 46.5 40.2 13.3

無回答 3 66.7 33.3 -

【従業員規模】

４９人以下 2,121 33.3 49.6 17.2

５０人～９９人 2,080 53.6 36.3 10.1

１００人～２９９人 1,311 78.4 18.2 3.4

３００人以上 354 93.5 5.6 0.8

無回答 1 - 100.0 -
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⑤新卒採用の有無（学歴を問わず） 

学歴を問わず、過去 3 年間でとにかく新卒採用した実績がある企業の割合をみたところ、
「採用した企業」が 54.2％とほぼ半数だった（図表 3-1-10）。 
これを規模別にみると、「採用した企業」の割合は規模が大きくなるほど高くなっており、

「49 人以下」が 33.3％、「50 人～99 人」が 53.6％、「100 人～299 人」が 78.4％で、「300
人以上」が 93.5％となっている。 

 

図表３－１－１０ 過去３年間での新卒採用の有無 

（単位：％） 
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計 5,867 54.2 35.2 10.6

【業種】

繊維工業 334 43.1 48.8 8.1

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 53.5 34.7 11.7

印刷・同関連業 369 50.4 38.8 10.8

化学工業 242 65.3 28.1 6.6

石油製品・石炭製品製造業 20 45.0 35.0 20.0

プラスチック製品製造業 496 46.8 40.9 12.3

ゴム製品製造業 98 57.1 31.6 11.2

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 17.6 52.9 29.4

窯業・土石製品製造業 268 43.3 41.4 15.3

鉄鋼業 219 55.3 32.9 11.9

非鉄金属製造業 173 56.1 37.0 6.9

金属製品製造業 547 48.8 39.3 11.9

はん用機械器具製造業 285 61.8 31.6 6.7

生産用機械器具製造業 583 59.9 28.0 12.2

業務用機械器具製造業 148 53.4 35.1 11.5

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 56.9 35.0 8.1

電気機械器具製造業 586 57.2 31.1 11.8

情報通信機械器具製造業 39 56.4 33.3 10.3

輸送用機械器具製造業 680 63.8 29.0 7.2

その他 301 46.5 40.2 13.3

無回答 3 66.7 33.3 -

【従業員規模】

４９人以下 2,121 33.3 49.6 17.2

５０人～９９人 2,080 53.6 36.3 10.1

１００人～２９９人 1,311 78.4 18.2 3.4

３００人以上 354 93.5 5.6 0.8

無回答 1 - 100.0 -

 
 

（２）中途採用 

過去 3年間での中途採用の採用状況についてみると、「募集しなかった」が 12.1％、「募集
したが採用できなかった」が 5.9％、「採用できたものの、不十分」が 47.8％、「ほぼ計画ど
おり採用できた」が 29.0％で、【採用企業】が 8割近く（76.9％）となっている（図表 3-1-

11）。 
これを規模別にみると、「募集しなかった」や「募集したが採用できなかった」と回答した

企業割合はいずれの規模も 20％未満となっており、いずれの規模も 7割以上が【採用企業】
となっている。 

 
図表３－１－１１ 過去３年間でのものづくり人材の中途採用の実績 

      （単位：％） 
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計 5,867 12.1 5.9 47.8 29.0 5.2 12.1 5.9 76.9

【業種】

繊維工業 334 16.2 9.0 44.6 25.1 5.1 16.2 9.0 69.8

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 12.2 2.8 49.3 33.8 1.9 12.2 2.8 83.1

印刷・同関連業 369 17.1 4.1 40.4 32.2 6.2 17.1 4.1 72.6

化学工業 242 19.4 2.5 30.2 41.7 6.2 19.4 2.5 71.9

石油製品・石炭製品製造業 20 10.0 - 55.0 30.0 5.0 10.0 - 85.0

プラスチック製品製造業 496 12.1 7.9 51.8 25.0 3.2 12.1 7.9 76.8

ゴム製品製造業 98 11.2 2.0 62.2 20.4 4.1 11.2 2.0 82.7

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 17.6 5.9 29.4 41.2 5.9 17.6 5.9 70.6

窯業・土石製品製造業 268 16.8 6.0 45.1 26.9 5.2 16.8 6.0 72.0

鉄鋼業 219 7.3 4.6 56.2 27.9 4.1 7.3 4.6 84.0

非鉄金属製造業 173 8.1 5.8 49.7 30.1 6.4 8.1 5.8 79.8

金属製品製造業 547 7.3 7.3 49.7 28.2 7.5 7.3 7.3 77.9

はん用機械器具製造業 285 8.8 6.0 48.1 32.3 4.9 8.8 6.0 80.4

生産用機械器具製造業 583 6.2 5.7 53.9 28.1 6.2 6.2 5.7 82.0

業務用機械器具製造業 148 11.5 6.8 42.6 31.8 7.4 11.5 6.8 74.3

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 17.5 4.9 50.4 24.8 2.4 17.5 4.9 75.2

電気機械器具製造業 586 13.3 5.1 44.5 31.1 6.0 13.3 5.1 75.6

情報通信機械器具製造業 39 25.6 7.7 33.3 28.2 5.1 25.6 7.7 61.5

輸送用機械器具製造業 680 10.4 6.5 51.9 26.3 4.9 10.4 6.5 78.2

その他 301 14.6 6.6 42.9 31.6 4.3 14.6 6.6 74.4

無回答 3 66.7 - 33.3 - - 66.7 - 33.3

【従業員規模】

４９人以下 2,121 13.0 7.8 44.4 29.3 5.6 13.0 7.8 73.6

５０人～９９人 2,080 10.7 5.9 49.5 28.3 5.6 10.7 5.9 77.8

１００人～２９９人 1,311 11.4 4.0 50.8 29.4 4.3 11.4 4.0 80.2

３００人以上 354 16.4 1.1 48.0 30.5 4.0 16.4 1.1 78.5

無回答 1 100.0 - - - - 100.0 - -
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（３）新卒と中途を合わせた採用の状況 

 新卒採用か中途採用かを問わず、過去 3年間で、ものづくり人材を採用した企業の割合
をみると（図表 3-1-12）、過去 3年間でものづくり人材を「採用した」企業は 88.6％と 9
割弱を占めた。 
 これを業種別にみると、多くの業種において「採用した」が 9割近くにおよぶものの、
なかには「繊維工業」（77.5％）などのように 7割台にとどまる業種もみられる。 
規模別にみると、いずれの規模も「採用した」とする割合が 8割以上となっている。 

 
図表３－１－１２ 過去３年間でのものづくり人材の採用の実績（新卒・中途問わず） 

                            （単位：％） 

 

 

n

採
用
し
た

採
用
し
な
か
っ

た

無
回
答

計 5,867 88.6 10.2 1.1

【業種】

繊維工業 334 77.5 21.0 1.5

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 91.5 8.0 0.5

印刷・同関連業 369 85.6 13.3 1.1

化学工業 242 90.1 9.1 0.8

石油製品・石炭製品製造業 20 90.0 5.0 5.0

プラスチック製品製造業 496 85.9 12.9 1.2

ゴム製品製造業 98 92.9 7.1 -

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 70.6 23.5 5.9

窯業・土石製品製造業 268 83.6 15.7 0.7

鉄鋼業 219 93.6 4.1 2.3

非鉄金属製造業 173 90.8 8.1 1.2

金属製品製造業 547 89.8 8.6 1.6

はん用機械器具製造業 285 92.3 7.0 0.7

生産用機械器具製造業 583 92.3 5.8 1.9

業務用機械器具製造業 148 87.8 10.8 1.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 88.2 11.4 0.4

電気機械器具製造業 586 89.8 8.9 1.4

情報通信機械器具製造業 39 76.9 23.1 -

輸送用機械器具製造業 680 92.2 7.4 0.4

その他 301 84.7 14.6 0.7

無回答 3 66.7 33.3 -

【従業員規模】

４９人以下 2,121 82.8 15.6 1.6

５０人～９９人 2,080 89.3 9.6 1.1

１００人～２９９人 1,311 95.0 4.4 0.6

３００人以上 354 96.3 3.1 0.6

無回答 1 - 100.0 -
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（３）新卒と中途を合わせた採用の状況 

 新卒採用か中途採用かを問わず、過去 3年間で、ものづくり人材を採用した企業の割合
をみると（図表 3-1-12）、過去 3年間でものづくり人材を「採用した」企業は 88.6％と 9
割弱を占めた。 
 これを業種別にみると、多くの業種において「採用した」が 9割近くにおよぶものの、
なかには「繊維工業」（77.5％）などのように 7割台にとどまる業種もみられる。 
規模別にみると、いずれの規模も「採用した」とする割合が 8割以上となっている。 

 
図表３－１－１２ 過去３年間でのものづくり人材の採用の実績（新卒・中途問わず） 

                            （単位：％） 

 

 

n

採
用
し
た

採
用
し
な
か
っ

た

無
回
答

計 5,867 88.6 10.2 1.1

【業種】

繊維工業 334 77.5 21.0 1.5

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 91.5 8.0 0.5

印刷・同関連業 369 85.6 13.3 1.1

化学工業 242 90.1 9.1 0.8

石油製品・石炭製品製造業 20 90.0 5.0 5.0

プラスチック製品製造業 496 85.9 12.9 1.2

ゴム製品製造業 98 92.9 7.1 -

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 70.6 23.5 5.9

窯業・土石製品製造業 268 83.6 15.7 0.7

鉄鋼業 219 93.6 4.1 2.3

非鉄金属製造業 173 90.8 8.1 1.2

金属製品製造業 547 89.8 8.6 1.6

はん用機械器具製造業 285 92.3 7.0 0.7

生産用機械器具製造業 583 92.3 5.8 1.9

業務用機械器具製造業 148 87.8 10.8 1.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 88.2 11.4 0.4

電気機械器具製造業 586 89.8 8.9 1.4

情報通信機械器具製造業 39 76.9 23.1 -

輸送用機械器具製造業 680 92.2 7.4 0.4

その他 301 84.7 14.6 0.7

無回答 3 66.7 33.3 -

【従業員規模】

４９人以下 2,121 82.8 15.6 1.6

５０人～９９人 2,080 89.3 9.6 1.1

１００人～２９９人 1,311 95.0 4.4 0.6

３００人以上 354 96.3 3.1 0.6

無回答 1 - 100.0 -

 
 

２．ものづくり人材の採用方針 

 ものづくり人材の採用方針について、【10年前】と【現在】それぞれについて尋ねた。 
 
（１）10 年前 

 【10年前】の採用方針からみていくと、「新卒採用が中心」が 22.1％、「中途採用が中心」
が 39.7％、「どちらともいえない」が 20.3％、無回答が 17.9％で、「中途採用が中心」とする
企業割合が最も高い（図表 3-1-13）。 
 これを規模別にみると、「新卒採用が中心」とした企業の割合は、規模が大きくなるほど高

く、「300人以上」では 5割以上（55.9％）におよぶ。それに対し、「中途採用が中心」とし
た企業の割合は、規模が小さいところほど高く、「300人以上」では 14.7％と 10％台にとど
まるなか、「49 人以下」や「50 人～99 人」では 40％台となっている（それぞれ 47.1％、
42.7％）。 

図表３－１－１３ ものづくり人材の採用方針 【10 年前】 

（単位：％） 

 

n

新
卒
採
用
が
中
心

中
途
採
用
が
中
心

ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い

無
回
答

計 5,867 22.1 39.7 20.3 17.9

【業種】

繊維工業 334 17.7 42.5 20.4 19.5

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 23.9 39.4 17.8 18.8

印刷・同関連業 369 24.7 37.4 18.7 19.2

化学工業 242 30.2 34.3 21.1 14.5

石油製品・石炭製品製造業 20 20.0 40.0 25.0 15.0

プラスチック製品製造業 496 13.7 46.6 18.8 21.0

ゴム製品製造業 98 22.4 43.9 16.3 17.3

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 - 64.7 17.6 17.6

窯業・土石製品製造業 268 19.4 42.5 17.9 20.1

鉄鋼業 219 26.0 44.3 12.3 17.4

非鉄金属製造業 173 24.9 39.3 16.8 19.1

金属製品製造業 547 20.3 45.0 15.7 19.0

はん用機械器具製造業 285 31.2 36.8 21.8 10.2

生産用機械器具製造業 583 19.7 36.2 23.8 20.2

業務用機械器具製造業 148 20.9 37.2 22.3 19.6

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 23.2 36.6 23.2 17.1

電気機械器具製造業 586 24.7 39.2 20.3 15.7

情報通信機械器具製造業 39 23.1 20.5 46.2 10.3

輸送用機械器具製造業 680 26.0 35.3 22.2 16.5

その他 301 14.3 41.2 25.2 19.3

無回答 3 33.3 - 33.3 33.3

【従業員規模】

４９人以下 2,121 12.4 47.1 18.2 22.2

５０人～９９人 2,080 19.4 42.7 20.7 17.2

１００人～２９９人 1,311 33.0 29.6 23.0 14.4

３００人以上 354 55.9 14.7 20.1 9.3

無回答 1 - - - 100.0
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（２）現在 

【現在】の採用方針についてみると、「新卒採用が中心」が 23.9％、「中途採用が中心」が
48.4％、「どちらともいえない」が 24.8％などとなっており、現在も「中途採用が中心」とす
る企業の方が多い（図表 3-1-14）。 
 これを規模別にみると、「新卒採用が中心」の割合は規模が大きくなるほど高くなっており、

「300人以上」では 5割以上（56.8％）におよぶ。それに対し、「中途採用が中心」の割合は
規模が小さくなるほど高くなっており、「49人以下」では 6割以上（61.7％）を占める。 

 

図表３－１－１４ ものづくり人材の採用方針 【現在】 

（単位：％） 

 

 

n

新
卒
採
用
が
中
心

中
途
採
用
が
中
心

ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い

無
回
答

計 5,867 23.9 48.4 24.8 2.9

【業種】

繊維工業 334 23.4 51.8 21.3 3.6

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 22.5 53.1 22.5 1.9

印刷・同関連業 369 22.5 48.0 26.3 3.3

化学工業 242 30.2 40.9 27.7 1.2

石油製品・石炭製品製造業 20 15.0 60.0 20.0 5.0

プラスチック製品製造業 496 16.9 53.8 25.0 4.2

ゴム製品製造業 98 21.4 51.0 25.5 2.0

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 11.8 70.6 5.9 11.8

窯業・土石製品製造業 268 19.0 58.2 20.9 1.9

鉄鋼業 219 30.6 47.5 21.5 0.5

非鉄金属製造業 173 23.7 47.4 25.4 3.5

金属製品製造業 547 21.8 53.7 21.9 2.6

はん用機械器具製造業 285 27.4 42.1 29.1 1.4

生産用機械器具製造業 583 25.4 43.6 27.4 3.6

業務用機械器具製造業 148 21.6 50.7 26.4 1.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 24.8 49.2 22.8 3.3

電気機械器具製造業 586 25.4 47.8 23.4 3.4

情報通信機械器具製造業 39 30.8 28.2 38.5 2.6

輸送用機械器具製造業 680 27.9 42.1 27.1 2.9

その他 301 19.3 50.8 25.6 4.3

無回答 3 100.0 - - -

【従業員規模】

４９人以下 2,121 14.3 61.7 20.7 3.2

５０人～９９人 2,080 22.5 50.5 24.0 2.9

１００人～２９９人 1,311 32.6 32.6 32.1 2.7

３００人以上 354 56.8 14.7 26.6 2.0

無回答 1 100.0 - - -
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（２）現在 

【現在】の採用方針についてみると、「新卒採用が中心」が 23.9％、「中途採用が中心」が
48.4％、「どちらともいえない」が 24.8％などとなっており、現在も「中途採用が中心」とす
る企業の方が多い（図表 3-1-14）。 
 これを規模別にみると、「新卒採用が中心」の割合は規模が大きくなるほど高くなっており、

「300人以上」では 5割以上（56.8％）におよぶ。それに対し、「中途採用が中心」の割合は
規模が小さくなるほど高くなっており、「49人以下」では 6割以上（61.7％）を占める。 

 

図表３－１－１４ ものづくり人材の採用方針 【現在】 

（単位：％） 

 

 

n

新
卒
採
用
が
中
心

中
途
採
用
が
中
心

ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い

無
回
答

計 5,867 23.9 48.4 24.8 2.9

【業種】

繊維工業 334 23.4 51.8 21.3 3.6

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 22.5 53.1 22.5 1.9

印刷・同関連業 369 22.5 48.0 26.3 3.3

化学工業 242 30.2 40.9 27.7 1.2

石油製品・石炭製品製造業 20 15.0 60.0 20.0 5.0

プラスチック製品製造業 496 16.9 53.8 25.0 4.2

ゴム製品製造業 98 21.4 51.0 25.5 2.0

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 11.8 70.6 5.9 11.8

窯業・土石製品製造業 268 19.0 58.2 20.9 1.9

鉄鋼業 219 30.6 47.5 21.5 0.5

非鉄金属製造業 173 23.7 47.4 25.4 3.5

金属製品製造業 547 21.8 53.7 21.9 2.6

はん用機械器具製造業 285 27.4 42.1 29.1 1.4

生産用機械器具製造業 583 25.4 43.6 27.4 3.6

業務用機械器具製造業 148 21.6 50.7 26.4 1.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 24.8 49.2 22.8 3.3

電気機械器具製造業 586 25.4 47.8 23.4 3.4

情報通信機械器具製造業 39 30.8 28.2 38.5 2.6

輸送用機械器具製造業 680 27.9 42.1 27.1 2.9

その他 301 19.3 50.8 25.6 4.3

無回答 3 100.0 - - -

【従業員規模】

４９人以下 2,121 14.3 61.7 20.7 3.2

５０人～９９人 2,080 22.5 50.5 24.0 2.9

１００人～２９９人 1,311 32.6 32.6 32.1 2.7

３００人以上 354 56.8 14.7 26.6 2.0

無回答 1 100.0 - - -

 
 

（３）採用方針の【10 年前】と【現在】との対比 

【10 年前】の採用方針と【現在】の採用方針の回答結果を、図表 3-1-15 のとおり対比し

てみた（ただし、無回答を除いて集計したもので対比した）。 
これをみると、「新卒採用が中心」の割合は、【10年前】の方針が 27.0％、【現在】の方針

が 24.6％で、あまり大きな差はない。「中途採用が中心」についても、【10年前】が 48.3％、
【現在】が 49.9％で、こちらも大きな差は見られなかった。 
規模別にみると、「49人以下」と「50人～99人」では、【現在】も変わらず「中途採用が

中心」が多く、「300人以上」では変わらず「新卒採用が中心」が多い。 
 

図表３－１－１５ ものづくり人材の採用方針 10 年前と現在の対比 

（単位：％） 

 

n

新
卒
採
用
が
中
心

中
途
採
用
が
中
心

ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い

n

新
卒
採
用
が
中
心

中
途
採
用
が
中
心

ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い

計 4,815 27.0 48.3 24.7 5,695 24.6 49.9 25.5

【業種】

繊維工業 269 21.9 52.8 25.3 322 24.2 53.7 22.0

パルプ・紙・紙加工品製造業 173 29.5 48.6 22.0 209 23.0 54.1 23.0

印刷・同関連業 298 30.5 46.3 23.2 357 23.2 49.6 27.2

化学工業 207 35.3 40.1 24.6 239 30.5 41.4 28.0

石油製品・石炭製品製造業 17 23.5 47.1 29.4 19 15.8 63.2 21.1

プラスチック製品製造業 392 17.3 58.9 23.7 475 17.7 56.2 26.1

ゴム製品製造業 81 27.2 53.1 19.8 96 21.9 52.1 26.0

なめし革・同製品・毛皮製造業 14 - 78.6 21.4 15 13.3 80.0 6.7

窯業・土石製品製造業 214 24.3 53.3 22.4 263 19.4 59.3 21.3

鉄鋼業 181 31.5 53.6 14.9 218 30.7 47.7 21.6

非鉄金属製造業 140 30.7 48.6 20.7 167 24.6 49.1 26.3

金属製品製造業 443 25.1 55.5 19.4 533 22.3 55.2 22.5

はん用機械器具製造業 256 34.8 41.0 24.2 281 27.8 42.7 29.5

生産用機械器具製造業 465 24.7 45.4 29.9 562 26.3 45.2 28.5

業務用機械器具製造業 119 26.1 46.2 27.7 146 21.9 51.4 26.7

電子部品・デバイス・電子回路製造業 204 27.9 44.1 27.9 238 25.6 50.8 23.5

電気機械器具製造業 494 29.4 46.6 24.1 566 26.3 49.5 24.2

情報通信機械器具製造業 35 25.7 22.9 51.4 38 31.6 28.9 39.5

輸送用機械器具製造業 568 31.2 42.3 26.6 660 28.8 43.3 27.9

その他 243 17.7 51.0 31.3 288 20.1 53.1 26.7

無回答 2 50.0 - 50.0 3 100.0 - -

【従業員規模】

４９人以下 1,650 16.0 60.6 23.4 2,053 14.8 63.8 21.4

５０人～９９人 1,722 23.5 51.6 25.0 2,019 23.2 52.1 24.8

１００人～２９９人 1,122 38.5 34.6 26.9 1,275 33.5 33.5 33.0

３００人以上 321 61.7 16.2 22.1 347 57.9 15.0 27.1

無回答 - - - - 1 100.0 - -

10年前 現在
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 さらに、ものづくり人材の採用方針が、【10 年前】から【現在】までどう変化しているの
かをみるため、図表 3-1-16のような 10年前の回答と現在の回答を組み合わせた集計も行っ
た。 
これをみると、【10 年前】も【現在】も「中途採用が中心」と回答した「一貫して中途採

用中心」の企業が 28.3％で最も割合が高く、次いで、【10年前】も【現在】も「新卒採用が
中心」と回答した「一貫して新卒採用中心」（11.6％）、【10年前】も【現在】も「どちらとも
いえない」と回答した「一貫してどちらともいえない」（11.5％）などの順で割合が高かった。 
これを規模別にみると、「49 人以下」と「50 人～99 人」では、「一貫して中途採用中心」

の割合が最も高いのに対し（それぞれ 37.5％、30.1％）、「300人以上」では「一貫して新卒
採用中心」の割合が最も高くなっている（41.8％）。 
 

図表３－１－１６ ものづくり人材の採用方針 10 年前から現在までの変化 

（単位：％） 

 
注）10年前か現在のいずれかが無回答の企業は無回答扱い。 
 

 

n

一貫し
て新卒
採用中
心

新卒→
中途

新卒→
どちら
とも

中途→
新卒

一貫し
て中途
採用中
心

中途→
どちら
とも

どちら
とも→
新卒

どちら
とも→
中途

一貫し
てどち
らとも

無回答

計 5,867 11.6 5.9 4.6 5.8 28.3 5.5 3.3 4.3 11.5 19.2

【業種】

繊維工業 334 10.5 4.5 2.7 7.8 29.6 4.8 3.0 5.7 10.8 20.7

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 10.3 6.6 7.0 7.0 28.6 3.8 2.8 6.1 8.0 19.7

印刷・同関連業 369 11.7 6.8 6.0 4.1 26.6 6.8 3.0 5.4 9.2 20.6

化学工業 242 17.4 6.2 6.6 4.5 23.6 6.2 2.9 5.8 12.4 14.5

石油製品・石炭製品製造業 20 15.0 5.0 - - 40.0 - - 5.0 20.0 15.0

プラスチック製品製造業 496 5.6 4.6 3.2 6.3 34.1 6.0 3.4 2.2 11.7 22.8

ゴム製品製造業 98 11.2 7.1 4.1 7.1 26.5 10.2 1.0 6.1 8.2 18.4

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 - - - 5.9 58.8 - 5.9 - 5.9 23.5

窯業・土石製品製造業 268 11.2 4.5 3.4 3.7 34.3 4.5 1.9 4.1 10.8 21.6

鉄鋼業 219 17.4 4.6 4.1 4.6 33.3 6.4 3.7 1.4 7.3 17.4

非鉄金属製造業 173 12.7 6.4 5.8 5.2 27.2 6.9 1.7 3.5 10.4 20.2

金属製品製造業 547 10.4 5.5 4.4 5.3 33.6 6.0 2.0 4.2 8.2 20.3

はん用機械器具製造業 285 15.1 7.0 9.1 4.9 26.0 6.0 3.9 3.9 13.0 11.2

生産用機械器具製造業 583 10.8 5.8 3.1 7.5 22.6 6.0 3.6 4.3 15.1 21.1

業務用機械器具製造業 148 9.5 8.8 2.7 4.1 27.7 5.4 4.1 6.8 10.8 20.3

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 13.4 6.1 3.3 5.3 28.0 3.3 4.5 2.8 13.8 19.5

電気機械器具製造業 586 13.1 6.0 5.6 5.5 28.5 5.3 3.9 4.6 10.1 17.4

情報通信機械器具製造業 39 12.8 5.1 5.1 2.6 12.8 5.1 15.4 5.1 23.1 12.8

輸送用機械器具製造業 680 13.7 7.4 5.0 6.5 23.5 5.1 4.3 3.4 13.4 17.8

その他 301 6.6 4.0 3.7 7.0 29.9 4.0 2.0 7.6 14.3 20.9

無回答 3 33.3 - - - - - 33.3 - - 33.3

【従業員規模】

４９人以下 2,121 5.0 4.9 2.5 4.5 37.5 5.0 2.0 4.7 10.3 23.5

５０人～９９人 2,080 9.3 6.3 3.7 6.9 30.1 5.6 3.3 5.0 11.3 18.5

１００人～２９９人 1,311 17.6 7.5 7.7 6.3 16.5 6.8 4.7 3.4 13.9 15.6

３００人以上 354 41.8 2.8 11.3 4.8 6.5 3.4 5.9 2.0 10.7 10.7

無回答 1 - - - - - - - - - 100.0
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 さらに、ものづくり人材の採用方針が、【10 年前】から【現在】までどう変化しているの
かをみるため、図表 3-1-16のような 10年前の回答と現在の回答を組み合わせた集計も行っ
た。 
これをみると、【10 年前】も【現在】も「中途採用が中心」と回答した「一貫して中途採

用中心」の企業が 28.3％で最も割合が高く、次いで、【10年前】も【現在】も「新卒採用が
中心」と回答した「一貫して新卒採用中心」（11.6％）、【10年前】も【現在】も「どちらとも
いえない」と回答した「一貫してどちらともいえない」（11.5％）などの順で割合が高かった。 
これを規模別にみると、「49 人以下」と「50 人～99 人」では、「一貫して中途採用中心」

の割合が最も高いのに対し（それぞれ 37.5％、30.1％）、「300人以上」では「一貫して新卒
採用中心」の割合が最も高くなっている（41.8％）。 
 

図表３－１－１６ ものづくり人材の採用方針 10 年前から現在までの変化 

（単位：％） 

 
注）10年前か現在のいずれかが無回答の企業は無回答扱い。 
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計 5,867 11.6 5.9 4.6 5.8 28.3 5.5 3.3 4.3 11.5 19.2

【業種】

繊維工業 334 10.5 4.5 2.7 7.8 29.6 4.8 3.0 5.7 10.8 20.7

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 10.3 6.6 7.0 7.0 28.6 3.8 2.8 6.1 8.0 19.7

印刷・同関連業 369 11.7 6.8 6.0 4.1 26.6 6.8 3.0 5.4 9.2 20.6

化学工業 242 17.4 6.2 6.6 4.5 23.6 6.2 2.9 5.8 12.4 14.5

石油製品・石炭製品製造業 20 15.0 5.0 - - 40.0 - - 5.0 20.0 15.0

プラスチック製品製造業 496 5.6 4.6 3.2 6.3 34.1 6.0 3.4 2.2 11.7 22.8

ゴム製品製造業 98 11.2 7.1 4.1 7.1 26.5 10.2 1.0 6.1 8.2 18.4

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 - - - 5.9 58.8 - 5.9 - 5.9 23.5

窯業・土石製品製造業 268 11.2 4.5 3.4 3.7 34.3 4.5 1.9 4.1 10.8 21.6

鉄鋼業 219 17.4 4.6 4.1 4.6 33.3 6.4 3.7 1.4 7.3 17.4

非鉄金属製造業 173 12.7 6.4 5.8 5.2 27.2 6.9 1.7 3.5 10.4 20.2

金属製品製造業 547 10.4 5.5 4.4 5.3 33.6 6.0 2.0 4.2 8.2 20.3

はん用機械器具製造業 285 15.1 7.0 9.1 4.9 26.0 6.0 3.9 3.9 13.0 11.2

生産用機械器具製造業 583 10.8 5.8 3.1 7.5 22.6 6.0 3.6 4.3 15.1 21.1

業務用機械器具製造業 148 9.5 8.8 2.7 4.1 27.7 5.4 4.1 6.8 10.8 20.3

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 13.4 6.1 3.3 5.3 28.0 3.3 4.5 2.8 13.8 19.5

電気機械器具製造業 586 13.1 6.0 5.6 5.5 28.5 5.3 3.9 4.6 10.1 17.4

情報通信機械器具製造業 39 12.8 5.1 5.1 2.6 12.8 5.1 15.4 5.1 23.1 12.8

輸送用機械器具製造業 680 13.7 7.4 5.0 6.5 23.5 5.1 4.3 3.4 13.4 17.8

その他 301 6.6 4.0 3.7 7.0 29.9 4.0 2.0 7.6 14.3 20.9

無回答 3 33.3 - - - - - 33.3 - - 33.3

【従業員規模】

４９人以下 2,121 5.0 4.9 2.5 4.5 37.5 5.0 2.0 4.7 10.3 23.5

５０人～９９人 2,080 9.3 6.3 3.7 6.9 30.1 5.6 3.3 5.0 11.3 18.5

１００人～２９９人 1,311 17.6 7.5 7.7 6.3 16.5 6.8 4.7 3.4 13.9 15.6

３００人以上 354 41.8 2.8 11.3 4.8 6.5 3.4 5.9 2.0 10.7 10.7

無回答 1 - - - - - - - - - 100.0

 
 

（４）現在のものづくり人材の採用方針が新卒採用中心である理由 

 現在のものづくり人材の採用方針について、「新卒採用が中心」と回答した企業（n=1,401）
に対して、その理由を尋ねた（複数回答）。 
結果をみると、「採用は定期的に行いたいから」が 72.2％で最も回答割合が高く、次いで

「職場を活性化させたいから」（48.3％）、「いまの社員構成では若年層が少ないから」（48.1％）、
「技能継承を進めたいから」（46.0％）、「新卒の方が教育しやすいから」（35.9％）などの順
で割合が高い（図表 3-1-17）。 
 規模別にみると、「採用は定期的に行いたいから」の回答割合は、規模が大きくなるほど高

くなっており、「100人～299人」でほぼ 8割（79.9％）、「300人以上」では 8割以上（83.1％）
に達する。一方、「新卒の方が教育しやすいから」は、規模が小さくなるほど回答割合が高ま

る傾向がみられる。また、「いまの社員構成では若年層が少ないから」は規模が小さい企業の

方が、割合が高い。 
図表３－１－１７ ものづくり人材の採用方針が新卒採用中心である理由（複数回答） 

（単位：％） 
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計 1,401 48.1 72.2 9.1 35.9 46.0 48.3 3.7 0.4 0.1

【業種】

繊維工業 78 47.4 62.8 11.5 32.1 52.6 56.4 5.1 1.3 -

パルプ・紙・紙加工品製造業 48 58.3 79.2 12.5 41.7 43.8 52.1 6.3 - -

印刷・同関連業 83 50.6 66.3 13.3 39.8 22.9 51.8 3.6 - 1.2

化学工業 73 35.6 84.9 12.3 30.1 37.0 35.6 4.1 1.4 -

石油製品・石炭製品製造業 3 33.3 33.3 - - 100.0 - - - -

プラスチック製品製造業 84 48.8 69.0 6.0 35.7 42.9 47.6 3.6 - -

ゴム製品製造業 21 52.4 61.9 4.8 28.6 47.6 52.4 - - -

なめし革・同製品・毛皮製造業 2 100.0 - - - 50.0 50.0 - - -

窯業・土石製品製造業 51 62.7 70.6 3.9 31.4 47.1 52.9 - - -

鉄鋼業 67 29.9 77.6 13.4 46.3 41.8 40.3 1.5 - -

非鉄金属製造業 41 56.1 70.7 12.2 36.6 63.4 41.5 - - -

金属製品製造業 119 34.5 72.3 11.8 48.7 40.3 52.1 3.4 - -

はん用機械器具製造業 78 52.6 78.2 6.4 39.7 48.7 46.2 5.1 - -

生産用機械器具製造業 148 39.2 68.9 4.1 37.8 52.0 48.6 7.4 - -

業務用機械器具製造業 32 62.5 65.6 12.5 43.8 43.8 50.0 9.4 - -

電子部品・デバイス・電子回路製造業 61 72.1 68.9 1.6 26.2 47.5 44.3 1.6 - -

電気機械器具製造業 149 56.4 73.8 6.7 32.2 49.0 49.7 2.7 - -

情報通信機械器具製造業 12 83.3 66.7 8.3 - 91.7 33.3 - - -

輸送用機械器具製造業 190 44.7 78.4 12.1 27.4 48.9 51.6 2.6 0.5 -

その他 58 48.3 62.1 10.3 46.6 44.8 43.1 5.2 3.4 -

無回答 3 - 100.0 - 100.0 - 33.3 - - -

【従業員規模】

４９人以下 304 51.3 61.2 9.2 42.8 49.7 47.7 3.3 0.3 -

５０人～９９人 468 49.8 67.5 10.5 36.5 45.1 51.1 4.3 0.4 -

１００人～２９９人 427 45.2 79.9 8.2 34.4 41.2 47.1 3.7 0.2 -

３００人以上 201 45.8 83.1 7.5 26.9 53.2 45.3 3.0 0.5 0.5

無回答 1 - 100.0 - 100.0 - - - - -
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（５）ものづくり人材の採用方針が中途採用中心である理由 

現在のものづくり人材の採用方針について、「中途採用が中心」と回答した企業（n=2,839）
に対して、その理由を尋ねた結果をみていくと（複数回答）、「即戦力を採用したいから」

（63.1％）と「新卒採用での人材獲得が難しいから」（60.2％）の回答割合が高いのが目立ち、
このほかでは「仕事を教える手間・育成コストがかからないから」が 24.8％、「専門的な技
術・技能が必要だから」が 22.0％などとなっている（図表 3-1-18）。 
規模別にみると、「即戦力を採用したいから」と「新卒採用での人材獲得が難しいから」は、

いずれの規模においても回答割合が高くなっており、規模間での割合の差はそれほど大きく

ない。「年齢層別の社員構成のバランスをとるため」と「非正規雇用から登用を行っているか

ら」の回答割合は規模が大きくなるほど高くなっている一方、「仕事を教える手間・育成コス

トがかからないから」については規模が小さくなるほど回答割合が高まる傾向がみられる。 
図表３－１－１８ ものづくり人材の採用方針が中途採用中心である理由（複数回答） 

（単位：％） 
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計 2,839 60.2 11.4 63.1 24.8 22.0 6.8 9.3 7.3 2.1 0.2

【業種】

繊維工業 173 66.5 11.0 61.3 28.3 19.1 6.9 6.9 2.3 2.3 0.6

パルプ・紙・紙加工品製造業 113 58.4 9.7 53.1 24.8 5.3 1.8 8.0 15.0 0.9 -

印刷・同関連業 177 56.5 7.3 65.5 24.9 29.9 1.1 5.6 6.2 4.0 -

化学工業 99 46.5 18.2 70.7 18.2 22.2 10.1 16.2 9.1 - -

石油製品・石炭製品製造業 12 66.7 16.7 75.0 33.3 50.0 8.3 16.7 - - -

プラスチック製品製造業 267 57.7 13.1 58.4 24.0 13.9 9.7 6.7 9.7 2.6 0.4

ゴム製品製造業 50 60.0 8.0 50.0 16.0 10.0 4.0 18.0 16.0 2.0 -

なめし革・同製品・毛皮製造業 12 58.3 - 41.7 25.0 - - - - 8.3 -

窯業・土石製品製造業 156 56.4 12.8 64.1 21.8 14.1 5.8 10.9 7.1 3.2 -

鉄鋼業 104 73.1 9.6 55.8 20.2 13.5 6.7 6.7 9.6 1.0 -

非鉄金属製造業 82 58.5 13.4 51.2 20.7 19.5 7.3 20.7 6.1 1.2 1.2

金属製品製造業 294 65.3 12.9 62.6 26.9 18.7 6.1 7.8 7.5 1.7 0.3

はん用機械器具製造業 120 59.2 11.7 71.7 34.2 28.3 3.3 5.8 3.3 2.5 -

生産用機械器具製造業 254 73.2 10.2 61.0 27.2 28.0 3.1 9.1 5.9 0.8 -

業務用機械器具製造業 75 54.7 20.0 69.3 22.7 25.3 12.0 5.3 5.3 - -

電子部品・デバイス・電子回路製造業 121 48.8 6.6 71.9 28.9 30.6 16.5 10.7 7.4 1.7 0.8

電気機械器具製造業 280 52.5 12.1 69.3 24.3 32.9 8.9 9.3 7.9 2.9 -

情報通信機械器具製造業 11 36.4 9.1 90.9 45.5 36.4 9.1 18.2 - - -

輸送用機械器具製造業 286 66.8 10.1 61.5 22.7 21.3 8.7 11.2 7.7 2.1 -

その他 153 51.6 11.1 66.0 22.2 24.8 4.6 10.5 5.2 3.9 -

無回答 - - - - - - - - - - -

【従業員規模】

４９人以下 1,309 58.7 10.3 61.5 27.3 23.1 5.2 6.3 8.1 2.7 0.2

５０人～９９人 1,051 60.6 11.5 64.8 24.7 21.7 7.3 9.7 7.1 1.9 0.1

１００人～２９９人 427 63.7 13.3 63.2 19.7 19.4 10.5 15.2 5.2 1.2 0.2

３００人以上 52 59.6 23.1 69.2 1.9 23.1 7.7 25.0 7.7 - -

無回答 - - - - - - - - - - -

調査シリーズNo.194

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 63 －

 
 

（５）ものづくり人材の採用方針が中途採用中心である理由 

現在のものづくり人材の採用方針について、「中途採用が中心」と回答した企業（n=2,839）
に対して、その理由を尋ねた結果をみていくと（複数回答）、「即戦力を採用したいから」

（63.1％）と「新卒採用での人材獲得が難しいから」（60.2％）の回答割合が高いのが目立ち、
このほかでは「仕事を教える手間・育成コストがかからないから」が 24.8％、「専門的な技
術・技能が必要だから」が 22.0％などとなっている（図表 3-1-18）。 
規模別にみると、「即戦力を採用したいから」と「新卒採用での人材獲得が難しいから」は、

いずれの規模においても回答割合が高くなっており、規模間での割合の差はそれほど大きく

ない。「年齢層別の社員構成のバランスをとるため」と「非正規雇用から登用を行っているか

ら」の回答割合は規模が大きくなるほど高くなっている一方、「仕事を教える手間・育成コス

トがかからないから」については規模が小さくなるほど回答割合が高まる傾向がみられる。 
図表３－１－１８ ものづくり人材の採用方針が中途採用中心である理由（複数回答） 

（単位：％） 
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計 2,839 60.2 11.4 63.1 24.8 22.0 6.8 9.3 7.3 2.1 0.2

【業種】

繊維工業 173 66.5 11.0 61.3 28.3 19.1 6.9 6.9 2.3 2.3 0.6

パルプ・紙・紙加工品製造業 113 58.4 9.7 53.1 24.8 5.3 1.8 8.0 15.0 0.9 -

印刷・同関連業 177 56.5 7.3 65.5 24.9 29.9 1.1 5.6 6.2 4.0 -

化学工業 99 46.5 18.2 70.7 18.2 22.2 10.1 16.2 9.1 - -

石油製品・石炭製品製造業 12 66.7 16.7 75.0 33.3 50.0 8.3 16.7 - - -

プラスチック製品製造業 267 57.7 13.1 58.4 24.0 13.9 9.7 6.7 9.7 2.6 0.4

ゴム製品製造業 50 60.0 8.0 50.0 16.0 10.0 4.0 18.0 16.0 2.0 -

なめし革・同製品・毛皮製造業 12 58.3 - 41.7 25.0 - - - - 8.3 -

窯業・土石製品製造業 156 56.4 12.8 64.1 21.8 14.1 5.8 10.9 7.1 3.2 -

鉄鋼業 104 73.1 9.6 55.8 20.2 13.5 6.7 6.7 9.6 1.0 -

非鉄金属製造業 82 58.5 13.4 51.2 20.7 19.5 7.3 20.7 6.1 1.2 1.2

金属製品製造業 294 65.3 12.9 62.6 26.9 18.7 6.1 7.8 7.5 1.7 0.3

はん用機械器具製造業 120 59.2 11.7 71.7 34.2 28.3 3.3 5.8 3.3 2.5 -

生産用機械器具製造業 254 73.2 10.2 61.0 27.2 28.0 3.1 9.1 5.9 0.8 -

業務用機械器具製造業 75 54.7 20.0 69.3 22.7 25.3 12.0 5.3 5.3 - -

電子部品・デバイス・電子回路製造業 121 48.8 6.6 71.9 28.9 30.6 16.5 10.7 7.4 1.7 0.8

電気機械器具製造業 280 52.5 12.1 69.3 24.3 32.9 8.9 9.3 7.9 2.9 -

情報通信機械器具製造業 11 36.4 9.1 90.9 45.5 36.4 9.1 18.2 - - -

輸送用機械器具製造業 286 66.8 10.1 61.5 22.7 21.3 8.7 11.2 7.7 2.1 -

その他 153 51.6 11.1 66.0 22.2 24.8 4.6 10.5 5.2 3.9 -

無回答 - - - - - - - - - - -

【従業員規模】

４９人以下 1,309 58.7 10.3 61.5 27.3 23.1 5.2 6.3 8.1 2.7 0.2

５０人～９９人 1,051 60.6 11.5 64.8 24.7 21.7 7.3 9.7 7.1 1.9 0.1

１００人～２９９人 427 63.7 13.3 63.2 19.7 19.4 10.5 15.2 5.2 1.2 0.2

３００人以上 52 59.6 23.1 69.2 1.9 23.1 7.7 25.0 7.7 - -

無回答 - - - - - - - - - - -

 
 

３．過去５年間でのものづくり人材の採用に対する評価 

過去 5年間でのものづくり人材の採用を、会社としてどのように評価しているか尋ねたと
ころ、「うまくいっている」が 3.7％、「まあまあうまくいっている」が 41.2％、「あまりうま
くいっていない」が 41.6％、「うまくいっていない」が 11.5％となっており、うまくいって
いないと認識する企業（「あまりうまくいっていない」または「うまくいっていない」と回答

した企業）の割合が、うまくいっていると認識する企業（「うまくいっている」または「まあ

まあうまくいっている」と回答した企業）の割合を 8ポイント程度上回る（図表 3-1-19）。 
 これを規模別にみると、「300人以上」だけが、うまくいっていると認識する企業割合がう
まくいっていないと認識する企業割合を上回っている。 
 

図表３－１－１９ 過去５年間でのものづくり人材の採用に対する評価 

（単位：％） 
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計 5,867 3.7 41.2 41.6 11.5 2.1 44.8 53.1

【業種】

繊維工業 334 3.0 37.7 39.5 15.9 3.9 40.7 55.4

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 4.2 41.3 41.8 10.8 1.9 45.5 52.6

印刷・同関連業 369 3.8 40.7 40.9 11.7 3.0 44.4 52.6

化学工業 242 3.7 59.9 28.5 5.0 2.9 63.6 33.5

石油製品・石炭製品製造業 20 5.0 40.0 35.0 20.0 - 45.0 55.0

プラスチック製品製造業 496 3.2 35.7 45.8 14.3 1.0 38.9 60.1

ゴム製品製造業 98 1.0 39.8 44.9 13.3 1.0 40.8 58.2

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 17.6 47.1 23.5 11.8 - 64.7 35.3

窯業・土石製品製造業 268 4.9 45.5 38.1 10.8 0.7 50.4 48.9

鉄鋼業 219 5.5 39.7 42.9 9.6 2.3 45.2 52.5

非鉄金属製造業 173 6.4 43.4 34.1 12.7 3.5 49.7 46.8

金属製品製造業 547 2.6 40.8 42.0 11.9 2.7 43.3 53.9

はん用機械器具製造業 285 3.5 41.1 43.9 10.2 1.4 44.6 54.0

生産用機械器具製造業 583 3.3 40.7 41.7 12.5 1.9 43.9 54.2

業務用機械器具製造業 148 2.0 48.0 37.8 10.8 1.4 50.0 48.6

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 2.8 39.4 43.5 11.8 2.4 42.3 55.3

電気機械器具製造業 586 4.4 39.1 44.7 9.2 2.6 43.5 53.9

情報通信機械器具製造業 39 2.6 35.9 46.2 15.4 - 38.5 61.5

輸送用機械器具製造業 680 3.2 39.4 43.8 11.8 1.8 42.6 55.6

その他 301 4.3 44.5 40.9 9.0 1.3 48.8 49.8

無回答 3 33.3 - 33.3 - 33.3 33.3 33.3

【従業員規模】

４９人以下 2,121 3.8 39.9 39.8 14.1 2.3 43.8 53.9

５０人～９９人 2,080 3.0 40.5 43.0 11.5 2.0 43.5 54.5

１００人～２９９人 1,311 3.8 41.1 44.1 9.5 1.5 44.9 53.5

３００人以上 354 5.9 52.8 34.7 2.8 3.7 58.8 37.6

無回答 1 100.0 - - - - 100.0 -
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 過去 5年間のものづくり人材の採用に対する評価について、現在のものづくり人材の採用
方針とクロス集計した結果をみていくと、「新卒採用が中心」の企業では、「うまくいってい

る」が 5.8％、「まあまあうまくいっている」が 48.6％、「あまりうまくいっていない」が 34.6％、
「うまくいっていない」が 7.3％となっている（図表 3-1-20）。 
これに対し、「中途採用が中心」の企業では、「うまくいっている」が 3.0％、「まあまあう

まくいっている」が 38.8％、「あまりうまくいっていない」が 44.2％、「うまくいっていない」
が 12.6％となっており、「新卒採用が中心」の企業の方が 10ポイント以上、採用がうまくい
っていると認識している企業（「うまくいっている」または「まあまあうまくいっている」と

回答した企業）の割合が高くなっている。 

 

 図表３－１－２０ 採用方針別にみた過去５年間でのものづくり人材の採用に対する評価 

（単位：％） 
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計 5,867 3.7 41.2 41.6 11.5 2.1 44.8 53.1

新卒採用が中心 1,401 5.8 48.6 34.6 7.3 3.7 54.4 41.9

中途採用が中心 2,839 3.0 38.8 44.2 12.6 1.4 41.7 56.8

どちらともいえない 1,455 3.2 39.6 44.4 12.0 0.9 42.7 56.4

無回答 172 2.3 33.1 32.6 21.5 10.5 35.5 54.1
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 過去 5年間のものづくり人材の採用に対する評価について、現在のものづくり人材の採用
方針とクロス集計した結果をみていくと、「新卒採用が中心」の企業では、「うまくいってい

る」が 5.8％、「まあまあうまくいっている」が 48.6％、「あまりうまくいっていない」が 34.6％、
「うまくいっていない」が 7.3％となっている（図表 3-1-20）。 
これに対し、「中途採用が中心」の企業では、「うまくいっている」が 3.0％、「まあまあう

まくいっている」が 38.8％、「あまりうまくいっていない」が 44.2％、「うまくいっていない」
が 12.6％となっており、「新卒採用が中心」の企業の方が 10ポイント以上、採用がうまくい
っていると認識している企業（「うまくいっている」または「まあまあうまくいっている」と

回答した企業）の割合が高くなっている。 

 

 図表３－１－２０ 採用方針別にみた過去５年間でのものづくり人材の採用に対する評価 

（単位：％） 
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計 5,867 3.7 41.2 41.6 11.5 2.1 44.8 53.1

新卒採用が中心 1,401 5.8 48.6 34.6 7.3 3.7 54.4 41.9

中途採用が中心 2,839 3.0 38.8 44.2 12.6 1.4 41.7 56.8

どちらともいえない 1,455 3.2 39.6 44.4 12.0 0.9 42.7 56.4

無回答 172 2.3 33.1 32.6 21.5 10.5 35.5 54.1

 
 

４．ものづくり人材の採用がうまくいっていない理由 

 過去 5 年間でのものづくり人材の採用に対する評価について、「あまりうまくいっていな
い」または「うまくいっていない」と回答した企業（n=3,113）に対し、採用がうまくいって
いない理由を尋ねた（複数回答）。 
結果をみると、「中途採用において応募がない・少ない」が 60.1％で最も割合が高く、「新

卒採用において応募がない・少ない」（58.7％）が僅差で続き、以下、「若い人材（40歳未満）
が採用できない」（39.6％）、「採用してもすぐに辞めてしまう」（39.5％）、「求める技能レベ
ルの人が採用できない」（36.0％）などと続く（図表 3-1-21）。 
 規模別にみると、「新卒採用において応募がない・少ない」と回答した企業割合は、規模が

大きくなるほど高くなっており、「100人～299人」（74.8％）と「300人以上」（75.2％）で
はともに 7割以上にのぼる。 
「中途採用において応募がない・少ない」の回答割合をみると、いずれの規模でも高くな

っており（いずれも 6割前後）、規模間での割合の差も大きくない。 
「内定を出しても辞退されてしまう」の回答割合では、規模が大きくなるほど高くなって

いる一方、「ものづくりへの適性がある人が採用できない」や「若い人材（40 歳未満）が採
用できない」などの回答割合は、規模が小さくなるほど高くなる傾向がみられる。 
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図表３－１－２１ 過去５年間でものづくり人材の採用がうまくいっていない理由（複数回答） 

（単位：％） 
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無
回
答

計 3,113 58.7 60.1 14.4 36.0 23.0 39.6 39.5 11.8 2.6 0.5 0.2

【業種】

繊維工業 185 51.9 62.2 10.3 30.3 21.6 48.1 43.2 20.0 1.6 1.6 -

パルプ・紙・紙加工品製造業 112 48.2 59.8 12.5 25.9 17.0 37.5 59.8 10.7 3.6 - 0.9

印刷・同関連業 194 54.1 52.6 14.9 32.0 20.6 36.1 50.0 15.5 3.1 - -

化学工業 81 48.1 49.4 18.5 38.3 21.0 29.6 33.3 3.7 2.5 1.2 -

石油製品・石炭製品製造業 11 63.6 72.7 36.4 9.1 - 27.3 45.5 9.1 - - -

プラスチック製品製造業 298 49.0 59.1 15.8 34.6 24.5 40.6 44.3 10.1 1.3 0.7 -

ゴム製品製造業 57 54.4 45.6 22.8 33.3 22.8 38.6 59.6 14.0 1.8 - -

なめし革・同製品・毛皮製造業 6 33.3 83.3 - 16.7 - 33.3 50.0 - - - -

窯業・土石製品製造業 131 51.9 59.5 10.7 26.7 14.5 54.2 37.4 5.3 1.5 - 0.8

鉄鋼業 115 68.7 64.3 7.0 27.8 19.1 40.0 46.1 6.1 2.6 - -

非鉄金属製造業 81 56.8 65.4 22.2 34.6 25.9 50.6 46.9 9.9 3.7 1.2 -

金属製品製造業 295 59.3 64.7 9.8 38.0 26.1 43.1 42.7 9.5 2.7 0.3 -

はん用機械器具製造業 154 69.5 59.7 16.2 41.6 24.7 39.0 33.1 14.9 3.2 - -

生産用機械器具製造業 316 69.9 61.4 13.6 44.9 30.4 34.2 32.0 7.0 0.9 0.3 -

業務用機械器具製造業 72 55.6 51.4 12.5 44.4 15.3 37.5 30.6 8.3 6.9 - 1.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 136 59.6 68.4 14.7 39.0 25.0 48.5 29.4 15.4 3.7 1.5 0.7

電気機械器具製造業 316 56.0 56.6 15.2 45.3 29.7 37.3 31.0 15.8 3.8 - -

情報通信機械器具製造業 24 54.2 41.7 12.5 29.2 33.3 33.3 12.5 29.2 8.3 - -

輸送用機械器具製造業 378 68.0 64.6 18.0 33.6 19.6 34.4 41.3 12.2 3.2 0.3 0.5

その他 150 55.3 58.7 14.0 30.0 14.0 38.0 32.0 13.3 0.7 2.0 -

無回答 1 100.0 - 100.0 - - - - 100.0 - - -

【従業員規模】

４９人以下 1,144 46.2 61.4 10.7 38.7 24.9 41.4 40.8 12.6 2.7 0.8 0.2

５０人～９９人 1,134 59.5 60.3 12.1 35.5 24.8 40.2 40.9 12.4 2.6 0.4 0.1

１００人～２９９人 702 74.8 58.1 19.8 32.9 18.8 38.3 36.6 10.0 2.3 0.3 0.4

３００人以上 133 75.2 58.6 37.6 33.8 14.3 24.8 31.6 9.0 3.0 - -

無回答 - - - - - - - - - - - -
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図表３－１－２１ 過去５年間でものづくり人材の採用がうまくいっていない理由（複数回答） 

（単位：％） 
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計 3,113 58.7 60.1 14.4 36.0 23.0 39.6 39.5 11.8 2.6 0.5 0.2

【業種】

繊維工業 185 51.9 62.2 10.3 30.3 21.6 48.1 43.2 20.0 1.6 1.6 -

パルプ・紙・紙加工品製造業 112 48.2 59.8 12.5 25.9 17.0 37.5 59.8 10.7 3.6 - 0.9

印刷・同関連業 194 54.1 52.6 14.9 32.0 20.6 36.1 50.0 15.5 3.1 - -

化学工業 81 48.1 49.4 18.5 38.3 21.0 29.6 33.3 3.7 2.5 1.2 -

石油製品・石炭製品製造業 11 63.6 72.7 36.4 9.1 - 27.3 45.5 9.1 - - -

プラスチック製品製造業 298 49.0 59.1 15.8 34.6 24.5 40.6 44.3 10.1 1.3 0.7 -

ゴム製品製造業 57 54.4 45.6 22.8 33.3 22.8 38.6 59.6 14.0 1.8 - -

なめし革・同製品・毛皮製造業 6 33.3 83.3 - 16.7 - 33.3 50.0 - - - -

窯業・土石製品製造業 131 51.9 59.5 10.7 26.7 14.5 54.2 37.4 5.3 1.5 - 0.8

鉄鋼業 115 68.7 64.3 7.0 27.8 19.1 40.0 46.1 6.1 2.6 - -

非鉄金属製造業 81 56.8 65.4 22.2 34.6 25.9 50.6 46.9 9.9 3.7 1.2 -

金属製品製造業 295 59.3 64.7 9.8 38.0 26.1 43.1 42.7 9.5 2.7 0.3 -

はん用機械器具製造業 154 69.5 59.7 16.2 41.6 24.7 39.0 33.1 14.9 3.2 - -

生産用機械器具製造業 316 69.9 61.4 13.6 44.9 30.4 34.2 32.0 7.0 0.9 0.3 -

業務用機械器具製造業 72 55.6 51.4 12.5 44.4 15.3 37.5 30.6 8.3 6.9 - 1.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 136 59.6 68.4 14.7 39.0 25.0 48.5 29.4 15.4 3.7 1.5 0.7

電気機械器具製造業 316 56.0 56.6 15.2 45.3 29.7 37.3 31.0 15.8 3.8 - -

情報通信機械器具製造業 24 54.2 41.7 12.5 29.2 33.3 33.3 12.5 29.2 8.3 - -

輸送用機械器具製造業 378 68.0 64.6 18.0 33.6 19.6 34.4 41.3 12.2 3.2 0.3 0.5

その他 150 55.3 58.7 14.0 30.0 14.0 38.0 32.0 13.3 0.7 2.0 -

無回答 1 100.0 - 100.0 - - - - 100.0 - - -

【従業員規模】

４９人以下 1,144 46.2 61.4 10.7 38.7 24.9 41.4 40.8 12.6 2.7 0.8 0.2

５０人～９９人 1,134 59.5 60.3 12.1 35.5 24.8 40.2 40.9 12.4 2.6 0.4 0.1

１００人～２９９人 702 74.8 58.1 19.8 32.9 18.8 38.3 36.6 10.0 2.3 0.3 0.4

３００人以上 133 75.2 58.6 37.6 33.8 14.3 24.8 31.6 9.0 3.0 - -

無回答 - - - - - - - - - - - -

 
 

ものづくり人材の採用がうまくいっていない理由について、採用方針別でも結果をみたと

ころ、「新卒採用が中心」の企業では、「新卒採用において応募がない・少ない」を 8割以上
（83.1％）があげ、このほかの回答割合は「中途採用において応募がない・少ない」が 42.1％、
「採用してもすぐに辞めてしまう」が 31.9％、「求める技能レベルの人が採用できない」が
28.3％などとなっている（図表 3-1-22）。 
一方、「中途採用が中心」の企業についてみると、「中途採用において応募がない・少ない」

を 6 割以上（64.6％）があげ、次いで「若い人材（40 歳未満）が採用できない」（44.9％）、
「採用してもすぐに辞めてしまう」（44.7％）、「新卒採用において応募がない・少ない」（41.2％）
などの順で高い割合となっている。 

  

図表３－１－２２ 採用方針別にみた過去５年間でものづくり人材の採用が 

うまくいっていない理由（複数回答） 

（単位：％） 
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無
回
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計 3,113 58.7 60.1 14.4 36.0 23.0 39.6 39.5 11.8 2.6 0.5 0.2

新卒採用が中心 587 83.1 42.1 17.0 28.3 20.6 22.0 31.9 9.0 3.7 - -

中途採用が中心 1,613 41.2 64.6 11.8 38.6 23.4 44.9 44.7 12.4 1.9 0.2 0.3

どちらともいえない 820 74.3 64.3 17.3 36.0 23.8 41.2 34.8 12.1 3.4 1.3 0.1

無回答 93 71.0 60.2 17.2 40.9 24.7 43.0 39.8 16.1 1.1 - -
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５．ものづくり人材の定着状況の同業同規模の他社との比較 

同業同規模の他社と比べたものづくり人材の定着状況について尋ねたところ、「よい」が

13.7％、「ややよい」が 23.3％、「同じ程度」が 46.8％、「やや悪い」が 11.9％で、「悪い」が
2.6％となっている（図表 3-1-23）。 
 これを業種別にみると、「よい」または「ややよい」と回答した企業（以下、【よいと認識】

する企業）の割合は、回答数が極端に少ない「なめし革・同製品・毛皮製造業」（n=17）を除
けば、「化学工業」が 46.7％で最も高く、次いで「生産用機械器具製造業」（45.3％）、「業務
用機械器具製造業」（44.6％）、「はん用機械器具製造業」（42.8％）などの順で高くなってい
る。 
 規模別にみると、【よいと認識】する企業の割合は、「300人以上」が 47.2％で最も高くな
っている。一方、「やや悪い」または「悪い」と回答した企業（以下、【悪いと認識】する企

業）の割合は、規模が小さくなるほど高まる傾向がみられる。 
図表３－１－２３ ものづくり人材の定着状況の同業同規模の他社との比較 

（単位：％） 
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い
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認

識

計 5,867 13.7 23.3 46.8 11.9 2.6 1.8 37.0 46.8 14.5

【業種】

繊維工業 334 9.0 23.4 50.0 10.8 4.2 2.7 32.3 50.0 15.0

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 12.2 21.1 50.2 11.7 4.2 0.5 33.3 50.2 16.0

印刷・同関連業 369 13.0 20.1 49.3 12.5 3.0 2.2 33.1 49.3 15.4

化学工業 242 18.2 28.5 43.0 8.7 0.4 1.2 46.7 43.0 9.1

石油製品・石炭製品製造業 20 20.0 5.0 45.0 15.0 10.0 5.0 25.0 45.0 25.0

プラスチック製品製造業 496 9.7 19.6 48.6 16.3 4.0 1.8 29.2 48.6 20.4

ゴム製品製造業 98 14.3 19.4 46.9 14.3 4.1 1.0 33.7 46.9 18.4

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 29.4 23.5 41.2 5.9 - - 52.9 41.2 5.9

窯業・土石製品製造業 268 15.3 20.5 47.0 11.6 4.5 1.1 35.8 47.0 16.0

鉄鋼業 219 16.4 22.4 45.7 12.3 2.3 0.9 38.8 45.7 14.6

非鉄金属製造業 173 12.1 23.7 45.7 14.5 1.7 2.3 35.8 45.7 16.2

金属製品製造業 547 12.2 26.1 45.7 11.5 2.9 1.5 38.4 45.7 14.4

はん用機械器具製造業 285 13.0 29.8 44.2 9.1 1.8 2.1 42.8 44.2 10.9

生産用機械器具製造業 583 17.8 27.4 41.3 9.1 1.5 2.7 45.3 41.3 10.6

業務用機械器具製造業 148 16.2 28.4 44.6 6.8 2.0 2.0 44.6 44.6 8.8

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 14.6 20.7 46.3 14.6 2.4 1.2 35.4 46.3 17.1

電気機械器具製造業 586 16.9 22.9 45.9 10.8 1.2 2.4 39.8 45.9 11.9

情報通信機械器具製造業 39 20.5 10.3 59.0 7.7 - 2.6 30.8 59.0 7.7

輸送用機械器具製造業 680 10.0 23.1 48.2 15.3 2.6 0.7 33.1 48.2 17.9

その他 301 13.3 19.6 52.5 10.0 1.7 3.0 32.9 52.5 11.6

無回答 3 33.3 - 66.7 - - - 33.3 66.7 -

【従業員規模】

４９人以下 2,121 13.3 23.5 45.0 12.4 3.7 2.0 36.8 45.0 16.2

５０人～９９人 2,080 13.4 22.8 47.5 12.0 2.5 1.7 36.2 47.5 14.6

１００人～２９９人 1,311 12.7 22.9 50.0 11.7 1.2 1.6 35.5 50.0 12.9

３００人以上 354 20.3 26.8 41.8 8.8 0.6 1.7 47.2 41.8 9.3

無回答 1 100.0 - - - - - 100.0 - -
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５．ものづくり人材の定着状況の同業同規模の他社との比較 

同業同規模の他社と比べたものづくり人材の定着状況について尋ねたところ、「よい」が

13.7％、「ややよい」が 23.3％、「同じ程度」が 46.8％、「やや悪い」が 11.9％で、「悪い」が
2.6％となっている（図表 3-1-23）。 
 これを業種別にみると、「よい」または「ややよい」と回答した企業（以下、【よいと認識】

する企業）の割合は、回答数が極端に少ない「なめし革・同製品・毛皮製造業」（n=17）を除
けば、「化学工業」が 46.7％で最も高く、次いで「生産用機械器具製造業」（45.3％）、「業務
用機械器具製造業」（44.6％）、「はん用機械器具製造業」（42.8％）などの順で高くなってい
る。 
 規模別にみると、【よいと認識】する企業の割合は、「300人以上」が 47.2％で最も高くな
っている。一方、「やや悪い」または「悪い」と回答した企業（以下、【悪いと認識】する企

業）の割合は、規模が小さくなるほど高まる傾向がみられる。 
図表３－１－２３ ものづくり人材の定着状況の同業同規模の他社との比較 

（単位：％） 
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よ
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計 5,867 13.7 23.3 46.8 11.9 2.6 1.8 37.0 46.8 14.5

【業種】

繊維工業 334 9.0 23.4 50.0 10.8 4.2 2.7 32.3 50.0 15.0

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 12.2 21.1 50.2 11.7 4.2 0.5 33.3 50.2 16.0

印刷・同関連業 369 13.0 20.1 49.3 12.5 3.0 2.2 33.1 49.3 15.4

化学工業 242 18.2 28.5 43.0 8.7 0.4 1.2 46.7 43.0 9.1

石油製品・石炭製品製造業 20 20.0 5.0 45.0 15.0 10.0 5.0 25.0 45.0 25.0

プラスチック製品製造業 496 9.7 19.6 48.6 16.3 4.0 1.8 29.2 48.6 20.4

ゴム製品製造業 98 14.3 19.4 46.9 14.3 4.1 1.0 33.7 46.9 18.4

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 29.4 23.5 41.2 5.9 - - 52.9 41.2 5.9

窯業・土石製品製造業 268 15.3 20.5 47.0 11.6 4.5 1.1 35.8 47.0 16.0

鉄鋼業 219 16.4 22.4 45.7 12.3 2.3 0.9 38.8 45.7 14.6

非鉄金属製造業 173 12.1 23.7 45.7 14.5 1.7 2.3 35.8 45.7 16.2

金属製品製造業 547 12.2 26.1 45.7 11.5 2.9 1.5 38.4 45.7 14.4

はん用機械器具製造業 285 13.0 29.8 44.2 9.1 1.8 2.1 42.8 44.2 10.9

生産用機械器具製造業 583 17.8 27.4 41.3 9.1 1.5 2.7 45.3 41.3 10.6

業務用機械器具製造業 148 16.2 28.4 44.6 6.8 2.0 2.0 44.6 44.6 8.8

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 14.6 20.7 46.3 14.6 2.4 1.2 35.4 46.3 17.1

電気機械器具製造業 586 16.9 22.9 45.9 10.8 1.2 2.4 39.8 45.9 11.9

情報通信機械器具製造業 39 20.5 10.3 59.0 7.7 - 2.6 30.8 59.0 7.7

輸送用機械器具製造業 680 10.0 23.1 48.2 15.3 2.6 0.7 33.1 48.2 17.9

その他 301 13.3 19.6 52.5 10.0 1.7 3.0 32.9 52.5 11.6

無回答 3 33.3 - 66.7 - - - 33.3 66.7 -

【従業員規模】

４９人以下 2,121 13.3 23.5 45.0 12.4 3.7 2.0 36.8 45.0 16.2

５０人～９９人 2,080 13.4 22.8 47.5 12.0 2.5 1.7 36.2 47.5 14.6

１００人～２９９人 1,311 12.7 22.9 50.0 11.7 1.2 1.6 35.5 50.0 12.9

３００人以上 354 20.3 26.8 41.8 8.8 0.6 1.7 47.2 41.8 9.3

無回答 1 100.0 - - - - - 100.0 - -

 
 

６．現在のものづくり人材の過不足状況 

（１）過不足状況 

 現在のものづくり人材の過不足状況について尋ねたところ、「不足」が 19.9％、「やや不足」
が 49.5％、「適当」が 27.9％、「やや過剰」が 2.2％、「過剰」が 0.1％となっており、「不足」
または「やや不足」と回答した企業（以下、【不足と認識】する企業）が約 7割（69.4％）を
占めた（図表 3-1-24）。 
 これを業種別にみると、【不足と認識】する企業の割合は、「ゴム製品製造業」が 79.6％で
最も高く、次いで「鉄鋼業」（75.3％）、「輸送用機械器具製造業」（74.7％）、「生産用機械器
具製造業」（74.6％）などの順で高くなっている。 
 規模別にみると、【不足と認識】する企業の割合は、規模が大きくなるほど高まる傾向がみ

られる。 
図表３－１－２４ 現在のものづくり人材の過不足状況 

（単位：％） 

 
注）不足と認識している企業の割合は、「不足」または「やや不足」と回答した企業数を足し合わせてから算出した。過剰と認

識している企業の割合は、「やや過剰」または「過剰」と回答した企業数を足し合わせてから算出した。そのため、「不足」

と「やや不足」、「やや過剰」と「過剰」の表中の割合をそのまま足し合わせた数値とは一致しないことがある。 
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過
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無
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答

不
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当

過
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と
認

識

計 5,867 19.9 49.5 27.9 2.2 0.1 0.5 69.4 27.9 2.3

【業種】

繊維工業 334 22.8 43.1 29.6 2.4 0.6 1.5 65.9 29.6 3.0

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 12.2 44.1 40.4 3.3 - - 56.3 40.4 3.3

印刷・同関連業 369 17.1 39.0 37.9 5.1 - 0.8 56.1 37.9 5.1

化学工業 242 10.7 46.3 40.5 1.7 0.4 0.4 57.0 40.5 2.1

石油製品・石炭製品製造業 20 30.0 35.0 35.0 - - - 65.0 35.0 -

プラスチック製品製造業 496 21.8 50.4 26.4 1.4 - - 72.2 26.4 1.4

ゴム製品製造業 98 19.4 60.2 18.4 2.0 - - 79.6 18.4 2.0

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 11.8 23.5 64.7 - - - 35.3 64.7 -

窯業・土石製品製造業 268 17.2 51.1 29.1 2.2 - 0.4 68.3 29.1 2.2

鉄鋼業 219 17.4 58.0 24.2 0.5 - - 75.3 24.2 0.5

非鉄金属製造業 173 22.5 43.9 29.5 2.9 - 1.2 66.5 29.5 2.9

金属製品製造業 547 19.2 52.1 25.0 3.5 - 0.2 71.3 25.0 3.5

はん用機械器具製造業 285 15.1 56.1 26.7 2.1 - - 71.2 26.7 2.1

生産用機械器具製造業 583 25.2 49.4 22.5 1.9 - 1.0 74.6 22.5 1.9

業務用機械器具製造業 148 19.6 52.7 23.0 4.7 - - 72.3 23.0 4.7

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 22.8 49.2 26.0 2.0 - - 72.0 26.0 2.0

電気機械器具製造業 586 20.1 51.7 25.9 1.7 - 0.5 71.8 25.9 1.7

情報通信機械器具製造業 39 17.9 53.8 25.6 2.6 - - 71.8 25.6 2.6

輸送用機械器具製造業 680 23.1 51.6 23.7 1.0 0.1 0.4 74.7 23.7 1.2

その他 301 18.9 46.8 32.2 0.7 0.7 0.7 65.8 32.2 1.3

無回答 3 - 33.3 66.7 - - - 33.3 66.7 -

【従業員規模】

４９人以下 2,121 21.2 44.7 31.2 2.4 0.2 0.3 65.9 31.2 2.5

５０人～９９人 2,080 19.2 50.2 27.2 2.7 0.0 0.5 69.5 27.2 2.8

１００人～２９９人 1,311 18.5 54.6 24.9 1.3 0.1 0.6 73.1 24.9 1.4

３００人以上 354 21.5 54.8 22.6 0.8 - 0.3 76.3 22.6 0.8

無回答 1 - - 100.0 - - - - 100.0 -
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 現在のものづくり人材の過不足状況に関する回答結果について、過去 5年間でのものづく
り人材の採用に対する評価の回答とクロス集計した。 
その結果をみると、採用が「うまくいっていない」企業では、「不足」が 56.3％にのぼるな

ど、採用がうまくいっていない企業の方が、不足感が強い様子がうかがえた（図表 3-1-25）。

一方、採用が「うまくいっている」とした企業では、6割（62.8％）が「適当」と回答した。 

 

図表３－１－２５ 過去 5 年間のものづくり人材の採用に対する評価別にみた 

現在のものづくり人材の過不足状況 

（単位：％） 

 

 

（２）人手不足への対応策 

 現在のものづくり人材の過不足状況について、「不足」または「やや不足」と回答した企業

（n=4,071）に対し、どのように人手不足に対応しているのか尋ねた（複数回答）。 
 結果をみると、「中途採用の強化」（54.9％）、「定年後再雇用者など高齢者の活用」（51.3％）、
「派遣など外部人材の活用」（37.5％）、「新卒採用の強化」（37.0％）、「機械化・自動化、設
備の拡充を図る」（30.7％）、「募集時の賃金や労働条件の引き上げ」（29.9％）、「社内人材の
配置転換」（28.8％）などの順で回答割合が高かった（図表 3-1-26）。 
 これを規模別にみると、「300 人以上」では、「中途採用の強化」（63.0％）のほか、「派遣
など外部人材の活用」（64.4％）と「新卒採用の強化」（63.0％）も回答割合が 6 割台におよ
んだ。「100 人～299 人」では、「中途採用の強化」（60.5％）が最も回答割合が高く、「定年
後再雇用者など高齢者の活用」（54.5％）と「新卒採用の強化」（51.5％）が 5割台となって
いる。「50 人～99 人」では、回答割合が 5 割を超えるのは「中途採用の強化」（54.1％）と
「定年後再雇用者など高齢者の活用」（52.2％）だけとなっている。「49 人以下」では、「中

ｎ

不
足

や
や
不
足

適
当

や
や
過
剰

過
剰

無
回
答

不
足
と
認
識

適
当

過
剰
と
認
識

計 5,867 19.9 49.5 27.9 2.2 0.1 0.5 69.4 27.9 2.3

うまくいっている 215 6.5 27.9 62.8 2.3 0.5 - 34.4 62.8 2.8

まあまあうまくいっている 2,415 7.0 43.4 46.3 3.0 0.2 0.2 50.4 46.3 3.1

あまりうまくいっていない 2,441 23.9 62.9 11.7 1.5 - 0.0 86.8 11.7 1.5

うまくいっていない 672 56.3 32.6 9.2 1.5 - 0.4 88.8 9.2 1.5

無回答 124 20.2 32.3 29.8 2.4 0.8 14.5 52.4 29.8 3.2

うまくいっていると認識 2,630 6.9 42.2 47.6 2.9 0.2 0.2 49.1 47.6 3.1

うまくいっていないと認識 3,113 30.9 56.3 11.1 1.5 - 0.1 87.2 11.1 1.5

無回答 124 20.2 32.3 29.8 2.4 0.8 14.5 52.4 29.8 3.2
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 現在のものづくり人材の過不足状況に関する回答結果について、過去 5年間でのものづく
り人材の採用に対する評価の回答とクロス集計した。 
その結果をみると、採用が「うまくいっていない」企業では、「不足」が 56.3％にのぼるな

ど、採用がうまくいっていない企業の方が、不足感が強い様子がうかがえた（図表 3-1-25）。

一方、採用が「うまくいっている」とした企業では、6割（62.8％）が「適当」と回答した。 

 

図表３－１－２５ 過去 5 年間のものづくり人材の採用に対する評価別にみた 

現在のものづくり人材の過不足状況 

（単位：％） 
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途採用の強化」（50.4％）だけが回答割合が５割を超える。 
 

図表３－１－２６ 人手不足への対応策（複数回答） 

 ※不足と認識している企業（「不足」＋「やや不足」）だけが回答 

                                         （単位：％） 
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計 4,071 54.9 51.3 37.5 37.0 30.7 29.9 28.8 24.8 23.9 23.6 22.3 17.0 16.6 11.7 9.2 3.7 1.3 0.1

【業種】

繊維工業 220 42.3 60.9 13.2 30.9 24.5 38.2 25.9 16.4 31.8 23.2 17.3 10.5 13.6 10.9 14.1 4.5 1.4 0.5

パルプ・紙・紙加工品製造業 120 57.5 54.2 31.7 30.0 30.0 39.2 32.5 20.8 24.2 29.2 24.2 20.0 14.2 5.0 5.8 2.5 0.8 -

印刷・同関連業 207 49.8 44.0 24.6 30.9 24.6 29.0 30.4 20.3 21.3 28.5 19.8 15.0 17.9 10.6 7.2 2.4 1.4 -

化学工業 138 63.0 36.2 34.1 39.9 31.9 21.7 33.3 17.4 5.8 17.4 22.5 18.1 8.7 8.7 8.7 4.3 2.2 0.7

石油製品・石炭製品製造業 13 76.9 46.2 15.4 15.4 - 15.4 38.5 23.1 - 15.4 30.8 7.7 15.4 7.7 - - - -

プラスチック製品製造業 358 47.8 48.9 44.1 31.0 37.4 31.6 24.6 27.7 29.3 29.9 19.8 20.1 14.2 8.1 5.0 3.1 1.1 0.3

ゴム製品製造業 78 57.7 39.7 39.7 37.2 32.1 33.3 33.3 26.9 29.5 33.3 24.4 28.2 11.5 11.5 5.1 6.4 1.3 -

なめし革・同製品・毛皮製造業 6 83.3 16.7 16.7 33.3 - 50.0 - - 50.0 50.0 - 33.3 16.7 - - - - -

窯業・土石製品製造業 183 53.6 59.6 26.2 27.9 15.3 39.3 27.9 19.1 17.5 16.4 15.3 13.7 9.8 7.1 6.0 2.7 0.5 0.5

鉄鋼業 165 58.2 54.5 40.0 36.4 30.3 35.2 31.5 30.3 32.1 17.0 23.6 12.7 10.9 15.2 9.1 3.6 1.2 -

非鉄金属製造業 115 57.4 48.7 53.9 45.2 36.5 29.6 27.0 22.6 32.2 28.7 26.1 26.1 10.4 13.9 7.8 3.5 0.9 -

金属製品製造業 390 50.8 49.0 34.6 33.3 36.2 31.0 27.4 24.6 27.2 16.9 19.0 12.3 13.8 16.2 11.8 2.1 1.0 -

はん用機械器具製造業 203 56.7 55.2 35.0 40.4 32.0 32.5 27.6 35.0 18.2 22.7 23.6 12.8 19.2 13.8 10.3 3.0 2.5 -

生産用機械器具製造業 435 62.3 56.1 30.6 44.1 32.9 26.0 27.8 26.7 22.3 17.2 27.8 10.6 24.8 19.3 15.4 4.4 2.1 -

業務用機械器具製造業 107 55.1 49.5 31.8 39.3 25.2 27.1 31.8 17.8 20.6 26.2 29.9 15.9 21.5 12.1 9.3 1.9 0.9 -

電子部品・デバイス・電子回路製造業 177 52.0 45.8 49.2 42.9 30.5 26.6 26.6 21.5 22.6 32.2 16.9 26.0 13.6 9.6 4.5 4.5 0.6 0.6

電気機械器具製造業 421 58.7 53.7 43.9 39.0 27.6 29.9 30.2 25.7 16.4 28.5 29.0 18.3 25.7 14.0 10.7 5.5 1.2 -

情報通信機械器具製造業 28 57.1 64.3 42.9 39.3 17.9 14.3 42.9 35.7 17.9 50.0 10.7 21.4 25.0 17.9 14.3 3.6 - -

輸送用機械器具製造業 508 58.1 51.6 53.0 42.1 38.2 27.2 29.9 31.3 31.5 23.6 19.9 21.7 15.2 6.9 7.9 4.3 1.8 0.2

その他 198 50.5 47.5 33.3 33.8 19.2 21.7 29.3 16.2 16.2 18.7 22.7 19.7 13.6 8.1 6.6 2.5 0.5 -

無回答 1 - - - - 100.0 - - - - - 100.0 - - - - - - -

【従業員規模】

４９人以下 1,398 50.4 47.5 23.9 24.5 25.9 31.9 25.7 23.4 21.4 21.3 20.2 9.8 19.0 15.4 12.2 2.8 2.0 0.1

５０人～９９人 1,445 54.1 52.2 37.3 34.8 30.8 28.8 28.4 26.2 24.4 24.2 22.4 15.7 16.5 12.1 9.3 2.4 0.8 0.2

１００人～２９９人 958 60.5 54.5 49.9 51.5 34.1 30.0 32.5 25.2 25.7 26.2 23.7 23.6 14.1 7.6 5.9 5.3 1.0 0.2

３００人以上 270 63.0 55.2 64.4 63.0 42.2 24.8 33.7 23.7 27.8 23.0 27.8 37.4 13.3 5.2 4.8 9.3 1.5 -
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第２節 ものづくり人材の育成・能力開発と技能継承について 

 

１．新人から一通りの仕事をこなせる技能者（一人前といえる技能者）となるまでの人材育

成・能力開発の取り組み 

 技能継承の受け手となる技能者について、新人から一通りの仕事をこなせる技能者（一人

前といえる技能者）となるまでにどのような人材育成・能力開発の取り組みを行っているか

を尋ねた（複数回答）。 
 結果をみていくと、「計画にそって進めるＯＪＴ」（61.0％）、「作業標準書や作業手順書の
作成・活用」（58.1％）、「資格や技能検定などの取得の奨励」（48.5％）、「主要な担当業務の
ほかに、関連する業務もローテーションで経験させる」（40.8％）、「個々の従業員の教育訓練
計画の作成」（26.1％）、「外部研修などのＯＦＦ―ＪＴ（会社の指示による職場を離れた教育
訓練）」（25.7％）、「自社の技能マップの作成」（21.2％）、「小集団活動やＱＣサークルの奨励」
（18.3％）、「自己啓発活動に対する支援」（16.2％）、「熟練技能者を講師とした勉強会の開催」
（12.8％）、「社内検定など能力評価制度の導入」（8.9％）などの順で回答割合が高くなって
いる（図業 3-2-1）。 
 これを規模別にみると、「計画にそって進めるＯＪＴ」や「作業標準書や作業手順書の作成・

活用」、「資格や技能検定などの取得の奨励」、「個々の従業員の教育訓練計画の作成」、「外部

研修などのＯＦＦ―ＪＴ（会社の指示による職場を離れた教育訓練）」、「自社の技能マップの
作成」、「小集団活動やＱＣサークルの奨励」、「自己啓発活動に対する支援」、「熟練技能者を

講師とした勉強会の開催」、「社内検定など能力評価制度の導入」については、規模が大きく

なるほど実施割合が高くなっている。 
特に、「計画にそって進めるＯＪＴ」と「作業標準書や作業手順書の作成・活用」、「資格や

技能検定などの取得の奨励」、「外部研修などのＯＦＦ―ＪＴ（会社の指示による職場を離れ
た教育訓練）」、「小集団活動やＱＣサークルの奨励」などについては、規模間での実施割合の

差が大きくなっており、「計画にそって進めるＯＪＴ」では「49 人以下」は 5 割（51.3％）
の実施割合となっているのに対し、「300人以上」になると 8割を超える実施割合（84.5％）
となっている。 
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図表３－２－１ 新人から一通りの仕事をこなせる技能者（一人前といえる技能者）となるまでの 

人材育成・能力開発の取り組み（複数回答） 

（単位：％） 
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計 5,867 61.0 58.1 48.5 40.8 26.1 25.7 21.2 18.3 16.2 12.8 8.9 1.0 3.1 1.1

【業種】

繊維工業 334 44.3 44.0 22.5 43.7 13.5 12.3 9.6 9.3 12.3 12.3 5.4 2.1 9.6 3.3

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 63.4 58.2 31.5 46.9 18.8 16.0 8.9 16.0 12.2 8.0 3.3 0.9 2.8 0.9

印刷・同関連業 369 66.9 50.7 29.5 40.9 17.9 20.1 14.1 10.6 14.4 11.1 6.0 0.8 3.5 0.8

化学工業 242 80.6 71.1 62.8 41.3 29.8 30.6 23.6 23.6 28.9 12.8 12.0 - 1.7 0.4

石油製品・石炭製品製造業 20 70.0 55.0 50.0 45.0 20.0 40.0 5.0 10.0 20.0 5.0 5.0 - 5.0 -

プラスチック製品製造業 496 58.7 63.5 49.0 37.3 28.4 24.4 17.7 15.9 15.1 10.9 6.3 0.8 2.8 0.6

ゴム製品製造業 98 62.2 72.4 27.6 39.8 34.7 22.4 27.6 30.6 11.2 11.2 7.1 1.0 3.1 3.1

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 35.3 41.2 5.9 41.2 5.9 5.9 - - - 11.8 5.9 - 5.9 5.9

窯業・土石製品製造業 268 47.0 41.4 62.3 45.5 16.0 16.0 9.7 9.7 11.9 9.7 5.2 0.7 4.1 2.2

鉄鋼業 219 59.8 66.7 63.9 45.2 29.7 26.0 23.7 27.9 16.9 9.6 11.0 - 1.8 0.5

非鉄金属製造業 173 68.2 64.7 60.1 42.2 31.2 25.4 26.0 27.2 21.4 11.6 9.8 - 1.7 2.3

金属製品製造業 547 55.8 54.1 56.9 39.3 27.1 24.3 19.7 13.7 10.8 11.0 9.1 0.5 3.1 1.1

はん用機械器具製造業 285 59.3 53.7 59.6 42.1 26.3 31.6 23.5 17.5 15.8 17.9 7.7 2.1 3.9 0.4

生産用機械器具製造業 583 60.7 50.6 50.1 38.4 24.9 30.7 20.2 16.5 17.7 18.2 6.0 1.4 3.3 0.3

業務用機械器具製造業 148 73.6 59.5 43.2 43.2 27.0 29.7 20.3 16.2 19.6 14.9 8.8 - 0.7 -

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 72.4 71.5 31.3 40.2 31.3 28.0 33.7 19.1 14.6 13.0 14.6 0.8 1.2 0.4

電気機械器具製造業 586 64.5 63.3 51.0 37.7 33.1 32.6 30.9 21.2 19.8 13.5 15.9 1.9 1.4 1.0

情報通信機械器具製造業 39 69.2 51.3 56.4 28.2 33.3 20.5 35.9 15.4 7.7 2.6 12.8 - - 5.1

輸送用機械器具製造業 680 62.9 68.5 56.5 40.6 30.1 29.9 28.5 30.1 16.9 14.7 11.2 0.6 1.6 0.3

その他 301 52.2 46.2 43.5 44.2 21.9 23.3 16.9 13.0 18.6 12.0 7.0 1.0 6.0 2.7

無回答 3 66.7 - 33.3 33.3 33.3 33.3 33.3 33.3 66.7 - - - - -

【従業員規模】

４９人以下 2,121 51.3 47.4 41.2 40.0 19.6 17.5 14.2 8.7 11.7 11.3 6.2 1.5 5.2 1.6

５０人～９９人 2,080 60.4 58.4 47.9 41.1 26.8 25.4 21.5 16.3 13.8 13.0 7.3 0.8 2.3 0.7

１００人～２９９人 1,311 71.2 70.3 56.9 40.9 31.6 35.0 28.5 29.4 21.1 13.4 12.6 0.5 1.5 0.8

３００人以上 354 84.5 74.6 64.7 43.8 39.8 41.5 34.7 46.3 39.0 18.4 20.9 0.6 0.6 1.1
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人材育成・能力開発の取り組みの実施状況について、生産・販売の活動分野について尋ね

た回答と、ものづくり人材の基本的な特徴について尋ねた回答とクロス集計し、その結果を

みた。 

 

（生産・販売の活動分野別） 

生産・販売の活動分野別の結果からみていくと、いずれの生産・販売の活動分野でも、「計

画にそって進めるＯＪＴ」を実施する企業の割合は 6 割程度にのぼっており、「主要な担当
業務のほかに、関連する業務もローテーションで経験させる」の実施割合も 4割前後で揃っ
ている（図表 3-2-2）。 
「作業標準書や作業手順書の作成・活用」の実施割合については、「受発注の図面に基づき

部品または材料を加工・生産する」との企業において最も高い（62.6％）。 
「個々の従業員の教育訓練計画の作成」の実施割合については、「受注先の仕様に基づき、

自社で図面等を作成し、部品または材料を加工・生産する」「受発注の図面に基づき部品また

は材料を加工・生産する」「自社の仕様で部品または材料を加工・生産して、不特定のユーザ

ーに販売する」との企業において比較的高くなっている（それぞれ 27.6％、27.4％、27.1％）。 
「資格や技能検定などの取得の奨励」の実施割合については、「自社の仕様で部品または材

料を加工・生産して、不特定のユーザーに販売する」「受注先の仕様に基づき、自社で図面等

を作成し、部品または材料を加工・生産する」との企業において比較的高くなっている（そ

れぞれ 51.9％、50.6％）。 
「自己啓発活動に対する支援」の実施割合については、「自社の仕様で部品または材料を加

工・生産して、不特定のユーザーに販売する」（21.9％）などの企業で比較的高くなっている。 
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人材育成・能力開発の取り組みの実施状況について、生産・販売の活動分野について尋ね

た回答と、ものづくり人材の基本的な特徴について尋ねた回答とクロス集計し、その結果を

みた。 

 

（生産・販売の活動分野別） 

生産・販売の活動分野別の結果からみていくと、いずれの生産・販売の活動分野でも、「計

画にそって進めるＯＪＴ」を実施する企業の割合は 6 割程度にのぼっており、「主要な担当
業務のほかに、関連する業務もローテーションで経験させる」の実施割合も 4割前後で揃っ
ている（図表 3-2-2）。 
「作業標準書や作業手順書の作成・活用」の実施割合については、「受発注の図面に基づき

部品または材料を加工・生産する」との企業において最も高い（62.6％）。 
「個々の従業員の教育訓練計画の作成」の実施割合については、「受注先の仕様に基づき、

自社で図面等を作成し、部品または材料を加工・生産する」「受発注の図面に基づき部品また

は材料を加工・生産する」「自社の仕様で部品または材料を加工・生産して、不特定のユーザ

ーに販売する」との企業において比較的高くなっている（それぞれ 27.6％、27.4％、27.1％）。 
「資格や技能検定などの取得の奨励」の実施割合については、「自社の仕様で部品または材

料を加工・生産して、不特定のユーザーに販売する」「受注先の仕様に基づき、自社で図面等

を作成し、部品または材料を加工・生産する」との企業において比較的高くなっている（そ

れぞれ 51.9％、50.6％）。 
「自己啓発活動に対する支援」の実施割合については、「自社の仕様で部品または材料を加

工・生産して、不特定のユーザーに販売する」（21.9％）などの企業で比較的高くなっている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図表３－２－２ 新人から一通りの仕事をこなせる技能者（一人前といえる技能者）となるまでの 

人材育成・能力開発の取り組み（複数回答） 

【生産・販売の活動分野別】および【ものづくり人材の基本的特徴別】 

（単位：％） 
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計 5,867 61.0 40.8 58.1 26.1 21.2 8.9 18.3 48.5 12.8 25.7 16.2 1.0 3.1 1.1

【生産・販売の活動分野】

最終製品を生産して、自社ブランドで販売する 1,333 62.9 42.7 50.6 24.4 17.2 8.0 15.2 49.7 14.6 26.1 19.4 1.4 3.5 0.9

最終製品を生産して、問屋や大手メーカーのブラ
ンドで販売する

543 61.7 43.6 59.1 22.7 22.8 10.1 19.9 43.5 12.2 24.1 18.4 0.6 3.9 1.3

自社の仕様で部品または材料を加工・生産して、
不特定のユーザーに販売する

343 61.8 42.3 57.7 27.1 13.4 6.7 19.0 51.9 11.7 27.1 21.9 - 3.2 1.2

受注先の仕様に基づき、自社で図面等を作成し、
部品または材料を加工・生産する

1,416 63.1 41.9 59.7 27.6 21.9 10.6 20.0 50.6 14.8 26.2 16.1 0.7 2.8 0.7

受発注の図面に基づき部品または材料を加工・生
産する

2,111 58.7 38.2 62.6 27.4 24.6 8.5 19.3 47.7 11.0 25.6 12.9 1.1 2.7 0.7

無回答 121 50.4 37.2 38.0 14.9 14.0 7.4 6.6 38.0 8.3 19.0 12.4 - 5.8 13.2

【ものづくり人材の基本的な特徴】

研究者・技術者の割合が高く、研究技術者集団に
近い

466 71.0 41.2 55.6 27.3 20.6 9.4 17.2 52.1 17.8 36.5 29.8 0.9 1.5 2.1

ベテランの技能者が多く、熟練技能者集団に近い 2,573 63.2 40.1 56.1 28.5 22.9 9.6 18.2 50.6 14.6 25.8 16.2 1.0 2.4 0.9

比較的単純な作業をこなす労働集約的な作業者集
団に近い

2,303 57.4 41.4 62.2 23.9 20.5 8.6 19.4 46.0 9.7 23.2 13.5 1.0 3.6 0.6

商品企画・市場開発担当者の割合が高く、企画営
業集団に近い

115 58.3 40.0 43.5 20.9 10.4 3.5 11.3 35.7 12.2 21.7 19.1 - 6.1 1.7

その他 190 63.7 45.8 57.9 23.2 22.1 8.4 16.3 53.2 12.1 32.6 19.5 0.5 5.8 0.5

無回答 220 51.4 38.2 51.4 22.3 16.4 6.8 15.0 45.0 15.5 23.2 11.4 0.9 4.1 6.8
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（ものづくり人材の基本的な特徴別） 

 ものづくり人材の基本的な特徴別のクロス集計結果をみていくと（図表 3-2-2 の下段）、

「研究者・技術者の割合が高く、研究技術者集団に近い」企業では、「計画にそって進めるＯ

ＪＴ」の実施割合が 71.0％と他の特徴の企業よりも高くなっており、また、「外部研修など
のＯＦＦ―ＪＴ（会社の指示による職場を離れた教育訓練）」（36.5％）や「自己啓発活動に
対する支援」（29.8％）の実施割合についても他の特徴の企業より高くなっている。 
「作業標準書や作業手順書の作成・活用」の実施割合についてみると、「比較的単純な作業

をこなす労働集約的な作業者集団に近い」企業だけが 6割を超えている（62.2％）。 
「個々の従業員の教育訓練計画の作成」の実施割合についてみると、「ベテランの技能者が

多く、熟練技能者集団に近い」「研究者・技術者の割合が高く、研究技術者集団に近い」企業

において比較的高くなっている（それぞれ 28.5％、27.3％）。 
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（ものづくり人材の基本的な特徴別） 

 ものづくり人材の基本的な特徴別のクロス集計結果をみていくと（図表 3-2-2 の下段）、

「研究者・技術者の割合が高く、研究技術者集団に近い」企業では、「計画にそって進めるＯ

ＪＴ」の実施割合が 71.0％と他の特徴の企業よりも高くなっており、また、「外部研修など
のＯＦＦ―ＪＴ（会社の指示による職場を離れた教育訓練）」（36.5％）や「自己啓発活動に
対する支援」（29.8％）の実施割合についても他の特徴の企業より高くなっている。 
「作業標準書や作業手順書の作成・活用」の実施割合についてみると、「比較的単純な作業

をこなす労働集約的な作業者集団に近い」企業だけが 6割を超えている（62.2％）。 
「個々の従業員の教育訓練計画の作成」の実施割合についてみると、「ベテランの技能者が

多く、熟練技能者集団に近い」「研究者・技術者の割合が高く、研究技術者集団に近い」企業

において比較的高くなっている（それぞれ 28.5％、27.3％）。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

２．新人から一通りの仕事をこなせる技能者（一人前といえる技能者）となるまでの年数 

 新人から一通りの仕事をこなせる技能者（一人前といえる技能者）になるまで、およそ何

年ぐらいかかるか尋ねた。 
結果をみると、「3年未満」が 17.0％、「3～5年未満」が 47.7％、「5～10年未満」が 28.5％、

「10～15年未満」が 4.3％、「15～20年未満」が 0.5％、「20年以上」が 0.3％で、「その他」
が 0.7％となっている（図表 3-2-3）。 
規模別にみると、いずれの規模も「3～5年未満」と「5～10年未満」の割合が高くなって

おり、「3年未満」の回答割合は規模が小さくなるほど高まる傾向がみられる。 

 

図表３－２－３ 新人から一通りの仕事をこなせる技能者（一人前といえる技能者） 

となるまでの年数  規模別 

                                            (単位：％） 

 

  
次に業種別にみると、「ゴム製品製造業」や「なめし革・同製品・毛皮製造業」などは短い

年数の回答割合が他業種よりも高いのが目立っており、「ゴム製品製造業」は「3年未満」が
31.6％で、5年未満までの回答割合が全体の 7割以上を占めている（図表 3-2-4）。また、「な

めし革・同製品・毛皮製造業」は「3 年未満」が 29.4％を占め、5 年未満までの回答割合が
全体の 8割以上を占めている。 
 一方、5 年よりも長い年数の回答割合が高かったのは「生産用機械器具製造業」、「業務用
機械器具製造業」、「非鉄金属製造業」、「情報通信機械器具製造業」などの業種で、「情報通信

機械器具製造業」や「生産用機械器具製造業」では、「5～10年未満」の回答が 4割前後にの
ぼった（それぞれ 43.6％、39.3％）。 
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計 5,867 17.0 47.7 28.5 4.3 0.5 0.3 0.7 1.1

４９人以下 2,121 19.0 47.6 26.1 4.4 0.3 0.3 0.7 1.6

５０人～９９人 2,080 17.3 46.4 29.7 4.1 0.7 0.3 0.7 0.8

１００人～２９９人 1,311 14.8 50.3 29.4 3.8 0.4 0.2 0.5 0.7

３００人以上 354 11.9 46.0 32.8 5.9 0.6 0.3 0.8 1.7

無回答 1 - - - 100.0 - - - -
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図表３－２－４ 新人から一通りの仕事をこなせる技能者（一人前といえる技能者） 

となるまでの年数  業種別 

（単位：％） 
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計（ N = 5 , 8 6 7）

繊維工業（N= 3 3 4）

パルプ ・紙・紙加工品製造業（N = 2 1 3）

印刷・同関連業（N = 3 6 9）

化学工業（N= 2 4 2）

石油製品・石炭製品製造業（N= 2 0）

プラスチック製品製造業（N= 4 9 6）

ゴム製品製造業（N = 9 8）

なめし革・同製品・毛皮製造業（N = 1 7）

窯業・土石製品製造業（N = 2 6 8）

鉄鋼業（ N= 2 1 9）

非鉄金属製造業（N= 1 7 3）

金属製品製造業（N= 5 4 7）

はん用機械器具製造業（N = 2 8 5）

生産用機械器具製造業（N= 5 8 3）

業務用機械器具製造業（N= 1 4 8）

電子部品・デバイス・電子回路製造業

（ N = 2 4 6）

電気機械器具製造業（N = 5 8 6）

情報通信機械器具製造業（N= 3 9）

輸送用機械器具製造業（N= 6 8 0）

その他（ N= 3 0 1）

無回答（ N= 3）

３年未満 ３～５年未満 ５～１０年未満 １０～１５年未満 １５～２０年未満 ２０年以上 その他 無回答
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図表３－２－４ 新人から一通りの仕事をこなせる技能者（一人前といえる技能者） 

となるまでの年数  業種別 

（単位：％） 

 

17.0 

21.0 

24.4 
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21.5 
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18.5 

15.0 

8.1 

8.9 

17.6 

21.5 

14.2 
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23.3 
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45.2 

47.9 

58.5 

48.8 

40.0 

52.8 
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47.0 

47.0 

36.4 

51.7 

48.8 

43.7 
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33.3 

28.5 
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20.0 

23.8 

21.4 

11.8 

26.1 

32.9 

33.5 

27.8 

35.4 

39.3 

35.8 

20.7 

32.9 

43.6 

30.7 

25.2 

33.3 

4.3 

6.0 

3.3 

2.7 

7.0 

5.0 

2.8 

2.0 

5.9 
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4.6 

6.9 
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6.0 

6.2 
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4.4 

3.7 
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0.4 
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0.7 
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0.3 
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0.5 

1.2 

5.0 

0.2 

0.4 
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0.2 

0.5 

0.7 

2.0 

0.9 

2.6 

0.7 

1.7 

1.1 

3.6 

0.9 

0.8 

0.4 

0.4 

2.0 

1.5 

0.5 

2.3 

0.7 

0.7 

0.7 

0.4 

1.2 

5.1 

1.0 

2.3 

計（ N = 5 ,8 6 7）

繊維工業（N= 3 3 4）

パルプ ・紙・紙加工品製造業（N = 2 1 3）

印刷・同関連業（N = 3 6 9）

化学工業（N= 2 4 2）

石油製品・石炭製品製造業（N= 2 0）

プラスチック製品製造業（N= 4 9 6）

ゴム製品製造業（N = 9 8）

なめし革・同製品・毛皮製造業（N = 1 7）

窯業・土石製品製造業（N = 2 6 8）

鉄鋼業（ N= 2 1 9）

非鉄金属製造業（N= 1 7 3）

金属製品製造業（N= 5 4 7）

はん用機械器具製造業（N = 2 8 5）

生産用機械器具製造業（N= 5 8 3）

業務用機械器具製造業（N= 1 4 8）

電子部品・デバイス・電子回路製造業

（ N = 2 4 6）

電気機械器具製造業（N = 5 8 6）

情報通信機械器具製造業（N= 3 9）

輸送用機械器具製造業（N= 6 8 0）

その他（ N= 3 0 1）

無回答（ N= 3）

３年未満 ３～５年未満 ５～１０年未満 １０～１５年未満 １５～２０年未満 ２０年以上 その他 無回答

 
 

新人から一通りの仕事をこなせる技能者（一人前といえる技能者）となるまでの年数につ

いて、【生産・販売の活動分野別】および、【ものづくり人材の基本的な特徴別】にも集計し

てみた。 
 
（生産・販売の活動分野別） 

結果をみていくと、「最終製品を生産して、問屋や大手メーカーのブランドで販売する」企

業と「受発注の図面に基づき部品または材料を加工・生産する」企業では、「3年未満」の回
答割合が他の分野よりも高くなっている（それぞれ 20.4％、20.2％）（図表 3-2-5）。 
「3～5 年未満」の回答割合についてみると、いずれの活動分野でも 40％台後半であまり

差がない。「5～10 年未満」の回答割合については、「受注先の仕様に基づき、自社で図面等
を作成し、部品または材料を加工・生産する」企業や「最終製品を生産して、自社ブランド

で販売する」企業、「自社の仕様で部品または材料を加工・生産して、不特定のユーザーに販

売する」企業でそれぞれ 30％台となっており（それぞれ 30.8％、30.3％、30.3％）、他の分
野よりもやや割合が高くなっている。 

図表３－２－５ 新人から一通りの仕事をこなせる技能者（一人前といえる技能者）となるまでの 

年数   生産・販売の活動分野別・ものづくり人材の基本的特徴別 

（単位：％） 

 

ｎ

３
年
未
満

３
～

５
年
未
満

５
～

１
０
年
未
満

１
０
～

１
５
年
未
満

１
５
～

２
０
年
未
満

２
０
年
以
上

そ
の
他

無
回
答

計 5,867 17.0 47.7 28.5 4.3 0.5 0.3 0.7 1.1

【生産・販売の活動分野】

最終製品を生産して、自社ブランドで販売する 1,333 14.9 46.7 30.3 5.0 0.1 0.6 1.1 1.4

最終製品を生産して、問屋や大手メーカーのブラ
ンドで販売する

543 20.4 48.8 24.9 4.1 0.2 0.2 0.4 1.1

自社の仕様で部品または材料を加工・生産して、
不特定のユーザーに販売する

343 14.6 49.3 30.3 2.9 0.6 - 1.2 1.2

受注先の仕様に基づき、自社で図面等を作成し、
部品または材料を加工・生産する

1,416 13.5 48.9 30.8 4.9 0.6 0.3 0.4 0.6

受発注の図面に基づき部品または材料を加工・生
産する

2,111 20.2 47.3 27.0 3.6 0.6 0.1 0.5 0.7

無回答 121 18.2 41.3 19.0 5.8 1.7 0.8 1.7 11.6

【ものづくり人材の基本的な特徴】

研究者・技術者の割合が高く、研究技術者集団に
近い

466 9.2 45.3 34.8 4.7 1.3 - 1.3 3.4

ベテランの技能者が多く、熟練技能者集団に近い 2,573 12.9 47.4 32.4 5.5 0.3 0.3 0.5 0.7

比較的単純な作業をこなす労働集約的な作業者集
団に近い

2,303 23.5 47.8 24.3 2.8 0.4 0.3 0.4 0.5

商品企画・市場開発担当者の割合が高く、企画営
業集団に近い

115 16.5 54.8 24.3 2.6 - - 0.9 0.9

その他 190 14.2 51.1 25.3 5.8 1.1 - 2.6 -

無回答 220 17.3 48.6 19.1 4.1 0.5 0.5 1.8 8.2

調査シリーズNo.194

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 80 －

 
 

（ものづくり人材の基本的な特徴別） 

 同じく図表 3-2-5 の下段で、ものづくり人材の基本的な特徴別の結果をみていくと、「比較

的単純な作業をこなす労働集約的な作業者集団に近い」企業が、「3 年未満」の回答割合
（23.5％）が最も高くなっている。 
一方、「5～10 年未満」の回答割合は、「研究者・技術者の割合が高く、研究技術者集団に

近い」企業と「ベテランの技能者が多く、熟練技能者集団に近い」企業においてのみ 30％台
となっており（それぞれ 34.8％、32.4％）、他の特徴の企業よりも割合が高い。 
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（ものづくり人材の基本的な特徴別） 

 同じく図表 3-2-5 の下段で、ものづくり人材の基本的な特徴別の結果をみていくと、「比較

的単純な作業をこなす労働集約的な作業者集団に近い」企業が、「3 年未満」の回答割合
（23.5％）が最も高くなっている。 
一方、「5～10 年未満」の回答割合は、「研究者・技術者の割合が高く、研究技術者集団に

近い」企業と「ベテランの技能者が多く、熟練技能者集団に近い」企業においてのみ 30％台
となっており（それぞれ 34.8％、32.4％）、他の特徴の企業よりも割合が高い。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

３．新人から一通りの仕事をこなせる技能者（一人前といえる技能者）となるまでの人材育

成・能力開発に対する評価 

 新人から一通りの仕事をこなせる技能者（一人前といえる技能者）となるまでの人材育成・

能力開発の取り組みに対する評価を尋ねた。 
結果をみると、「うまくいっている」が 6.7％、「ややうまくいっている」が 48.6％、「あま

りうまくいっていない」が 39.3％で、「うまくいっていない」が 3.8％となっている（図表 3-

2-6）。 
 業種別にみると、「繊維工業」だけが、「うまくいっている」または「ややうまくいってい

る」と回答した企業（以下、【うまくいっていると認識】する企業）の割合よりも、「あまり

うまくいっていない」または「うまくいっていない」と回答した企業（以下、【うまくいって

いないと認識】する企業）の割合の方が高くなっており、それ以外の業種では【うまくいっ

ていると認識】する企業の割合の方が高い。 
回答企業数が少ない「なめし革・同製品・毛皮製造業」（n=17）を除けば、【うまくいって

いると認識】する企業の割合は、特に「化学工業」（69.8％）、「鉄鋼業」（63.5％）、「パルプ・
紙・紙加工品製造業」（62.4％）などで高くなっている。 
規模別にみると、【うまくいっていると認識】する企業の割合は、緩やかながら、規模が大

きくなるほど高まる傾向がみられる。 
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図表３－２－６ 新人から一通りの仕事をこなせる技能者（一人前といえる技能者）となるまでの 

人材育成・能力開発に対する評価 

（単位：％） 
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ま
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て

い
る
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業

う
ま
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て

い
な
い
企
業

計 5,867 6.7 48.6 39.3 3.8 1.5 55.4 43.1

【業種】

繊維工業 334 3.9 42.5 41.9 7.2 4.5 46.4 49.1

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 8.0 54.5 32.4 4.2 0.9 62.4 36.6

印刷・同関連業 369 8.7 49.1 38.5 2.4 1.4 57.7 40.9

化学工業 242 9.9 59.9 27.3 1.7 1.2 69.8 28.9

石油製品・石炭製品製造業 20 10.0 45.0 40.0 - 5.0 55.0 40.0

プラスチック製品製造業 496 6.7 44.2 44.0 4.0 1.2 50.8 48.0

ゴム製品製造業 98 4.1 52.0 39.8 2.0 2.0 56.1 41.8

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 11.8 58.8 29.4 - - 70.6 29.4

窯業・土石製品製造業 268 10.1 50.0 34.3 3.4 2.2 60.1 37.7

鉄鋼業 219 9.6 53.9 33.3 1.4 1.8 63.5 34.7

非鉄金属製造業 173 6.4 48.0 41.6 2.3 1.7 54.3 43.9

金属製品製造業 547 4.8 47.2 41.9 5.5 0.7 51.9 47.3

はん用機械器具製造業 285 5.3 50.5 39.3 4.2 0.7 55.8 43.5

生産用機械器具製造業 583 5.8 49.1 40.0 3.9 1.2 54.9 43.9

業務用機械器具製造業 148 4.1 51.4 41.2 2.0 1.4 55.4 43.2

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 8.5 51.2 36.2 3.3 0.8 59.8 39.4

電気機械器具製造業 586 6.8 48.1 40.1 3.1 1.9 54.9 43.2

情報通信機械器具製造業 39 10.3 38.5 46.2 - 5.1 48.7 46.2

輸送用機械器具製造業 680 4.4 46.9 43.2 4.9 0.6 51.3 48.1

その他 301 10.6 45.8 36.5 4.7 2.3 56.5 41.2

無回答 3 33.3 66.7 - - - 100.0 -

【従業員規模】

４９人以下 2,121 7.9 46.1 39.1 4.8 2.1 53.9 43.9

５０人～９９人 2,080 5.7 48.4 41.0 4.0 1.0 54.1 45.0

１００人～２９９人 1,311 5.2 52.1 38.7 2.6 1.4 57.3 41.3

３００人以上 354 11.3 53.1 32.5 1.7 1.4 64.4 34.2

無回答 1 100.0 - - - - 100.0 -
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図表３－２－６ 新人から一通りの仕事をこなせる技能者（一人前といえる技能者）となるまでの 

人材育成・能力開発に対する評価 

（単位：％） 
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計 5,867 6.7 48.6 39.3 3.8 1.5 55.4 43.1

【業種】

繊維工業 334 3.9 42.5 41.9 7.2 4.5 46.4 49.1

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 8.0 54.5 32.4 4.2 0.9 62.4 36.6

印刷・同関連業 369 8.7 49.1 38.5 2.4 1.4 57.7 40.9

化学工業 242 9.9 59.9 27.3 1.7 1.2 69.8 28.9

石油製品・石炭製品製造業 20 10.0 45.0 40.0 - 5.0 55.0 40.0

プラスチック製品製造業 496 6.7 44.2 44.0 4.0 1.2 50.8 48.0

ゴム製品製造業 98 4.1 52.0 39.8 2.0 2.0 56.1 41.8

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 11.8 58.8 29.4 - - 70.6 29.4

窯業・土石製品製造業 268 10.1 50.0 34.3 3.4 2.2 60.1 37.7

鉄鋼業 219 9.6 53.9 33.3 1.4 1.8 63.5 34.7

非鉄金属製造業 173 6.4 48.0 41.6 2.3 1.7 54.3 43.9

金属製品製造業 547 4.8 47.2 41.9 5.5 0.7 51.9 47.3

はん用機械器具製造業 285 5.3 50.5 39.3 4.2 0.7 55.8 43.5

生産用機械器具製造業 583 5.8 49.1 40.0 3.9 1.2 54.9 43.9

業務用機械器具製造業 148 4.1 51.4 41.2 2.0 1.4 55.4 43.2

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 8.5 51.2 36.2 3.3 0.8 59.8 39.4

電気機械器具製造業 586 6.8 48.1 40.1 3.1 1.9 54.9 43.2

情報通信機械器具製造業 39 10.3 38.5 46.2 - 5.1 48.7 46.2

輸送用機械器具製造業 680 4.4 46.9 43.2 4.9 0.6 51.3 48.1

その他 301 10.6 45.8 36.5 4.7 2.3 56.5 41.2

無回答 3 33.3 66.7 - - - 100.0 -

【従業員規模】

４９人以下 2,121 7.9 46.1 39.1 4.8 2.1 53.9 43.9

５０人～９９人 2,080 5.7 48.4 41.0 4.0 1.0 54.1 45.0

１００人～２９９人 1,311 5.2 52.1 38.7 2.6 1.4 57.3 41.3

３００人以上 354 11.3 53.1 32.5 1.7 1.4 64.4 34.2

無回答 1 100.0 - - - - 100.0 -

 
 

４．現在のものづくり人材の育成・能力開発の方針 

 現在のものづくり人材の育成・能力開発方針として、最も近いものを選んでもらったとこ

ろ、「個々の従業員が当面の仕事をこなすために必要な能力を身につけることを目的に能力

開発を行っている」が 40.3％で最も多く、次いで「当面の仕事に必要な能力だけでなく、そ
の能力をもう一段アップできるよう能力開発を行っている」（28.0％）、「人材育成・能力開発
について特に方針を定めていない」（18.0％）、「数年先の事業展開を考慮して、その時必要と
なる人材を想定しながら能力開発を行っている」（12.5％）の順で高い割合となっている（図

表 3-2-7）。 
これを業種別にみると、「繊維工業」が最も「人材育成・能力開発について特に方針を定め

ていない」（29.9％）の割合が高くなっており、次いで「窯業・土石製品製造業」（25.7％）
で高くなっている。 
規模別にみると、「当面の仕事に必要な能力だけでなく、その能力をもう一段アップできる

よう能力開発を行っている」の回答割合と、「数年先の事業展開を考慮して、その時必要とな

る人材を想定しながら能力開発を行っている」の回答割合は、「300人以上」が最も高い（そ
れぞれ 41.8％、17.8％）。 
「人材育成・能力開発について特に方針を定めていない」との回答割合については、規模

が小さくなるほど高まる傾向がみられ、「49人以下」ではほぼ 4社に 1社（23.3％）が方針
を定めていない状況となっている。ただ、「49人以下」でも「数年先の事業展開を考慮して、
その時必要となる人材を想定しながら能力開発を行っている」と回答した企業は 1 割超
（11.5％）あり、同方針をもつ企業割合が大企業に比べて著しく低いというわけではない。 
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図表３－２－７ 現在のものづくり人材の育成・能力開発方針 

（単位：％） 
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針
を
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無
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計 5,867 12.5 28.0 40.3 18.0 1.1

【業種】

繊維工業 334 15.0 15.3 35.6 29.9 4.2

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 14.6 24.9 39.4 20.7 0.5

印刷・同関連業 369 10.8 23.8 42.3 22.5 0.5

化学工業 242 11.2 33.1 39.3 15.3 1.2

石油製品・石炭製品製造業 20 15.0 35.0 35.0 10.0 5.0

プラスチック製品製造業 496 10.5 29.4 42.1 17.1 0.8

ゴム製品製造業 98 16.3 26.5 35.7 20.4 1.0

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 11.8 23.5 41.2 23.5 -

窯業・土石製品製造業 268 9.7 23.1 40.3 25.7 1.1

鉄鋼業 219 11.0 31.5 41.6 14.6 1.4

非鉄金属製造業 173 15.0 36.4 33.5 13.3 1.7

金属製品製造業 547 14.1 26.1 41.5 17.2 1.1

はん用機械器具製造業 285 11.2 34.0 37.5 16.5 0.7

生産用機械器具製造業 583 15.3 30.0 36.9 17.0 0.9

業務用機械器具製造業 148 8.1 30.4 43.2 17.6 0.7

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 11.0 31.3 39.4 17.9 0.4

電気機械器具製造業 586 12.1 30.4 40.8 15.7 1.0

情報通信機械器具製造業 39 10.3 41.0 33.3 12.8 2.6

輸送用機械器具製造業 680 11.0 27.1 48.1 13.4 0.4

その他 301 16.3 26.9 34.9 19.9 2.0

無回答 3 33.3 - 66.7 - -

【従業員規模】

４９人以下 2,121 11.5 23.2 40.1 23.3 1.9

５０人～９９人 2,080 13.3 27.5 40.6 18.0 0.7

１００人～２９９人 1,311 11.6 33.1 41.9 12.7 0.7

３００人以上 354 17.8 41.8 33.6 5.9 0.8

無回答 1 - - 100.0 - -
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図表３－２－７ 現在のものづくり人材の育成・能力開発方針 

（単位：％） 
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計 5,867 12.5 28.0 40.3 18.0 1.1

【業種】

繊維工業 334 15.0 15.3 35.6 29.9 4.2

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 14.6 24.9 39.4 20.7 0.5

印刷・同関連業 369 10.8 23.8 42.3 22.5 0.5

化学工業 242 11.2 33.1 39.3 15.3 1.2

石油製品・石炭製品製造業 20 15.0 35.0 35.0 10.0 5.0

プラスチック製品製造業 496 10.5 29.4 42.1 17.1 0.8

ゴム製品製造業 98 16.3 26.5 35.7 20.4 1.0

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 11.8 23.5 41.2 23.5 -

窯業・土石製品製造業 268 9.7 23.1 40.3 25.7 1.1

鉄鋼業 219 11.0 31.5 41.6 14.6 1.4

非鉄金属製造業 173 15.0 36.4 33.5 13.3 1.7

金属製品製造業 547 14.1 26.1 41.5 17.2 1.1

はん用機械器具製造業 285 11.2 34.0 37.5 16.5 0.7

生産用機械器具製造業 583 15.3 30.0 36.9 17.0 0.9

業務用機械器具製造業 148 8.1 30.4 43.2 17.6 0.7

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 11.0 31.3 39.4 17.9 0.4

電気機械器具製造業 586 12.1 30.4 40.8 15.7 1.0

情報通信機械器具製造業 39 10.3 41.0 33.3 12.8 2.6

輸送用機械器具製造業 680 11.0 27.1 48.1 13.4 0.4

その他 301 16.3 26.9 34.9 19.9 2.0

無回答 3 33.3 - 66.7 - -

【従業員規模】

４９人以下 2,121 11.5 23.2 40.1 23.3 1.9

５０人～９９人 2,080 13.3 27.5 40.6 18.0 0.7

１００人～２９９人 1,311 11.6 33.1 41.9 12.7 0.7

３００人以上 354 17.8 41.8 33.6 5.9 0.8

無回答 1 - - 100.0 - -

 
 

５．人材育成・能力開発方針の社内での浸透度 

4.で回答結果を紹介した現在のものづくり人材の育成・能力開発方針を尋ねる設問で、「人
材育成・能力開発について特に方針を定めていない」以外を選択した企業には、方針が社内

でどれだけ浸透しているかについても尋ねた。結果をみると、「浸透している」が 4.3％、「あ
る程度浸透している」が 60.0％、「あまり浸透していない」が 30.8％、「浸透していない」が
1.8％で、「浸透している」または「ある程度浸透している」と回答した【浸透している企業】
が 6割超となっている（64.3％）（図表 3-2-8）。 
【浸透している企業】の割合を業種別にみると、「鉄鋼業」（76.6％）が最も高くなってお

り、次いで「化学工業」（74.8％）、「業務用機械器具製造業」（70.2％）などの順で高い。そ
れに対し、「あまり浸透していない」または「浸透していない」と回答した【浸透していない

企業】の割合は、「繊維工業」（39.5％）が最も高く、次いで「輸送用機械器具製造業」（38.4％）、
「プラスチック製品製造業」（36.6％）などの順で続く。 
規模別にみると、【浸透している企業】の割合は「300 人以上」（69.1％）が最も高くなっ

ており、【浸透していない】企業の割合は「49人以下」と「50人～99人」がそれぞれ 33.0％
で最も高くなっている。 

図表３－２－８  人材育成・能力開発方針の社内での浸透度 

           （単位：％） 
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浸
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い
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計 4,744 4.3 60.0 30.8 1.8 3.2 64.3 32.5

【業種】

繊維工業 220 7.3 50.5 37.3 2.3 2.7 57.7 39.5

パルプ・紙・紙加工品製造業 168 3.0 56.5 33.9 2.4 4.2 59.5 36.3

印刷・同関連業 284 3.9 63.7 26.8 2.8 2.8 67.6 29.6

化学工業 202 5.4 69.3 19.3 1.0 5.0 74.8 20.3

石油製品・石炭製品製造業 17 5.9 52.9 35.3 - 5.9 58.8 35.3

プラスチック製品製造業 407 3.2 56.3 34.9 1.7 3.9 59.5 36.6

ゴム製品製造業 77 2.6 64.9 29.9 - 2.6 67.5 29.9

なめし革・同製品・毛皮製造業 13 7.7 53.8 30.8 - 7.7 61.5 30.8

窯業・土石製品製造業 196 2.6 63.3 27.0 1.0 6.1 65.8 28.1

鉄鋼業 184 5.4 71.2 21.2 1.1 1.1 76.6 22.3

非鉄金属製造業 147 4.8 59.2 32.7 - 3.4 63.9 32.7

金属製品製造業 447 3.8 61.7 30.0 2.2 2.2 65.5 32.2

はん用機械器具製造業 236 3.8 64.0 29.7 0.8 1.7 67.8 30.5

生産用機械器具製造業 479 5.2 59.9 29.4 1.9 3.5 65.1 31.3

業務用機械器具製造業 121 3.3 66.9 24.0 1.7 4.1 70.2 25.6

電子部品・デバイス・電子回路製造業 201 4.0 58.2 30.8 2.0 5.0 62.2 32.8

電気機械器具製造業 488 4.9 58.0 32.6 2.3 2.3 62.9 34.8

情報通信機械器具製造業 33 9.1 54.5 33.3 3.0 - 63.6 36.4

輸送用機械器具製造業 586 3.6 54.8 36.3 2.0 3.2 58.4 38.4

その他 235 5.1 62.1 29.8 1.3 1.7 67.2 31.1

無回答 3 33.3 33.3 33.3 - - 66.7 33.3

【従業員規模】

４９人以下 1,586 4.7 59.0 30.6 2.4 3.3 63.7 33.0

５０人～９９人 1,692 3.7 59.8 31.1 2.0 3.5 63.5 33.0

１００人～２９９人 1,135 3.8 61.2 31.5 0.9 2.6 65.0 32.4

３００人以上 330 7.3 61.8 27.3 0.9 2.7 69.1 28.2

無回答 1 100.0 - - - - 100.0 -
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６．技能継承することが必要な知識やスキル、技能 

 技能継承することが必要な知識やスキル、技能として、あてはまるものを複数回答であげ

てもらった。 

結果をみると、「正確・精緻に作業できる技」が 68.6％、「トラブルや突発的なことが起
きた時に対応できる力」が 65.8％、「加工・作業方法を応用するなど創意工夫できる力」が
61.5％、「最適な加減に作業の内容や状況を調整できるカン・コツ」が 53.2％、「新しいこ
とを発想できる独創性」が 29.4％、「その他」が 1.1％で、「特にない」が 1.0％となってい
る（図表 3-2-9）。 
 これを規模別にみると、「トラブルや突発的なことが起きた時に対応できる力」と「新し

いことを発想できる独創性」をあげる企業の割合は、規模が大きくなるほど高くなってい

る。 
図表３－２－９ 技能継承することが必要な知識やスキル、技能（複数回答） 

規模別 

（単位：％） 
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そ
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無
回
答

計 5,867 68.6 53.2 61.5 65.8 29.4 1.1 1.0 2.9

４９人以下 2,121 66.0 55.5 61.2 61.5 28.0 1.2 1.6 3.2

５０人～９９人 2,080 70.7 51.9 61.8 65.7 29.2 1.2 0.8 2.8

１００人～２９９人 1,311 67.8 51.7 61.8 70.3 29.2 1.1 0.6 2.2

３００人以上 354 75.4 52.5 61.0 75.1 40.1 1.1 0.3 4.0

無回答 1 100.0 100.0 100.0 100.0 - - - -
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６．技能継承することが必要な知識やスキル、技能 

 技能継承することが必要な知識やスキル、技能として、あてはまるものを複数回答であげ

てもらった。 

結果をみると、「正確・精緻に作業できる技」が 68.6％、「トラブルや突発的なことが起
きた時に対応できる力」が 65.8％、「加工・作業方法を応用するなど創意工夫できる力」が
61.5％、「最適な加減に作業の内容や状況を調整できるカン・コツ」が 53.2％、「新しいこ
とを発想できる独創性」が 29.4％、「その他」が 1.1％で、「特にない」が 1.0％となってい
る（図表 3-2-9）。 
 これを規模別にみると、「トラブルや突発的なことが起きた時に対応できる力」と「新し

いことを発想できる独創性」をあげる企業の割合は、規模が大きくなるほど高くなってい

る。 
図表３－２－９ 技能継承することが必要な知識やスキル、技能（複数回答） 

規模別 

（単位：％） 
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無
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計 5,867 68.6 53.2 61.5 65.8 29.4 1.1 1.0 2.9

４９人以下 2,121 66.0 55.5 61.2 61.5 28.0 1.2 1.6 3.2

５０人～９９人 2,080 70.7 51.9 61.8 65.7 29.2 1.2 0.8 2.8

１００人～２９９人 1,311 67.8 51.7 61.8 70.3 29.2 1.1 0.6 2.2

３００人以上 354 75.4 52.5 61.0 75.1 40.1 1.1 0.3 4.0

無回答 1 100.0 100.0 100.0 100.0 - - - -

 
 

 技能継承することが必要な知識やスキル、技能について、「知識やスキル、技能」ごとに業

種別に回答割合をみてみた（図表 3-2-10、図表 3-2-10-①～図表 3-2-10-⑤）。 
 

図表３－２－１０ 技能継承することが必要な知識やスキル、技能（複数回答） 

業種別（全体表） 

（単位：％） 
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そ
の
他

特
に
な
い

無
回
答

計 5,867 68.6 53.2 61.5 65.8 29.4 1.1 1.0 2.9

繊維工業 334 65.3 59.3 51.8 54.8 26.0 0.3 1.5 4.8

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 66.7 51.2 54.5 74.6 21.1 - 0.9 2.3

印刷・同関連業 369 72.4 51.8 50.7 64.5 26.0 0.8 1.4 3.5

化学工業 242 71.1 51.2 42.1 78.9 24.8 1.7 1.7 2.1

石油製品・石炭製品製造業 20 55.0 60.0 45.0 75.0 20.0 - - 5.0

プラスチック製品製造業 496 59.7 52.0 60.9 74.2 28.6 0.8 0.8 2.4

ゴム製品製造業 98 69.4 57.1 63.3 65.3 31.6 1.0 2.0 2.0

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 47.1 64.7 58.8 41.2 5.9 - - -

窯業・土石製品製造業 268 61.6 60.1 50.0 63.1 22.0 0.4 2.2 3.0

鉄鋼業 219 74.4 58.0 63.5 69.9 19.2 1.4 0.5 4.1

非鉄金属製造業 173 67.6 56.1 66.5 65.9 30.1 0.6 1.2 4.0

金属製品製造業 547 70.2 54.5 69.8 60.3 26.3 1.3 0.5 2.9

はん用機械器具製造業 285 77.9 58.6 73.0 64.9 28.1 1.1 0.4 2.1

生産用機械器具製造業 583 75.0 57.1 73.9 63.1 40.3 1.2 0.3 2.9

業務用機械器具製造業 148 75.7 55.4 68.9 70.3 40.5 - - 1.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 70.3 45.9 57.3 65.9 30.5 3.3 - 2.0

電気機械器具製造業 586 67.4 44.4 60.1 60.4 31.6 1.5 0.9 3.2

情報通信機械器具製造業 39 61.5 41.0 56.4 56.4 35.9 2.6 - 5.1

輸送用機械器具製造業 680 68.1 52.9 67.1 70.6 30.0 1.0 0.6 1.9

その他 301 62.1 48.8 54.8 63.5 36.5 2.3 4.3 3.7

無回答 3 100.0 66.7 100.0 66.7 - - - -
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（正確・精緻に作業できる技） 

 まず、「正確・精緻に作業できる技」の回答割合からみていくと、「はん用機械器具製造業」

（77.9％）において最も割合が高くなっており、「業務用機械器具製造業」（75.7％）、「生産
用機械器具製造業」（75.0％）などにおいても比較的高い割合となっている。一方、「石油製
品・石炭製品製造業」（55.0％）や「プラスチック製品製造業」（59.7％）などで比較的割合
が低い。 
 

図表３－２－１０－① 技能継承することが必要な知識やスキル、技能（複数回答） 

＜正確・精緻に作業できる技＞ 業種別 

                            （単位：％） 

 
注）業種の無回答についてはグラフから割愛した。以降同様。 
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（正確・精緻に作業できる技） 

 まず、「正確・精緻に作業できる技」の回答割合からみていくと、「はん用機械器具製造業」

（77.9％）において最も割合が高くなっており、「業務用機械器具製造業」（75.7％）、「生産
用機械器具製造業」（75.0％）などにおいても比較的高い割合となっている。一方、「石油製
品・石炭製品製造業」（55.0％）や「プラスチック製品製造業」（59.7％）などで比較的割合
が低い。 
 

図表３－２－１０－① 技能継承することが必要な知識やスキル、技能（複数回答） 

＜正確・精緻に作業できる技＞ 業種別 

                            （単位：％） 

 
注）業種の無回答についてはグラフから割愛した。以降同様。 
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（最適な加減に作業の内容や状況を調整できるカン・コツ） 

 「最適な加減に作業の内容や状況を調整できるカン・コツ」の回答割合については、「なめ

し革・同製品・毛皮製造業」（64.7％）で最も高い割合となっており、次いで「窯業・土石製
品製造業」（60.1％）、「石油製品・石炭製品製造業」（60.0％）、「繊維工業」（59.3％）で高い。
一方、「情報通信機械器具製造業」（41.0％）、「電気機械器具製造業」（44.4％）、「電子部品・
デバイス・電子回路製造業」（45.9％）はそれぞれ 40％台で、比較的割合が低くなっている。 
 

図表３－２－１０－② 技能継承することが必要な知識やスキル、技能（複数回答） 

＜最適な加減に作業の内容や状況を調整できるカン・コツ＞ 業種別 

                         （単位：％） 
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（加工・作業方法を応用するなど創意工夫できる力） 

「加工・作業方法を応用するなど創意工夫できる力」の回答割合については、「生産用機械

器具製造業」（73.9％）において最も割合が高く、「はん用機械器具製造業」（73.0％）もほぼ
同じ割合となっている。このほか、「金属製品製造業」（69.8％）、「業務用機械器具製造業」
（68.9％）、「輸送用機械器具製造業」（67.1％）なども比較的高い割合となっている。一方、
「化学工業」（42.1％）、「石油製品・石炭製品製造業」（45.0％）などでは比較的割合が低い。 
 

図表３－２－１０－③ 技能継承することが必要な知識やスキル、技能（複数回答） 

＜加工・作業方法を応用するなど創意工夫できる力＞ 業種別 

                           （単位：％） 
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45.0 

60.9 

63.3 

58.8 

50.0 
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（加工・作業方法を応用するなど創意工夫できる力） 

「加工・作業方法を応用するなど創意工夫できる力」の回答割合については、「生産用機械

器具製造業」（73.9％）において最も割合が高く、「はん用機械器具製造業」（73.0％）もほぼ
同じ割合となっている。このほか、「金属製品製造業」（69.8％）、「業務用機械器具製造業」
（68.9％）、「輸送用機械器具製造業」（67.1％）なども比較的高い割合となっている。一方、
「化学工業」（42.1％）、「石油製品・石炭製品製造業」（45.0％）などでは比較的割合が低い。 
 

図表３－２－１０－③ 技能継承することが必要な知識やスキル、技能（複数回答） 

＜加工・作業方法を応用するなど創意工夫できる力＞ 業種別 

                           （単位：％） 
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（トラブルや突発的なことが起きた時に対応できる力） 

「トラブルや突発的なことが起きた時に対応できる力」の回答割合については、「化学工業」

（78.9％）、「石油製品・石炭製品製造業」（75.0％）、「パルプ・紙・紙加工品製造業」（74.6％）、
「プラスチック製品製造業」（74.2％）の順で割合が高い。一方、「繊維工業」（54.8％）や「情
報通信機械器具製造業」（56.4％）などでは比較的割合が低くなっている。 
 

図表３－２－１０－④ 技能継承することが必要な知識やスキル、技能（複数回答） 

＜トラブルや突発的なことが起きた時に対応できる力＞ 業種別 

                            （単位：％） 
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（新しいことを発想できる独創性） 

「新しいことを発想できる独創性」の回答割合については、「業務用機械器具製造業」

（40.5％）と「生産用機械器具製造業」（40.3％）が他業種と比べて割合が高い。一方、「鉄
鋼業」（19.2％）や「石油製品・石炭製品製造業」（20.0％）などでは割合の低さが目立つ。 

 

図表３－２－１０－⑤ 技能継承することが必要な知識やスキル、技能（複数回答） 

＜新しいことを発想できる独創性＞ 業種別 

                          （単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

29.4 

26.0 

21.1 

26.0 

24.8 

20.0 

28.6 

31.6 
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（新しいことを発想できる独創性） 

「新しいことを発想できる独創性」の回答割合については、「業務用機械器具製造業」

（40.5％）と「生産用機械器具製造業」（40.3％）が他業種と比べて割合が高い。一方、「鉄
鋼業」（19.2％）や「石油製品・石炭製品製造業」（20.0％）などでは割合の低さが目立つ。 

 

図表３－２－１０－⑤ 技能継承することが必要な知識やスキル、技能（複数回答） 

＜新しいことを発想できる独創性＞ 業種別 

                          （単位：％） 
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７．技能継承することの重要度 

 技能継承をどの程度、重要と考えるか尋ねたところ、「重要」が 66.4％、「やや重要」が
28.4％、「それほど重要でない」が 2.8％、「重要でない」が 0.5％で、「重要」または「やや
重要」と回答した企業が 9割以上におよんでいる（図表 3-2-11）。 
 

図表３－２－１１ 技能継承することの重要度 

（単位：％） 
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と
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重
要
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な
い
と

認
識
す
る
企
業

計 5,867 66.4 28.4 2.8 0.5 1.8 94.8 3.3

【業種】

繊維工業 334 64.7 27.2 3.0 1.5 3.6 91.9 4.5

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 60.6 30.0 7.5 0.5 1.4 90.6 8.0

印刷・同関連業 369 62.3 33.3 2.4 0.3 1.6 95.7 2.7

化学工業 242 66.5 26.0 5.4 - 2.1 92.6 5.4

石油製品・石炭製品製造業 20 65.0 30.0 - - 5.0 95.0 -

プラスチック製品製造業 496 62.9 33.1 2.4 0.4 1.2 96.0 2.8

ゴム製品製造業 98 65.3 28.6 4.1 1.0 1.0 93.9 5.1

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 47.1 47.1 - 5.9 - 94.1 5.9

窯業・土石製品製造業 268 56.0 35.8 5.2 0.7 2.2 91.8 6.0

鉄鋼業 219 75.3 22.4 1.4 - 0.9 97.7 1.4

非鉄金属製造業 173 74.6 21.4 1.2 0.6 2.3 96.0 1.7

金属製品製造業 547 64.4 30.2 1.8 0.7 2.9 94.5 2.6

はん用機械器具製造業 285 73.7 22.5 1.8 1.1 1.1 96.1 2.8

生産用機械器具製造業 583 75.6 21.3 1.5 0.2 1.4 96.9 1.7

業務用機械器具製造業 148 68.2 30.4 - 0.7 0.7 98.6 0.7

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 59.3 36.2 2.8 0.8 0.8 95.5 3.7

電気機械器具製造業 586 66.2 29.2 2.2 0.2 2.2 95.4 2.4

情報通信機械器具製造業 39 66.7 25.6 5.1 - 2.6 92.3 5.1

輸送用機械器具製造業 680 68.2 26.9 2.8 0.4 1.6 95.1 3.2

その他 301 63.5 28.2 6.0 0.3 2.0 91.7 6.3

無回答 3 66.7 33.3 - - - 100.0 -

【従業員規模】

４９人以下 2,121 64.2 29.2 3.6 0.6 2.5 93.4 4.2

５０人～９９人 2,080 66.9 28.5 2.8 0.3 1.5 95.3 3.2

１００人～２９９人 1,311 66.8 28.8 2.1 0.8 1.5 95.6 2.9

３００人以上 354 76.0 22.0 0.8 - 1.1 98.0 0.8

無回答 1 100.0 - - - - 100.0 -
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「それほど重要でない」または「重要でない」と回答した企業（n=196）には、重要でな
い理由を尋ねた（複数回答）。 
結果をみると、「業務において、継承させるような特別な知識やスキル・技能は必要ないか

ら」（67.9％）との回答が最も多かった（図表 3-2-12）。 

 

図表３－２－１２ 技能継承を重要視しない理由（複数回答） 

（単位：％） 
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「それほど重要でない」または「重要でない」と回答した企業（n=196）には、重要でな
い理由を尋ねた（複数回答）。 
結果をみると、「業務において、継承させるような特別な知識やスキル・技能は必要ないか

ら」（67.9％）との回答が最も多かった（図表 3-2-12）。 
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８．技能継承を進めるための取り組み 

技能継承を進めるため、どのような取り組みを行っているか複数回答で尋ねた。 
結果をみると、「再雇用や勤務延長などにより高年齢従業員に継続して勤務してもらう」が

69.4％で最も高い割合となっており、次いで「継承すべき技能の見える化（テキスト化・マ
ニュアル化・ＩＴ化）を図る」（49.9％）、「技能継承の対象となる者を選抜して訓練する」
（16.4％）、「技能を習得した者に対する顕彰・報奨を行う」（13.8％）、「技能継承の指導者に
対して『教える』ことに関する訓練を実施する」（13.0％）、「継承すべき高度な技能をもつ熟
練技能者に対して特別な資格や肩書きを与える」（10.6％）などの順で高い割合となっている
（図表 3-2-13）。 
 これを規模別にみると、「再雇用や勤務延長などにより高年齢従業員に継続して勤務して

もらう」、「継承すべき技能の見える化（テキスト化・マニュアル化・ＩＴ化）を図る」、「会

社内外を問わず熟練技能者を講師として勉強会を開催する」については、規模が大きくなる

ほど高い実施割合となっている。 
 

図表３－２－１３ 技能継承を進めるための取り組み（複数回答） 規模別 

（単位：％） 

 
 

 

 

 

n

再
雇
用
や
勤
務
延
長
な
ど
に
よ
り
高
年
齢
従
業

員
に
継
続
し
て
勤
務
し
て
も
ら
う

継
承
す
べ
き
技
能
の
見
え
る
化
（

テ
キ
ス
ト

化
・
マ
ニ
ュ

ア
ル
化
・
Ｉ
Ｔ
化
）

を
図
る

技
能
継
承
の
対
象
と
な
る
者
を
選
抜
し
て
訓
練

す
る

技
能
を
習
得
し
た
者
に
対
す
る
顕
彰
・
報
奨
を

行
う

技
能
継
承
の
指
導
者
に
対
し
て
「

教
え
る
」

こ

と
に
関
す
る
訓
練
を
実
施
す
る

継
承
す
べ
き
高
度
な
技
能
を
も
つ
熟
練
技
能
者

に
対
し
て
特
別
な
資
格
や
肩
書
き
を
与
え
る

会
社
内
外
を
問
わ
ず
熟
練
技
能
者
を
講
師
と
し

て
勉
強
会
を
開
催
す
る

技
能
継
承
専
任
の
指
導
者
を
選
抜
す
る

技
能
継
承
の
た
め
の
専
門
組
織
・
部
署
、

担
当

者
を
設
置
す
る

そ
の
他

特
に
取
組
は
行
っ

て
い
な
い

無
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答

計 5,867 69.4 49.9 16.4 13.8 13.0 10.6 9.8 8.0 3.7 1.3 6.6 1.3

４９人以下 2,121 65.1 40.1 16.5 13.1 13.7 11.2 7.7 8.1 3.3 1.6 8.9 1.7

５０人～９９人 2,080 70.4 48.7 16.6 12.9 12.0 9.6 10.0 6.9 3.3 1.4 6.3 1.2

１００人～２９９人 1,311 73.0 61.9 14.7 15.0 11.3 10.4 11.7 8.0 3.5 0.8 4.2 1.1

３００人以上 354 75.4 71.8 21.2 18.6 20.3 13.0 13.3 14.1 9.3 1.7 3.1 0.8

無回答 1 100.0 100.0 - - 100.0 - 100.0 100.0 - - - -
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 図表 3-2-14は、技能継承を進めるための取り組みについて、業種別にみたもの。以下、回

答割合が高かった上位 6 項目に絞って、業種別の回答割合を紹介する（図表 3-2-14-①～図

表 3-2-14-⑥）。 
 

図表３－２－１４ 技能継承を進めるための取り組み（複数回答） 業種別（全体表） 

（単位：％） 
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取
組
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っ
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無
回
答

計 5,867 49.9 69.4 13.0 8.0 9.8 16.4 10.6 13.8 3.7 1.3 6.6 1.3

繊維工業 334 33.8 72.2 13.5 8.7 7.5 15.0 7.8 8.1 4.8 2.1 8.7 3.9

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 52.6 66.7 16.4 6.1 8.5 16.9 9.9 6.6 5.2 0.5 9.4 0.9

印刷・同関連業 369 48.8 60.2 12.5 7.9 6.8 15.7 11.9 12.7 3.0 1.4 6.8 1.4

化学工業 242 71.1 69.0 11.2 7.4 6.6 9.1 9.1 10.7 3.3 2.1 6.6 1.7

石油製品・石炭製品製造業 20 55.0 75.0 10.0 - 10.0 15.0 5.0 - 5.0 - 5.0 5.0

プラスチック製品製造業 496 53.6 61.7 13.7 6.5 10.3 20.2 13.1 16.9 4.4 0.8 6.9 1.4

ゴム製品製造業 98 59.2 60.2 11.2 12.2 7.1 18.4 7.1 5.1 3.1 3.1 11.2 -

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 35.3 58.8 11.8 11.8 5.9 5.9 11.8 5.9 5.9 - 11.8 -

窯業・土石製品製造業 268 35.4 75.7 10.4 6.7 8.6 12.7 9.3 9.3 3.4 0.4 8.2 2.2

鉄鋼業 219 58.0 73.5 13.2 10.0 11.4 12.3 12.8 20.5 4.6 0.9 3.7 0.9

非鉄金属製造業 173 52.0 67.6 12.1 10.4 15.6 16.8 19.1 16.8 3.5 0.6 7.5 1.7

金属製品製造業 547 44.4 66.2 13.2 6.4 7.1 19.0 10.1 15.7 3.3 1.3 8.0 1.5

はん用機械器具製造業 285 43.2 74.7 8.4 12.6 15.1 17.9 10.5 19.6 2.8 3.2 5.6 0.7

生産用機械器具製造業 583 46.1 74.6 11.0 8.4 12.2 14.1 9.6 16.3 3.3 1.7 5.0 0.7

業務用機械器具製造業 148 52.0 73.0 10.1 6.8 7.4 14.9 8.8 8.1 4.1 0.7 6.8 0.7

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 64.2 59.8 15.4 6.9 7.7 13.0 10.6 10.2 2.8 - 7.3 0.4

電気機械器具製造業 586 57.3 72.0 12.8 8.2 10.6 16.6 8.9 13.0 2.6 1.4 3.9 1.2

情報通信機械器具製造業 39 48.7 74.4 5.1 2.6 7.7 15.4 10.3 17.9 - - 2.6 2.6

輸送用機械器具製造業 680 50.0 73.8 15.7 7.6 11.5 20.7 10.6 16.0 4.9 1.5 4.9 0.9

その他 301 43.9 68.1 16.3 9.3 9.0 16.6 12.3 13.3 5.0 1.3 10.3 1.3

無回答 3 66.7 100.0 33.3 33.3 33.3 33.3 - - - - - -
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 図表 3-2-14は、技能継承を進めるための取り組みについて、業種別にみたもの。以下、回

答割合が高かった上位 6 項目に絞って、業種別の回答割合を紹介する（図表 3-2-14-①～図

表 3-2-14-⑥）。 
 

図表３－２－１４ 技能継承を進めるための取り組み（複数回答） 業種別（全体表） 

（単位：％） 
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計 5,867 49.9 69.4 13.0 8.0 9.8 16.4 10.6 13.8 3.7 1.3 6.6 1.3

繊維工業 334 33.8 72.2 13.5 8.7 7.5 15.0 7.8 8.1 4.8 2.1 8.7 3.9

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 52.6 66.7 16.4 6.1 8.5 16.9 9.9 6.6 5.2 0.5 9.4 0.9

印刷・同関連業 369 48.8 60.2 12.5 7.9 6.8 15.7 11.9 12.7 3.0 1.4 6.8 1.4

化学工業 242 71.1 69.0 11.2 7.4 6.6 9.1 9.1 10.7 3.3 2.1 6.6 1.7

石油製品・石炭製品製造業 20 55.0 75.0 10.0 - 10.0 15.0 5.0 - 5.0 - 5.0 5.0

プラスチック製品製造業 496 53.6 61.7 13.7 6.5 10.3 20.2 13.1 16.9 4.4 0.8 6.9 1.4

ゴム製品製造業 98 59.2 60.2 11.2 12.2 7.1 18.4 7.1 5.1 3.1 3.1 11.2 -

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 35.3 58.8 11.8 11.8 5.9 5.9 11.8 5.9 5.9 - 11.8 -

窯業・土石製品製造業 268 35.4 75.7 10.4 6.7 8.6 12.7 9.3 9.3 3.4 0.4 8.2 2.2

鉄鋼業 219 58.0 73.5 13.2 10.0 11.4 12.3 12.8 20.5 4.6 0.9 3.7 0.9

非鉄金属製造業 173 52.0 67.6 12.1 10.4 15.6 16.8 19.1 16.8 3.5 0.6 7.5 1.7

金属製品製造業 547 44.4 66.2 13.2 6.4 7.1 19.0 10.1 15.7 3.3 1.3 8.0 1.5

はん用機械器具製造業 285 43.2 74.7 8.4 12.6 15.1 17.9 10.5 19.6 2.8 3.2 5.6 0.7

生産用機械器具製造業 583 46.1 74.6 11.0 8.4 12.2 14.1 9.6 16.3 3.3 1.7 5.0 0.7

業務用機械器具製造業 148 52.0 73.0 10.1 6.8 7.4 14.9 8.8 8.1 4.1 0.7 6.8 0.7

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 64.2 59.8 15.4 6.9 7.7 13.0 10.6 10.2 2.8 - 7.3 0.4

電気機械器具製造業 586 57.3 72.0 12.8 8.2 10.6 16.6 8.9 13.0 2.6 1.4 3.9 1.2

情報通信機械器具製造業 39 48.7 74.4 5.1 2.6 7.7 15.4 10.3 17.9 - - 2.6 2.6

輸送用機械器具製造業 680 50.0 73.8 15.7 7.6 11.5 20.7 10.6 16.0 4.9 1.5 4.9 0.9

その他 301 43.9 68.1 16.3 9.3 9.0 16.6 12.3 13.3 5.0 1.3 10.3 1.3

無回答 3 66.7 100.0 33.3 33.3 33.3 33.3 - - - - - -

 
 

（再雇用や勤務延長などにより高年齢従業員に継続して勤務してもらう） 

 「再雇用や勤務延長などにより高年齢従業員に継続して勤務してもらう」の実施割合から

みると、7割台の業種が多い一方、「電子部品・デバイス・電子回路製造業」（59.8％）などで
は 6割未満の業種もみられる。 
 

図表３－２－１４－① 技能継承を進めるための取り組み（複数回答） 

＜再雇用や勤務延長などにより高年齢従業員に継続して勤務してもらう＞ 業種別 

（単位：％） 

 
注）業種の無回答についてはグラフから割愛した。以降同様。 
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（継承すべき技能の見える化（テキスト化・マニュアル化・ＩＴ化）を図る） 

 「継承すべき技能の見える化（テキスト化・マニュアル化・ＩＴ化）を図る」の実施割合

については、「化学工業」（71.1％）で最も高い割合となっており、次いで「電子部品・デバ
イス・電子回路製造業」（64.2％）、「ゴム製品製造業」（59.2％）、「鉄鋼業」（58.0％）、「電気
機械器具製造業」（57.3％）の順で高くなっている。一方、「繊維工業」（33.8％）や「窯業・
土石製品製造業」（35.4％）などで割合が低いのが目立つ。 
 

図表３－２－１４－② 技能継承を進めるための取り組み（複数回答） 

＜継承すべき技能の見える化（テキスト化・マニュアル化・ＩＴ化）を図る＞ 業種別 

（単位：％） 
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48.7 

50.0 

43.9 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

計

繊維工業

パルプ・紙・紙加工品製造業

印刷・同関連業

化学工業

石油製品・石炭製品製造業

プラスチック製品製造業

ゴム製品製造業

なめし革・同製品・毛皮製造業

窯業・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製造業

金属製品製造業

はん用機械器具製造業

生産用機械器具製造業

業務用機械器具製造業

電子部品・デバイス・電子回路製造業

電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他

継承すべき技能の見える化（テキスト

化・マニュアル化・ＩＴ化）を図る
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（継承すべき技能の見える化（テキスト化・マニュアル化・ＩＴ化）を図る） 

 「継承すべき技能の見える化（テキスト化・マニュアル化・ＩＴ化）を図る」の実施割合

については、「化学工業」（71.1％）で最も高い割合となっており、次いで「電子部品・デバ
イス・電子回路製造業」（64.2％）、「ゴム製品製造業」（59.2％）、「鉄鋼業」（58.0％）、「電気
機械器具製造業」（57.3％）の順で高くなっている。一方、「繊維工業」（33.8％）や「窯業・
土石製品製造業」（35.4％）などで割合が低いのが目立つ。 
 

図表３－２－１４－② 技能継承を進めるための取り組み（複数回答） 

＜継承すべき技能の見える化（テキスト化・マニュアル化・ＩＴ化）を図る＞ 業種別 

（単位：％） 

 

 
 

49.9 

33.8 

52.6 

48.8 

71.1 

55.0 

53.6 

59.2 

35.3 

35.4 

58.0 

52.0 

44.4 

43.2 

46.1 

52.0 

64.2 

57.3 

48.7 

50.0 

43.9 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

計

繊維工業

パルプ・紙・紙加工品製造業

印刷・同関連業

化学工業

石油製品・石炭製品製造業

プラスチック製品製造業

ゴム製品製造業

なめし革・同製品・毛皮製造業

窯業・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製造業

金属製品製造業

はん用機械器具製造業

生産用機械器具製造業

業務用機械器具製造業

電子部品・デバイス・電子回路製造業

電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他

継承すべき技能の見える化（テキスト

化・マニュアル化・ＩＴ化）を図る

 
 

（技能継承の対象となる者を選抜して訓練する） 

 「技能継承の対象となる者を選抜して訓練する」の実施割合については、「輸送用機械器具

製造業」（20.7％）、「プラスチック製品製造業」（20.2％）の 2業種において 2割台となって
おり、これら以外の業種は 2割未満となっている。 
 

図表３－２－１４－③ 技能継承を進めるための取り組み（複数回答） 

＜技能継承の対象となる者を選抜して訓練する＞ 業種別 

（単位：％） 

 
 
 
 
 

16.4 

15.0 

16.9 

15.7 

9.1 

15.0 

20.2 

18.4 

5.9 

12.7 

12.3 

16.8 

19.0 

17.9 

14.1 

14.9 

13.0 

16.6 

15.4 

20.7 

16.6 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0

計

繊維工業

パルプ・紙・紙加工品製造業

印刷・同関連業

化学工業

石油製品・石炭製品製造業

プラスチック製品製造業

ゴム製品製造業

なめし革・同製品・毛皮製造業

窯業・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製造業

金属製品製造業

はん用機械器具製造業

生産用機械器具製造業

業務用機械器具製造業

電子部品・デバイス・電子回路製造業

電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他

技能継承の対象となる者を選抜して訓

練する
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（技能を習得した者に対する顕彰・報奨を行う） 

 「技能を習得した者に対する顕彰・報奨を行う」の実施割合では、「鉄鋼業」（20.5％）だ
けが 2割超となっており、これ以外の業種は 2割未満となっている。 
 

図表３－２－１４－④ 技能継承を進めるための取り組み（複数回答） 

＜技能を習得した者に対する顕彰・報奨を行う＞ 業種別 

（単位：％） 

 
 
 
 
 
 

13.8 

8.1 

6.6 

12.7 

10.7 

0.0 

16.9 

5.1 

5.9 

9.3 

20.5 

16.8 

15.7 

19.6 

16.3 

8.1 

10.2 

13.0 

17.9 

16.0 

13.3 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0

計

繊維工業

パルプ・紙・紙加工品製造業

印刷・同関連業

化学工業

石油製品・石炭製品製造業

プラスチック製品製造業

ゴム製品製造業

なめし革・同製品・毛皮製造業

窯業・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製造業

金属製品製造業

はん用機械器具製造業

生産用機械器具製造業

業務用機械器具製造業

電子部品・デバイス・電子回路製造業

電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他

技能を習得した者に対する顕彰・報奨

を行う
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（技能を習得した者に対する顕彰・報奨を行う） 

 「技能を習得した者に対する顕彰・報奨を行う」の実施割合では、「鉄鋼業」（20.5％）だ
けが 2割超となっており、これ以外の業種は 2割未満となっている。 
 

図表３－２－１４－④ 技能継承を進めるための取り組み（複数回答） 

＜技能を習得した者に対する顕彰・報奨を行う＞ 業種別 

（単位：％） 

 
 
 
 
 
 

13.8 

8.1 

6.6 

12.7 

10.7 

0.0 

16.9 

5.1 

5.9 

9.3 

20.5 

16.8 

15.7 

19.6 

16.3 

8.1 

10.2 

13.0 

17.9 

16.0 

13.3 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0

計

繊維工業

パルプ・紙・紙加工品製造業

印刷・同関連業

化学工業

石油製品・石炭製品製造業

プラスチック製品製造業

ゴム製品製造業

なめし革・同製品・毛皮製造業

窯業・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製造業

金属製品製造業

はん用機械器具製造業

生産用機械器具製造業

業務用機械器具製造業

電子部品・デバイス・電子回路製造業

電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他

技能を習得した者に対する顕彰・報奨

を行う

 
 

（技能継承の指導者に対して『教える』ことに関する訓練を実施する） 

 「技能継承の指導者に対して『教える』ことに関する訓練を実施する」の実施割合につい

ては、多くの業種で 1割台の回答割合となっている。そのなかでも最も回答割合が高いのは
「パルプ・紙・紙加工品製造業」（16.4％）となっている。 
 

図表３－２－１４－⑤ 技能継承を進めるための取り組み（複数回答） 

＜技能継承の指導者に対して『教える』ことに関する訓練を実施する＞ 業種別 

（単位：％） 

 
 
 
 
 

13.0 

13.5 

16.4 

12.5 

11.2 

10.0 

13.7 

11.2 

11.8 

10.4 

13.2 

12.1 

13.2 

8.4 

11.0 

10.1 

15.4 

12.8 

5.1 

15.7 

16.3 

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0 12.0 14.0 16.0 18.0

計

繊維工業

パルプ・紙・紙加工品製造業

印刷・同関連業

化学工業

石油製品・石炭製品製造業

プラスチック製品製造業

ゴム製品製造業

なめし革・同製品・毛皮製造業

窯業・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製造業

金属製品製造業

はん用機械器具製造業

生産用機械器具製造業

業務用機械器具製造業

電子部品・デバイス・電子回路製造業

電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他

技能継承の指導者に対して「教える」

ことに関する訓練を実施する
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（継承すべき高度な技能をもつ熟練技能者に対して特別な資格や肩書きを与える） 

 「継承すべき高度な技能をもつ熟練技能者に対して特別な資格や肩書きを与える」の実施

割合については、すべての業種で 2 割未満となっているなか、「非鉄金属製造業」（19.1％）
で最も回答割合が高くなっている。 
 

図表３－２－１４－⑥ 技能継承を進めるための取り組み（複数回答） 

＜継承すべき高度な技能をもつ熟練技能者に対して特別な資格や肩書きを与える＞ 業種別 

（単位：％） 

 

 
 
 
 

10.6 

7.8 

9.9 

11.9 

9.1 

5.0 

13.1 

7.1 

11.8 

9.3 

12.8 

19.1 

10.1 

10.5 

9.6 

8.8 

10.6 

8.9 

10.3 

10.6 

12.3 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0

計

繊維工業

パルプ・紙・紙加工品製造業

印刷・同関連業

化学工業

石油製品・石炭製品製造業

プラスチック製品製造業

ゴム製品製造業

なめし革・同製品・毛皮製造業

窯業・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製造業

金属製品製造業

はん用機械器具製造業

生産用機械器具製造業

業務用機械器具製造業

電子部品・デバイス・電子回路製造業

電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他

継承すべき高度な技能をもつ熟練技能者に対

して特別な資格や肩書きを与える

調査シリーズNo.194

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 103 －

 
 

（継承すべき高度な技能をもつ熟練技能者に対して特別な資格や肩書きを与える） 

 「継承すべき高度な技能をもつ熟練技能者に対して特別な資格や肩書きを与える」の実施

割合については、すべての業種で 2 割未満となっているなか、「非鉄金属製造業」（19.1％）
で最も回答割合が高くなっている。 
 

図表３－２－１４－⑥ 技能継承を進めるための取り組み（複数回答） 

＜継承すべき高度な技能をもつ熟練技能者に対して特別な資格や肩書きを与える＞ 業種別 

（単位：％） 

 

 
 
 
 

10.6 

7.8 

9.9 

11.9 

9.1 

5.0 

13.1 

7.1 

11.8 

9.3 

12.8 

19.1 

10.1 

10.5 

9.6 

8.8 

10.6 

8.9 

10.3 

10.6 

12.3 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0

計

繊維工業

パルプ・紙・紙加工品製造業

印刷・同関連業

化学工業

石油製品・石炭製品製造業

プラスチック製品製造業

ゴム製品製造業

なめし革・同製品・毛皮製造業

窯業・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製造業

金属製品製造業

はん用機械器具製造業

生産用機械器具製造業

業務用機械器具製造業

電子部品・デバイス・電子回路製造業

電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他

継承すべき高度な技能をもつ熟練技能者に対

して特別な資格や肩書きを与える

 
 

９．技能継承に対する評価 

技能継承が会社としてうまくいっていると考えているかどうか尋ねたところ、「うまくい

っている」が 5.2％、「ややうまくいっている」が 39.8％、「あまりうまくいっていない」が
47.1％で、「うまくいっていない」が 6.7％となっている（図表 3-2-15）。 
これを業種別にみると、うまくいっていると認識している企業（「うまくいっている」、ま

たは「ややうまくいっている」と回答した企業）の割合が比較的高いのは、回答数が少なか

った「なめし革・同製品・毛皮製造業」（n=17）と「石油製品・石炭製品製造業」（n=20）を
除けば、「化学工業」や「鉄鋼業」、「窯業・土石製品製造業」（それぞれ 55.4％、54.8％、53.0％）
などとなっている。 
一方、うまくいっていないと認識している企業（「あまりうまくいっていない」または「う

まくいっていない」と回答した企業）の割合が比較的高いのは、「繊維工業」や「ゴム製品製

造業」、「輸送用機械器具製造業」（それぞれ 60.2％、59.2％、57.8％）などとなっている。 
規模別にみると、うまくいっていると認識している企業（「うまくいっている」または「や

やうまくいっている」と回答した企業）の割合が最も高いのは「300人以上」で、半数（53.1％）
を占めている（「うまくいっている」が 4.8％、「ややうまくいっている」が 48.3％）。 
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図表３－２－１５ 技能継承に対する評価 

（単位：％） 

 

5.2 

3.3 

6.1 

6.5 

5.4 

15.0 

4.0 

4.1 

17.6 

9.0 

5.5 

2.9 

4.2 

4.6 

6.3 

5.4 

6.1 

4.9 

10.3 

2.9 

8.6 

33.3 

6.6 

4.6 

4.2 

4.8 

100.0 

39.8 

34.1 

43.7 

43.9 

50.0 

30.0 

38.9 

35.7 

41.2 

44.0 

49.3 

42.2 

39.3 

41.4 

36.5 

39.2 

38.6 

37.5 

30.8 

37.9 

38.2 

33.3 

39.3 

38.1 

41.0 

48.3 

47.1 

50.6 

42.7 

41.2 

38.4 

50.0 

49.0 

50.0 

41.2 

41.0 

41.6 

48.0 

47.9 

47.0 

48.5 

50.7 

48.8 

49.7 

48.7 

51.2 

43.5 

33.3 

44.1 

49.6 

48.9 

43.2 

6.7 

9.6 

7.0 

7.6 

4.1 

7.1 

9.2 

5.2 

3.2 

6.4 

7.1 

7.0 

7.5 

3.4 

6.1 

6.5 

7.7 

6.6 

8.0 

8.4 

6.8 

5.0 

2.5 

1.2 

2.4 

0.5 

0.8 

2.1 

5.0 

1.0 

1.0 

0.7 

0.5 

0.6 

1.5 

1.0 

1.4 

0.4 

1.4 

2.6 

1.3 

1.7 

1.6 

0.9 

0.9 

1.1 

計（N = 5 , 8 6 7）

【業種】

繊維工業（N= 3 3 4）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N = 2 1 3）

印刷・同関連業（N = 3 6 9）

化学工業（N= 2 4 2）

石油製品・石炭製品製造業（N= 2 0）

プラスチック製品製造業（N= 4 9 6）

ゴム製品製造業（N = 9 8）

なめし革・同製品・毛皮製造業（N = 1 7）

窯業・土石製品製造業（N = 2 6 8）

鉄鋼業（N = 2 1 9）

非鉄金属製造業（N= 1 7 3）

金属製品製造業（N= 5 4 7）

はん用機械器具製造業（N = 2 8 5）

生産用機械器具製造業（N= 5 8 3）

業務用機械器具製造業（N= 1 4 8）

電子部品・デバイス・電子回路製造業（N = 2 4 6）

電気機械器具製造業（N = 5 8 6）

情報通信機械器具製造業（N= 3 9）

輸送用機械器具製造業（N= 6 8 0）

その他（N = 3 0 1）

無回答（N = 3）

【従業員規模】

４９人以下（N = 2 ,1 2 1）

５０人～９９人（N = 2 ,0 8 0）

１００人～２９９人（N = 1 , 3 1 1）

３００人以上（N = 3 5 4）

無回答（N = 1）

うまくいっている ややうまくいっている あまりうまくいっていない うまくいっていない 無回答
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図表３－２－１５ 技能継承に対する評価 

（単位：％） 
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計（N = 5 , 8 6 7）

【業種】

繊維工業（N= 3 3 4）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N = 2 1 3）

印刷・同関連業（N = 3 6 9）

化学工業（N= 2 4 2）

石油製品・石炭製品製造業（N= 2 0）

プラスチック製品製造業（N= 4 9 6）

ゴム製品製造業（N = 9 8）

なめし革・同製品・毛皮製造業（N = 1 7）

窯業・土石製品製造業（N = 2 6 8）

鉄鋼業（N = 2 1 9）

非鉄金属製造業（N= 1 7 3）

金属製品製造業（N= 5 4 7）

はん用機械器具製造業（N = 2 8 5）

生産用機械器具製造業（N= 5 8 3）

業務用機械器具製造業（N= 1 4 8）

電子部品・デバイス・電子回路製造業（N = 2 4 6）

電気機械器具製造業（N = 5 8 6）

情報通信機械器具製造業（N= 3 9）

輸送用機械器具製造業（N= 6 8 0）

その他（N = 3 0 1）

無回答（N = 3）

【従業員規模】

４９人以下（N = 2 ,1 2 1）

５０人～９９人（N = 2 ,0 8 0）

１００人～２９９人（N = 1 , 3 1 1）

３００人以上（N = 3 5 4）

無回答（N = 1）

うまくいっている ややうまくいっている あまりうまくいっていない うまくいっていない 無回答

 
 

１０．技能継承がうまくいっている理由 

 技能継承が「うまくいっている」または「ややうまくいっている」と回答した企業（n=2,643）
には、うまくいっている理由を尋ねた（複数回答）。 
結果をみると、「計画的にＯＪＴを実施しているから」が 59.5％で最も回答割合が高く、

次いで「指導者と指導を受ける側とのコミュニケーションがよく図られているから」（39.0％）、
「技能継承を受ける側の社員の新しい技能や知識を身につけようとする意欲が高いから」

（35.1％）、「継承すべき技能を見極められているから」（22.1％）、「ＯＦＦーＪＴ（会社の指
示による職場を離れた教育訓練）、自己啓発支援を十分に実施しているから」（17.3％）、「指
導者を確保できているから」（16.8％）、「若年ものづくり人材を十分に確保できているから」
（11.7％）、「育成に十分な予算をかけているから」（8.4％）などの順で高い割合となってい
る（図表 3-2-16）。 

 これを規模別にみると、「計画的にＯＪＴを実施しているから」や「ＯＦＦーＪＴ（会社の

指示による職場を離れた教育訓練）、自己啓発支援を十分に実施しているから」の回答割合は、

規模が大きくなるほど高まる傾向がみられる。 
「指導者と指導を受ける側とのコミュニケーションがよく図られているから」の回答割合

では、規模間での差はそれほど大きくない（34.6％～45.7％）。 
「技能継承を受ける側の社員の新しい技能や知識を身につけようとする意欲が高いから」

の回答割合では、規模が小さくなるほど高まる傾向がみられる。 
 

図表３－２－１６ 技能継承がうまくいっている理由（複数回答） 

（単位：％） 
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の
他

わ
か
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な
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無
回
答

計 2,643 59.5 39.0 35.1 22.1 17.3 16.8 11.7 8.4 1.3 2.1 0.2

４９人以下 972 47.9 41.8 38.1 22.5 11.2 19.8 11.5 6.3 0.8 2.8 0.4

５０人～９９人 889 59.1 37.3 34.9 22.8 17.8 17.8 10.9 9.8 1.8 2.4 0.2

１００人～２９９人 593 72.2 34.6 31.7 20.1 21.4 11.6 13.0 8.6 1.2 0.8 -

３００人以上 188 81.4 45.7 32.4 22.9 33.0 13.8 11.7 12.2 2.1 1.6 -

無回答 1 100.0 100.0 - - 100.0 - 100.0 - - - -

調査シリーズNo.194

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 106 －

 
 

 図表 3-2-17は、技能継承がうまくいっている理由について、業種別にみたもの。以下、回

答割合が高かった上位の項目を取り上げ、業種別に回答割合を紹介する（図表 3-2-17-①～

図表 3-2-17-⑥）。 

 

図表３－２－１７ 技能継承がうまくいっている理由（複数回答） 

業種別（全体表） 

（単位：％） 
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無
回
答

計 2,643 59.5 17.3 8.4 11.7 35.1 16.8 39.0 22.1 1.3 2.1 0.2

繊維工業 125 43.2 10.4 6.4 10.4 41.6 22.4 48.0 16.0 - 4.0 0.8

パルプ・紙・紙加工品製造業 106 62.3 6.6 7.5 16.0 40.6 14.2 49.1 17.9 1.9 - -

印刷・同関連業 186 57.5 11.8 2.7 8.6 34.9 18.8 41.9 21.5 1.1 2.7 0.5

化学工業 134 76.1 20.9 5.2 7.5 26.9 13.4 36.6 17.2 1.5 0.7 -

石油製品・石炭製品製造業 9 66.7 11.1 - 22.2 11.1 - 22.2 22.2 - - -

プラスチック製品製造業 213 58.7 16.0 5.6 12.7 32.9 16.9 37.1 21.1 2.3 1.9 0.5

ゴム製品製造業 39 71.8 5.1 2.6 7.7 33.3 15.4 48.7 20.5 - 2.6 -

なめし革・同製品・毛皮製造業 10 20.0 - - 10.0 30.0 10.0 40.0 60.0 - - -

窯業・土石製品製造業 142 49.3 15.5 9.2 8.5 36.6 14.1 37.3 23.2 - 4.9 0.7

鉄鋼業 120 65.0 20.0 14.2 17.5 34.2 15.0 38.3 24.2 - 5.0 -

非鉄金属製造業 78 65.4 12.8 10.3 10.3 34.6 25.6 37.2 30.8 - - -

金属製品製造業 238 58.0 16.4 8.8 11.8 33.6 15.1 39.1 19.3 0.4 1.3 -

はん用機械器具製造業 131 54.2 20.6 9.9 9.2 39.7 16.8 40.5 26.0 0.8 3.1 -

生産用機械器具製造業 250 58.0 22.4 14.0 16.4 41.6 16.8 40.0 22.0 2.8 2.0 -

業務用機械器具製造業 66 63.6 16.7 7.6 7.6 36.4 22.7 47.0 27.3 1.5 3.0 -

電子部品・デバイス・電子回路製造業 110 67.3 16.4 3.6 9.1 31.8 14.5 34.5 19.1 0.9 1.8 -

電気機械器具製造業 249 66.7 20.5 10.8 8.4 31.7 16.1 32.1 23.7 1.6 1.2 0.8

情報通信機械器具製造業 16 62.5 25.0 12.5 12.5 50.0 18.8 37.5 12.5 - - -

輸送用機械器具製造業 278 59.7 21.6 7.9 16.5 32.0 18.0 34.9 23.0 2.2 2.9 -

その他 141 49.6 19.1 9.9 9.2 39.0 17.0 42.6 24.8 2.1 - -

無回答 2 100.0 50.0 - 50.0 - - 50.0 50.0 - - -
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 図表 3-2-17は、技能継承がうまくいっている理由について、業種別にみたもの。以下、回

答割合が高かった上位の項目を取り上げ、業種別に回答割合を紹介する（図表 3-2-17-①～

図表 3-2-17-⑥）。 

 

図表３－２－１７ 技能継承がうまくいっている理由（複数回答） 

業種別（全体表） 

（単位：％） 
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無
回
答

計 2,643 59.5 17.3 8.4 11.7 35.1 16.8 39.0 22.1 1.3 2.1 0.2

繊維工業 125 43.2 10.4 6.4 10.4 41.6 22.4 48.0 16.0 - 4.0 0.8

パルプ・紙・紙加工品製造業 106 62.3 6.6 7.5 16.0 40.6 14.2 49.1 17.9 1.9 - -

印刷・同関連業 186 57.5 11.8 2.7 8.6 34.9 18.8 41.9 21.5 1.1 2.7 0.5

化学工業 134 76.1 20.9 5.2 7.5 26.9 13.4 36.6 17.2 1.5 0.7 -

石油製品・石炭製品製造業 9 66.7 11.1 - 22.2 11.1 - 22.2 22.2 - - -

プラスチック製品製造業 213 58.7 16.0 5.6 12.7 32.9 16.9 37.1 21.1 2.3 1.9 0.5

ゴム製品製造業 39 71.8 5.1 2.6 7.7 33.3 15.4 48.7 20.5 - 2.6 -

なめし革・同製品・毛皮製造業 10 20.0 - - 10.0 30.0 10.0 40.0 60.0 - - -

窯業・土石製品製造業 142 49.3 15.5 9.2 8.5 36.6 14.1 37.3 23.2 - 4.9 0.7

鉄鋼業 120 65.0 20.0 14.2 17.5 34.2 15.0 38.3 24.2 - 5.0 -

非鉄金属製造業 78 65.4 12.8 10.3 10.3 34.6 25.6 37.2 30.8 - - -

金属製品製造業 238 58.0 16.4 8.8 11.8 33.6 15.1 39.1 19.3 0.4 1.3 -

はん用機械器具製造業 131 54.2 20.6 9.9 9.2 39.7 16.8 40.5 26.0 0.8 3.1 -

生産用機械器具製造業 250 58.0 22.4 14.0 16.4 41.6 16.8 40.0 22.0 2.8 2.0 -

業務用機械器具製造業 66 63.6 16.7 7.6 7.6 36.4 22.7 47.0 27.3 1.5 3.0 -

電子部品・デバイス・電子回路製造業 110 67.3 16.4 3.6 9.1 31.8 14.5 34.5 19.1 0.9 1.8 -

電気機械器具製造業 249 66.7 20.5 10.8 8.4 31.7 16.1 32.1 23.7 1.6 1.2 0.8

情報通信機械器具製造業 16 62.5 25.0 12.5 12.5 50.0 18.8 37.5 12.5 - - -

輸送用機械器具製造業 278 59.7 21.6 7.9 16.5 32.0 18.0 34.9 23.0 2.2 2.9 -

その他 141 49.6 19.1 9.9 9.2 39.0 17.0 42.6 24.8 2.1 - -

無回答 2 100.0 50.0 - 50.0 - - 50.0 50.0 - - -

 
 

（計画的にＯＪＴを実施しているから） 

まず、「計画的にＯＪＴを実施しているから」の回答割合からみていくと、「化学工業」に

おいて最も割合が高くなっており（76.1％）、次いで「ゴム製品製造業」（71.8％）、「電子部
品・デバイス・電子回路製造業」（67.3％）、「電気機械器具製造業」および「石油製品・石炭
製品製造業」（66.7％）などの順で高くなっている。一方、「繊維工業」（43.2％）、「窯業・土
石製品製造業」（49.3％）などでは回答割合は 4割台以下にとどまっている。 
 

図表３－２－１７－① 技能継承がうまくいっている理由（複数回答） 

＜計画的にＯＪＴを実施しているから＞ 業種別 

（単位：％） 

 
注）業種の無回答についてはグラフから割愛した。以降同様。 
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計

繊維工業

パルプ・紙・紙加工品製造業

印刷・同関連業

化学工業

石油製品・石炭製品製造業

プラスチック製品製造業

ゴム製品製造業

なめし革・同製品・毛皮製造業

窯業・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製造業

金属製品製造業

はん用機械器具製造業

生産用機械器具製造業

業務用機械器具製造業

電子部品・デバイス・電子回路製造業

電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他

計画的にＯＪＴを実施しているから
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（指導者と指導を受ける側とのコミュニケーションがよく図られているから） 

「指導者と指導を受ける側とのコミュニケーションがよく図られているから」の回答割合

については、「パルプ・紙・紙加工品製造業」（49.1％）、「ゴム製品製造業」（48.7％）、「繊維
工業」（48.0％）、「業務用機械器具製造業」（47.0％）が他業種よりも回答割合が高くなって
いる。一方、「石油製品・石炭製品製造業」（22.2％）、「電気機械器具製造業」（32.1％）、「電
子部品・デバイス・電子回路製造業」（34.5％）、「輸送用機械器具製造業」（34.9％）などで
比較的回答割合が低い。 
 

図表３－２－１７－② 技能継承がうまくいっている理由（複数回答） 

＜指導者と指導を受ける側とのコミュニケーションがよく図られているから＞ 業種別 

（単位：％） 
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窯業・土石製品製造業
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業務用機械器具製造業
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電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他

指導者と指導を受ける側とのコミュニケーションが

よく図られているから
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（指導者と指導を受ける側とのコミュニケーションがよく図られているから） 

「指導者と指導を受ける側とのコミュニケーションがよく図られているから」の回答割合

については、「パルプ・紙・紙加工品製造業」（49.1％）、「ゴム製品製造業」（48.7％）、「繊維
工業」（48.0％）、「業務用機械器具製造業」（47.0％）が他業種よりも回答割合が高くなって
いる。一方、「石油製品・石炭製品製造業」（22.2％）、「電気機械器具製造業」（32.1％）、「電
子部品・デバイス・電子回路製造業」（34.5％）、「輸送用機械器具製造業」（34.9％）などで
比較的回答割合が低い。 
 

図表３－２－１７－② 技能継承がうまくいっている理由（複数回答） 

＜指導者と指導を受ける側とのコミュニケーションがよく図られているから＞ 業種別 

（単位：％） 

 
 
 
 

39.0 

48.0 

49.1 

41.9 

36.6 

22.2 

37.1 

48.7 

40.0 

37.3 

38.3 

37.2 

39.1 

40.5 

40.0 

47.0 

34.5 

32.1 

37.5 

34.9 

42.6 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

計

繊維工業

パルプ・紙・紙加工品製造業

印刷・同関連業

化学工業

石油製品・石炭製品製造業

プラスチック製品製造業

ゴム製品製造業

なめし革・同製品・毛皮製造業

窯業・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製造業

金属製品製造業

はん用機械器具製造業

生産用機械器具製造業

業務用機械器具製造業

電子部品・デバイス・電子回路製造業

電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他

指導者と指導を受ける側とのコミュニケーションが

よく図られているから

 
 

（技能継承を受ける側の社員の新しい技能や知識を身につけようとする意欲が高いから） 

「技能継承を受ける側の社員の新しい技能や知識を身につけようとする意欲が高いから」

の回答割合については、「情報通信機械器具製造業」（50.0％）で最も高く、唯一、回答が 5
割台となっている。このほかでは「繊維工業」と「生産用機械器具製造業」（ともに 41.6％）、
「パルプ・紙・紙加工品製造業」（40.6％）が 40％台の回答割合となっている。 
 

図表３－２－１７－③ 技能継承がうまくいっている理由（複数回答） 

＜技能継承を受ける側の社員の新しい技能や知識を身につけようとする意欲が高いから＞ 業種別 

（単位：％） 

 
 
 
 
 

35.1 

41.6 

40.6 

34.9 

26.9 

11.1 

32.9 

33.3 

30.0 

36.6 

34.2 

34.6 

33.6 

39.7 

41.6 

36.4 

31.8 

31.7 

50.0 

32.0 

39.0 

0.0 20.0 40.0 60.0

計

繊維工業

パルプ・紙・紙加工品製造業

印刷・同関連業

化学工業

石油製品・石炭製品製造業

プラスチック製品製造業

ゴム製品製造業

なめし革・同製品・毛皮製造業

窯業・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製造業

金属製品製造業

はん用機械器具製造業

生産用機械器具製造業

業務用機械器具製造業

電子部品・デバイス・電子回路製造業

電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他

技能継承を受ける側の社員の新しい技能や知識を身

につけようとする意欲が高いから

調査シリーズNo.194

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 110 －

 
 

（継承すべき技能を見極められているから） 

「継承すべき技能を見極められているから」の回答割合については、「なめし革・同製品・

毛皮製造業」で 60.0％と最も高くなっており（ただし、回答企業数が 17 と少ない点に留意
が必要）、それ以外では「非鉄金属製造業」（30.8％）を除くすべての業種で 2割台以下とな
っている。 
 

図表３－２－１７－④ 技能継承がうまくいっている理由（複数回答） 

＜継承すべき技能を見極められているから＞ 業種別 

（単位：％） 

 

 
 
 

22.1 

16.0 

17.9 

21.5 

17.2 

22.2 

21.1 

20.5 

60.0 

23.2 

24.2 

30.8 

19.3 

26.0 

22.0 

27.3 

19.1 

23.7 

12.5 

23.0 

24.8 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

計

繊維工業

パルプ・紙・紙加工品製造業

印刷・同関連業

化学工業

石油製品・石炭製品製造業

プラスチック製品製造業

ゴム製品製造業

なめし革・同製品・毛皮製造業

窯業・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製造業

金属製品製造業

はん用機械器具製造業

生産用機械器具製造業

業務用機械器具製造業

電子部品・デバイス・電子回路製造業

電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他

継承すべき技能を見極められているから
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（継承すべき技能を見極められているから） 

「継承すべき技能を見極められているから」の回答割合については、「なめし革・同製品・

毛皮製造業」で 60.0％と最も高くなっており（ただし、回答企業数が 17 と少ない点に留意
が必要）、それ以外では「非鉄金属製造業」（30.8％）を除くすべての業種で 2割台以下とな
っている。 
 

図表３－２－１７－④ 技能継承がうまくいっている理由（複数回答） 

＜継承すべき技能を見極められているから＞ 業種別 

（単位：％） 

 

 
 
 

22.1 

16.0 

17.9 

21.5 

17.2 

22.2 

21.1 

20.5 

60.0 

23.2 

24.2 

30.8 

19.3 

26.0 

22.0 

27.3 

19.1 

23.7 

12.5 

23.0 

24.8 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

計

繊維工業

パルプ・紙・紙加工品製造業

印刷・同関連業

化学工業

石油製品・石炭製品製造業

プラスチック製品製造業

ゴム製品製造業

なめし革・同製品・毛皮製造業

窯業・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製造業

金属製品製造業

はん用機械器具製造業

生産用機械器具製造業

業務用機械器具製造業

電子部品・デバイス・電子回路製造業

電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他

継承すべき技能を見極められているから

 
 

（ＯＦＦ－ＪＴ（会社の指示による職場を離れた教育訓練）、自己啓発支援を十分に実施して

いるから） 

「ＯＦＦ－ＪＴ（会社の指示による職場を離れた教育訓練）、自己啓発支援を十分に実施し

ているから」の回答割合については、「情報通信機械器具製造業」（25.0％）において最も高
い割合となっており、次いで「生産用機械器具製造業」（22.4％）、「輸送用機械器具製造業」
（21.6％）、「化学工業」（20.9％）などの順で高くなっている。「パルプ・紙・紙加工品製造
業」（6.6％）、「ゴム製品製造業」（5.1％）などでは回答割合が低くなっている。 

 
図表３－２－１７－⑤ 技能継承がうまくいっている理由（複数回答） 

＜ＯＦＦ－ＪＴ（会社の指示による職場を離れた教育訓練）、自己啓発支援を十分に実施しているから＞ 

業種別 

（単位：％） 

 
 
 
 

17.3 

10.4 

6.6 

11.8 

20.9 

11.1 

16.0 

5.1 

0.0 

15.5 

20.0 

12.8 

16.4 

20.6 

22.4 

16.7 

16.4 

20.5 

25.0 

21.6 

19.1 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0

計

繊維工業

パルプ・紙・紙加工品製造業

印刷・同関連業

化学工業

石油製品・石炭製品製造業

プラスチック製品製造業

ゴム製品製造業

なめし革・同製品・毛皮製造業

窯業・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製造業

金属製品製造業

はん用機械器具製造業

生産用機械器具製造業

業務用機械器具製造業

電子部品・デバイス・電子回路製造業

電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他

ＯＦＦ―ＪＴ（会社の指示による職場を離れた教育訓練）、自己啓発支援を十分に
実施しているから
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（指導者を確保できているから） 

「指導者を確保できているから」の回答割合については、「非鉄金属製造業」（25.6％）、「業
務用機械器具製造業」（22.7％）、「繊維工業」（22.4％）などで比較的回答割合が高くなって
いる。ただし、すべての業種で 2割台以下の回答割合となっている。 

 

図表３－２－１７－⑥ 技能継承がうまくいっている理由（複数回答） 

＜指導者を確保できているから＞ 業種別 

（単位：％） 

 

 

 

 

 

 

16.8 

22.4 

14.2 

18.8 

13.4 

0.0 

16.9 

15.4 

10.0 

14.1 

15.0 

25.6 

15.1 

16.8 

16.8 

22.7 

14.5 

16.1 

18.8 

18.0 

17.0 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0

計

繊維工業

パルプ・紙・紙加工品製造業

印刷・同関連業

化学工業

石油製品・石炭製品製造業

プラスチック製品製造業

ゴム製品製造業

なめし革・同製品・毛皮製造業

窯業・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製造業

金属製品製造業

はん用機械器具製造業

生産用機械器具製造業

業務用機械器具製造業

電子部品・デバイス・電子回路製造業

電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他

指導者を確保できているから
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（指導者を確保できているから） 

「指導者を確保できているから」の回答割合については、「非鉄金属製造業」（25.6％）、「業
務用機械器具製造業」（22.7％）、「繊維工業」（22.4％）などで比較的回答割合が高くなって
いる。ただし、すべての業種で 2割台以下の回答割合となっている。 

 

図表３－２－１７－⑥ 技能継承がうまくいっている理由（複数回答） 

＜指導者を確保できているから＞ 業種別 

（単位：％） 

 

 

 

 

 

 

16.8 

22.4 

14.2 

18.8 

13.4 

0.0 

16.9 

15.4 

10.0 

14.1 

15.0 

25.6 

15.1 

16.8 

16.8 

22.7 

14.5 

16.1 

18.8 

18.0 

17.0 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0

計

繊維工業

パルプ・紙・紙加工品製造業

印刷・同関連業

化学工業

石油製品・石炭製品製造業

プラスチック製品製造業

ゴム製品製造業

なめし革・同製品・毛皮製造業

窯業・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製造業

金属製品製造業

はん用機械器具製造業

生産用機械器具製造業

業務用機械器具製造業

電子部品・デバイス・電子回路製造業

電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他

指導者を確保できているから

 
 

１１．技能継承がうまくいっていない理由 

技能継承が「あまりうまくいっていない」または「うまくいっていない」と回答した企業

（n=3,156）には、うまくいっていない理由をあげてもらった（複数回答）。 
結果をみると、「若年ものづくり人材を十分に確保できていないから」（56.2％）が最も回

答割合が高く、次いで「ＯＪＴが計画的に実施できていないから」（39.4％）、「指導者と指導
を受ける側とのコミュニケーションが不足しているから」（37.3％）、「技能継承を受ける側の
社員に新しい技能や知識を身につけようとする意欲が低いから」（36.9％）、「指導者を確保で
きていないから」（27.0％）、「ＯＦＦ―ＪＴ（会社の指示による職場を離れた教育訓練）、自
己啓発支援が十分に実施できていないから」（13.9％）などの順となっている（図表 3-2-18）。 
これを規模別にみると、いずれの規模も「若年ものづくり人材を十分に確保できていない

から」の回答割合が 5割台に達している。「ＯＪＴが計画的に実施できていないから」の回答
割合をみると、規模が大きくなるほど割合が高くなっている一方、「技能継承を受ける側の社

員に新しい技能や知識を身につけようとする意欲が低いから」については、規模が小さい企

業ほど回答割合が高い。 

 

図表３－２－１８ 技能継承がうまくいっていない理由（複数回答） 

（単位：％） 
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そ
の
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無
回
答

計 3,156 56.2 39.4 37.3 36.9 27.0 13.9 11.2 9.4 5.1 0.8 0.4

４９人以下 1,115 57.1 35.2 35.5 38.7 26.6 12.7 10.1 11.4 5.3 1.4 0.4

５０人～９９人 1,173 57.1 39.6 38.7 38.6 26.5 13.2 10.2 7.6 5.0 0.5 0.5

１００人～２９９人 706 54.5 44.5 39.5 34.7 28.0 16.3 13.6 8.5 4.7 0.4 0.3

３００人以上 162 50.0 45.7 30.2 21.0 28.4 16.0 16.0 13.6 6.2 - -
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図表 3-2-19は、技能継承がうまくいっていない理由について、業種別にみたもの。比較的

回答割合が高かった項目を取り上げ、業種別に回答割合を紹介する（図表 3-2-19-①～図表

3-2-19-⑥）。 
 

図表３－２－１９ 技能継承がうまくいっていない理由 

業種別 

（単位：％） 
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か
ら

継
承
す
べ
き
技
能
が
見
極
め
ら
れ
て

い
な
い
か
ら

そ
の
他

わ
か
ら
な
い

無
回
答

計 3,156 39.4 13.9 9.4 56.2 36.9 27.0 37.3 11.2 5.1 0.8 0.4

繊維工業 201 29.4 12.4 18.4 60.2 39.8 23.9 33.3 15.4 4.0 - 0.5

パルプ・紙・紙加工品製造業 106 31.1 12.3 11.3 55.7 33.0 21.7 45.3 10.4 7.5 0.9 0.9

印刷・同関連業 180 38.3 15.0 11.7 50.0 42.2 25.6 42.2 11.1 4.4 1.1 -

化学工業 103 34.0 7.8 9.7 40.8 35.0 26.2 44.7 20.4 8.7 - -

石油製品・石炭製品製造業 10 30.0 - 10.0 50.0 10.0 30.0 40.0 10.0 - - -

プラスチック製品製造業 278 38.5 13.7 8.3 57.2 41.7 25.9 39.6 10.1 4.7 1.1 -

ゴム製品製造業 58 39.7 13.8 13.8 60.3 39.7 37.9 32.8 15.5 6.9 1.7 -

なめし革・同製品・毛皮製造業 7 - 14.3 - 57.1 42.9 14.3 42.9 - 14.3 - -

窯業・土石製品製造業 124 33.1 8.1 4.8 67.7 29.0 20.2 40.3 8.1 0.8 3.2 -

鉄鋼業 98 40.8 10.2 5.1 53.1 35.7 21.4 40.8 9.2 6.1 - -

非鉄金属製造業 94 42.6 9.6 7.4 52.1 29.8 30.9 39.4 8.5 6.4 1.1 2.1

金属製品製造業 301 38.9 16.3 7.3 58.5 46.5 27.6 36.9 9.0 4.3 0.7 0.7

はん用機械器具製造業 154 39.0 13.0 7.1 51.9 39.6 26.0 33.8 13.6 6.5 - 0.6

生産用機械器具製造業 327 46.5 17.1 7.6 55.0 37.6 26.9 37.6 12.5 6.4 0.9 0.3

業務用機械器具製造業 80 38.8 16.3 6.3 46.3 27.5 35.0 31.3 12.5 3.8 2.5 1.3

電子部品・デバイス・電子回路製造業 135 35.6 20.0 11.9 63.0 27.4 22.2 30.4 15.6 4.4 1.5 -

電気機械器具製造業 329 45.0 15.5 9.7 56.8 33.7 28.0 35.9 9.7 4.6 0.3 0.6

情報通信機械器具製造業 22 36.4 13.6 40.9 63.6 36.4 18.2 31.8 9.1 - - -

輸送用機械器具製造業 393 43.8 14.0 8.4 56.5 36.9 33.1 35.4 9.7 5.6 0.3 0.3

その他 155 37.4 9.7 9.0 59.4 31.0 25.8 39.4 9.7 4.5 1.3 -

無回答 1 100.0 - 100.0 - - - 100.0 - - - -
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図表 3-2-19は、技能継承がうまくいっていない理由について、業種別にみたもの。比較的

回答割合が高かった項目を取り上げ、業種別に回答割合を紹介する（図表 3-2-19-①～図表

3-2-19-⑥）。 
 

図表３－２－１９ 技能継承がうまくいっていない理由 

業種別 

（単位：％） 

 
 
 
 
 
 

n

Ｏ
Ｊ
Ｔ
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画
的
に
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で
き
て
い

な
い
か
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Ｏ
Ｆ
Ｆ
―

Ｊ
Ｔ
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に
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を
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い
か
ら
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成
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め
の
予
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が
不
足
し
て
い

る
か
ら
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も
の
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く
り
人
材
を
十
分
に
確

保
で
き
て
い
な
い
か
ら

技
能
継
承
を
受
け
る
側
の
社
員
に
新

し
い
技
能
や
知
識
を
身
に
つ
け
よ
う

と
す
る
意
欲
が
低
い
か
ら

指
導
者
を
確
保
で
き
て
い
な
い
か
ら

指
導
者
と
指
導
を
受
け
る
側
と
の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ
ー

シ
ョ

ン
が
不
足
し
て
い

る
か
ら

継
承
す
べ
き
技
能
が
見
極
め
ら
れ
て

い
な
い
か
ら

そ
の
他

わ
か
ら
な
い

無
回
答

計 3,156 39.4 13.9 9.4 56.2 36.9 27.0 37.3 11.2 5.1 0.8 0.4

繊維工業 201 29.4 12.4 18.4 60.2 39.8 23.9 33.3 15.4 4.0 - 0.5

パルプ・紙・紙加工品製造業 106 31.1 12.3 11.3 55.7 33.0 21.7 45.3 10.4 7.5 0.9 0.9

印刷・同関連業 180 38.3 15.0 11.7 50.0 42.2 25.6 42.2 11.1 4.4 1.1 -

化学工業 103 34.0 7.8 9.7 40.8 35.0 26.2 44.7 20.4 8.7 - -

石油製品・石炭製品製造業 10 30.0 - 10.0 50.0 10.0 30.0 40.0 10.0 - - -

プラスチック製品製造業 278 38.5 13.7 8.3 57.2 41.7 25.9 39.6 10.1 4.7 1.1 -

ゴム製品製造業 58 39.7 13.8 13.8 60.3 39.7 37.9 32.8 15.5 6.9 1.7 -

なめし革・同製品・毛皮製造業 7 - 14.3 - 57.1 42.9 14.3 42.9 - 14.3 - -

窯業・土石製品製造業 124 33.1 8.1 4.8 67.7 29.0 20.2 40.3 8.1 0.8 3.2 -

鉄鋼業 98 40.8 10.2 5.1 53.1 35.7 21.4 40.8 9.2 6.1 - -

非鉄金属製造業 94 42.6 9.6 7.4 52.1 29.8 30.9 39.4 8.5 6.4 1.1 2.1

金属製品製造業 301 38.9 16.3 7.3 58.5 46.5 27.6 36.9 9.0 4.3 0.7 0.7

はん用機械器具製造業 154 39.0 13.0 7.1 51.9 39.6 26.0 33.8 13.6 6.5 - 0.6

生産用機械器具製造業 327 46.5 17.1 7.6 55.0 37.6 26.9 37.6 12.5 6.4 0.9 0.3

業務用機械器具製造業 80 38.8 16.3 6.3 46.3 27.5 35.0 31.3 12.5 3.8 2.5 1.3

電子部品・デバイス・電子回路製造業 135 35.6 20.0 11.9 63.0 27.4 22.2 30.4 15.6 4.4 1.5 -

電気機械器具製造業 329 45.0 15.5 9.7 56.8 33.7 28.0 35.9 9.7 4.6 0.3 0.6

情報通信機械器具製造業 22 36.4 13.6 40.9 63.6 36.4 18.2 31.8 9.1 - - -

輸送用機械器具製造業 393 43.8 14.0 8.4 56.5 36.9 33.1 35.4 9.7 5.6 0.3 0.3

その他 155 37.4 9.7 9.0 59.4 31.0 25.8 39.4 9.7 4.5 1.3 -

無回答 1 100.0 - 100.0 - - - 100.0 - - - -

 
 

（若年ものづくり人材を十分に確保できていないから） 

 「若年ものづくり人材を十分に確保できていないから」の回答割合からみていくと、「窯業・

土石製品製造業」（67.7％）で最も高くなっており、「情報通信機械器具製造業」（63.6％）、
「電子部品・デバイス・電子回路製造業」（63.0％）、「ゴム製品製造業」（60.3％）、「繊維工
業」（60.2％）でも 6割台となっている。 
 

図表３－２－１９－① 技能継承がうまくいっていない理由（複数回答） 

＜若年ものづくり人材を十分に確保できていないから＞ 業種別 

（単位：％） 

 
注）業種の無回答についてはグラフから割愛した。以降同様。 
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若年ものづくり人材を十分に確保できていないか

ら
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（ＯＪＴが計画的に実施できていないから） 

 「ＯＪＴが計画的に実施できていないから」の回答割合については、「生産用機械器具製造

業」（46.5％）、「電気機械器具製造業」（45.0％）、「輸送用機械器具製造業」（43.8％）などの
順で高くなっている。 
 

図表３－２－１９－② 技能継承がうまくいっていない理由（複数回答） 

＜ＯＪＴが計画的に実施できていないから＞ 業種別 

（単位：％） 
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プラスチック製品製造業
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電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他

ＯＪＴが計画的に実施できていないから
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（ＯＪＴが計画的に実施できていないから） 

 「ＯＪＴが計画的に実施できていないから」の回答割合については、「生産用機械器具製造

業」（46.5％）、「電気機械器具製造業」（45.0％）、「輸送用機械器具製造業」（43.8％）などの
順で高くなっている。 
 

図表３－２－１９－② 技能継承がうまくいっていない理由（複数回答） 

＜ＯＪＴが計画的に実施できていないから＞ 業種別 

（単位：％） 
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輸送用機械器具製造業

その他

ＯＪＴが計画的に実施できていないから

 
 

（指導者と指導を受ける側とのコミュニケーションが不足しているから） 

 「指導者と指導を受ける側とのコミュニケーションが不足しているから」については、「パ

ルプ・紙・紙加工品製造業」（45.3％）、「化学工業」（44.7％）、「なめし革・同製品・毛皮製
造業」（42.9％）、「印刷・同関連業」（42.2％）、「鉄鋼業」（40.8％）、「窯業・土石製品製造業」
（40.3％）などの順で回答割合が高くなっている。 
 

図表３－２－１９－③ 技能継承がうまくいっていない理由（複数回答） 

＜指導者と指導を受ける側とのコミュニケーションが不足しているから＞ 業種別 

（単位：％） 
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が不足しているから
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（技能継承を受ける側の社員に新しい技能や知識を身につけようとする意欲が低いから） 

 「技能継承を受ける側の社員に新しい技能や知識を身につけようとする意欲が低いから」

の回答割合については、「金属製品製造業」（46.5％）において最も回答割合が高くなってお
り、次いで「なめし革・同製品・毛皮製造業」（42.9％）、「印刷・同関連業」（42.2％）、「プ
ラスチック製品製造業」（41.7％）などの順で高くなっている。 
 

図表３－２－１９－④ 技能継承がうまくいっていない理由（複数回答） 

＜技能継承を受ける側の社員に新しい技能や知識を身につけようとする意欲が低いから＞ 業種別 

（単位：％） 
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技能継承を受ける側の社員に新しい技能や知識

を身につけようとする意欲が低いから
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（技能継承を受ける側の社員に新しい技能や知識を身につけようとする意欲が低いから） 

 「技能継承を受ける側の社員に新しい技能や知識を身につけようとする意欲が低いから」

の回答割合については、「金属製品製造業」（46.5％）において最も回答割合が高くなってお
り、次いで「なめし革・同製品・毛皮製造業」（42.9％）、「印刷・同関連業」（42.2％）、「プ
ラスチック製品製造業」（41.7％）などの順で高くなっている。 
 

図表３－２－１９－④ 技能継承がうまくいっていない理由（複数回答） 

＜技能継承を受ける側の社員に新しい技能や知識を身につけようとする意欲が低いから＞ 業種別 

（単位：％） 
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技能継承を受ける側の社員に新しい技能や知識

を身につけようとする意欲が低いから

 
 

（指導者を確保できていないから） 

「指導者を確保できていないから」については、「ゴム製品製造業」（37.9％）において最
も回答割合が高く、次いで「業務用機械器具製造業」（35.0％）、「輸送用機械器具製造業」
（33.1％）などの順で割合が高くなっている。 
 

図表３－２－１９－⑤ 技能継承がうまくいっていない理由（複数回答） 

＜指導者を確保できていないから＞ 業種別 

（単位：％） 

 
 
 
 
 

27.0 

23.9 
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0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0

計

繊維工業

パルプ・紙・紙加工品製造業

印刷・同関連業

化学工業

石油製品・石炭製品製造業

プラスチック製品製造業

ゴム製品製造業

なめし革・同製品・毛皮製造業

窯業・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製造業

金属製品製造業

はん用機械器具製造業

生産用機械器具製造業

業務用機械器具製造業

電子部品・デバイス・電子回路製造業

電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他

指導者を確保できていないから
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（ＯＦＦ―ＪＴ（会社の指示による職場を離れた教育訓練）、自己啓発支援が十分に実施でき

ていないから） 

「ＯＦＦ―ＪＴ（会社の指示による職場を離れた教育訓練）、自己啓発支援が十分に実施で

きていないから」については、「電子部品・デバイス・電子回路製造業」（20.0％）において
最も回答割合が高くなっている。ただし、いずれの業種も回答割合が 2割以下となっている。 

 
図表３－２－１９－⑥ 技能継承がうまくいっていない理由（複数回答） 

＜ＯＦＦ―ＪＴ（会社の指示による職場を離れた教育訓練）、自己啓発支援が十分に実施できていないから＞ 

業種別 

（単位：％） 
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9.7 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0

計

繊維工業

パルプ・紙・紙加工品製造業

印刷・同関連業

化学工業

石油製品・石炭製品製造業

プラスチック製品製造業

ゴム製品製造業

なめし革・同製品・毛皮製造業

窯業・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製造業

金属製品製造業

はん用機械器具製造業

生産用機械器具製造業

業務用機械器具製造業

電子部品・デバイス・電子回路製造業

電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他

ＯＦＦ―ＪＴ（会社の指示による職場を離れた教育訓練）、
自己啓発支援が十分に実施できていないから
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（ＯＦＦ―ＪＴ（会社の指示による職場を離れた教育訓練）、自己啓発支援が十分に実施でき

ていないから） 

「ＯＦＦ―ＪＴ（会社の指示による職場を離れた教育訓練）、自己啓発支援が十分に実施で

きていないから」については、「電子部品・デバイス・電子回路製造業」（20.0％）において
最も回答割合が高くなっている。ただし、いずれの業種も回答割合が 2割以下となっている。 

 
図表３－２－１９－⑥ 技能継承がうまくいっていない理由（複数回答） 

＜ＯＦＦ―ＪＴ（会社の指示による職場を離れた教育訓練）、自己啓発支援が十分に実施できていないから＞ 

業種別 

（単位：％） 
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計

繊維工業

パルプ・紙・紙加工品製造業

印刷・同関連業

化学工業

石油製品・石炭製品製造業

プラスチック製品製造業

ゴム製品製造業

なめし革・同製品・毛皮製造業

窯業・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製造業

金属製品製造業

はん用機械器具製造業

生産用機械器具製造業

業務用機械器具製造業

電子部品・デバイス・電子回路製造業

電気機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

その他

ＯＦＦ―ＪＴ（会社の指示による職場を離れた教育訓練）、
自己啓発支援が十分に実施できていないから

 
 

１２．将来の技能継承に対する不安 

 将来の技能継承について、どのように考えているか尋ねたところ、「不安がある」が 15.2％、
「やや不安がある」が 65.2％、「あまり不安はない」が 17.4％、「不安はない」が 1.0％で、
程度の差があるものの、8割以上が不安と認識していた（図表 3-2-20）。 
 これを業種別にみると、「不安がある」との回答割合は「繊維工業」（23.7％）において最
も高く、「石油製品・石炭製品製造業」（20.0％）で次いで高い。 
 「不安がある」と「やや不安がある」を合わせた割合でみると、「繊維工業」のほか、「生

産用機械器具製造業」、「輸送用機械器具製造業」、「電子部品・デバイス・電子回路製造業」、

「プラスチック製品製造業」などにおいても 8割以上となっている。 
 規模別にみると、規模が小さいほど「不安がある」との回答割合が高い一方、「あまり不安

はない」「不安はない」を合わせた割合は「49人以下」が最も高くなっている。 
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図表３－２－２０ 将来の技能継承に対する不安 

（単位：％） 
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計（N = 5 , 8 6 7）

【業種】

繊維工業（N= 3 3 4）

パルプ ・紙・紙加工品製造業（N = 2 1 3）

印刷・同関連業（N = 3 6 9）

化学工業（N= 2 4 2）

石油製品・石炭製品製造業（N= 2 0）

プラスチック製品製造業（N= 4 9 6）

ゴム製品製造業（N = 9 8）

なめし革・同製品・毛皮製造業（N = 1 7）

窯業・土石製品製造業（N = 2 6 8）

鉄鋼業（N = 2 1 9）

非鉄金属製造業（N= 1 7 3）

金属製品製造業（N= 5 4 7）

はん用機械器具製造業（N = 2 8 5）

生産用機械器具製造業（N= 5 8 3）

業務用機械器具製造業（N= 1 4 8）

電子部品・デバイス・電子回路製造業（N = 2 4 6）

電気機械器具製造業（N = 5 8 6）

情報通信機械器具製造業（N= 3 9）

輸送用機械器具製造業（N= 6 8 0）

その他（N = 3 0 1）

無回答（N = 3）

【従業員規模】

４９人以下（N = 2 ,1 2 1）

５０人～９９人（N = 2 ,0 8 0）

１００人～２９９人（N = 1 , 3 1 1）

３００人以上（N = 3 5 4）

無回答（N = 1）

不安がある やや不安がある あまり不安はない 不安はない 無回答
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図表３－２－２０ 将来の技能継承に対する不安 

（単位：％） 

 

 

 

 

15.2 

23.7 

10.8 

10.8 

8.3 

20.0 

16.9 

11.2 

12.7 

12.8 

18.5 

15.7 

16.8 

16.6 

14.9 

18.7 

15.5 

12.8 

15.6 

12.3 

17.1 

15.0 

13.4 

11.9 

0.0 

65.2 

62.6 

63.8 

64.5 

64.5 

55.0 

65.5 

66.3 

70.6 

61.2 

67.1 

62.4 

66.2 

64.2 

67.6 

65.5 

64.2 

66.7 

69.2 

67.8 

59.1 

66.7 

60.2 

67.0 

69.0 

70.6 

17.4 

11.1 

23.9 

22.2 

24.4 

15.0 

16.3 

17.3 

23.5 

23.1 

18.3 

16.8 

16.1 

18.2 

13.4 

18.9 

15.4 

15.2 

15.4 

14.3 

25.6 

19.5 

16.2 

16.4 

15.0 

1.0 

0.9 

0.9 

1.4 

1.2 

5.0 
0.4 

4.1 

5.9 
1.9 

0.9 

0.6 

0.7 

1.0 

0.8 

1.2 

0.6 

1.3 

33.3 

1.5 

0.7 

0.5 

1.1 

100.0 

1.3 

1.8 

0.5 

1.1 

1.7 

5.0 
0.8 

1.0 

1.1 

0.9 

1.7 

1.3 

0.7 

1.4 

0.7 

0.8 

1.4 

2.6 

1.8 

1.7 

1.8 

1.1 

0.7 

1.4 

計（N = 5 , 8 6 7）

【業種】

繊維工業（N= 3 3 4）

パルプ ・紙・紙加工品製造業（N = 2 1 3）

印刷・同関連業（N = 3 6 9）

化学工業（N= 2 4 2）

石油製品・石炭製品製造業（N= 2 0）

プラスチック製品製造業（N= 4 9 6）

ゴム製品製造業（N = 9 8）

なめし革・同製品・毛皮製造業（N = 1 7）

窯業・土石製品製造業（N = 2 6 8）

鉄鋼業（N = 2 1 9）

非鉄金属製造業（N= 1 7 3）

金属製品製造業（N= 5 4 7）

はん用機械器具製造業（N = 2 8 5）

生産用機械器具製造業（N= 5 8 3）

業務用機械器具製造業（N= 1 4 8）

電子部品・デバイス・電子回路製造業（N = 2 4 6）

電気機械器具製造業（N = 5 8 6）

情報通信機械器具製造業（N= 3 9）

輸送用機械器具製造業（N= 6 8 0）

その他（N = 3 0 1）

無回答（N = 3）

【従業員規模】

４９人以下（N = 2 , 1 2 1）

５０人～９９人（N = 2 ,0 8 0）

１００人～２９９人（N = 1 , 3 1 1）

３００人以上（N = 3 5 4）

無回答（N = 1）

不安がある やや不安がある あまり不安はない 不安はない 無回答

 
 

１３．現在の技能継承に対する評価と将来の見通し 

 現在の技能継承に対する評価の回答内容（「技能継承は会社としてうまくいっているとお

考えですか」）と、将来の技能継承の見通しについての回答内容（「将来の技能継承について、

どのようにお考えですか」）を組み合わせて、その結果をみた。 

 これをみると、「うまくいっており、将来も不安がない」が 16.3％、「うまくいっているが、
将来は不安がある」が 28.4％、「うまくいっていないが、将来の不安はない」が 1.9％、「う
まくいっておらず、将来も不安がある」が 51.7％となっており、現在は技能継承がうまくい
っていても将来は不安を感じている企業がほぼ 3割あり、現在うまくいっておらず将来も不
安の企業が半数を占めた（図表 3-2-21）。 
 これを業種別にみると、「うまくいっており、将来も不安がない」は「なめし革・同製品・

毛皮製造業」（29.4％）において最も高い割合となっており、次いで「化学工業」（24.4％）、
「窯業・土石製品製造業」（23.9％）などの順で高くなっている。 
「うまくいっているが、将来は不安がある」については、「鉄鋼業」（36.1％）、「化学工業」

（30.2％）などの順で高い割合となっている。 
「うまくいっておらず、将来も不安がある」については、「繊維工業」（59.0％）、「情報通

信機械器具製造業」（56.4％）、「輸送用機械器具製造業」（55.4％）などの順で割合が高い。 
 規模別にみると、「うまくいっているが、将来は不安がある」とする企業割合は、規模が大

きくなるほど高まる傾向がみられる。 
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図表３－２－２１ 現在の技能継承に対する評価と将来の見通し 

（単位：％） 
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計（ N = 5 ,8 6 7）

【 業種】

繊維工業（N= 3 3 4）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N = 2 1 3）

印刷・同関連業（N = 3 6 9）

化学工業（N= 2 4 2）

石油製品・石炭製品製造業（N= 2 0）

プラスチック製品製造業（N= 4 9 6）

ゴム製品製造業（N = 9 8）

なめし革・同製品・毛皮製造業（N = 1 7）

窯業・土石製品製造業（N = 2 6 8）

鉄鋼業（ N= 2 1 9）

非鉄金属製造業（N= 1 7 3）

金属製品製造業（N= 5 4 7）

はん用機械器具製造業（N = 2 8 5）

生産用機械器具製造業（N= 5 8 3）

業務用機械器具製造業（N= 1 4 8）

電子部品・デバイス・電子回路製造業（N = 2 4 6）

電気機械器具製造業（N = 5 8 6）

情報通信機械器具製造業（N= 3 9）

輸送用機械器具製造業（N= 6 8 0）

その他（ N= 3 0 1）

無回答（ N= 3）

【 従業員規模】

４ ９人以下（N= 2 ,1 2 1）

５ ０人～９９人（N = 2 ,0 8 0）

１ ０ ０人～２９９人（N =1 , 3 1 1）

３ ０ ０人以上（N = 3 5 4）

無回答（ N= 1）

「技能継承」はうまくいっており、将来も不安がない 「技能継承」はうまくいっていないが、将来は不安なし 「技能継承」はうまくいっているが、将来は不安

「技能継承」はうまくいっておらず、将来も不安 無回答
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図表３－２－２１ 現在の技能継承に対する評価と将来の見通し 

（単位：％） 
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1.0 
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計（ N = 5 ,8 6 7）

【 業種】

繊維工業（N= 3 3 4）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N = 2 1 3）

印刷・同関連業（N = 3 6 9）

化学工業（N= 2 4 2）

石油製品・石炭製品製造業（N= 2 0）

プラスチック製品製造業（N= 4 9 6）

ゴム製品製造業（N = 9 8）

なめし革・同製品・毛皮製造業（N = 1 7）

窯業・土石製品製造業（N = 2 6 8）

鉄鋼業（ N= 2 1 9）

非鉄金属製造業（N= 1 7 3）

金属製品製造業（N= 5 4 7）

はん用機械器具製造業（N = 2 8 5）

生産用機械器具製造業（N= 5 8 3）

業務用機械器具製造業（N= 1 4 8）

電子部品・デバイス・電子回路製造業（N = 2 4 6）

電気機械器具製造業（N = 5 8 6）

情報通信機械器具製造業（N= 3 9）

輸送用機械器具製造業（N= 6 8 0）

その他（ N= 3 0 1）

無回答（ N= 3）

【 従業員規模】

４ ９人以下（N= 2 ,1 2 1）

５ ０人～９９人（N = 2 ,0 8 0）

１ ０ ０人～２９９人（N =1 , 3 1 1）

３ ０ ０人以上（N = 3 5 4）

無回答（ N= 1）

「技能継承」はうまくいっており、将来も不安がない 「技能継承」はうまくいっていないが、将来は不安なし 「技能継承」はうまくいっているが、将来は不安

「技能継承」はうまくいっておらず、将来も不安 無回答

 
 

 将来の技能継承の見通しの回答結果について、現在の技能継承に対する評価の回答結果と

クロス集計し、その結果をみた（図表 3-2-22）。 

それをみると、現在、技能継承が「うまくいっている」企業でも、将来の技能継承につい

ては「不安がある」とする企業が 1.9％、「やや不安がある」が 40.3％にのぼり、4割以上が
将来の技能継承に不安を抱えている様子がうかがえた。 
また、現在「うまくいっていない」企業では、将来の技能継承について「不安がある」企

業が 6割近くにおよぶ（59.9％）。 
 

図表３－２－２２ 現在の技能継承に対する評価別にみた 

将来の技能継承の見通し 

（単位：％） 

 
   注）うまくいっていると認識している企業は「うまくいっている」回答企業＋「ややうまくいっている」回答企業。

うまくいっていないと認識している企業は「あまりうまくいっていない」回答企業＋「うまくいっていない」回答

企業。 

 

 

 

 

 

 

ｎ

不
安
が
あ
る

や
や
不
安
が

あ
る

あ
ま
り
不
安

は
な
い

不
安
は
な
い

無
回
答

計 5,867 15.2 65.2 17.4 1.0 1.3

うまくいっている 308 1.9 40.3 44.5 11.7 1.6

ややうまくいっている 2,335 3.3 62.5 32.9 0.7 0.5

あまりうまくいっていない 2,762 20.7 75.2 3.7 0.0 0.4

うまくいっていない 394 59.9 37.3 1.8 0.5 0.5

無回答 68 1.5 22.1 5.9 2.9 67.6

うまくいっていると認識し
ている企業

2,643 3.2 59.9 34.3 2.0 0.6

うまくいていないと認識し
ている企業

3,156 25.6 70.5 3.4 0.1 0.4

将来の技能継承の見通し

技

能

継

承

に

対

す

る

評

価
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１４．今後の技能継承の方針 

今後の技能継承の仕方について、「継承が必要な知識やスキル、技能を網羅的に継承させる」

「継承が必要な知識やスキル、技能について将来を見据え、より必要なものに絞り込む」の

どちらの方針に近いか尋ねた。 

結果をみると、「継承が必要な知識やスキル、技能を網羅的に継承させる」を選んだ企業が

36.9％、「継承が必要な知識やスキル、技能について将来を見据え、より必要なものに絞り込
む」を選んだ企業が 35.3％で、「どちらともいえない」が 20.4％、「分からない」が 5.8％と
なっている（図表 3-2-23）。 
これを業種別にみると、「継承が必要な知識やスキル、技能を網羅的に継承させる」の回答

割合が比較的高かった業種は「なめし革・同製品・毛皮製造業」（58.8％）、「化学工業」（47.9％）、
「電気機械器具製造業」（41.1％）、「非鉄金属製造業」（41.0％）などとなっている。 
「継承が必要な知識やスキル、技能について将来を見据え、より必要なものに絞り込む」

については、「情報通信機械器具製造業」（51.3％）、「業務用機械器具製造業」（41.9％）、「生
産用機械器具製造業」（40.8％）などで比較的回答割合が高かった。 
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１４．今後の技能継承の方針 

今後の技能継承の仕方について、「継承が必要な知識やスキル、技能を網羅的に継承させる」

「継承が必要な知識やスキル、技能について将来を見据え、より必要なものに絞り込む」の

どちらの方針に近いか尋ねた。 

結果をみると、「継承が必要な知識やスキル、技能を網羅的に継承させる」を選んだ企業が

36.9％、「継承が必要な知識やスキル、技能について将来を見据え、より必要なものに絞り込
む」を選んだ企業が 35.3％で、「どちらともいえない」が 20.4％、「分からない」が 5.8％と
なっている（図表 3-2-23）。 
これを業種別にみると、「継承が必要な知識やスキル、技能を網羅的に継承させる」の回答

割合が比較的高かった業種は「なめし革・同製品・毛皮製造業」（58.8％）、「化学工業」（47.9％）、
「電気機械器具製造業」（41.1％）、「非鉄金属製造業」（41.0％）などとなっている。 
「継承が必要な知識やスキル、技能について将来を見据え、より必要なものに絞り込む」

については、「情報通信機械器具製造業」（51.3％）、「業務用機械器具製造業」（41.9％）、「生
産用機械器具製造業」（40.8％）などで比較的回答割合が高かった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図表３－２－２３ 今後の技能継承の方針 

（単位：％） 
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5.0 
2.0 

2.0 

1.1 
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1.2 

1.4 

2.6 
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2.4 

1.1 

1.1 

1.4 

計（N = 5 , 8 6 7）

【業種】

繊維工業（N= 3 3 4）

パルプ・紙・紙加工品製造業（N = 2 1 3）

印刷・同関連業（N = 3 6 9）

化学工業（N= 2 4 2）

石油製品・石炭製品製造業（N= 2 0）

プラスチック製品製造業（N= 4 9 6）

ゴム製品製造業（N = 9 8）

なめし革・同製品・毛皮製造業（N = 1 7）

窯業・土石製品製造業（N = 2 6 8）

鉄鋼業（N = 2 1 9）

非鉄金属製造業（N= 1 7 3）

金属製品製造業（N= 5 4 7）

はん用機械器具製造業（N = 2 8 5）

生産用機械器具製造業（N= 5 8 3）

業務用機械器具製造業（N= 1 4 8）

電子部品・デバイス・電子回路製造業（N = 2 4 6）

電気機械器具製造業（N = 5 8 6）

情報通信機械器具製造業（N= 3 9）

輸送用機械器具製造業（N= 6 8 0）

その他（N = 3 0 1）

無回答（N = 3）

【従業員規模】

４９人以下（N = 2 ,1 2 1）

５０人～９９人（N = 2 ,0 8 0）

１００人～２９９人（N = 1 , 3 1 1）

３００人以上（N = 3 5 4）

無回答（N = 1）

継承が必要な知識やスキル、技能を網羅的に継承させる

継承が必要な知識やスキル、技能について将来を見据え、より必要なものに絞り込む

どちらともいえない

分からない

無回答
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１５．人材確保・育成や技能継承にかかる行政からの支援等に対する要望 

 人材確保・育成や技能継承にかかる行政からの支援策として、どのようなものを要望する

か尋ねたところ（複数回答）、「若者のものづくりに対する意識を高めるための取組」（39.6％）
が最も回答割合が高く、次いで「職業訓練を実施する事業主への助成金の支給対象の拡大や

支給額の増額」（28.9％）、「ものづくり人材向けの在職者訓練の充実」（27.2％）、「指導力強
化に向けた指導者向けの勉強会の実施」（21.7％）、「企業ニーズや新技術に合致した職業訓練
コースの設定」（17.4％）、「教育訓練給付金制度や教育訓練機関等に関する従業員の自己啓発
支援に関する情報提供」（17.0％）などの順で高くなっている（図表 3-2-24）。 
 

図表３－２－２４ 人材確保・育成や技能継承にかかる行政からの支援等に対する要望 

（複数回答） 

（単位：％） 
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た
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練
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そ
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他

特
に
要
望
す
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こ
と
は
な
い

無
回
答

計 5,867 39.6 28.9 27.2 21.7 17.4 17.0 15.8 13.6 7.6 4.1 1.5 16.6 1.9

【業種】

繊維工業 334 41.9 30.2 21.3 15.3 10.2 13.2 13.5 13.5 4.2 0.3 1.5 18.9 2.4

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 37.6 28.6 24.4 23.9 12.7 16.0 14.1 19.2 4.7 2.8 1.4 17.8 1.9

印刷・同関連業 369 33.1 33.1 19.0 25.5 15.2 20.9 10.3 19.8 6.0 4.6 0.8 17.6 1.6

化学工業 242 34.7 19.8 21.5 22.7 15.3 11.6 6.6 14.5 5.0 6.6 1.2 27.7 2.1

石油製品・石炭製品製造業 20 25.0 20.0 20.0 20.0 20.0 10.0 - 10.0 - 5.0 - 30.0 5.0

プラスチック製品製造業 496 39.1 27.8 23.4 20.2 15.9 14.3 15.9 16.3 7.5 2.8 1.6 17.1 1.8

ゴム製品製造業 98 42.9 17.3 31.6 29.6 11.2 17.3 18.4 24.5 5.1 5.1 1.0 16.3 2.0

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 23.5 35.3 11.8 11.8 - 5.9 - 5.9 - - - 47.1 -

窯業・土石製品製造業 268 41.0 30.6 21.6 15.7 11.2 12.7 11.2 14.6 7.5 1.9 0.7 20.1 1.9

鉄鋼業 219 47.9 28.3 27.4 17.8 19.2 16.0 16.9 9.1 7.3 4.1 1.4 12.3 2.3

非鉄金属製造業 173 44.5 34.7 27.7 26.0 13.9 17.3 16.8 13.3 9.8 5.8 0.6 12.7 2.3

金属製品製造業 547 44.2 30.0 28.5 19.0 15.5 15.9 18.6 13.3 7.9 2.0 0.9 12.6 2.4

はん用機械器具製造業 285 42.5 31.6 33.0 21.4 23.5 14.4 21.8 14.4 10.9 3.5 2.8 13.3 0.7

生産用機械器具製造業 583 42.4 31.6 33.8 22.6 24.9 21.1 23.7 12.5 9.4 5.0 1.5 11.3 1.9

業務用機械器具製造業 148 31.1 28.4 37.8 21.6 25.0 24.3 16.9 14.9 8.1 4.7 4.1 11.5 1.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 34.6 26.0 28.0 22.8 17.5 17.5 14.6 14.2 8.9 6.1 1.2 21.5 1.6

電気機械器具製造業 586 39.1 26.1 28.8 22.4 20.0 20.0 16.2 11.1 8.2 6.1 1.7 15.5 2.2

情報通信機械器具製造業 39 33.3 33.3 15.4 23.1 20.5 30.8 12.8 7.7 10.3 - - 17.9 2.6

輸送用機械器具製造業 680 40.4 29.4 31.2 25.4 20.0 17.8 15.9 11.2 8.4 4.4 1.6 17.1 1.8

その他 301 34.9 27.2 24.9 21.6 13.0 13.6 11.3 8.6 6.6 5.6 3.0 21.9 2.3

無回答 3 - 33.3 - - - 66.7 33.3 - 33.3 - - 33.3 -

【従業員規模】

４９人以下 2,121 38.9 30.1 26.5 17.1 14.7 15.4 15.0 13.2 7.1 3.3 1.6 18.2 2.4

５０人～９９人 2,080 40.6 28.4 27.3 21.9 17.0 16.9 16.3 14.3 7.3 3.2 1.6 16.2 1.7

１００人～２９９人 1,311 38.9 29.4 28.3 26.2 21.1 19.0 16.2 13.4 8.3 5.0 1.1 15.3 1.9

３００人以上 354 41.0 22.3 27.4 32.2 22.3 19.5 15.8 12.1 9.6 10.2 2.3 14.4 0.8

無回答 1 - - - - - - - - - - - 100.0 -
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１５．人材確保・育成や技能継承にかかる行政からの支援等に対する要望 

 人材確保・育成や技能継承にかかる行政からの支援策として、どのようなものを要望する

か尋ねたところ（複数回答）、「若者のものづくりに対する意識を高めるための取組」（39.6％）
が最も回答割合が高く、次いで「職業訓練を実施する事業主への助成金の支給対象の拡大や

支給額の増額」（28.9％）、「ものづくり人材向けの在職者訓練の充実」（27.2％）、「指導力強
化に向けた指導者向けの勉強会の実施」（21.7％）、「企業ニーズや新技術に合致した職業訓練
コースの設定」（17.4％）、「教育訓練給付金制度や教育訓練機関等に関する従業員の自己啓発
支援に関する情報提供」（17.0％）などの順で高くなっている（図表 3-2-24）。 
 

図表３－２－２４ 人材確保・育成や技能継承にかかる行政からの支援等に対する要望 

（複数回答） 

（単位：％） 
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な
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無
回
答

計 5,867 39.6 28.9 27.2 21.7 17.4 17.0 15.8 13.6 7.6 4.1 1.5 16.6 1.9

【業種】

繊維工業 334 41.9 30.2 21.3 15.3 10.2 13.2 13.5 13.5 4.2 0.3 1.5 18.9 2.4

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 37.6 28.6 24.4 23.9 12.7 16.0 14.1 19.2 4.7 2.8 1.4 17.8 1.9

印刷・同関連業 369 33.1 33.1 19.0 25.5 15.2 20.9 10.3 19.8 6.0 4.6 0.8 17.6 1.6

化学工業 242 34.7 19.8 21.5 22.7 15.3 11.6 6.6 14.5 5.0 6.6 1.2 27.7 2.1

石油製品・石炭製品製造業 20 25.0 20.0 20.0 20.0 20.0 10.0 - 10.0 - 5.0 - 30.0 5.0

プラスチック製品製造業 496 39.1 27.8 23.4 20.2 15.9 14.3 15.9 16.3 7.5 2.8 1.6 17.1 1.8

ゴム製品製造業 98 42.9 17.3 31.6 29.6 11.2 17.3 18.4 24.5 5.1 5.1 1.0 16.3 2.0

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 23.5 35.3 11.8 11.8 - 5.9 - 5.9 - - - 47.1 -

窯業・土石製品製造業 268 41.0 30.6 21.6 15.7 11.2 12.7 11.2 14.6 7.5 1.9 0.7 20.1 1.9

鉄鋼業 219 47.9 28.3 27.4 17.8 19.2 16.0 16.9 9.1 7.3 4.1 1.4 12.3 2.3

非鉄金属製造業 173 44.5 34.7 27.7 26.0 13.9 17.3 16.8 13.3 9.8 5.8 0.6 12.7 2.3

金属製品製造業 547 44.2 30.0 28.5 19.0 15.5 15.9 18.6 13.3 7.9 2.0 0.9 12.6 2.4

はん用機械器具製造業 285 42.5 31.6 33.0 21.4 23.5 14.4 21.8 14.4 10.9 3.5 2.8 13.3 0.7

生産用機械器具製造業 583 42.4 31.6 33.8 22.6 24.9 21.1 23.7 12.5 9.4 5.0 1.5 11.3 1.9

業務用機械器具製造業 148 31.1 28.4 37.8 21.6 25.0 24.3 16.9 14.9 8.1 4.7 4.1 11.5 1.4

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 34.6 26.0 28.0 22.8 17.5 17.5 14.6 14.2 8.9 6.1 1.2 21.5 1.6

電気機械器具製造業 586 39.1 26.1 28.8 22.4 20.0 20.0 16.2 11.1 8.2 6.1 1.7 15.5 2.2

情報通信機械器具製造業 39 33.3 33.3 15.4 23.1 20.5 30.8 12.8 7.7 10.3 - - 17.9 2.6

輸送用機械器具製造業 680 40.4 29.4 31.2 25.4 20.0 17.8 15.9 11.2 8.4 4.4 1.6 17.1 1.8

その他 301 34.9 27.2 24.9 21.6 13.0 13.6 11.3 8.6 6.6 5.6 3.0 21.9 2.3

無回答 3 - 33.3 - - - 66.7 33.3 - 33.3 - - 33.3 -

【従業員規模】

４９人以下 2,121 38.9 30.1 26.5 17.1 14.7 15.4 15.0 13.2 7.1 3.3 1.6 18.2 2.4

５０人～９９人 2,080 40.6 28.4 27.3 21.9 17.0 16.9 16.3 14.3 7.3 3.2 1.6 16.2 1.7

１００人～２９９人 1,311 38.9 29.4 28.3 26.2 21.1 19.0 16.2 13.4 8.3 5.0 1.1 15.3 1.9

３００人以上 354 41.0 22.3 27.4 32.2 22.3 19.5 15.8 12.1 9.6 10.2 2.3 14.4 0.8

無回答 1 - - - - - - - - - - - 100.0 -

 
 

第３節 多様なものづくり人材の活用について 

 

１．女性ものづくり人材の活用とそのメリット 

ものづくり人材としての女性の活用を進めているか尋ねたところ、「進めている」が 42.7％、
「進めていないが、活用を検討中」が 21.1％、「進めていない」が 34.8％で、すでに活用を
進めているか活用を検討している企業は 6割以上となっている（図表 3-3-1）。 
これを業種別にみると、「進めている」とする割合は「繊維工業」（62.9％）において最も

高く、次いで「ゴム製品製造業」および「電子部品・デバイス・電子回路製造業」（ともに

54.1％）、「電気機械器具製造業」（53.9％）で高い割合となっている。 
規模別にみると、「進めている」とする割合は規模が大きくなるほど高くなっており、「300

人以上」では約 6割（59.0％）におよぶ。 
 

図表３－３－１ 女性ものづくり人材を活用しているか 

（単位：％） 
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ま
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い
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と
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答
し
た
企

業

計 5,867 42.7 21.2 34.8 1.3 63.9

【業種】

繊維工業 334 62.9 17.1 18.3 1.8 79.9

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 39.0 25.8 34.3 0.9 64.8

印刷・同関連業 369 47.2 23.8 27.6 1.4 71.0

化学工業 242 34.7 16.5 47.1 1.7 51.2

石油製品・石炭製品製造業 20 20.0 10.0 65.0 5.0 30.0

プラスチック製品製造業 496 42.7 21.2 35.1 1.0 63.9

ゴム製品製造業 98 54.1 16.3 28.6 1.0 70.4

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 29.4 11.8 58.8 - 41.2

窯業・土石製品製造業 268 28.7 21.3 49.3 0.7 50.0

鉄鋼業 219 24.7 16.4 58.0 0.9 41.1

非鉄金属製造業 173 42.8 20.2 35.3 1.7 63.0

金属製品製造業 547 40.0 25.4 32.7 1.8 65.4

はん用機械器具製造業 285 28.1 26.0 45.3 0.7 54.0

生産用機械器具製造業 583 37.4 21.4 39.8 1.4 58.8

業務用機械器具製造業 148 49.3 21.6 28.4 0.7 70.9

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 54.1 21.5 23.6 0.8 75.6

電気機械器具製造業 586 53.9 18.6 26.5 1.0 72.5

情報通信機械器具製造業 39 43.6 23.1 33.3 - 66.7

輸送用機械器具製造業 680 41.5 23.2 33.8 1.5 64.7

その他 301 44.2 17.6 36.9 1.3 61.8

無回答 3 100.0 - - - 100.0

【従業員規模】

４９人以下 2,121 38.6 21.6 38.1 1.7 60.2

５０人～９９人 2,080 42.7 21.1 35.2 1.1 63.8

１００人～２９９人 1,311 44.8 21.3 32.7 1.2 66.1

３００人以上 354 59.0 19.8 20.9 0.3 78.8

無回答 1 100.0 - - - 100.0
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 女性の活用を「進めている」または「進めていないが、活用を検討中」と回答した企業

（n=3,749）には、女性の活用を進めることでの自社へのメリットについて尋ねた（複数回
答）。 

 結果をみると、「人手不足を解消できる」（58.5％）と「女性ならではの発想や提案を取り
入れることができる」（55.7％）を半数以上の企業があげており、「職場が活性化する」（46.1％）、
「優秀な人材を確保できる」（43.7％）については 4割以上の企業があげた（図表 3-3-2）。 
これを業種別にみると、「人手不足を解消できる」については、「非鉄金属製造業」（67.0％）

や「石油製品・石炭製品製造業」（66.7％）、「輸送用機械器具製造業」（63.4％）などで比較
的回答割合が高い。 
「女性ならではの発想や提案を取り入れることができる」については、「なめし革・同製品・

毛皮製造業」（85.7％）、「生産用機械器具製造業」（64.4％）、「はん用機械器具製造業」（63.0％）
などで比較的回答割合が高くなっている。 
「優秀な人材を確保できる」については、「化学工業」（62.1％）で回答割合が最も高かっ

た。 
規模別にみると、「人手不足を解消できる」や「女性ならではの発想や提案を取り入れるこ

とができる」、「職場が活性化する」については、いずれの規模も高い回答割合となっている。

一方、「優秀な人材を確保できる」や「企業イメージが向上する」などについては、規模が大

きくなるほど回答割合が高くなっている一方、「製品の品質が向上する」については、規模の

小さい企業ほど回答割合が高い。 
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 女性の活用を「進めている」または「進めていないが、活用を検討中」と回答した企業

（n=3,749）には、女性の活用を進めることでの自社へのメリットについて尋ねた（複数回
答）。 

 結果をみると、「人手不足を解消できる」（58.5％）と「女性ならではの発想や提案を取り
入れることができる」（55.7％）を半数以上の企業があげており、「職場が活性化する」（46.1％）、
「優秀な人材を確保できる」（43.7％）については 4割以上の企業があげた（図表 3-3-2）。 
これを業種別にみると、「人手不足を解消できる」については、「非鉄金属製造業」（67.0％）

や「石油製品・石炭製品製造業」（66.7％）、「輸送用機械器具製造業」（63.4％）などで比較
的回答割合が高い。 
「女性ならではの発想や提案を取り入れることができる」については、「なめし革・同製品・

毛皮製造業」（85.7％）、「生産用機械器具製造業」（64.4％）、「はん用機械器具製造業」（63.0％）
などで比較的回答割合が高くなっている。 
「優秀な人材を確保できる」については、「化学工業」（62.1％）で回答割合が最も高かっ

た。 
規模別にみると、「人手不足を解消できる」や「女性ならではの発想や提案を取り入れるこ

とができる」、「職場が活性化する」については、いずれの規模も高い回答割合となっている。

一方、「優秀な人材を確保できる」や「企業イメージが向上する」などについては、規模が大

きくなるほど回答割合が高くなっている一方、「製品の品質が向上する」については、規模の

小さい企業ほど回答割合が高い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図表３－３－２ 女性ものづくり人材を活用することのメリット（複数回答） 

（単位：％） 
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無
回
答

計 3,749 58.5 55.7 46.1 43.7 24.4 22.5 18.2 14.4 1.4 1.4 0.4

【業種】

繊維工業 267 50.9 46.8 31.1 41.2 23.2 13.9 16.9 11.6 3.0 3.4 1.5

パルプ・紙・紙加工品製造業 138 62.3 53.6 37.7 42.8 29.7 21.0 18.8 20.3 - 1.4 -

印刷・同関連業 262 55.0 60.7 39.3 51.5 25.2 20.6 16.8 12.6 - 1.1 0.8

化学工業 124 50.0 56.5 41.9 62.1 22.6 29.8 16.1 17.7 1.6 1.6 0.8

石油製品・石炭製品製造業 6 66.7 50.0 33.3 50.0 16.7 16.7 33.3 - - - -

プラスチック製品製造業 317 61.2 56.2 42.9 40.4 29.7 18.0 12.6 12.9 0.6 0.6 0.3

ゴム製品製造業 69 58.0 50.7 36.2 43.5 30.4 20.3 24.6 11.6 7.2 - -

なめし革・同製品・毛皮製造業 7 42.9 85.7 14.3 14.3 28.6 14.3 42.9 - - - -

窯業・土石製品製造業 134 56.0 57.5 53.0 44.0 26.1 30.6 20.1 9.0 - 0.7 0.7

鉄鋼業 90 62.2 60.0 53.3 50.0 18.9 34.4 23.3 14.4 1.1 1.1 -

非鉄金属製造業 109 67.0 55.0 54.1 45.0 31.2 28.4 19.3 12.8 2.8 - -

金属製品製造業 358 58.9 54.5 51.1 32.4 23.5 21.8 18.7 12.8 1.7 1.4 -

はん用機械器具製造業 154 51.9 63.0 57.8 45.5 20.8 26.6 19.5 12.3 0.6 1.9 -

生産用機械器具製造業 343 57.1 64.4 55.1 43.4 21.0 24.5 16.0 18.1 0.9 1.2 0.6

業務用機械器具製造業 105 57.1 57.1 53.3 52.4 13.3 20.0 22.9 10.5 - 2.9 1.0

電子部品・デバイス・電子回路製造業 186 62.4 47.3 39.2 48.9 26.9 15.6 20.4 12.9 1.6 2.2 -

電気機械器具製造業 425 61.4 50.6 45.9 43.3 20.0 19.8 15.8 15.1 1.6 0.9 -

情報通信機械器具製造業 26 57.7 42.3 53.8 53.8 26.9 23.1 15.4 19.2 3.8 3.8 -

輸送用機械器具製造業 440 63.4 57.0 51.8 40.7 27.7 29.1 22.0 19.1 0.7 1.4 0.5

その他 186 53.2 58.1 36.6 44.6 25.3 20.4 18.3 12.4 4.3 1.1 1.1

無回答 3 66.7 33.3 33.3 33.3 33.3 - - - 33.3 - -

【従業員規模】

４９人以下 1,277 56.1 55.8 45.3 39.5 25.3 18.6 15.7 15.8 1.9 1.8 0.8

５０人～９９人 1,326 58.1 53.5 45.9 42.7 24.9 21.9 17.0 12.5 0.8 1.7 0.2

１００人～２９９人 866 62.7 55.5 45.5 47.3 23.9 24.1 20.6 15.5 1.5 0.7 0.3

３００人以上 279 57.7 66.3 52.3 56.6 19.7 37.6 28.0 13.6 1.8 0.4 0.4

無回答 1 - - - - - - - - 100.0 - -
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２．定年の状況  

（１）定年の有無 

 定年の有無を尋ねたところ、「ある」が 97.9％と大多数を占め、「ない」は 1.6％となって
いる（図表 3-3-3）。 
  

図表３－３－３ 定年の有無 

（単位：％） 

 
 
（２）定年年齢 

 定年の状況を、定年年齢の設定状況も含めて集計したところ、「60 歳」が 79.3％、「61～
64歳」が 3.3％、「65歳」が 13.5％、「66～69歳」が 0.8％、「70歳以上」0.6％、「選択制」
が 0.2％で、「定年なし」が 1.6％となっている（図表 3-3-4）。 
 これを業種別にみると、「60歳」に設定する企業割合は比較的、「情報通信機械器具製造業」
（92.3％）や「化学工業」（90.1％）において高くなっている。 
「65歳」に設定する企業割合については、「繊維工業」（22.2％）や「なめし革・同製品・

n

あ
る

な
い

無
回
答

計 5,867 97.9 1.6 0.5

【業種】

繊維工業 334 97.3 2.1 0.6

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 99.1 0.9 -

印刷・同関連業 369 98.6 0.8 0.5

化学工業 242 97.5 1.7 0.8

石油製品・石炭製品製造業 20 95.0 - 5.0

プラスチック製品製造業 496 96.8 2.8 0.4

ゴム製品製造業 98 94.9 4.1 1.0

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 88.2 11.8 -

窯業・土石製品製造業 268 98.1 1.5 0.4

鉄鋼業 219 97.3 2.3 0.5

非鉄金属製造業 173 97.7 2.3 -

金属製品製造業 547 97.4 1.8 0.7

はん用機械器具製造業 285 99.3 0.4 0.4

生産用機械器具製造業 583 98.1 1.4 0.5

業務用機械器具製造業 148 98.0 2.0 -

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 98.0 0.8 1.2

電気機械器具製造業 586 99.0 0.9 0.2

情報通信機械器具製造業 39 100.0 - -

輸送用機械器具製造業 680 97.8 1.2 1.0

その他 301 97.3 2.3 0.3

無回答 3 100.0 - -

【従業員規模】

４９人以下 2,121 96.4 2.9 0.7

５０人～９９人 2,080 98.4 1.2 0.4

１００人～２９９人 1,311 99.0 0.5 0.5

３００人以上 354 99.2 - 0.8

無回答 1 100.0 - -
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２．定年の状況  

（１）定年の有無 

 定年の有無を尋ねたところ、「ある」が 97.9％と大多数を占め、「ない」は 1.6％となって
いる（図表 3-3-3）。 
  

図表３－３－３ 定年の有無 

（単位：％） 

 
 
（２）定年年齢 

 定年の状況を、定年年齢の設定状況も含めて集計したところ、「60 歳」が 79.3％、「61～
64歳」が 3.3％、「65歳」が 13.5％、「66～69歳」が 0.8％、「70歳以上」0.6％、「選択制」
が 0.2％で、「定年なし」が 1.6％となっている（図表 3-3-4）。 
 これを業種別にみると、「60歳」に設定する企業割合は比較的、「情報通信機械器具製造業」
（92.3％）や「化学工業」（90.1％）において高くなっている。 
「65歳」に設定する企業割合については、「繊維工業」（22.2％）や「なめし革・同製品・

n

あ
る

な
い

無
回
答

計 5,867 97.9 1.6 0.5

【業種】

繊維工業 334 97.3 2.1 0.6

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 99.1 0.9 -

印刷・同関連業 369 98.6 0.8 0.5

化学工業 242 97.5 1.7 0.8

石油製品・石炭製品製造業 20 95.0 - 5.0

プラスチック製品製造業 496 96.8 2.8 0.4

ゴム製品製造業 98 94.9 4.1 1.0

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 88.2 11.8 -

窯業・土石製品製造業 268 98.1 1.5 0.4

鉄鋼業 219 97.3 2.3 0.5

非鉄金属製造業 173 97.7 2.3 -

金属製品製造業 547 97.4 1.8 0.7

はん用機械器具製造業 285 99.3 0.4 0.4

生産用機械器具製造業 583 98.1 1.4 0.5

業務用機械器具製造業 148 98.0 2.0 -

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 98.0 0.8 1.2

電気機械器具製造業 586 99.0 0.9 0.2

情報通信機械器具製造業 39 100.0 - -

輸送用機械器具製造業 680 97.8 1.2 1.0

その他 301 97.3 2.3 0.3

無回答 3 100.0 - -

【従業員規模】

４９人以下 2,121 96.4 2.9 0.7

５０人～９９人 2,080 98.4 1.2 0.4

１００人～２９９人 1,311 99.0 0.5 0.5

３００人以上 354 99.2 - 0.8

無回答 1 100.0 - -

 
 

毛皮製造業」（23.5％）で比較的高い。 
 規模別にみると、「60歳」に設定する企業の割合は規模が大きくなるほど高くなっており、
「300人以上」では 9割以上（94.9％）となっている。一方、「61～64歳」、「65歳」、「定年
なし」については規模が小さい企業ほど割合が高くなっており、「49 人以下」では「65 歳」
に設定する企業が約 2割におよぶ（19.8％）。 
 

図表３－３－４ 定年有無＋定年年齢 

（単位：％） 

 
 
 
 
 
 
 

n

６
０
歳

６
１
～

６
４
歳

６
５
歳

６
６
～

６
９
歳

７
０
歳
以
上

選
択
制

定
年
な
し

無
回
答

計 5,867 79.3 3.3 13.5 0.8 0.6 0.2 1.6 0.8

【業種】

繊維工業 334 67.4 3.0 22.2 2.4 2.1 - 2.1 0.9

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 81.7 2.3 14.1 - - - 0.9 0.9

印刷・同関連業 369 82.4 2.7 13.0 0.5 - - 0.8 0.5

化学工業 242 90.1 2.9 4.5 - - - 1.7 0.8

石油製品・石炭製品製造業 20 65.0 5.0 15.0 5.0 5.0 - - 5.0

プラスチック製品製造業 496 76.2 3.0 14.9 1.4 0.6 0.2 2.8 0.8

ゴム製品製造業 98 75.5 2.0 15.3 1.0 - - 4.1 2.0

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 64.7 - 23.5 - - - 11.8 -

窯業・土石製品製造業 268 79.1 3.0 14.2 0.4 1.5 - 1.5 0.4

鉄鋼業 219 83.1 3.2 9.6 0.5 0.9 - 2.3 0.5

非鉄金属製造業 173 76.9 4.0 13.9 - 0.6 1.7 2.3 0.6

金属製品製造業 547 78.8 3.3 13.9 0.7 0.4 0.2 1.8 0.9

はん用機械器具製造業 285 83.5 3.9 10.9 0.4 0.4 - 0.4 0.7

生産用機械器具製造業 583 79.2 2.9 14.4 0.5 0.9 - 1.4 0.7

業務用機械器具製造業 148 83.8 3.4 10.8 - - - 2.0 -

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 78.9 3.3 13.4 0.8 1.2 - 0.8 1.6

電気機械器具製造業 586 83.1 3.4 11.3 0.9 0.2 0.2 0.9 0.2

情報通信機械器具製造業 39 92.3 2.6 5.1 - - - - -

輸送用機械器具製造業 680 77.1 4.7 14.0 0.9 0.7 0.4 1.2 1.0

その他 301 76.1 2.7 15.9 1.0 1.0 - 2.3 1.0

無回答 3 100.0 - - - - - - -

【従業員規模】

４９人以下 2,121 69.4 4.1 19.8 1.6 1.1 0.3 2.9 0.9

５０人～９９人 2,080 80.9 2.8 13.2 0.5 0.5 0.0 1.2 0.8

１００人～２９９人 1,311 88.6 3.2 6.9 - 0.2 0.2 0.5 0.5

３００人以上 354 94.9 1.4 2.8 - - - - 0.8

無回答 1 100.0 - - - - - - -
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（３）定年後の継続雇用制度の有無 

定年があると回答した企業（n=5,742）には、定年後の継続雇用制度の有無を尋ねた。 
その結果を定年年齢別にみると、定年年齢として大多数を占める 60 歳定年の企業ではほ

とんどの企業（99.3％）が継続雇用制度「あり」と回答しており、定年年齢が「65歳」の企
業でも、「ある」とした企業は 89.7％とほぼ 9割におよぶ（図表 3-3-5）。また、定年が「70
歳以上」の企業でも 6割（60.5％）が、継続雇用制度があると回答している。 
 

図表３－３－５ 定年後の継続雇用制度の有無 

（単位：％） 

 
 
（４）６５歳を超えても勤務できる企業割合 

 定年がない企業や、定年年齢が 66 歳以上の企業（選択制含む）、また、定年が 65 歳で継
続雇用制度がある企業を「65歳を超えても勤務できる企業」とみなしてその割合をみたとこ
ろ、全体では 15.3％だった（図表 3-3-6）。 
 これを業種別にみると、「65 歳を超えても勤務できる企業」の割合が比較的高いのは「な
めし革・同製品・毛皮製造業」（29.4％）、「繊維工業」（27.5％）、「石油製品・石炭製品製造
業」（25.0％）となっている。 
 規模別にみると、「65 歳を超えても勤務できる企業」の割合は規模が小さくなるほど高く
なっており、「49人以下」では、ほぼ 4社に 1社（23.8％）におよんでいる。 
 
 
 
 
 
 

n

あ
る

な
い

無
回
答

計 5,742 97.5 2.0 0.5

６０歳 4,652 99.3 0.4 0.3

６１～６４歳 192 97.4 1.6 1.0

６５歳 793 89.7 9.8 0.5

６６～６９歳 45 91.1 8.9 -

７０歳以上 38 60.5 34.2 5.3

選択制 9 88.9 11.1 -

無回答 13 46.2 - 53.8
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（３）定年後の継続雇用制度の有無 

定年があると回答した企業（n=5,742）には、定年後の継続雇用制度の有無を尋ねた。 
その結果を定年年齢別にみると、定年年齢として大多数を占める 60 歳定年の企業ではほ

とんどの企業（99.3％）が継続雇用制度「あり」と回答しており、定年年齢が「65歳」の企
業でも、「ある」とした企業は 89.7％とほぼ 9割におよぶ（図表 3-3-5）。また、定年が「70
歳以上」の企業でも 6割（60.5％）が、継続雇用制度があると回答している。 
 

図表３－３－５ 定年後の継続雇用制度の有無 

（単位：％） 

 
 
（４）６５歳を超えても勤務できる企業割合 

 定年がない企業や、定年年齢が 66 歳以上の企業（選択制含む）、また、定年が 65 歳で継
続雇用制度がある企業を「65歳を超えても勤務できる企業」とみなしてその割合をみたとこ
ろ、全体では 15.3％だった（図表 3-3-6）。 
 これを業種別にみると、「65 歳を超えても勤務できる企業」の割合が比較的高いのは「な
めし革・同製品・毛皮製造業」（29.4％）、「繊維工業」（27.5％）、「石油製品・石炭製品製造
業」（25.0％）となっている。 
 規模別にみると、「65 歳を超えても勤務できる企業」の割合は規模が小さくなるほど高く
なっており、「49人以下」では、ほぼ 4社に 1社（23.8％）におよんでいる。 
 
 
 
 
 
 

n

あ
る

な
い

無
回
答

計 5,742 97.5 2.0 0.5

６０歳 4,652 99.3 0.4 0.3

６１～６４歳 192 97.4 1.6 1.0

６５歳 793 89.7 9.8 0.5

６６～６９歳 45 91.1 8.9 -

７０歳以上 38 60.5 34.2 5.3

選択制 9 88.9 11.1 -

無回答 13 46.2 - 53.8

 
 

図表３－３－６ ６５歳を超えても勤務できる企業 

（単位：％） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

n

６
５
歳
超
も
勤
務

で
き
る
企
業

そ
れ
以
外

無
回
答

計 5,867 15.3 83.9 0.8

【業種】

繊維工業 334 27.5 71.6 0.9

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 13.1 85.4 1.4

印刷・同関連業 369 12.5 87.0 0.5

化学工業 242 5.4 93.8 0.8

石油製品・石炭製品製造業 20 25.0 70.0 5.0

プラスチック製品製造業 496 18.5 80.6 0.8

ゴム製品製造業 98 17.3 79.6 3.1

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 29.4 64.7 5.9

窯業・土石製品製造業 268 16.0 83.6 0.4

鉄鋼業 219 12.8 86.8 0.5

非鉄金属製造業 173 15.6 83.8 0.6

金属製品製造業 547 16.3 82.8 0.9

はん用機械器具製造業 285 11.2 88.1 0.7

生産用機械器具製造業 583 16.1 83.2 0.7

業務用機械器具製造業 148 10.8 89.2 -

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 15.0 83.3 1.6

電気機械器具製造業 586 11.8 87.9 0.3

情報通信機械器具製造業 39 5.1 94.9 -

輸送用機械器具製造業 680 15.7 83.2 1.0

その他 301 17.9 81.1 1.0

無回答 3 - 100.0 -

【従業員規模】

４９人以下 2,121 23.8 75.1 1.1

５０人～９９人 2,080 14.1 85.1 0.8

１００人～２９９人 1,311 7.1 92.4 0.5

３００人以上 354 1.4 97.7 0.8

無回答 1 - 100.0 -
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３．６０歳以上のものづくり人材 

（１）現在、６０歳以上のものづくり人材が勤務しているか 

 現在、勤務している６０歳以上のものづくり人材がいるか尋ねたところ、「いる」が 86.6％、
「いない」が 12.8％となっている（図表 3-3-7）。 
 

図表３－３－７ 現在、勤務している６０歳以上のものづくり人材がいるか 

（単位：％） 

 

 
 
 
 
 

n

い
る

い
な
い

無
回
答

計 5,867 86.6 12.8 0.6

【業種】

繊維工業 334 89.2 9.3 1.5

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 87.3 12.7 -

印刷・同関連業 369 75.6 23.6 0.8

化学工業 242 73.6 25.6 0.8

石油製品・石炭製品製造業 20 75.0 20.0 5.0

プラスチック製品製造業 496 84.5 15.3 0.2

ゴム製品製造業 98 83.7 14.3 2.0

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 70.6 29.4 -

窯業・土石製品製造業 268 89.6 10.1 0.4

鉄鋼業 219 92.2 7.3 0.5

非鉄金属製造業 173 89.6 10.4 -

金属製品製造業 547 88.8 10.4 0.7

はん用機械器具製造業 285 90.9 9.1 -

生産用機械器具製造業 583 90.7 8.7 0.5

業務用機械器具製造業 148 87.8 12.2 -

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 79.3 20.3 0.4

電気機械器具製造業 586 88.9 10.9 0.2

情報通信機械器具製造業 39 89.7 10.3 -

輸送用機械器具製造業 680 91.3 7.6 1.0

その他 301 78.4 21.3 0.3

無回答 3 100.0 - -

【従業員規模】

４９人以下 2,121 83.8 15.3 0.8

５０人～９９人 2,080 86.4 13.2 0.4

１００人～２９９人 1,311 90.1 9.6 0.3

３００人以上 354 91.5 7.9 0.6

無回答 1 100.0 - -
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３．６０歳以上のものづくり人材 

（１）現在、６０歳以上のものづくり人材が勤務しているか 

 現在、勤務している６０歳以上のものづくり人材がいるか尋ねたところ、「いる」が 86.6％、
「いない」が 12.8％となっている（図表 3-3-7）。 
 

図表３－３－７ 現在、勤務している６０歳以上のものづくり人材がいるか 

（単位：％） 

 

 
 
 
 
 

n

い
る

い
な
い

無
回
答

計 5,867 86.6 12.8 0.6

【業種】

繊維工業 334 89.2 9.3 1.5

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 87.3 12.7 -

印刷・同関連業 369 75.6 23.6 0.8

化学工業 242 73.6 25.6 0.8

石油製品・石炭製品製造業 20 75.0 20.0 5.0

プラスチック製品製造業 496 84.5 15.3 0.2

ゴム製品製造業 98 83.7 14.3 2.0

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 70.6 29.4 -

窯業・土石製品製造業 268 89.6 10.1 0.4

鉄鋼業 219 92.2 7.3 0.5

非鉄金属製造業 173 89.6 10.4 -

金属製品製造業 547 88.8 10.4 0.7

はん用機械器具製造業 285 90.9 9.1 -

生産用機械器具製造業 583 90.7 8.7 0.5

業務用機械器具製造業 148 87.8 12.2 -

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 79.3 20.3 0.4

電気機械器具製造業 586 88.9 10.9 0.2

情報通信機械器具製造業 39 89.7 10.3 -

輸送用機械器具製造業 680 91.3 7.6 1.0

その他 301 78.4 21.3 0.3

無回答 3 100.0 - -

【従業員規模】

４９人以下 2,121 83.8 15.3 0.8

５０人～９９人 2,080 86.4 13.2 0.4

１００人～２９９人 1,311 90.1 9.6 0.3

３００人以上 354 91.5 7.9 0.6

無回答 1 100.0 - -

 
 

（２）現在、勤務しているものづくり人材の最高齢 

現在、勤務しているものづくり人材の最高齢を尋ねたところ、「60 歳～64 歳」が 27.8％、
「65歳～69歳」が 36.2％、「70歳以上」が 33.9％となっており、3割の企業で 70歳以上の
ものづくり人材が勤務し、また、7割以上の企業で 65歳以上のものづくり人材が勤務してい
た（図表 3-3-8）。 
これを業種別にみると、「はん用機械器具製造業」（46.3％）、「繊維工業」（43.0％）、「なめ

し革・同製品・毛皮製造業」（41.7％）などにおいて最高齢が「70 歳以上」の割合が比較的
高くなっている。 
規模別にみると、「70 歳以上」の割合は「300 人以上」では 2 割以下（18.2％）にとどま

っているが、「49人以下」（36.3％）と「50～99人」（38.3％）では 4割弱におよぶ。 
 

図表３－３－８ 現在、勤務しているものづくり人材の最高齢 

（単位：％） 

 

n

６
０
～

６
４
歳

６
５
～

６
９
歳

７
０
歳
以
上

無
回
答

平
均

最
大
値

計 5,081 27.8 36.2 33.9 2.1 67.8 92

【業種】

繊維工業 298 20.1 34.2 43.0 2.7 68.6 81

パルプ・紙・紙加工品製造業 186 34.9 35.5 29.0 0.5 67.0 81

印刷・同関連業 279 34.8 37.3 24.7 3.2 66.7 83

化学工業 178 42.7 39.3 15.7 2.2 65.8 86

石油製品・石炭製品製造業 15 46.7 26.7 20.0 6.7 65.6 73

プラスチック製品製造業 419 32.5 36.3 29.4 1.9 67.2 84

ゴム製品製造業 82 36.6 39.0 24.4 - 66.5 76

なめし革・同製品・毛皮製造業 12 25.0 33.3 41.7 - 67.8 75

窯業・土石製品製造業 240 27.1 36.7 33.8 2.5 67.7 85

鉄鋼業 202 24.3 44.1 30.7 1.0 67.6 80

非鉄金属製造業 155 26.5 34.8 37.4 1.3 68.2 92

金属製品製造業 486 22.8 37.4 37.7 2.1 68.5 85

はん用機械器具製造業 259 21.2 32.0 46.3 0.4 68.9 84

生産用機械器具製造業 529 21.0 37.2 39.9 1.9 68.4 85

業務用機械器具製造業 130 21.5 40.8 35.4 2.3 68.1 86

電子部品・デバイス・電子回路製造業 195 45.1 28.7 22.1 4.1 66.0 80

電気機械器具製造業 521 33.4 34.9 29.9 1.7 67.4 91

情報通信機械器具製造業 35 25.7 42.9 25.7 5.7 67.4 79

輸送用機械器具製造業 621 23.0 36.4 38.0 2.6 68.3 83

その他 236 27.5 32.6 36.0 3.8 68.0 84

無回答 3 - 100.0 - - 66.3 69

【従業員規模】

４９人以下 1,778 27.3 34.5 36.3 2.0 68.0 92

５０人～９９人 1,797 25.8 34.4 38.3 1.5 68.1 86

１００人～２９９人 1,181 29.6 39.6 27.8 3.0 67.2 85

３００人以上 324 35.5 42.6 18.2 3.7 66.1 88

無回答 1 - 100.0 - - 69.0 69
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（３）６０歳以上のものづくり人材の主な役割 

60歳以上のものづくり人材がいる企業（n=5,081）には、60歳以上のものづくり人材が主
にどのような役割を果たしているのか尋ねた（複数回答）。 
結果をみると、「製造・組立作業を担う技能者」（69.1％）と「若い人への技術・技能の指

導役」（61.4％）の回答割合が高くなっており、「検品・品質管理など製造・組立の後工程」
が 24.2％、「管理職」が 19.8％、「設計・開発を担う技術者」が 16.8％などとなっている（図

表 3-3-9）。 
 これを業種別にみると、「化学工業」（68.0％）、「鉄鋼業」（67.3％）、「非鉄金属製造業」
（66.5％）などでは「若い人への技術・技能の指導役」の回答割合が比較的高い。 
 規模別にみると、規模が大きい企業ほど広範囲な役割を担わせている傾向がみられた。 
 

図表３－３－９ ６０歳以上のものづくり人材の主な役割（複数回答） 

（単位：％） 
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計 5,081 61.4 69.1 16.8 24.2 19.8 8.6 7.8 2.5 0.5

【業種】

繊維工業 298 65.1 69.5 12.1 27.5 21.8 8.4 6.0 1.7 0.7

パルプ・紙・紙加工品製造業 186 54.3 65.6 5.9 21.5 11.8 4.3 6.5 2.2 0.5

印刷・同関連業 279 62.7 60.6 4.3 28.7 15.1 8.2 6.5 1.4 -

化学工業 178 68.0 60.1 15.2 17.4 18.5 6.2 11.8 2.2 -

石油製品・石炭製品製造業 15 46.7 80.0 13.3 33.3 20.0 20.0 - 6.7 -

プラスチック製品製造業 419 58.5 55.8 12.6 25.8 20.3 7.2 9.8 4.8 1.2

ゴム製品製造業 82 59.8 75.6 9.8 29.3 13.4 7.3 6.1 3.7 -

なめし革・同製品・毛皮製造業 12 50.0 66.7 - 33.3 16.7 - 8.3 - -

窯業・土石製品製造業 240 62.1 65.8 9.6 17.1 21.3 6.3 8.3 4.2 0.8

鉄鋼業 202 67.3 78.2 8.9 24.8 15.8 4.0 6.4 1.0 1.0

非鉄金属製造業 155 66.5 65.2 12.3 24.5 31.0 9.7 7.7 3.2 0.6

金属製品製造業 486 55.6 72.2 11.5 22.6 16.0 9.1 6.8 3.1 0.2

はん用機械器具製造業 259 64.1 78.0 23.6 24.7 18.5 9.3 8.1 1.5 0.4

生産用機械器具製造業 529 64.1 77.1 23.8 21.2 20.0 10.6 5.9 1.7 0.2

業務用機械器具製造業 130 63.1 72.3 29.2 19.2 12.3 7.7 6.9 0.8 1.5

電子部品・デバイス・電子回路製造業 195 46.7 67.2 23.1 28.7 22.1 9.7 12.3 2.1 -

電気機械器具製造業 521 59.7 71.0 30.9 29.4 23.6 12.9 7.5 2.3 0.6

情報通信機械器具製造業 35 65.7 65.7 31.4 31.4 25.7 14.3 5.7 - -

輸送用機械器具製造業 621 65.5 72.0 17.1 23.8 21.3 8.7 8.9 2.6 0.2

その他 236 60.6 61.4 16.9 19.9 25.0 5.1 8.9 2.5 0.8

無回答 3 100.0 100.0 66.7 66.7 - 33.3 - - -

【従業員規模】

４９人以下 1,778 59.6 66.5 13.2 19.9 19.2 9.6 5.0 2.6 0.4

５０人～９９人 1,797 59.6 68.7 15.5 23.3 18.7 8.2 7.3 2.3 0.5

１００人～２９９人 1,181 63.9 72.8 20.1 27.1 21.0 7.5 10.2 2.3 0.4

３００人以上 324 72.5 72.5 32.1 42.3 25.6 9.0 17.0 3.1 0.6

無回答 1 100.0 100.0 100.0 100.0 - 100.0 - - -
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（３）６０歳以上のものづくり人材の主な役割 

60歳以上のものづくり人材がいる企業（n=5,081）には、60歳以上のものづくり人材が主
にどのような役割を果たしているのか尋ねた（複数回答）。 
結果をみると、「製造・組立作業を担う技能者」（69.1％）と「若い人への技術・技能の指

導役」（61.4％）の回答割合が高くなっており、「検品・品質管理など製造・組立の後工程」
が 24.2％、「管理職」が 19.8％、「設計・開発を担う技術者」が 16.8％などとなっている（図

表 3-3-9）。 
 これを業種別にみると、「化学工業」（68.0％）、「鉄鋼業」（67.3％）、「非鉄金属製造業」
（66.5％）などでは「若い人への技術・技能の指導役」の回答割合が比較的高い。 
 規模別にみると、規模が大きい企業ほど広範囲な役割を担わせている傾向がみられた。 
 

図表３－３－９ ６０歳以上のものづくり人材の主な役割（複数回答） 

（単位：％） 
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計 5,081 61.4 69.1 16.8 24.2 19.8 8.6 7.8 2.5 0.5

【業種】

繊維工業 298 65.1 69.5 12.1 27.5 21.8 8.4 6.0 1.7 0.7

パルプ・紙・紙加工品製造業 186 54.3 65.6 5.9 21.5 11.8 4.3 6.5 2.2 0.5

印刷・同関連業 279 62.7 60.6 4.3 28.7 15.1 8.2 6.5 1.4 -

化学工業 178 68.0 60.1 15.2 17.4 18.5 6.2 11.8 2.2 -

石油製品・石炭製品製造業 15 46.7 80.0 13.3 33.3 20.0 20.0 - 6.7 -

プラスチック製品製造業 419 58.5 55.8 12.6 25.8 20.3 7.2 9.8 4.8 1.2

ゴム製品製造業 82 59.8 75.6 9.8 29.3 13.4 7.3 6.1 3.7 -

なめし革・同製品・毛皮製造業 12 50.0 66.7 - 33.3 16.7 - 8.3 - -

窯業・土石製品製造業 240 62.1 65.8 9.6 17.1 21.3 6.3 8.3 4.2 0.8

鉄鋼業 202 67.3 78.2 8.9 24.8 15.8 4.0 6.4 1.0 1.0

非鉄金属製造業 155 66.5 65.2 12.3 24.5 31.0 9.7 7.7 3.2 0.6

金属製品製造業 486 55.6 72.2 11.5 22.6 16.0 9.1 6.8 3.1 0.2

はん用機械器具製造業 259 64.1 78.0 23.6 24.7 18.5 9.3 8.1 1.5 0.4

生産用機械器具製造業 529 64.1 77.1 23.8 21.2 20.0 10.6 5.9 1.7 0.2

業務用機械器具製造業 130 63.1 72.3 29.2 19.2 12.3 7.7 6.9 0.8 1.5

電子部品・デバイス・電子回路製造業 195 46.7 67.2 23.1 28.7 22.1 9.7 12.3 2.1 -

電気機械器具製造業 521 59.7 71.0 30.9 29.4 23.6 12.9 7.5 2.3 0.6

情報通信機械器具製造業 35 65.7 65.7 31.4 31.4 25.7 14.3 5.7 - -

輸送用機械器具製造業 621 65.5 72.0 17.1 23.8 21.3 8.7 8.9 2.6 0.2

その他 236 60.6 61.4 16.9 19.9 25.0 5.1 8.9 2.5 0.8

無回答 3 100.0 100.0 66.7 66.7 - 33.3 - - -

【従業員規模】

４９人以下 1,778 59.6 66.5 13.2 19.9 19.2 9.6 5.0 2.6 0.4

５０人～９９人 1,797 59.6 68.7 15.5 23.3 18.7 8.2 7.3 2.3 0.5

１００人～２９９人 1,181 63.9 72.8 20.1 27.1 21.0 7.5 10.2 2.3 0.4

３００人以上 324 72.5 72.5 32.1 42.3 25.6 9.0 17.0 3.1 0.6

無回答 1 100.0 100.0 100.0 100.0 - 100.0 - - -

 
 

４．技能系非正社員 

（１）ものづくり現場に技能系非正社員がいるか 

 現在、ものづくりの現場に技能系非正社員がいるか尋ねたところ、「いる」が 44.7％で「い
ない」が 54.9％だった（図表 3-3-10）。 
 これを業種別にみると、「ゴム製品製造業」（58.2％）、「電気機械器具製造業」（53.1％）、
「なめし革・同製品・毛皮製造業」（52.9％）、「輸送用機械器具製造業」（51.5％）、「情報通
信機械器具製造業」（51.3％）、「電子部品・デバイス・電子回路製造業」（51.2％）では「い
る」が 5割を超える。 
 規模別にみると、「いる」とする企業割合は規模が大きくなるほど高くなっており、「49人
以下」では 3割程度（32.1％）にとどまるが「300人以上」では 7割近い割合（68.6％）と
なっている。 
 

図表３－３－１０ ものづくり現場に技能系非正社員がいるか 

（単位：％） 

 

n
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い
な
い
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回
答

計 5,867 44.7 54.9 0.3

【業種】

繊維工業 334 47.9 50.9 1.2

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 47.4 52.6 -

印刷・同関連業 369 41.7 58.3 -

化学工業 242 40.5 59.5 -

石油製品・石炭製品製造業 20 25.0 75.0 -

プラスチック製品製造業 496 40.3 59.3 0.4

ゴム製品製造業 98 58.2 40.8 1.0

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 52.9 47.1 -

窯業・土石製品製造業 268 41.4 58.2 0.4

鉄鋼業 219 37.0 63.0 -

非鉄金属製造業 173 42.2 57.2 0.6

金属製品製造業 547 38.6 61.1 0.4

はん用機械器具製造業 285 42.5 57.2 0.4

生産用機械器具製造業 583 40.8 58.8 0.3

業務用機械器具製造業 148 47.3 52.7 -

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 51.2 48.8 -

電気機械器具製造業 586 53.1 46.6 0.3

情報通信機械器具製造業 39 51.3 48.7 -

輸送用機械器具製造業 680 51.5 48.2 0.3

その他 301 42.5 57.1 0.3

無回答 3 33.3 66.7 -

【従業員規模】

４９人以下 2,121 32.1 67.5 0.5

５０人～９９人 2,080 45.2 54.5 0.3

１００人～２９９人 1,311 58.1 41.9 -

３００人以上 354 68.6 30.5 0.8

無回答 1 - 100.0 -
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（２）技能系非正社員を雇用することのメリット 

技能系非正社員を雇用することのメリット（利点）を尋ねたところ（複数回答）、「正社員

が確保できない時に人手を確保できる」（45.9％）の回答割合が最も高く、次いで「労働コス
トを削減できる」（26.1％）、「正社員採用の候補者にできる」（25.1％）、「繁閑に応じて雇用
量を調節できる」（21.3％）などの順となっており、「特にメリットはない」は 19.1％となっ
ている（図表 3-3-11）。 
これを規模別にみると、「特にメリットはない」とする企業は規模が小さい企業ほど多い。 
また、「正社員が確保できない時に人手を確保できる」をあげる企業割合をみると、「100

人～299人」と「300人以上」では 5割以上（それぞれ 51.6％、57.1％）となっており、「300
人以上」では「正社員採用の候補者にできる」も約 4割におよぶ（39.3％）。 
 

図表３－３－１１ 技能系非正社員を雇用することのメリット（複数回答） 

（単位：％） 
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計 5,867 45.9 26.1 25.1 21.3 11.2 4.3 1.6 19.1 10.6

【業種】

繊維工業 334 39.8 23.7 21.6 18.6 6.6 5.1 2.4 17.4 16.8

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 44.6 33.3 27.7 16.0 13.6 2.8 1.4 16.9 8.9

印刷・同関連業 369 40.9 29.0 23.3 23.3 9.5 6.0 1.4 19.2 11.4

化学工業 242 47.9 28.9 27.3 18.2 14.0 9.5 1.2 19.0 6.2

石油製品・石炭製品製造業 20 30.0 5.0 20.0 10.0 5.0 - 5.0 30.0 20.0

プラスチック製品製造業 496 50.0 29.0 28.0 21.6 10.9 4.8 0.6 16.9 8.9

ゴム製品製造業 98 51.0 20.4 32.7 19.4 7.1 4.1 1.0 19.4 6.1

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 17.6 17.6 5.9 5.9 5.9 - - 41.2 17.6

窯業・土石製品製造業 268 43.3 29.1 23.5 26.5 7.8 2.6 0.4 20.5 11.2

鉄鋼業 219 45.7 12.3 23.7 15.5 8.2 1.4 4.1 20.5 15.5

非鉄金属製造業 173 51.4 24.3 30.1 19.7 13.3 4.0 1.2 19.1 10.4

金属製品製造業 547 40.2 23.4 20.3 17.7 11.5 2.2 1.5 22.1 11.5

はん用機械器具製造業 285 48.4 23.5 22.8 25.6 11.6 4.6 2.1 20.4 9.5

生産用機械器具製造業 583 46.0 22.3 21.3 20.2 12.5 3.4 2.4 21.1 11.1

業務用機械器具製造業 148 44.6 23.6 22.3 20.3 8.8 0.7 1.4 22.3 11.5

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 49.2 32.1 29.7 28.0 12.6 6.5 0.4 14.2 7.7

電気機械器具製造業 586 45.2 32.6 26.8 23.2 15.9 5.3 2.9 17.7 9.0

情報通信機械器具製造業 39 51.3 20.5 23.1 23.1 10.3 2.6 - 20.5 12.8

輸送用機械器具製造業 680 52.1 25.9 28.5 24.6 10.9 5.1 0.9 17.5 10.0

その他 301 44.5 24.3 26.6 19.3 10.3 3.3 2.0 19.6 11.3

無回答 3 - - - - - - - 66.7 33.3

【従業員規模】

４９人以下 2,121 41.5 23.1 21.3 18.5 8.6 3.3 1.3 21.7 13.2

５０人～９９人 2,080 44.9 25.7 22.9 20.5 11.3 3.3 1.7 20.0 10.1

１００人～２９９人 1,311 51.6 28.9 31.0 24.3 13.4 5.2 2.0 16.1 7.6

３００人以上 354 57.1 35.3 39.3 31.9 18.4 13.3 1.7 9.6 9.0

無回答 1 - - - - - - - - 100.0
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（２）技能系非正社員を雇用することのメリット 

技能系非正社員を雇用することのメリット（利点）を尋ねたところ（複数回答）、「正社員

が確保できない時に人手を確保できる」（45.9％）の回答割合が最も高く、次いで「労働コス
トを削減できる」（26.1％）、「正社員採用の候補者にできる」（25.1％）、「繁閑に応じて雇用
量を調節できる」（21.3％）などの順となっており、「特にメリットはない」は 19.1％となっ
ている（図表 3-3-11）。 
これを規模別にみると、「特にメリットはない」とする企業は規模が小さい企業ほど多い。 
また、「正社員が確保できない時に人手を確保できる」をあげる企業割合をみると、「100

人～299人」と「300人以上」では 5割以上（それぞれ 51.6％、57.1％）となっており、「300
人以上」では「正社員採用の候補者にできる」も約 4割におよぶ（39.3％）。 
 

図表３－３－１１ 技能系非正社員を雇用することのメリット（複数回答） 

（単位：％） 
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計 5,867 45.9 26.1 25.1 21.3 11.2 4.3 1.6 19.1 10.6

【業種】

繊維工業 334 39.8 23.7 21.6 18.6 6.6 5.1 2.4 17.4 16.8

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 44.6 33.3 27.7 16.0 13.6 2.8 1.4 16.9 8.9

印刷・同関連業 369 40.9 29.0 23.3 23.3 9.5 6.0 1.4 19.2 11.4

化学工業 242 47.9 28.9 27.3 18.2 14.0 9.5 1.2 19.0 6.2

石油製品・石炭製品製造業 20 30.0 5.0 20.0 10.0 5.0 - 5.0 30.0 20.0

プラスチック製品製造業 496 50.0 29.0 28.0 21.6 10.9 4.8 0.6 16.9 8.9

ゴム製品製造業 98 51.0 20.4 32.7 19.4 7.1 4.1 1.0 19.4 6.1

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 17.6 17.6 5.9 5.9 5.9 - - 41.2 17.6

窯業・土石製品製造業 268 43.3 29.1 23.5 26.5 7.8 2.6 0.4 20.5 11.2

鉄鋼業 219 45.7 12.3 23.7 15.5 8.2 1.4 4.1 20.5 15.5

非鉄金属製造業 173 51.4 24.3 30.1 19.7 13.3 4.0 1.2 19.1 10.4

金属製品製造業 547 40.2 23.4 20.3 17.7 11.5 2.2 1.5 22.1 11.5

はん用機械器具製造業 285 48.4 23.5 22.8 25.6 11.6 4.6 2.1 20.4 9.5

生産用機械器具製造業 583 46.0 22.3 21.3 20.2 12.5 3.4 2.4 21.1 11.1

業務用機械器具製造業 148 44.6 23.6 22.3 20.3 8.8 0.7 1.4 22.3 11.5

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 49.2 32.1 29.7 28.0 12.6 6.5 0.4 14.2 7.7

電気機械器具製造業 586 45.2 32.6 26.8 23.2 15.9 5.3 2.9 17.7 9.0

情報通信機械器具製造業 39 51.3 20.5 23.1 23.1 10.3 2.6 - 20.5 12.8

輸送用機械器具製造業 680 52.1 25.9 28.5 24.6 10.9 5.1 0.9 17.5 10.0

その他 301 44.5 24.3 26.6 19.3 10.3 3.3 2.0 19.6 11.3

無回答 3 - - - - - - - 66.7 33.3

【従業員規模】

４９人以下 2,121 41.5 23.1 21.3 18.5 8.6 3.3 1.3 21.7 13.2

５０人～９９人 2,080 44.9 25.7 22.9 20.5 11.3 3.3 1.7 20.0 10.1

１００人～２９９人 1,311 51.6 28.9 31.0 24.3 13.4 5.2 2.0 16.1 7.6

３００人以上 354 57.1 35.3 39.3 31.9 18.4 13.3 1.7 9.6 9.0

無回答 1 - - - - - - - - 100.0

 
 

（３）技能系非正社員の正社員への登用 

技能系非正社員を正社員に登用しているか尋ねたところ、「登用制度があり、登用している」

が 22.1％、「登用制度はないが、慣行として正社員に登用することがある」が 30.3％、「登用
したことはないが、登用や制度の設置を検討中」が 12.8％、「登用したことがなく、今後も登
用する考えはない」が 24.3％となっている（図表 3-3-12）。 
 これを業種別にみると、「登用制度があり、登用している」の割合が比較的高いのは「ゴム

製品製造業」（35.7％）、「電子部品・デバイス・電子回路製造業」（28.5％）、「電気機械器具
製造業」（27.6％）、「輸送用機械器具製造業」（26.9％）などとなっている。 
 規模別にみると、「登用制度があり、登用している」については、規模が大きくなるほど高

い割合となっており、「300人以上」では 51.4％と半数におよぶ。一方、「登用したことがな
く、今後も登用する考えはない」については、規模が小さくなるほど割合が高くなっている。 
 技能系非正社員の有無別にみると、「いる」と回答した企業では、「登用制度があり、登用

している」または「登用制度はないが、慣行として正社員に登用することがある」と回答し

た企業が全体の 6割以上を占めている（それぞれ 30.9％、35.1％）。 
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図表３－３－１２ 技能系非正社員の正社員への登用 

（単位：％） 
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、

今
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も
登
用
す
る
考
え
は
な
い

無
回
答

計 5,867 22.1 30.3 12.8 24.3 10.6

【業種】

繊維工業 334 21.6 31.4 11.4 22.5 13.2

パルプ・紙・紙加工品製造業 213 22.5 28.2 16.9 22.5 9.9

印刷・同関連業 369 19.8 28.2 16.5 23.8 11.7

化学工業 242 24.4 33.1 7.9 27.3 7.4

石油製品・石炭製品製造業 20 15.0 30.0 5.0 30.0 20.0

プラスチック製品製造業 496 23.6 35.1 14.9 19.0 7.5

ゴム製品製造業 98 35.7 28.6 11.2 18.4 6.1

なめし革・同製品・毛皮製造業 17 23.5 11.8 5.9 47.1 11.8

窯業・土石製品製造業 268 17.2 25.0 14.9 30.2 12.7

鉄鋼業 219 17.4 29.7 6.4 28.8 17.8

非鉄金属製造業 173 25.4 32.9 12.1 20.2 9.2

金属製品製造業 547 14.8 31.6 13.7 28.2 11.7

はん用機械器具製造業 285 22.1 28.4 11.6 27.7 10.2

生産用機械器具製造業 583 17.3 30.5 12.3 28.1 11.7

業務用機械器具製造業 148 16.2 33.1 16.2 24.3 10.1

電子部品・デバイス・電子回路製造業 246 28.5 33.3 14.6 17.1 6.5

電気機械器具製造業 586 27.6 30.2 11.1 21.8 9.2

情報通信機械器具製造業 39 17.9 28.2 12.8 28.2 12.8

輸送用機械器具製造業 680 26.9 27.9 12.8 22.5 9.9

その他 301 21.3 28.9 13.0 24.9 12.0

無回答 3 - - 33.3 33.3 33.3

【従業員規模】

４９人以下 2,121 14.3 28.4 15.7 28.5 13.0

５０人～９９人 2,080 19.4 32.4 13.2 24.8 10.2

１００人～２９９人 1,311 31.0 32.2 9.5 19.8 7.6

３００人以上 354 51.4 21.8 5.6 12.7 8.5

無回答 1 - - - - 100.0

【技能系非正社員の有無】

いる 2,625 30.9 35.1 12.3 15.9 5.9

いない 3,223 15.0 26.5 13.4 31.3 13.9

無回答 19 5.3 5.3 - - 89.5
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第４章 設問間クロス集計結果からみたものづくり人材の育成・能力開

発、技能継承等の現状 

 
本章では、設問間クロス集計の結果を用いて、技能者の育成・能力開発、技能継承、労働

生産性等の現状についてもう少し詳しくみていくことにする。 
 
１． どのような企業が、人材育成・能力開発の取り組みに対する評価が高いのか 

 

（１）現在のものづくり人材の採用方針別にみた、一人前といえる技能者になるまでの人材

育成・能力開発の取り組みに対する評価 

図表 4-1は、現在のものづくり人材の採用方針別に、一人前といえる技能者になるまでの

人材育成・能力開発の取り組みに対する評価の回答結果をみたものである。 
 これをみると、人材育成・能力開発の取り組みが「うまくいっている」「ややうまくいって

いる」と回答した割合は、「新卒採用が中心」がそれぞれ 8.2％、55.6％、「中途採用が中心」
がそれぞれ 6.1％、45.9％となっており、「新卒採用が中心」である企業の方が「中途採用が
中心」の企業よりも、うまくいっている割合が高い。 
 

図表４－１ 現在のものづくり人材の採用方針別にみた、 

一人前といえる技能者になるまでの人材育成・能力開発の取り組みに対する評価 

                           （単位：％） 
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計 5,867 6.7 48.6 39.3 3.8 1.5

新卒採用が中心 1,401 8.2 55.6 32.1 2.7 1.4

中途採用が中心 2,839 6.1 45.9 41.8 4.5 1.6

どちらともいえない 1,455 6.7 48.4 40.2 3.8 0.9

無回答 172 5.2 39.5 47.7 1.7 5.8

一人前といえる技能者になるまでの人材育成・能

力開発の取り組みに対する評価

採

用

方

針
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（２）ものづくり人材の採用に対する評価別にみた一人前といえる技能者になるまでの人材

育成・能力開発の取り組みに対する評価 

図表 4-2は、過去５年間のものづくり人材の採用に対する評価別に、一人前といえる技能

者になるまでの人材育成・能力開発の取り組みに対する評価の回答結果をみたものである。 
 これをみると、採用が「うまくいっている」企業では、人材育成・能力開発の取り組みが

「うまくいっている」が 44.2％、「ややうまくいっている」が 47.9％で、両者を合わせると
9割以上となっている。 
それに対し、採用が「うまくいっていない」企業では、人材育成・能力開発の取り組みが

「うまくいっている」とする割合は 2.8％にとどまり、「ややうまくいっている」（26.2％）を
合わせても 3割弱にとどまる。 
 

図表４－２ 過去５年間のものづくり人材の採用に対する評価別にみた、 

一人前といえる技能者になるまでの人材育成・能力開発の取り組みに対する評価 

                           （単位：％） 
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無
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答

計 5,867 6.7 48.6 39.3 3.8 1.5

うまくいっている 215 44.2 47.9 6.5 0.9 0.5

まあまあうまくいっている 2,415 7.9 65.7 24.1 0.9 1.4

あまりうまくいっていない 2,441 3.2 38.2 54.1 3.7 0.9

うまくいっていない 672 2.8 26.2 52.1 16.4 2.5

無回答 124 10.5 46.0 29.8 1.6 12.1

採

用

に
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す

る

評

価

一人前といえる技能者になるまでの人材育成・能力

開発の取り組みに対する評価
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（２）ものづくり人材の採用に対する評価別にみた一人前といえる技能者になるまでの人材

育成・能力開発の取り組みに対する評価 

図表 4-2は、過去５年間のものづくり人材の採用に対する評価別に、一人前といえる技能

者になるまでの人材育成・能力開発の取り組みに対する評価の回答結果をみたものである。 
 これをみると、採用が「うまくいっている」企業では、人材育成・能力開発の取り組みが

「うまくいっている」が 44.2％、「ややうまくいっている」が 47.9％で、両者を合わせると
9割以上となっている。 
それに対し、採用が「うまくいっていない」企業では、人材育成・能力開発の取り組みが

「うまくいっている」とする割合は 2.8％にとどまり、「ややうまくいっている」（26.2％）を
合わせても 3割弱にとどまる。 
 

図表４－２ 過去５年間のものづくり人材の採用に対する評価別にみた、 

一人前といえる技能者になるまでの人材育成・能力開発の取り組みに対する評価 

                           （単位：％） 
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うまくいっている 215 44.2 47.9 6.5 0.9 0.5

まあまあうまくいっている 2,415 7.9 65.7 24.1 0.9 1.4

あまりうまくいっていない 2,441 3.2 38.2 54.1 3.7 0.9

うまくいっていない 672 2.8 26.2 52.1 16.4 2.5

無回答 124 10.5 46.0 29.8 1.6 12.1

採

用

に

対

す

る

評

価
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（３）ものづくり人材の定着状況別にみた一人前といえる技能者になるまでの人材育成・能

力開発の取り組みに対する評価 

図表 4-3は、ものづくり人材の定着状況（同業同規模の他社との比較）別に、一人前とい

える技能者になるまでの人材育成・能力開発の取り組みに対する評価の回答結果をみたもの

である。 
これをみると、定着状況がよい企業ほど、人材育成・能力開発の取り組みがうまくいって

いる企業が多くなる傾向がうかがえ、定着状況が「よい」とする企業では、人材育成・能力

開発の取り組みが「うまくいっている」が 21.8％、「ややうまくいっている」が 56.9％とな
っており、両者を合わせると 8割近くにのぼる。 
それに対して、定着状況が「悪い」とする企業では、人材育成・能力開発の取り組みが「あ

まりうまくいっていない」が 56.7％、「うまくいっていない」が 26.7％となり、8 割以上が
うまくいっていない状況にあることが分かる。 
 

図表４－３ ものづくり人材の定着状況（同業同規模の他社との比較）別にみた、 

一人前といえる技能者になるまでの人材育成・能力開発の取り組みに対する評価 

                           （単位：％） 

 
 
 以上のように、定着がうまくいっている企業では、人材育成・能力開発に対する評価が高

い企業が多いことが分かったが、採用についてもうまくいっている企業が多いのか、また、

どのような人材育成・能力開発の取り組みを実施しているのかなどについても、参考までに

確認していくことにする。 
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計 5,867 6.7 48.6 39.3 3.8 1.5

よい 801 21.8 56.9 18.0 1.6 1.6

ややよい 1,367 5.6 60.8 31.2 1.6 0.8

同じ程度 2,745 4.5 47.3 43.5 3.3 1.4

やや悪い 698 1.7 28.9 59.9 7.7 1.7

悪い 150 1.3 13.3 56.7 26.7 2.0

無回答 106 4.7 43.4 36.8 4.7 10.4
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 まず、定着に対する評価別にみた過去 5年間の採用に対する評価のクロス集計結果をみて
いくと（図表 4-4）、定着に対する評価が高い企業ほど採用に対する評価も高くなっており、

定着が「よい」とする企業では、採用が「うまくいっている」が 15.2％、「まあまあうまくいっ
ている」が 61.3％で、両者を合わせると 8割近くに達する。 

 

図表４－４ ものづくり人材の定着に対する評価別にみた過去 5 年間の採用に対する評価 

                          （単位：％） 

 
 
 次に、①人材育成・能力開発の方針②方針の浸透度③人材育成・能力開発の取り組み内容

――とのクロス集計結果をみていくと（図表 4-5、4-6、4-7）、定着に対する評価が高い企業

ほど、最も先を見越した方針である「数年先の事業展開を考慮して、その時必要となる人材

を想定しながら能力開発を行っている」の回答割合が高くなっており、「当面の仕事に必要な

能力だけでなく、その能力をもう一段アップできるよう能力開発を行っている」との方針を

とる割合も、定着に対する評価が高い企業ほど高い。 
次に人材育成・能力開発の方針の浸透度についてみていくと、定着が「よい」とする企業

が最も「浸透している」の割合が高く（12.6％）、「ある程度浸透している」（65.3％）の割合
と合わせると 8割近くにおよぶ。これに対し、定着が「悪い」とする企業では、「あまり浸透
していない」、または「浸透していない」とする割合が 5割以上となっている（それぞれ 43.7％、
13.8％）。 
 人材育成・能力開発の取り組みの実施内容をみると、定着に対する評価が高い企業ほど、

「計画にそって進めるＯＪＴ」、「主要な担当業務のほかに、関連する業務もローテーション

で経験させる」、「自社の技能マップの作成」、「資格や技能検定などの取得の奨励」、「外部研
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計 5,867 3.7 41.2 41.6 11.5 2.1

よい 801 15.2 61.3 16.7 4.0 2.7

ややよい 1,367 3.8 57.7 31.4 5.9 1.2

同じ程度 2,745 1.4 36.2 49.0 11.5 1.8

やや悪い 698 0.3 15.0 61.7 21.1 1.9

悪い 150 - 8.0 37.3 53.3 1.3

無回答 106 - 22.6 42.5 14.2 20.8
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 まず、定着に対する評価別にみた過去 5年間の採用に対する評価のクロス集計結果をみて
いくと（図表 4-4）、定着に対する評価が高い企業ほど採用に対する評価も高くなっており、

定着が「よい」とする企業では、採用が「うまくいっている」が 15.2％、「まあまあうまくいっ
ている」が 61.3％で、両者を合わせると 8割近くに達する。 

 

図表４－４ ものづくり人材の定着に対する評価別にみた過去 5 年間の採用に対する評価 

                          （単位：％） 

 
 
 次に、①人材育成・能力開発の方針②方針の浸透度③人材育成・能力開発の取り組み内容

――とのクロス集計結果をみていくと（図表 4-5、4-6、4-7）、定着に対する評価が高い企業

ほど、最も先を見越した方針である「数年先の事業展開を考慮して、その時必要となる人材

を想定しながら能力開発を行っている」の回答割合が高くなっており、「当面の仕事に必要な

能力だけでなく、その能力をもう一段アップできるよう能力開発を行っている」との方針を

とる割合も、定着に対する評価が高い企業ほど高い。 
次に人材育成・能力開発の方針の浸透度についてみていくと、定着が「よい」とする企業

が最も「浸透している」の割合が高く（12.6％）、「ある程度浸透している」（65.3％）の割合
と合わせると 8割近くにおよぶ。これに対し、定着が「悪い」とする企業では、「あまり浸透
していない」、または「浸透していない」とする割合が 5割以上となっている（それぞれ 43.7％、
13.8％）。 
 人材育成・能力開発の取り組みの実施内容をみると、定着に対する評価が高い企業ほど、

「計画にそって進めるＯＪＴ」、「主要な担当業務のほかに、関連する業務もローテーション

で経験させる」、「自社の技能マップの作成」、「資格や技能検定などの取得の奨励」、「外部研

ｎ

う
ま
く
い
っ

て
い
る

ま
あ
ま
あ
う
ま
く

い
っ

て
い
る

あ
ま
り
う
ま
く
い
っ

て
い
な
い

う
ま
く
い
っ

て
い
な

い 無
回
答

計 5,867 3.7 41.2 41.6 11.5 2.1

よい 801 15.2 61.3 16.7 4.0 2.7

ややよい 1,367 3.8 57.7 31.4 5.9 1.2

同じ程度 2,745 1.4 36.2 49.0 11.5 1.8

やや悪い 698 0.3 15.0 61.7 21.1 1.9

悪い 150 - 8.0 37.3 53.3 1.3

無回答 106 - 22.6 42.5 14.2 20.8

採用に対する評価

も

の

づ

く

り

人

材

の

定

着

に

対

す

る

評

価

 
 

修などのＯＦＦ―ＪＴ（会社の指示による職場を離れた教育訓練）」といった取り組みの実施

割合が高くなっている。一方、定着に対する評価が低い企業ほど、「何も行っていない」割合

が高くなっている。 
 

図表４－５ ものづくり人材の定着に対する評価別にみた人材育成・能力開発の方針 

                               （単位：％） 

 
  

図表４－６ ものづくり人材の定着に対する評価別にみた人材育成・能力開発の方針の浸透度 

                          （単位：％） 

 

ｎ

数
年
先
の
事
業
展
開
を
考

慮
し
て
、

そ
の
時
必
要
と

な
る
人
材
を
想
定
し
な
が

ら
能
力
開
発
を
行
っ

て
い

る 当
面
の
仕
事
に
必
要
な
能

力
だ
け
で
な
く
、

そ
の
能

力
を
も
う
一
段
ア
ッ

プ
で

き
る
よ
う
能
力
開
発
を

行
っ

て
い
る

個
々
の
従
業
員
が
当
面
の

仕
事
を
こ
な
す
た
め
に
必

要
な
能
力
を
身
に
つ
け
る

こ
と
を
目
的
に
能
力
開
発

を
行
っ

て
い
る

人
材
育
成
・
能
力
開
発
に

つ
い
て
特
に
方
針
を
定
め

て
い
な
い

無
回
答

計 5,867 12.5 28.0 40.3 18.0 1.1

よい 801 19.2 36.2 30.1 13.2 1.2

ややよい 1,367 13.6 33.1 39.9 12.7 0.7

同じ程度 2,745 11.7 26.8 41.3 19.3 0.9

やや悪い 698 8.0 18.9 48.7 23.1 1.3

悪い 150 3.3 13.3 41.3 40.7 1.3

無回答 106 11.3 13.2 39.6 24.5 11.3

人材育成・能力開発の方針

も

の

づ

く

り

人

材

に

対

す

る

定

着

に

対

す

る

評

価

ｎ

浸
透
し
て
い
る

あ
る
程
度
浸
透
し

て
い
る

あ
ま
り
浸
透
し
て

い
な
い

浸
透
し
て
い
な
い

無
回
答

計 4,744 4.3 60.0 30.8 1.8 3.2

よい 685 12.6 65.3 18.1 1.5 2.6

ややよい 1,184 3.5 66.2 25.8 0.8 3.6

同じ程度 2,192 3.1 59.0 33.5 1.2 3.1

やや悪い 528 0.9 47.5 44.3 4.5 2.7

悪い 87 2.3 35.6 43.7 13.8 4.6

無回答 68 4.4 55.9 33.8 2.9 2.9

人材育成・能力開発の方針の浸透度

も

の

づ

く

り

人

材

に

対

す

る

定

着

に

対

す

る

評

価
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図表４－７ ものづくり人材の定着に対する評価別にみた人材育成・能力開発の取り組み内容 

（複数回答） 

                                    （単位：％） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ｎ

計
画
に
そ
っ

て
進
め
る
Ｏ
Ｊ
Ｔ

主
要
な
担
当
業
務
の
ほ
か
に
、

関
連

す
る
業
務
も
ロ
ー

テ
ー

シ
ョ

ン
で
経

験
さ
せ
る

作
業
標
準
書
や
作
業
手
順
書
の
作

成
・
活
用

個
々
の
従
業
員
の
教
育
訓
練
計
画
の

作
成

自
社
の
技
能
マ
ッ

プ
の
作
成

社
内
検
定
な
ど
能
力
評
価
制
度
の
導

入 小
集
団
活
動
や
Ｑ
Ｃ
サ
ー

ク
ル
の
奨

励 資
格
や
技
能
検
定
な
ど
の
取
得
の
奨

励 熟
練
技
能
者
を
講
師
と
し
た
勉
強
会

の
開
催

外
部
研
修
な
ど
の
Ｏ
Ｆ
Ｆ
―

Ｊ
Ｔ

（

会
社
の
指
示
に
よ
る
職
場
を
離
れ

た
教
育
訓
練
）

自
己
啓
発
活
動
に
対
す
る
支
援

そ
の
他

何
も
行
っ

て
い
な
い

無
回
答

計 5,867 61.0 40.8 58.1 26.1 21.2 8.9 18.3 48.5 12.8 25.7 16.2 1.0 3.1 1.1

よい 801 68.4 47.2 58.8 29.5 24.3 9.9 20.7 52.3 14.7 32.0 21.7 2.1 1.7 1.4

ややよい 1,367 64.7 44.7 60.1 28.7 23.8 10.0 21.6 51.3 14.5 31.4 19.4 0.6 1.8 0.4

同じ程度 2,745 60.9 39.1 58.5 25.4 20.4 8.7 17.5 48.1 12.3 24.0 14.8 0.8 3.4 1.0

やや悪い 698 52.9 36.0 56.9 21.2 19.2 6.9 14.8 44.1 9.7 17.9 10.7 0.9 3.9 1.0

悪い 150 32.7 34.0 44.7 22.0 12.0 6.7 8.0 41.3 10.7 12.7 11.3 1.3 7.3 1.3

無回答 106 51.9 28.3 41.5 21.7 13.2 7.5 15.1 34.0 14.2 17.9 12.3 - 8.5 9.4

人材育成・能力開発の取り組み

も

の

づ

く

り

人

材

に

対

す

る

定

着

に

対

す

る

評

価
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図表４－７ ものづくり人材の定着に対する評価別にみた人材育成・能力開発の取り組み内容 

（複数回答） 

                                    （単位：％） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ｎ

計
画
に
そ
っ

て
進
め
る
Ｏ
Ｊ
Ｔ

主
要
な
担
当
業
務
の
ほ
か
に
、

関
連

す
る
業
務
も
ロ
ー

テ
ー

シ
ョ

ン
で
経

験
さ
せ
る

作
業
標
準
書
や
作
業
手
順
書
の
作

成
・
活
用

個
々
の
従
業
員
の
教
育
訓
練
計
画
の

作
成

自
社
の
技
能
マ
ッ

プ
の
作
成

社
内
検
定
な
ど
能
力
評
価
制
度
の
導

入 小
集
団
活
動
や
Ｑ
Ｃ
サ
ー

ク
ル
の
奨

励 資
格
や
技
能
検
定
な
ど
の
取
得
の
奨

励 熟
練
技
能
者
を
講
師
と
し
た
勉
強
会

の
開
催

外
部
研
修
な
ど
の
Ｏ
Ｆ
Ｆ
―

Ｊ
Ｔ

（

会
社
の
指
示
に
よ
る
職
場
を
離
れ

た
教
育
訓
練
）

自
己
啓
発
活
動
に
対
す
る
支
援

そ
の
他

何
も
行
っ

て
い
な
い

無
回
答

計 5,867 61.0 40.8 58.1 26.1 21.2 8.9 18.3 48.5 12.8 25.7 16.2 1.0 3.1 1.1

よい 801 68.4 47.2 58.8 29.5 24.3 9.9 20.7 52.3 14.7 32.0 21.7 2.1 1.7 1.4

ややよい 1,367 64.7 44.7 60.1 28.7 23.8 10.0 21.6 51.3 14.5 31.4 19.4 0.6 1.8 0.4

同じ程度 2,745 60.9 39.1 58.5 25.4 20.4 8.7 17.5 48.1 12.3 24.0 14.8 0.8 3.4 1.0

やや悪い 698 52.9 36.0 56.9 21.2 19.2 6.9 14.8 44.1 9.7 17.9 10.7 0.9 3.9 1.0

悪い 150 32.7 34.0 44.7 22.0 12.0 6.7 8.0 41.3 10.7 12.7 11.3 1.3 7.3 1.3

無回答 106 51.9 28.3 41.5 21.7 13.2 7.5 15.1 34.0 14.2 17.9 12.3 - 8.5 9.4

人材育成・能力開発の取り組み

も

の

づ

く

り

人

材

に

対

す

る

定

着

に

対

す

る

評

価

 
 

（４）現在のものづくり人材の過不足別にみた一人前といえる技能者になるまでの人材育成・

能力開発の取り組みに対する評価 

図表 4-8は、現在のものづくり人材の過不足状況別に、一人前といえる技能者になるまで

の人材育成・能力開発の取り組みに対する評価の回答結果をみたものである。 
 これをみると、「適当」と回答した企業において最も、人材育成・能力開発の取り組みにつ

いて「うまくいっている」「ややうまくいっている」を合わせた割合が高くなっている（それ

ぞれ 11.8％、59.5％）。 
一方、「不足」と回答した企業において最も、「あまりうまくいっていない」「うまくいって

いない」を合わせた割合が高い（それぞれ 53.3％、9.1％）。 
 

図表４－８ 現在のものづくり人材の過不足状況別にみた、 

一人前といえる技能者になるまでの人材育成・能力開発の取り組みに対する評価 

                           （単位：％） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

ｎ

う
ま
く
い
っ

て

い
る

や
や
う
ま
く

い
っ

て
い
る

あ
ま
り
う
ま
く

い
っ

て
い
な
い

う
ま
く
い
っ

て

い
な
い

無
回
答

計 5,867 6.7 48.6 39.3 3.8 1.5

不足 1,168 3.6 32.7 53.3 9.1 1.4

やや不足 2,903 5.2 49.4 41.5 2.8 1.2

適当 1,636 11.8 59.5 25.6 1.7 1.5

やや過剰 127 6.3 40.9 42.5 7.9 2.4

過剰 6 16.7 33.3 33.3 16.7 -

無回答 27 - 44.4 11.1 3.7 40.7

一人前といえる技能者になるまでの人材育成・能

力開発の取り組みに対する評価

も

の

づ

く

り

人

材

の

過

不

足

状

況
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（５）一人前といえる技能者になるまでにかかる年数別にみた人材育成・能力開発の取り組

みに対する評価 

図表 4-9は、一人前といえる技能者になるまでにかかる年数別に、一人前といえる技能者

になるまでの人材育成・能力開発の取り組みに対する評価の回答結果をみたものである。 
 これをみると、一人前といえる技能者になるまでにかかる年数が短い企業ほど、人材育成・

能力開発の取り組みが「うまくいっている」とする割合も、また、「ややうまくいっている」

とする割合も高くなっている。 
一人前になるまでに「20年以上」かかると答えた企業では、４社に 1社（25.0％）の割合

で「うまくいっていない」としており、「あまりうまくいっていない」と合わせると 7割弱に
のぼる。 
 

図表４－９ 一人前といえる技能者になるまでにかかる年数別にみた、 

一人前といえる技能者になるまでの人材育成・能力開発の取り組みに対する評価 

                            （単位：％） 

 

 
 
 
 

ｎ

う
ま
く
い
っ

て

い
る

や
や
う
ま
く

い
っ

て
い
る

あ
ま
り
う
ま
く

い
っ

て
い
な
い

う
ま
く
い
っ

て

い
な
い

無
回
答

計 5,867 6.7 48.6 39.3 3.8 1.5

３年未満 999 14.8 57.6 24.4 2.9 0.3

３～５年未満 2,798 5.9 51.0 39.4 3.2 0.4

５～１０年未満 1,672 4.4 42.6 47.8 4.5 0.7

１０～１５年未満 251 2.4 39.0 51.0 7.2 0.4

１５～２０年未満 27 - 33.3 51.9 14.8 -

２０年以上 16 - 25.0 43.8 25.0 6.3

その他 39 5.1 48.7 15.4 10.3 20.5

無回答 65 - 13.8 6.2 1.5 78.5

一人前といえる技能者になるまでの人材育成・能力開

発の取り組みに対する評価

一

人

前

技

能

者

に

な

る

ま

で

の

年

数
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（５）一人前といえる技能者になるまでにかかる年数別にみた人材育成・能力開発の取り組

みに対する評価 

図表 4-9は、一人前といえる技能者になるまでにかかる年数別に、一人前といえる技能者

になるまでの人材育成・能力開発の取り組みに対する評価の回答結果をみたものである。 
 これをみると、一人前といえる技能者になるまでにかかる年数が短い企業ほど、人材育成・

能力開発の取り組みが「うまくいっている」とする割合も、また、「ややうまくいっている」

とする割合も高くなっている。 
一人前になるまでに「20年以上」かかると答えた企業では、４社に 1社（25.0％）の割合

で「うまくいっていない」としており、「あまりうまくいっていない」と合わせると 7割弱に
のぼる。 
 

図表４－９ 一人前といえる技能者になるまでにかかる年数別にみた、 

一人前といえる技能者になるまでの人材育成・能力開発の取り組みに対する評価 

                            （単位：％） 

 

 
 
 
 

ｎ

う
ま
く
い
っ

て

い
る

や
や
う
ま
く

い
っ

て
い
る

あ
ま
り
う
ま
く

い
っ

て
い
な
い

う
ま
く
い
っ

て

い
な
い

無
回
答

計 5,867 6.7 48.6 39.3 3.8 1.5

３年未満 999 14.8 57.6 24.4 2.9 0.3

３～５年未満 2,798 5.9 51.0 39.4 3.2 0.4

５～１０年未満 1,672 4.4 42.6 47.8 4.5 0.7

１０～１５年未満 251 2.4 39.0 51.0 7.2 0.4

１５～２０年未満 27 - 33.3 51.9 14.8 -

２０年以上 16 - 25.0 43.8 25.0 6.3

その他 39 5.1 48.7 15.4 10.3 20.5

無回答 65 - 13.8 6.2 1.5 78.5

一人前といえる技能者になるまでの人材育成・能力開

発の取り組みに対する評価

一

人

前

技

能

者

に

な

る

ま

で

の

年

数

 
 

（６）ものづくり人材の育成・能力開発方針別にみた人材育成・能力開発の取り組みに対す

る評価 

図表 4-10は、現在のものづくり人材の育成・能力開発方針別に、一人前といえる技能者に

なるまでの人材育成・能力開発の取り組みに対する評価の回答結果をみたものである。 
 これをみると、人材育成・能力開発の取り組みが「うまくいっている」割合は、「数年先の

事業展開を考慮して、その時必要となる人材を想定しながら能力開発を行っている」との方

針をとる企業で 11.9％、「当面の仕事に必要な能力だけでなく、その能力をもう一段アップ
できるよう能力開発を行っている」で 8.9％、「人材育成・能力開発について特に方針を定め
ていない」で 4.9％、「個々の従業員が当面の仕事をこなすために必要な能力を身につけるこ
とを目的に能力開発を行っている」で 4.6％となっており、「数年先の事業展開を考慮して、
その時必要となる人材を想定しながら能力開発を行っている」との方針をとる企業で最も高

い。 
一方、人材育成・能力開発の取り組みが「あまりうまくいっていない」、また「うまくいっ

ていない」と回答した割合は、「人材育成・能力開発について特に方針を定めていない」企業

において最も高くなっている（それぞれ 48.7％、11.4％）。 
 

図表４－１０ 現在のものづくり人材の育成・能力開発方針別にみた、 

一人前といえる技能者になるまでの人材育成・能力開発の取り組みに対する評価 

                                   （単位：％） 

 
 
 
 

ｎ

う
ま
く
い
っ

て

い
る

や
や
う
ま
く

い
っ

て
い
る

あ
ま
り
う
ま
く

い
っ

て
い
な
い

う
ま
く
い
っ

て

い
な
い

無
回
答

計 5,867 6.7 48.6 39.3 3.8 1.5

数年先の事業展開を考慮して、その時必要となる人材を
想定しながら能力開発を行っている

734 11.9 56.0 29.7 1.5 1.0

当面の仕事に必要な能力だけでなく、その能力をもう一
段アップできるよう能力開発を行っている

1,645 8.9 58.3 31.2 0.7 0.9

個々の従業員が当面の仕事をこなすために必要な能力を
身につけることを目的に能力開発を行っている

2,365 4.6 46.9 44.3 3.4 0.8

人材育成・能力開発について特に方針を定めていない 1,057 4.9 34.6 48.7 11.4 0.4

無回答 66 1.5 13.6 16.7 1.5 66.7

人
材
育
成
方
針

一人前といえる技能者になるまでの人材育成・能

力開発の取り組みに対する評価
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（７）現在のものづくり人材の育成・能力開発方針の社内における浸透度別にみた人材育成・

能力開発の取り組みに対する評価 

図表 4-11は、現在のものづくり人材の育成・能力開発方針の社内における浸透度別に、一

人前といえる技能者になるまでの人材育成・能力開発の取り組みに対する評価の回答結果を

みたものである。 
 これをみると、方針が「浸透している」企業では、人材育成・能力開発の取り組みが「う

まくいっている」が 46.6％と半数近くにのぼっており、「ややうまくいっている」（46.1％）
割合と合わせると 9割近くにのぼる。 
それに対して、「浸透していない」企業では、「うまくいっている」割合は 2.4％、「ややう

まくいっている」割合は 14.3％にとどまり、「あまりうまくいっていない」または「うまくい
っていない」と回答した企業が約 8割を占めている。 
 

図表４－１１ 現在のものづくり人材の育成・能力開発方針の社内における浸透度別にみた、 

一人前といえる技能者になるまでの人材育成・能力開発の取り組みに対する評価 

                              （単位：％） 
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浸透している 206 46.6 46.1 6.3 - 1.0

ある程度浸透している 2,845 7.7 66.2 24.8 0.6 0.7

あまり浸透していない 1,459 1.0 27.6 67.0 3.6 0.8

浸透していない 84 2.4 14.3 45.2 36.9 1.2

無回答 150 6.7 58.0 30.0 2.0 3.3
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（７）現在のものづくり人材の育成・能力開発方針の社内における浸透度別にみた人材育成・

能力開発の取り組みに対する評価 

図表 4-11は、現在のものづくり人材の育成・能力開発方針の社内における浸透度別に、一

人前といえる技能者になるまでの人材育成・能力開発の取り組みに対する評価の回答結果を

みたものである。 
 これをみると、方針が「浸透している」企業では、人材育成・能力開発の取り組みが「う

まくいっている」が 46.6％と半数近くにのぼっており、「ややうまくいっている」（46.1％）
割合と合わせると 9割近くにのぼる。 
それに対して、「浸透していない」企業では、「うまくいっている」割合は 2.4％、「ややう

まくいっている」割合は 14.3％にとどまり、「あまりうまくいっていない」または「うまくい
っていない」と回答した企業が約 8割を占めている。 
 

図表４－１１ 現在のものづくり人材の育成・能力開発方針の社内における浸透度別にみた、 

一人前といえる技能者になるまでの人材育成・能力開発の取り組みに対する評価 

                              （単位：％） 
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あまり浸透していない 1,459 1.0 27.6 67.0 3.6 0.8

浸透していない 84 2.4 14.3 45.2 36.9 1.2

無回答 150 6.7 58.0 30.0 2.0 3.3
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（８）ものづくり人材の年齢構成タイプ別にみた一人前といえる技能者になるまでの人材育

成・能力開発の取り組みに対する評価 

図表 4-12は、ものづくり人材の年齢構成タイプ別に、一人前といえる技能者になるまでの

人材育成・能力開発の取り組みに対する評価の回答結果をみたものである。 
 これをみると、「各世代均等」の企業が最も、人材育成・能力開発の取り組みが「うまくい

っている」（12.2％）とする割合が高くなっており、「ややうまくいっている」（58.8％）と合
わせた割合でも最も高くなっている。「うまくいっている」との割合が次いで高いのは「若手

中心」の企業で 9.0％となっている。 
 一方、「うまくいっていない」と回答した企業割合が最も高いのは「ベテラン中心」の企業

で（6.2％）、「あまりうまくいっていない」（45.2％）を合わせた割合でみても最も高くなっ
ている。 
 

図表４－１２ ものづくり人材の年齢構成タイプ別にみた、 

一人前といえる技能者になるまでの人材育成・能力開発の取り組みに対する評価 

（単位：％） 
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計 5,867 6.7 48.6 39.3 3.8 1.5

若手中心 446 9.0 55.4 33.0 1.6 1.1

各世代均等 776 12.2 58.8 25.3 2.4 1.3

中堅不足 1,359 4.0 44.8 46.7 3.5 1.0

ベテラン中心 1,881 5.3 41.7 45.2 6.2 1.6

中堅中心 1,329 7.4 54.4 34.7 2.6 0.9

無回答 76 9.2 46.1 21.1 1.3 22.4

一人前といえる技能者になるまでの人材育成・能力開
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（９）小括 

 以上から、どういった企業で技能者の人材育成・能力開発の取り組みがうまくいっている

のかを小括すると、まず、新卒採用中心の採用方針をもつ企業の方が、中途採用中心の企業

よりも、人材育成・能力開発の取り組みがうまくいっている傾向にあることがうかがえる。 
 また、採用に対する評価が高い企業の方が、低い企業よりも圧倒的に、うまくいっている

との評価を下す企業割合が高い。さらに、人材の定着がよい企業では、人材育成・能力開発

の取り組みがうまくいっている企業の割合が高いことも確認できた。 
ものづくり人材の過不足状況別にみると、人材不足に陥っている企業では、うまくいって

いないと評価する企業の割合が高くなっている。 
 一人前といえる技能者になるまでにかかる年数別にみると、かかる年数が短い方が人材育

成も容易になるからなのか、年数が短い企業ほどうまくいっていると認識する割合が高くな

っている。 
 人材育成・能力開発方針別にみると、人材育成・能力開発の取り組みがうまくいっている

と認識する割合は、先を見越した方針をとる企業ほど高かった。 
また、方針が社内に浸透している企業の方が、浸透していない企業よりも圧倒的に人材育

成・能力開発の取り組みがうまくいっているとする割合が高くなっている。 
 ものづくり人材の年齢構成タイプ別にみると、中堅不足、ベテラン中心の企業の方が、人

材育成に課題を抱えている様子がうかがえる。 
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（９）小括 

 以上から、どういった企業で技能者の人材育成・能力開発の取り組みがうまくいっている

のかを小括すると、まず、新卒採用中心の採用方針をもつ企業の方が、中途採用中心の企業

よりも、人材育成・能力開発の取り組みがうまくいっている傾向にあることがうかがえる。 
 また、採用に対する評価が高い企業の方が、低い企業よりも圧倒的に、うまくいっている

との評価を下す企業割合が高い。さらに、人材の定着がよい企業では、人材育成・能力開発

の取り組みがうまくいっている企業の割合が高いことも確認できた。 
ものづくり人材の過不足状況別にみると、人材不足に陥っている企業では、うまくいって

いないと評価する企業の割合が高くなっている。 
 一人前といえる技能者になるまでにかかる年数別にみると、かかる年数が短い方が人材育

成も容易になるからなのか、年数が短い企業ほどうまくいっていると認識する割合が高くな

っている。 
 人材育成・能力開発方針別にみると、人材育成・能力開発の取り組みがうまくいっている

と認識する割合は、先を見越した方針をとる企業ほど高かった。 
また、方針が社内に浸透している企業の方が、浸透していない企業よりも圧倒的に人材育

成・能力開発の取り組みがうまくいっているとする割合が高くなっている。 
 ものづくり人材の年齢構成タイプ別にみると、中堅不足、ベテラン中心の企業の方が、人

材育成に課題を抱えている様子がうかがえる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

２．どのような企業が、技能継承に対する評価が高いのか 

 

（１）過去５年間のものづくり人材の採用に対する評価別にみた技能継承に対する評価 

図表 4-13は、過去５年間のものづくり人材の採用に対する評価別に、技能継承に対する評

価についての回答結果をみたものである。 
これをみると、採用が「うまくいっている」企業では、技能継承が「うまくいっている」

割合が 3割以上（34.0％）におよんでいるだけでなく、「ややうまくいっている」（49.3％）
と合わせた割合が 8割以上におよんでいる。 
それに対し、採用が「うまくいっていない」企業では、技能継承が「うまくいっていない」

割合（28.6％）が 3 割近くとなっており、「あまりうまくいっていない」（50.0％）と合わせ
るとほぼ 8割に達する。 
 

図表４－１３ 過去５年間のものづくり人材の採用に対する評価別にみた、 

技能継承に対する評価 

                                  （単位：％） 
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計 5,867 5.2 39.8 47.1 6.7 1.2

うまくいっている 215 34.0 49.3 15.8 0.9 -

まあまあうまくいっている 2,415 6.4 59.1 31.4 2.4 0.7

あまりうまくいっていない 2,441 1.5 26.7 65.3 5.4 1.1

うまくいっていない 672 4.9 14.4 50.0 28.6 2.1

無回答 124 9.7 41.9 30.6 8.1 9.7

技能継承に対する評価
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（２）ものづくり人材の定着状況別にみた技能継承に対する評価 

図表 4-14は、ものづくり人材の定着状況（同業同規模の他社との比較）別に、技能継承に

対する評価についての回答結果をみたものである。 
これをみると、定着状況が「よい」とした企業では、技能継承が「うまくいっている」（15.0％）

との割合が最も高く、「ややうまくいっている」（54.6％）と合わせると 7 割近くにおよぶ。 
それに対し、定着状況が「悪い」と回答した企業では、「うまくいっていない」との割合が

4 割近く（39.3％）に達し、「あまりうまくいっていない」（52.0％）と合わせると 9 割に達
する。 

 
図表４－１４ ものづくり人材の定着状況（同業同規模の他社との比較）別にみた、 

技能継承に対する評価 

                         （単位：％） 
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よい 801 15.0 54.6 26.5 3.1 0.9

ややよい 1,367 4.9 51.0 40.5 3.2 0.4

同じ程度 2,745 3.8 37.4 51.4 6.3 1.1

やや悪い 698 1.6 19.1 66.6 11.7 1.0

悪い 150 1.3 6.7 52.0 39.3 0.7

無回答 106 4.7 30.2 40.6 9.4 15.1
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（２）ものづくり人材の定着状況別にみた技能継承に対する評価 

図表 4-14は、ものづくり人材の定着状況（同業同規模の他社との比較）別に、技能継承に

対する評価についての回答結果をみたものである。 
これをみると、定着状況が「よい」とした企業では、技能継承が「うまくいっている」（15.0％）

との割合が最も高く、「ややうまくいっている」（54.6％）と合わせると 7 割近くにおよぶ。 
それに対し、定着状況が「悪い」と回答した企業では、「うまくいっていない」との割合が

4 割近く（39.3％）に達し、「あまりうまくいっていない」（52.0％）と合わせると 9 割に達
する。 

 
図表４－１４ ものづくり人材の定着状況（同業同規模の他社との比較）別にみた、 

技能継承に対する評価 

                         （単位：％） 
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（３）現在のものづくり人材の過不足状況別にみた技能継承に対する評価 

図表 4-15は、現在のものづくり人材の過不足状況別に、技能継承に対する評価についての

回答結果をみたものである。 
これをみると、技能継承が「うまくいっている」との割合と、「ややうまくいっている」を

合わせた割合が最も高いのは過不足状況が「適当」と回答した企業となっている（それぞれ

9.0％、55.9％）。 
一方、技能継承が「うまくいっていない」との割合が最も高いのは、過不足状況について

「不足」と回答した企業（17.3％）で、「あまりうまくいっていない」（55.5％）と合わせる
と 7割以上におよぶ。 

 
図表４－１５ 現在のものづくり人材の過不足状況別にみた、 

技能継承に対する評価 

                                 （単位：％） 
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やや不足 2,903 3.3 38.3 53.5 4.0 0.9

適当 1,636 9.0 55.9 30.1 3.7 1.3

やや過剰 127 6.3 33.9 49.6 9.4 0.8

過剰 6 16.7 33.3 33.3 16.7 -

無回答 27 14.8 22.2 14.8 7.4 40.7
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（４）一人前といえる技能者になるまでにかかる年数別にみた技能継承に対する評価 

図表 4-16は、一人前といえる技能者になるまでにかかる年数別に、技能継承に対する評価

についての回答結果をみたものである。 
これをみると、技能継承が「うまくいっている」、また、「ややうまくいっている」との回

答割合は、「3年未満」と「3～5年未満」と回答した企業で比較的高くなっており、「3年未
満」ではそれぞれ 7.2％、49.6％、「3～5年未満」ではそれぞれ 5.3％、40.4％となっている。 
一方、「うまくいっていない」との割合は「20 年以上」と回答した企業において最も高く

なっている（37.5％）。 
 

図表４－１６ 一人前といえる技能者になるまでにかかる年数別にみた、 

技能継承に対する評価 

                            （単位：％） 

 
 
 
 
 
 
 
 

ｎ

う
ま
く
い
っ

て

い
る

や
や
う
ま
く

い
っ

て
い
る

あ
ま
り
う
ま
く

い
っ

て
い
な
い

う
ま
く
い
っ

て

い
な
い

無
回
答

計 5,867 5.2 39.8 47.1 6.7 1.2

３年未満 999 7.2 49.6 37.1 4.7 1.3

３～５年未満 2,798 5.3 40.4 47.6 5.6 1.0

５～１０年未満 1,672 4.2 34.7 52.4 8.0 0.7

１０～１５年未満 251 3.6 33.5 51.8 10.8 0.4

１５～２０年未満 27 - 29.6 44.4 25.9 -

２０年以上 16 6.3 25.0 31.3 37.5 -

その他 39 10.3 33.3 38.5 15.4 2.6

無回答 65 4.6 27.7 30.8 13.8 23.1
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（４）一人前といえる技能者になるまでにかかる年数別にみた技能継承に対する評価 

図表 4-16は、一人前といえる技能者になるまでにかかる年数別に、技能継承に対する評価

についての回答結果をみたものである。 
これをみると、技能継承が「うまくいっている」、また、「ややうまくいっている」との回

答割合は、「3年未満」と「3～5年未満」と回答した企業で比較的高くなっており、「3年未
満」ではそれぞれ 7.2％、49.6％、「3～5年未満」ではそれぞれ 5.3％、40.4％となっている。 
一方、「うまくいっていない」との割合は「20 年以上」と回答した企業において最も高く

なっている（37.5％）。 
 

図表４－１６ 一人前といえる技能者になるまでにかかる年数別にみた、 

技能継承に対する評価 

                            （単位：％） 
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無
回
答

計 5,867 5.2 39.8 47.1 6.7 1.2

３年未満 999 7.2 49.6 37.1 4.7 1.3

３～５年未満 2,798 5.3 40.4 47.6 5.6 1.0

５～１０年未満 1,672 4.2 34.7 52.4 8.0 0.7

１０～１５年未満 251 3.6 33.5 51.8 10.8 0.4

１５～２０年未満 27 - 29.6 44.4 25.9 -

２０年以上 16 6.3 25.0 31.3 37.5 -

その他 39 10.3 33.3 38.5 15.4 2.6

無回答 65 4.6 27.7 30.8 13.8 23.1

技能継承に対する評価

一
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前

技

能

者

に

な
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で

の

年

数

 
 

（５）一人前といえる技能者になるまでの人材育成・能力開発の取り組みに対する評価別に

みた技能継承に対する評価 

図表 4-17は、一人前といえる技能者になるまでの人材育成・能力開発の取り組みに対する

評価別に、技能継承に対する評価についての回答結果をみたものである。 
これをみると、人材育成・能力開発の取り組みが「うまくいっている」企業では、技能継

承が「うまくいっている」が 37.2％、「ややうまくいっている」が 54.9％となっており、両
者を合わせた割合は 9割を超える。 
それに対して、人材育成・能力開発の取り組みが「うまくいっていない」企業では、技能

継承が「うまくいっていない」または「あまりうまくいっていない」との回答割合が 9割以
上に達し（それぞれ 61.8％、36.0％）、人材育成・能力開発の取り組みが「あまりうまくいっ
ていない」企業でも、同割合は 8割以上にのぼる（それぞれ 8.7％、78.9％）。 

 
図表４－１７ 一人前といえる技能者になるまでの 

人材育成・能力開発の取り組みに対する評価別にみた、技能継承に対する評価 

                                    （単位：％） 
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計 5,867 5.2 39.8 47.1 6.7 1.2

うまくいっている 395 37.2 54.9 6.8 0.5 0.5

ややうまくいっている 2,854 5.0 64.5 28.1 1.5 0.8

あまりうまくいっていない 2,305 0.5 10.9 78.9 8.7 1.0

うまくいっていない 225 - 1.8 36.0 61.8 0.4

無回答 88 9.1 25.0 36.4 9.1 20.5
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（６）現在のものづくり人材の育成・能力開発方針別にみた技能継承に対する評価 

図表 4-18は、現在のものづくり人材の育成・能力開発方針別にみた、技能継承に対する評

価についての回答結果をみたものである。 
 これをみると、技能継承が「うまくいっている」とした企業割合（9.3％）も、また、「や
やうまくいっている」とした企業割合（51.0％）も、「数年先の事業展開を考慮して、その時
必要となる人材を想定しながら能力開発を行っている」との方針をとる企業で最も高くなっ

ている。 
一方、技能継承が「うまくいっていない」との割合（15.7％）が最も高いのは「人材育成・

能力開発について特に方針を定めていない」企業で、「あまりうまくいっていない」と合わせ

ると約 7割におよぶ。 
 

図表４－１８ 現在のものづくり人材の育成・能力開発方針別にみた、技能継承に対する評価 

                                   （単位：％） 
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う
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い
な
い

無
回
答

計 5,867 5.2 39.8 47.1 6.7 1.2

数年先の事業展開を考慮して、その時必要
となる人材を想定しながら能力開発を行っ
ている

734 9.3 51.0 35.0 4.4 0.4

当面の仕事に必要な能力だけでなく、その
能力をもう一段アップできるよう能力開発
を行っている

1,645 5.9 48.4 42.0 3.2 0.5

個々の従業員が当面の仕事をこなすために
必要な能力を身につけることを目的に能力
開発を行っている

2,365 4.2 36.4 52.6 5.8 1.0

人材育成・能力開発について特に方針を定
めていない

1,057 3.5 27.5 52.0 15.7 1.2

無回答 66 10.6 18.2 28.8 12.1 30.3

技能継承に対する評価

人
材
育
成
方
針

調査シリーズNo.194

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 161 －

 
 

（６）現在のものづくり人材の育成・能力開発方針別にみた技能継承に対する評価 

図表 4-18は、現在のものづくり人材の育成・能力開発方針別にみた、技能継承に対する評

価についての回答結果をみたものである。 
 これをみると、技能継承が「うまくいっている」とした企業割合（9.3％）も、また、「や
やうまくいっている」とした企業割合（51.0％）も、「数年先の事業展開を考慮して、その時
必要となる人材を想定しながら能力開発を行っている」との方針をとる企業で最も高くなっ

ている。 
一方、技能継承が「うまくいっていない」との割合（15.7％）が最も高いのは「人材育成・

能力開発について特に方針を定めていない」企業で、「あまりうまくいっていない」と合わせ

ると約 7割におよぶ。 
 

図表４－１８ 現在のものづくり人材の育成・能力開発方針別にみた、技能継承に対する評価 

                                   （単位：％） 
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計 5,867 5.2 39.8 47.1 6.7 1.2

数年先の事業展開を考慮して、その時必要
となる人材を想定しながら能力開発を行っ
ている

734 9.3 51.0 35.0 4.4 0.4

当面の仕事に必要な能力だけでなく、その
能力をもう一段アップできるよう能力開発
を行っている

1,645 5.9 48.4 42.0 3.2 0.5

個々の従業員が当面の仕事をこなすために
必要な能力を身につけることを目的に能力
開発を行っている

2,365 4.2 36.4 52.6 5.8 1.0

人材育成・能力開発について特に方針を定
めていない

1,057 3.5 27.5 52.0 15.7 1.2

無回答 66 10.6 18.2 28.8 12.1 30.3

技能継承に対する評価

人
材
育
成
方
針

 
 

（７）現在のものづくり人材の育成・能力開発方針の社内における浸透度別にみた技能継承

に対する評価 

図表 4-19は、現在のものづくり人材の育成・能力開発方針の社内における浸透度別に、技

能継承に対する評価についての回答結果をみたものである。 
 これをみると、方針が「浸透している」企業では、技能継承が「うまくいっている」との

割合が 3割（33.0％）に達し、「ややうまくいっている」（56.3％）と合わせると 9割近くな
る。 
これに対し、「浸透していない」企業では、「うまくいっていない」が 42.9％、「あまりうま

くいっていない」が 45.2％となっており、ほぼ 9割がうまくいっていないと認識する企業と
なっている。 
 

図表４－１９ 現在のものづくり人材の育成・能力開発方針の社内における浸透度別にみた、 

技能継承に対する評価 

                               （単位：％） 
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答

計 4,744 5.6 42.8 46.2 4.6 0.7

浸透している 206 33.0 56.3 10.7 - -

ある程度浸透している 2,845 6.0 56.4 34.7 2.2 0.6

あまり浸透していない 1,459 1.1 16.4 74.2 7.5 0.8

浸透していない 84 1.2 9.5 45.2 42.9 1.2

無回答 150 6.0 42.0 42.7 6.7 2.7
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（８）技能継承することが必要な知識・スキル、技能別にみた技能継承に対する評価 

図表 4-20は、技能継承することが必要な知識・スキル、技能別に、技能継承に対する評価

についての回答結果をみたものである。 
これをみると、技能継承が「うまくいっている」割合や「ややうまくいっている」割合に

ついて、技能継承することが必要な知識・スキル、技能の違いによる大きな差はみられなか

った。そのなかで、「その他」を除いてみれば、「正確・精緻に作業できる技」をあげた企業

で最も「うまくいっている」および、「ややうまくいっている」の割合が高かった（それぞれ

5.2％、41.1％）。 
一方、「うまくいっていない」との回答割合をみると、こちらも知識・スキル、技能の違い

で大きな差はみられず、「最適な加減に作業の内容や状況を調整できるカン・コツ」と「新し

いことを発想できる独創性」をあげた企業で 7％台となっており、他の項目と比べて若干高
い程度となっている（それぞれ 7.3％、7.1％）。 
 

図表４－２０ 技能継承することが必要な知識・スキル、技能別にみた、 

技能継承に対する評価 

                                     （単位：％） 

 
 
 
 
 
 

ｎ

う
ま
く
い
っ

て

い
る

や
や
う
ま
く

い
っ

て
い
る

あ
ま
り
う
ま
く

い
っ

て
い
な
い

う
ま
く
い
っ

て

い
な
い

無
回
答

計 5,867 5.2 39.8 47.1 6.7 1.2

正確・精緻に作業できる技 4,027 5.2 41.1 46.5 6.5 0.7

最適な加減に作業の内容や状況を調整できるカン・コツ 3,122 4.4 38.6 49.1 7.3 0.6

加工・作業方法を応用するなど創意工夫できる力 3,611 4.7 39.7 48.4 6.6 0.6

トラブルや突発的なことが起きた時に対応できる力 3,859 4.5 39.6 48.7 6.5 0.7

新しいことを発想できる独創性 1,726 4.5 38.6 48.9 7.1 0.9

その他 67 6.0 31.3 56.7 4.5 1.5

特にない 59 3.4 37.3 35.6 18.6 5.1

無回答 169 10.1 36.7 35.5 4.1 13.6

技能継承に対する評価

継
承
が
必
要
な
技
能
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（８）技能継承することが必要な知識・スキル、技能別にみた技能継承に対する評価 

図表 4-20は、技能継承することが必要な知識・スキル、技能別に、技能継承に対する評価

についての回答結果をみたものである。 
これをみると、技能継承が「うまくいっている」割合や「ややうまくいっている」割合に

ついて、技能継承することが必要な知識・スキル、技能の違いによる大きな差はみられなか

った。そのなかで、「その他」を除いてみれば、「正確・精緻に作業できる技」をあげた企業

で最も「うまくいっている」および、「ややうまくいっている」の割合が高かった（それぞれ

5.2％、41.1％）。 
一方、「うまくいっていない」との回答割合をみると、こちらも知識・スキル、技能の違い

で大きな差はみられず、「最適な加減に作業の内容や状況を調整できるカン・コツ」と「新し

いことを発想できる独創性」をあげた企業で 7％台となっており、他の項目と比べて若干高
い程度となっている（それぞれ 7.3％、7.1％）。 
 

図表４－２０ 技能継承することが必要な知識・スキル、技能別にみた、 

技能継承に対する評価 

                                     （単位：％） 
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正確・精緻に作業できる技 4,027 5.2 41.1 46.5 6.5 0.7

最適な加減に作業の内容や状況を調整できるカン・コツ 3,122 4.4 38.6 49.1 7.3 0.6

加工・作業方法を応用するなど創意工夫できる力 3,611 4.7 39.7 48.4 6.6 0.6

トラブルや突発的なことが起きた時に対応できる力 3,859 4.5 39.6 48.7 6.5 0.7

新しいことを発想できる独創性 1,726 4.5 38.6 48.9 7.1 0.9

その他 67 6.0 31.3 56.7 4.5 1.5

特にない 59 3.4 37.3 35.6 18.6 5.1

無回答 169 10.1 36.7 35.5 4.1 13.6
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（９）自社にとっての技能継承の重要度別にみた技能継承に対する評価 

図表 4-21は、自社にとっての技能継承の重要度別に、技能継承に対する評価についての回

答結果をみたものである。 
 これをみると、技能継承が「重要でない」「それほど重要でない」とする企業に比べて、「重

要」、「やや重要」とする企業で、技能継承の状況についてネガティブに評価（「あまりうまく

いっていない」、「うまくいっていない」）する割合が高くなっている。 
 

図表４－２１ 自社にとっての技能継承の重要度別にみた、技能継承に対する評価 

                               （単位：％） 
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計 5,867 5.2 39.8 47.1 6.7 1.2

重要 3,898 5.8 38.8 47.8 6.9 0.7

やや重要 1,666 3.2 43.1 48.3 4.7 0.8

それほど重要でない 166 4.2 45.2 42.8 5.4 2.4

重要でない 30 20.0 30.0 13.3 26.7 10.0

無回答 107 15.9 17.8 19.6 27.1 19.6
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（１０）自社にとっての技能継承の重要度別にみた技能継承を進めるための取り組みの実施

状況

図表 4-22 は、自社にとっての技能継承の重要度別に、技能継承を進めるための取り組みの

実施状況（複数回答）についての回答結果をみたものである。

これをみると、技能継承が重要と考える企業ほど、「継承すべき技能の見える化（テキスト

化・マニュアル化・ＩＴ化）を図る」や「再雇用や勤務延長などにより高年齢従業員に継続

して勤務してもらう」の実施割合が高くなっており、「継承すべき技能の見える化（テキスト

化・マニュアル化・ＩＴ化）を図る」を実施している割合は、「重要」と回答した企業で 53.3％
と半数以上にのぼり、「やや重要」とする企業で 4 割以上（46.3％）となっている。

一方、「それほど重要でない」、「重要でない」と回答した企業では「特に取組は行っていな

い」との割合が高く、それぞれ 34.3％、43.3％となっている。

図表４－２２ 自社にとっての技能継承の重要度別にみた

技能継承を進めるための取り組みの実施状況（複数回答）

（単位：％）
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計 5,867 49.9 69.4 13.0 8.0 9.8 16.4 10.6 13.8 3.7 1.3 6.6 1.3

重要 3,898 53.3 73.5 14.4 9.5 11.9 18.7 12.1 16.1 4.2 1.7 4.3 0.3

やや重要 1,666 46.3 66.1 10.9 5.5 6.4 13.0 7.6 9.8 2.8 0.6 8.8 0.2

それほど重要でない 166 31.9 30.7 4.8 2.4 1.2 4.8 3.0 3.6 1.8 0.6 34.3 9.0

重要でない 30 16.7 33.3 10.0 - 3.3 10.0 3.3 - - 3.3 43.3 3.3

無回答 107 21.5 39.3 6.5 5.6 2.8 7.5 12.1 12.1 3.7 - 0.9 43.0
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（１０）自社にとっての技能継承の重要度別にみた技能継承を進めるための取り組みの実施

状況

図表 4-22 は、自社にとっての技能継承の重要度別に、技能継承を進めるための取り組みの

実施状況（複数回答）についての回答結果をみたものである。

これをみると、技能継承が重要と考える企業ほど、「継承すべき技能の見える化（テキスト

化・マニュアル化・ＩＴ化）を図る」や「再雇用や勤務延長などにより高年齢従業員に継続

して勤務してもらう」の実施割合が高くなっており、「継承すべき技能の見える化（テキスト

化・マニュアル化・ＩＴ化）を図る」を実施している割合は、「重要」と回答した企業で 53.3％
と半数以上にのぼり、「やや重要」とする企業で 4 割以上（46.3％）となっている。

一方、「それほど重要でない」、「重要でない」と回答した企業では「特に取組は行っていな

い」との割合が高く、それぞれ 34.3％、43.3％となっている。

図表４－２２ 自社にとっての技能継承の重要度別にみた

技能継承を進めるための取り組みの実施状況（複数回答）

（単位：％）

ｎ

継
承
す
べ
き
技
能
の
見
え
る
化

テ
キ
ス
ト

化
・
マ
ニ

ア
ル
化
・
Ｉ
Ｔ
化

を
図
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し
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す
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す
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す
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報
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署

担
当

者
を
設
置
す
る

そ
の
他

特
に
取
組
は
行

て
い
な
い

無
回
答

計 5,867 49.9 69.4 13.0 8.0 9.8 16.4 10.6 13.8 3.7 1.3 6.6 1.3

重要 3,898 53.3 73.5 14.4 9.5 11.9 18.7 12.1 16.1 4.2 1.7 4.3 0.3

やや重要 1,666 46.3 66.1 10.9 5.5 6.4 13.0 7.6 9.8 2.8 0.6 8.8 0.2

それほど重要でない 166 31.9 30.7 4.8 2.4 1.2 4.8 3.0 3.6 1.8 0.6 34.3 9.0

重要でない 30 16.7 33.3 10.0 - 3.3 10.0 3.3 - - 3.3 43.3 3.3

無回答 107 21.5 39.3 6.5 5.6 2.8 7.5 12.1 12.1 3.7 - 0.9 43.0
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承

の

重

要

度

技能継承を進めるための取り組み

（１１）技能継承に対する評価別にみた技能継承を進めるための取り組みの実施状況

図表 4-23 は、技能継承に対する評価別に、技能継承を進めるための取り組みの実施状況

（複数回答）についての回答結果をみたものである。

これをみると、「継承すべき技能の見える化（テキスト化・マニュアル化・ＩＴ化）を図る」

を実施している割合は、技能継承が「うまくいっている」企業と「ややうまくいっている」

企業で特に高くなっており、「うまくいっている」企業では 54.2％が、また、「ややうまくい

っている」企業では 57.9％が実施している。

一方、「再雇用や勤務延長などにより高年齢従業員に継続して勤務してもらう」の実施割合

については、「あまりうまくいっていない」企業でも 7 割（72.2％）、「うまくいっていない」

企業で 6 割（60.7％）が取り組んでおり、「うまくいっている」企業と「うまくいっていない」

企業との間での大きな実施割合の差はみられない。

図表４－２３ 技能継承に対する評価別にみた

技能継承を進めるための取り組みの実施状況（複数回答）

（単位：％）
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行

て
い
な
い

無
回
答

計 5,867 49.9 69.4 13.0 8.0 9.8 16.4 10.6 13.8 3.7 1.3 6.6 1.3

うまくいっている 308 54.2 65.9 15.6 13.3 11.7 15.6 13.3 19.2 4.5 1.3 5.2 1.9

ややうまくいっている 2,335 57.9 69.0 15.2 9.4 11.5 16.7 11.8 15.6 4.2 1.5 4.2 0.7

あまりうまくいっていない 2,762 46.2 72.2 11.2 6.8 8.8 16.7 9.9 12.8 3.4 1.0 6.7 1.0

うまくいっていない 394 28.9 60.7 11.4 4.3 5.8 15.5 6.6 7.4 2.8 2.3 19.0 1.0

無回答 68 30.9 33.8 4.4 5.9 5.9 5.9 4.4 4.4 1.5 2.9 14.7 33.8
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技能継承に対する評価別の、技能継承を進めるための取り組みの実施状況（複数回答）に

ついて、さらに、自社にとっての技能継承の重要度との三重クロス集計も行った（図表 4-24）。 
 結果をみると、技能継承を「重要」と考えている企業だけでみても、技能継承が「うまく

いっている」企業と「うまくいっていない」企業との間では、「継承すべき技能の見える化（テ

キスト化・マニュアル化・ＩＴ化）を図る」の実施割合では顕著な差がみられ、「うまくいっ

ている」企業では半数以上（57.8％）が取り組んでいたのに対して、「うまくいっていない」
企業では 3割以下（26.7％）しか取り組んでいないことが分かった。 
また、「技能継承専任の指導者を選抜する」、「会社内外を問わず熟練技能者を講師として勉

強会を開催する」、「継承すべき高度な技能をもつ熟練技能者に対して特別な資格や肩書きを

与える」、「技能を習得した者に対する顕彰・報奨を行う」などに関しても、うまくいってい

る企業とうまくいっていない企業との間での実施割合に顕著な差がみられ、特に「技能を習

得した者に対する顕彰・報奨を行う」の実施割合についてみると「うまくいっている」企業

では 21.8％だったのに対し、「うまくいっていない」では 8.1％と 1割以下となっている。 
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技能継承に対する評価別の、技能継承を進めるための取り組みの実施状況（複数回答）に

ついて、さらに、自社にとっての技能継承の重要度との三重クロス集計も行った（図表 4-24）。 
 結果をみると、技能継承を「重要」と考えている企業だけでみても、技能継承が「うまく

いっている」企業と「うまくいっていない」企業との間では、「継承すべき技能の見える化（テ

キスト化・マニュアル化・ＩＴ化）を図る」の実施割合では顕著な差がみられ、「うまくいっ

ている」企業では半数以上（57.8％）が取り組んでいたのに対して、「うまくいっていない」
企業では 3割以下（26.7％）しか取り組んでいないことが分かった。 
また、「技能継承専任の指導者を選抜する」、「会社内外を問わず熟練技能者を講師として勉

強会を開催する」、「継承すべき高度な技能をもつ熟練技能者に対して特別な資格や肩書きを

与える」、「技能を習得した者に対する顕彰・報奨を行う」などに関しても、うまくいってい

る企業とうまくいっていない企業との間での実施割合に顕著な差がみられ、特に「技能を習

得した者に対する顕彰・報奨を行う」の実施割合についてみると「うまくいっている」企業

では 21.8％だったのに対し、「うまくいっていない」では 8.1％と 1割以下となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図表４－２４ 技能継承に対する評価別にみた技能継承を進めるための 

取り組みの実施状況（複数回答） 

（自社にとっての技能継承の重要度別にみた３重クロス）     （単位：％） 
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す
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当
者
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置
す

る
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特
に
取
組
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行
っ

て
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な
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無
回
答

うまくいっている 225 57.8 69.8 17.3 14.2 13.8 17.8 15.1 21.8 4.9 1.8 3.1 0.4

ややうまくいっている 1514 61.4 73.6 16.6 11.4 14.4 19.6 13.5 19.0 5.1 2.0 1.6 0.2

あまりうまくいっていない 1862 49.9 75.6 12.5 8.1 10.4 18.3 11.5 14.3 3.7 1.1 4.5 0.3

うまくいっていない 270 26.7 63.3 13.0 4.1 6.3 17.8 7.0 8.1 2.6 3.0 19.3 0.4

うまくいっている 53 50.9 66.0 11.3 13.2 7.5 11.3 5.7 13.2 1.9 - 7.5 0.0

ややうまくいっている 718 53.3 64.2 13.5 6.0 6.8 12.7 9.1 10.0 2.9 0.6 6.4 0.3

あまりうまくいっていない 804 40.7 68.9 9.1 4.6 6.0 13.9 6.7 10.1 2.7 0.7 9.7 0.1

うまくいっていない 78 38.5 59.0 6.4 3.8 5.1 9.0 3.8 3.8 3.8 - 19.2 -

うまくいっている 7 42.9 - - - - - - - - - 42.9 14.3

ややうまくいっている 75 44.0 30.7 5.3 4.0 - 4.0 2.7 4.0 1.3 - 30.7 5.3

あまりうまくいっていない 71 22.5 33.8 5.6 1.4 2.8 7.0 4.2 4.2 2.8 1.4 32.4 14.1

うまくいっていない 9 11.1 22.2 - - - - - - - - 66.7 -

うまくいっている 6 33.3 50.0 16.7 - - - - - - - 33.3 -

ややうまくいっている 9 11.1 22.2 11.1 - - - - - - - 66.7 -

あまりうまくいっていない 4 - 50.0 - - - 25.0 25.0 - - - 25.0 -

うまくいっていない 8 25.0 37.5 12.5 - 12.5 25.0 - - - 12.5 12.5 12.5

重要

やや重要

それほど重要でない

重要でない

技能継承をすすめるための取り組み
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（１２）ものづくり人材の年齢構成のタイプ別にみた技能継承に対する評価 

図表 4-25は、ものづくり人材の年齢構成のタイプ別にみた、技能継承に対する評価の回答

結果をみたものである。 
 これをみると、技能継承が「うまくいっている」割合も、また、「ややうまくいっている」

割合も「各世代均等」の企業で最も高く（それぞれ 8.8％、55.2％）、次いで「若手中心」の
企業で高くなっている（それぞれ 7.8％、50.0％）。 
 それに対して、「うまくいっていない」と回答した企業の割合は「ベテラン中心」で最も高

くなっており（10.3％）、「あまりうまくいっていない」の割合（53.2％）と合わせると 6 割
以上となる。「中堅不足」においても、「うまくいっていない」と「あまりうまくいっていな

い」の割合を合わせると 6割を超える（それぞれ 6.0％、55.8％）。 
 

図表４－２５ ものづくり人材の年齢構成のタイプ別にみた、技能継承に対する評価 

                           （単位：％） 
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無
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計 5,867 5.2 39.8 47.1 6.7 1.2

若手中心 446 7.8 50.0 37.7 3.6 0.9

各世代均等 776 8.8 55.2 31.1 4.1 0.9

中堅不足 1,359 3.3 34.1 55.8 6.0 0.9

ベテラン中心 1,881 4.3 31.3 53.2 10.3 1.0

中堅中心 1,329 5.5 46.0 42.7 5.0 0.8

無回答 76 9.2 26.3 35.5 6.6 22.4

年
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成

の

タ

イ

プ

技能継承に対する評価
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（１２）ものづくり人材の年齢構成のタイプ別にみた技能継承に対する評価 

図表 4-25は、ものづくり人材の年齢構成のタイプ別にみた、技能継承に対する評価の回答

結果をみたものである。 
 これをみると、技能継承が「うまくいっている」割合も、また、「ややうまくいっている」

割合も「各世代均等」の企業で最も高く（それぞれ 8.8％、55.2％）、次いで「若手中心」の
企業で高くなっている（それぞれ 7.8％、50.0％）。 
 それに対して、「うまくいっていない」と回答した企業の割合は「ベテラン中心」で最も高

くなっており（10.3％）、「あまりうまくいっていない」の割合（53.2％）と合わせると 6 割
以上となる。「中堅不足」においても、「うまくいっていない」と「あまりうまくいっていな

い」の割合を合わせると 6割を超える（それぞれ 6.0％、55.8％）。 
 

図表４－２５ ものづくり人材の年齢構成のタイプ別にみた、技能継承に対する評価 

                           （単位：％） 
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中堅不足 1,359 3.3 34.1 55.8 6.0 0.9

ベテラン中心 1,881 4.3 31.3 53.2 10.3 1.0

中堅中心 1,329 5.5 46.0 42.7 5.0 0.8

無回答 76 9.2 26.3 35.5 6.6 22.4
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（１３）技能継承に対する評価別にみた 60 歳以上のものづくり人材の社内での主な役割 

図表 4-26 は、技能継承に対する評価別に、60 歳以上のものづくり人材の社内での主な役
割（複数回答）の回答結果をみたものである。 
 これをみると、技能継承が「うまくいっている」企業が最も、「若い人への技術・技能の指

導役」をあげる割合が高く、「うまくいっていない」企業における同割合と比べると 20ポイ
ント以上高い（72.5％に対して 48.2％）。 
  

図表４－２６ 技能継承に対する評価別にみた 

60 歳以上のものづくり人材の社内での主な役割（複数回答） 

（単位：％） 
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計 5,081 61.4 69.1 16.8 24.2 19.8 8.6 7.8 2.5 0.5

うまくいっている 251 72.5 59.8 15.9 27.1 20.7 13.1 4.4 2.0 0.8

ややうまくいっている 2,021 66.4 67.2 17.0 24.3 20.8 8.3 7.5 1.6 0.2

あまりうまくいっていない 2,426 58.2 71.3 17.0 24.2 19.1 8.5 8.4 3.2 0.5

うまくいっていない 353 48.2 73.7 14.2 21.8 19.5 7.6 7.4 2.5 0.8

無回答 30 56.7 50.0 26.7 20.0 10.0 6.7 10.0 3.3 3.3

６０歳以上のものづくり人材の主な役割

技
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（１４）小括 

 以上の結果から、どのような企業で技能継承がうまくいっているのかを小括すると、もの

づくり人材の採用がうまくいっている企業の方がうまくいっていない企業よりも、圧倒的に

技能継承がうまくいっている割合が高い。 
 ものづくり人材の定着状況別にみると、定着状況がよい企業ほど、うまくいっている認識

の企業割合が高く、過不足状況別にみると、「不足」とした企業で最も、うまくいっていない

割合が高くなっている。 
 一人前といえる技能者になるまでにかかる年数が長くなるほど技能継承も難しくなるから

か、長い年数を回答した企業ほど、うまくいっていないとする割合は高かった。 
 技能者の人材育成・能力開発の取り組みに対する評価別にみると、当然とも言えるが、う

まくいっている企業では技能継承がうまくいっているとする割合も高い。 
 人材育成・能力開発の方針別にみると、先を見据えた育成方針をもつ企業ほど、うまくい

っているとする割合が高くなる傾向がみてとれた。また、方針の社内浸透度別にみると、浸

透している企業において顕著に、うまくいっているとする割合が高くなっている。 
 技能継承することが必要な知識・スキル、技能別にみると、「正確・精緻に作業できる技」

をあげた企業が最も、うまくいっているとする割合が高かった。ただ、他の項目と比べた割

合の差はそれほど大きいものではない。 
 自社にとっての技能継承の重要度別にみたところ、技能継承を重要と考える企業ほど、技

能継承が「あまりうまくいっていない」または「うまくいっていない」と回答した割合が高

くなっている。技能継承を重視するが故に、評価が厳しくなっている可能性も考えられる。

また、「それほど重要でない」（ｎ=166）、「重要でない」（ｎ=30）とする企業の回答数がわず
かであることにも留意が必要である。 
技能継承の重要度によって、技能継承を進めるための取り組みの実施状況が異なるのかど

うか確認したところ、重要と考えている企業では、「継承すべき技能の見える化（テキスト化・

マニュアル化・ＩＴ化）を図る」などに積極的に取り組んでいる様子がうかがえた。 
また、重要と考えている企業の中で、技能継承がうまくいっている企業とうまくいってい

ない企業との間で、技能継承の取り組みの実施状況に違いがあるのかどうか確認すると、「継

承すべき技能の見える化（テキスト化・マニュアル化・ＩＴ化）を図る」の実施割合では「う

まくいっている」企業が「うまくいっていない」企業を大きく上回る結果となっている。 
 ものづくり人材の年齢構成タイプ別に技能継承に対する評価の状況をみたところ、各世代

均等、若手中心の企業ではうまくいっている企業が比較的多い。 
 技能継承がうまくいっている企業で 60 歳以上のものづくり人材がどのように活用されて
いるのかをみると、うまくいっていない企業に比べ、若い人の指導役を任せている割合が高

かった。 
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（１４）小括 

 以上の結果から、どのような企業で技能継承がうまくいっているのかを小括すると、もの

づくり人材の採用がうまくいっている企業の方がうまくいっていない企業よりも、圧倒的に

技能継承がうまくいっている割合が高い。 
 ものづくり人材の定着状況別にみると、定着状況がよい企業ほど、うまくいっている認識

の企業割合が高く、過不足状況別にみると、「不足」とした企業で最も、うまくいっていない

割合が高くなっている。 
 一人前といえる技能者になるまでにかかる年数が長くなるほど技能継承も難しくなるから

か、長い年数を回答した企業ほど、うまくいっていないとする割合は高かった。 
 技能者の人材育成・能力開発の取り組みに対する評価別にみると、当然とも言えるが、う

まくいっている企業では技能継承がうまくいっているとする割合も高い。 
 人材育成・能力開発の方針別にみると、先を見据えた育成方針をもつ企業ほど、うまくい

っているとする割合が高くなる傾向がみてとれた。また、方針の社内浸透度別にみると、浸

透している企業において顕著に、うまくいっているとする割合が高くなっている。 
 技能継承することが必要な知識・スキル、技能別にみると、「正確・精緻に作業できる技」

をあげた企業が最も、うまくいっているとする割合が高かった。ただ、他の項目と比べた割

合の差はそれほど大きいものではない。 
 自社にとっての技能継承の重要度別にみたところ、技能継承を重要と考える企業ほど、技

能継承が「あまりうまくいっていない」または「うまくいっていない」と回答した割合が高

くなっている。技能継承を重視するが故に、評価が厳しくなっている可能性も考えられる。

また、「それほど重要でない」（ｎ=166）、「重要でない」（ｎ=30）とする企業の回答数がわず
かであることにも留意が必要である。 
技能継承の重要度によって、技能継承を進めるための取り組みの実施状況が異なるのかど

うか確認したところ、重要と考えている企業では、「継承すべき技能の見える化（テキスト化・

マニュアル化・ＩＴ化）を図る」などに積極的に取り組んでいる様子がうかがえた。 
また、重要と考えている企業の中で、技能継承がうまくいっている企業とうまくいってい

ない企業との間で、技能継承の取り組みの実施状況に違いがあるのかどうか確認すると、「継

承すべき技能の見える化（テキスト化・マニュアル化・ＩＴ化）を図る」の実施割合では「う

まくいっている」企業が「うまくいっていない」企業を大きく上回る結果となっている。 
 ものづくり人材の年齢構成タイプ別に技能継承に対する評価の状況をみたところ、各世代

均等、若手中心の企業ではうまくいっている企業が比較的多い。 
 技能継承がうまくいっている企業で 60 歳以上のものづくり人材がどのように活用されて
いるのかをみると、うまくいっていない企業に比べ、若い人の指導役を任せている割合が高

かった。 

 
 

３．どのような企業が、将来の技能継承に不安を感じているのか 

 

（１）過去５年間のものづくり人材の採用に対する評価別にみた将来の技能継承に対する見

通し 

図表 4-27は、過去５年間のものづくり人材の採用に対する評価別に、将来の技能継承に対

する見通しについての回答結果をみたものである。 
これをみると、将来の技能継承について「不安がある」とする企業割合は、採用が「うま

くいっていない」企業において最も高くなっており（38.2％）、「やや不安がある」の回答割
合（52.4％）を合わせると 9割に達する。 
これに対し、採用が「うまくいっている」企業では、「あまり不安はない」、「不安はない」

とする企業を合わせて半数にとどまる（それぞれ 40.9％、11.2％）。 
 

図表４－２７ 過去５年間のものづくり人材の採用に対する評価別にみた、 

将来の技能継承に対する見通し 

                              （単位：％） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

ｎ

不
安
が
あ
る

や
や
不
安
が

あ
る

あ
ま
り
不
安

は
な
い

不
安
は
な
い

無
回
答

計 5,867 15.2 65.2 17.4 1.0 1.3

うまくいっている 215 3.7 43.3 40.9 11.2 0.9

まあまあうまくいっている 2,415 6.7 63.1 28.4 0.8 1.0

あまりうまくいっていない 2,441 18.4 73.3 7.0 0.2 1.1

うまくいっていない 672 38.2 52.4 7.0 0.6 1.8

無回答 124 12.1 54.0 21.8 3.2 8.9

採
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価

将来の技能継承の見通し
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（２）ものづくり人材の定着状況別にみた将来の技能継承に対する見通し 

図表 4-28は、ものづくり人材の定着状況（同業同規模の他社との比較）別に、将来の技能

継承に対する見通しについての回答結果をみたものである。 
これをみると、将来の技能継承に対して「不安がある」と回答した企業割合は、定着状況

が「悪い」とした企業で 59.3％と最も高くなっており、定着に対する評価が落ちるほど不安
とする割合が高くなる傾向がみられる。 
これに対して、定着状況が「よい」と回答した企業では「不安がある」は 8.5%と 1割を下

回っており、3 割以上の企業が「あまり不安はない」もしくは「不安はない」と回答してい
る（それぞれ 30.0％、3.7％）。 

 
図表４－２８ ものづくり人材の定着状況（同業同規模の他社との比較）別にみた、 

将来の技能継承に対する見通し 

                          （単位：％） 
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不
安
が
あ
る

や
や
不
安
が

あ
る

あ
ま
り
不
安

は
な
い

不
安
は
な
い

無
回
答

計 5,867 15.2 65.2 17.4 1.0 1.3

よい 801 8.5 55.9 30.0 3.7 1.9

ややよい 1,367 10.2 67.6 21.2 0.4 0.5

同じ程度 2,745 14.5 68.8 15.3 0.4 1.0

やや悪い 698 26.1 66.0 6.2 0.4 1.3

悪い 150 59.3 32.0 4.7 2.7 1.3

無回答 106 16.0 50.9 16.0 3.8 13.2

定
着
に
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す
る
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価

将来の技能継承の見通し
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（２）ものづくり人材の定着状況別にみた将来の技能継承に対する見通し 

図表 4-28は、ものづくり人材の定着状況（同業同規模の他社との比較）別に、将来の技能
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とする割合が高くなる傾向がみられる。 
これに対して、定着状況が「よい」と回答した企業では「不安がある」は 8.5%と 1割を下

回っており、3 割以上の企業が「あまり不安はない」もしくは「不安はない」と回答してい
る（それぞれ 30.0％、3.7％）。 

 
図表４－２８ ものづくり人材の定着状況（同業同規模の他社との比較）別にみた、 

将来の技能継承に対する見通し 
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や
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不
安

は
な
い

不
安
は
な
い

無
回
答

計 5,867 15.2 65.2 17.4 1.0 1.3

よい 801 8.5 55.9 30.0 3.7 1.9

ややよい 1,367 10.2 67.6 21.2 0.4 0.5

同じ程度 2,745 14.5 68.8 15.3 0.4 1.0

やや悪い 698 26.1 66.0 6.2 0.4 1.3

悪い 150 59.3 32.0 4.7 2.7 1.3

無回答 106 16.0 50.9 16.0 3.8 13.2

定
着
に
対
す
る
評
価

将来の技能継承の見通し

 
 

（３）現在のものづくり人材の過不足状況別にみた将来の技能継承に対する見通し 

図表 4-29は、現在のものづくり人材の過不足状況別に、将来の技能継承に対する見通しに

ついての回答結果をみたものである。 
これをみると、ものづくり人材が「不足」と回答した企業において最も、「不安がある」と

の割合（34.6％）が高くなっており、「やや不安がある」と合わせると 9割を超える。 
これに対し、「適当」と回答した企業では、「不安がある」が 5.4％、「やや不安がある」が

58.2％となっており、「あまり不安はない」が 3割以上（32.8％）を占める。 
 

図表４－２９ 現在のものづくり人材の過不足状況別にみた、 

将来の技能継承に対する見通し 

                            （単位：％） 
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安
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い

不
安
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い

無
回
答

計 5,867 15.2 65.2 17.4 1.0 1.3

不足 1,168 34.6 56.9 7.0 0.6 0.9

やや不足 2,903 13.1 72.9 12.6 0.4 1.0

適当 1,636 5.4 58.2 32.8 2.1 1.5

やや過剰 127 14.2 64.6 18.9 0.8 1.6

過剰 6 - 50.0 33.3 16.7 -

無回答 27 11.1 18.5 25.9 3.7 40.7

将来の技能継承の見通し
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（４）一人前といえる技能者になるまでにかかる年数別にみた将来の技能継承に対する見通 

  し 

図表 4-30は、一人前といえる技能者になるまでにかかる年数別に、将来の技能継承に対す

る見通しについての回答結果をみたものである。 
 これをみると、「不安がある」とした企業の割合は、かかる年数が多くなるほど高くなる傾

向にあり、「20年以上」と回答した企業で最も高い割合となっている（37.5％）。 
これに対し、「あまり不安はない」または「不安はない」と回答した企業の割合をみると、

最も短い年数のカテゴリーである「3 年未満」と回答した企業で最も高くなっている（それ
ぞれ 27.7％、2.0％）。 
 

図表４－３０ 一人前といえる技能者になるまでにかかる年数別にみた、 

将来の技能継承に対する見通し 

                            （単位：％） 
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不
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や
や
不
安
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る

あ
ま
り
不
安

は
な
い

不
安
は
な
い

無
回
答

計 5,867 15.2 65.2 17.4 1.0 1.3

３年未満 999 10.7 58.8 27.7 2.0 0.8

３～５年未満 2,798 14.4 67.1 16.6 0.6 1.3

５～１０年未満 1,672 17.9 67.6 12.9 0.8 0.8

１０～１５年未満 251 21.1 62.5 14.3 1.2 0.8

１５～２０年未満 27 37.0 55.6 7.4 - -

２０年以上 16 37.5 50.0 6.3 6.3 -

その他 39 10.3 59.0 28.2 2.6 -

無回答 65 15.4 41.5 16.9 1.5 24.6
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（４）一人前といえる技能者になるまでにかかる年数別にみた将来の技能継承に対する見通 

  し 

図表 4-30は、一人前といえる技能者になるまでにかかる年数別に、将来の技能継承に対す

る見通しについての回答結果をみたものである。 
 これをみると、「不安がある」とした企業の割合は、かかる年数が多くなるほど高くなる傾

向にあり、「20年以上」と回答した企業で最も高い割合となっている（37.5％）。 
これに対し、「あまり不安はない」または「不安はない」と回答した企業の割合をみると、

最も短い年数のカテゴリーである「3 年未満」と回答した企業で最も高くなっている（それ
ぞれ 27.7％、2.0％）。 
 

図表４－３０ 一人前といえる技能者になるまでにかかる年数別にみた、 

将来の技能継承に対する見通し 
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（５）人材育成・能力開発の取り組みに対する評価別にみた将来の技能継承に対する見通し 

図表 4-31は、一人前といえる技能者になるまでの人材育成・能力開発の取り組みに対する

評価別に、将来の技能継承に対する見通しについての回答結果をみたものである。 
 これをみると、人材育成・能力開発の取り組みが「うまくいっていない」企業では、将来

の技能継承に対して「不安がある」とした企業が 7割近く（68.0％）におよび、「やや不安が
ある」（27.6％）と合わせると 9割以上に達する。 
 それに対して「うまくいっている」企業では、「あまり不安はない」が 45.6％、「不安はな
い」が 9.9％となっており、全体の半数以上は不安がない状況となっている。 
 

図表４－３１ 一人前といえる技能者になるまでの人材育成・能力開発に対する 

評価別にみた、将来の技能継承に対する見通し 

                             （単位：％） 
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計 5,867 15.2 65.2 17.4 1.0 1.3

うまくいっている 395 4.3 39.5 45.6 9.9 0.8

ややうまくいっている 2,854 5.8 67.7 25.0 0.5 1.0

あまりうまくいっていない 2,305 23.8 70.6 4.6 0.1 1.0

うまくいっていない 225 68.0 27.6 3.1 0.4 0.9

無回答 88 11.4 51.1 13.6 2.3 21.6

将来の技能継承の見通し

人
材
育
成
に
対
す
る

評
価
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（６）現在の人材育成・能力開発の方針別にみた将来の技能継承に対する見通し 

図表 4-32は、現在のものづくり人材の育成・能力開発方針別に、将来の技能継承に対する

見通しについての回答結果をみたものである。 
これをみると、将来の技能継承に対して「不安がある」と回答した企業の割合は、「人材育

成・能力開発について特に方針を定めていない」企業で最も高い（23.8％）。 
これに対して、「あまり不安はない」または「不安はない」との回答割合は、「数年先の事

業展開を考慮して、その時必要となる人材を想定しながら能力開発を行っている」との方針

をとる企業で最も高くなっている（それぞれ 23.6％、1.9％）。 
 

図表４－３２ 現在のものづくり人材の育成・能力開発方針別にみた、 

将来の技能継承に対する見通し 

                                   （単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｎ

不
安
が
あ
る

や
や
不
安
が

あ
る

あ
ま
り
不
安

は
な
い

不
安
は
な
い

無
回
答

計 5,867 15.2 65.2 17.4 1.0 1.3

数年先の事業展開を考慮して、その時必要となる人材を想
定しながら能力開発を行っている

734 11.3 62.5 23.6 1.9 0.7

当面の仕事に必要な能力だけでなく、その能力をもう一段
アップできるよう能力開発を行っている

1,645 10.3 69.3 18.8 0.9 0.7

個々の従業員が当面の仕事をこなすために必要な能力を身
につけることを目的に能力開発を行っている

2,365 15.9 67.2 15.1 0.5 1.2

人材育成・能力開発について特に方針を定めていない 1,057 23.8 57.3 16.3 1.3 1.2

無回答 66 16.7 43.9 9.1 3.0 27.3

将来の技能継承の見通し

人
材
育
成
方
針
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（６）現在の人材育成・能力開発の方針別にみた将来の技能継承に対する見通し 

図表 4-32は、現在のものづくり人材の育成・能力開発方針別に、将来の技能継承に対する

見通しについての回答結果をみたものである。 
これをみると、将来の技能継承に対して「不安がある」と回答した企業の割合は、「人材育

成・能力開発について特に方針を定めていない」企業で最も高い（23.8％）。 
これに対して、「あまり不安はない」または「不安はない」との回答割合は、「数年先の事

業展開を考慮して、その時必要となる人材を想定しながら能力開発を行っている」との方針

をとる企業で最も高くなっている（それぞれ 23.6％、1.9％）。 
 

図表４－３２ 現在のものづくり人材の育成・能力開発方針別にみた、 

将来の技能継承に対する見通し 

                                   （単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｎ

不
安
が
あ
る

や
や
不
安
が

あ
る

あ
ま
り
不
安

は
な
い

不
安
は
な
い

無
回
答

計 5,867 15.2 65.2 17.4 1.0 1.3

数年先の事業展開を考慮して、その時必要となる人材を想
定しながら能力開発を行っている

734 11.3 62.5 23.6 1.9 0.7

当面の仕事に必要な能力だけでなく、その能力をもう一段
アップできるよう能力開発を行っている

1,645 10.3 69.3 18.8 0.9 0.7

個々の従業員が当面の仕事をこなすために必要な能力を身
につけることを目的に能力開発を行っている

2,365 15.9 67.2 15.1 0.5 1.2

人材育成・能力開発について特に方針を定めていない 1,057 23.8 57.3 16.3 1.3 1.2

無回答 66 16.7 43.9 9.1 3.0 27.3

将来の技能継承の見通し

人
材
育
成
方
針

 
 

（７）現在のものづくり人材の育成・能力開発方針の社内における浸透度別にみた将来の技

能継承に対する見通し 

図表 4-33は、現在のものづくり人材の育成・能力開発方針の社内における浸透度別に、将

来の技能継承に対する見通しについての回答結果をみたものである。 
これをみると、方針が社内に「浸透していない」企業で最も、「不安がある」との割合が高

く（47.6％）、「やや不安がある」（42.9％）と合わせると 9割におよぶ。 
それに対し、「浸透している」企業では、「あまり不安はない」が 35.4％、「不安はない」が

10.7％となっており、4割以上の企業が不安を感じていない状況となっている。 
 
図表４－３３ 現在のものづくり人材の育成・能力開発方針の社内における浸透度別にみた、 

将来の技能継承に対する見通し 

                              （単位：％） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ｎ

不
安
が
あ
る

や
や
不
安
が

あ
る

あ
ま
り
不
安

は
な
い

不
安
は
な
い

無
回
答

計 4,744 13.3 67.2 17.7 0.9 0.9

浸透している 206 6.8 46.6 35.4 10.7 0.5

ある程度浸透している 2,845 8.5 67.5 22.5 0.6 0.9

あまり浸透していない 1,459 21.7 71.0 6.5 0.1 0.7

浸透していない 84 47.6 42.9 8.3 - 1.2

無回答 150 11.3 67.3 17.3 0.7 3.3

将来の技能継承の見通し

人
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方
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の

浸

透
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（８）自社にとっての技能継承の重要度別にみた将来の技能継承に対する見通し 

図表 4-34は、自社にとっての技能継承の重要度別に、将来の技能継承に対する見通しにつ

いての回答結果をみたものである。 
 これをみると、将来の技能継承に対して「不安がある」との割合は、技能継承が「重要」

と考えている企業で最も高く（18.9％）、「やや不安がある」と合わせると 8割以上におよぶ。 
これに対し、「それほど重要でない」「重要でない」とした企業ではそれぞれ、「あまり不安

はない」と「不安はない」を合わせた割合が 5割以上となっている。 
 

図表４－３４ 自社にとっての技能継承の重要度別にみた、 

将来の技能継承に対する見通し 

                             （単位：％） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ｎ

不
安
が
あ
る

や
や
不
安
が

あ
る

あ
ま
り
不
安

は
な
い

不
安
は
な
い

無
回
答

計 5,867 15.2 65.2 17.4 1.0 1.3

重要 3,898 18.9 65.9 13.6 0.9 0.7

やや重要 1,666 7.4 67.8 22.9 0.5 1.3

それほど重要でない 166 6.6 38.0 48.8 4.8 1.8

重要でない 30 13.3 36.7 36.7 13.3 -

無回答 107 16.8 46.7 14.0 0.9 21.5

将来の技能継承の見通し

技

能
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の

重

要

度
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（８）自社にとっての技能継承の重要度別にみた将来の技能継承に対する見通し 

図表 4-34は、自社にとっての技能継承の重要度別に、将来の技能継承に対する見通しにつ

いての回答結果をみたものである。 
 これをみると、将来の技能継承に対して「不安がある」との割合は、技能継承が「重要」

と考えている企業で最も高く（18.9％）、「やや不安がある」と合わせると 8割以上におよぶ。 
これに対し、「それほど重要でない」「重要でない」とした企業ではそれぞれ、「あまり不安

はない」と「不安はない」を合わせた割合が 5割以上となっている。 
 

図表４－３４ 自社にとっての技能継承の重要度別にみた、 

将来の技能継承に対する見通し 

                             （単位：％） 
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無
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答

計 5,867 15.2 65.2 17.4 1.0 1.3

重要 3,898 18.9 65.9 13.6 0.9 0.7

やや重要 1,666 7.4 67.8 22.9 0.5 1.3

それほど重要でない 166 6.6 38.0 48.8 4.8 1.8

重要でない 30 13.3 36.7 36.7 13.3 -

無回答 107 16.8 46.7 14.0 0.9 21.5

将来の技能継承の見通し

技

能

継

承

の

重

要
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（９）技能継承に対する評価別にみた将来の技能継承に対する見通し 

図表 4-35は、技能継承に対する評価別に、将来の技能継承に対する見通しについての回答

結果をみたものである。 
これをみると、技能継承が「うまくいっている」企業では「あまり不安はない」が 44.5％、

「不安はない」が 11.7％と、不安がないと感じている企業が半数以上となっており、「ややう
まくいっている」と回答した企業でも、それらを合わせた割合は 3割以上となっている（そ
れぞれ 32.9％、0.7％）。 
これに対し、「うまくいっていない」、および「あまりうまくいっていない」と回答した企

業では、「不安がある」と「やや不安がある」を合わせた割合はそれぞれ 9 割以上におよぶ
（「うまくいっていない」がそれぞれ 59.9％、37.3％、「あまりうまくいっていない」がそれ
ぞれ 20.7％、75.2％）。 

 
図表４－３５ 技能継承に対する評価別にみた、 

将来の技能継承に対する見通し 

                             （単位：％） 
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る

や
や
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安
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る

あ
ま
り
不
安

は
な
い

不
安
は
な
い

無
回
答

計 5,867 15.2 65.2 17.4 1.0 1.3

うまくいっている 308 1.9 40.3 44.5 11.7 1.6

ややうまくいっている 2,335 3.3 62.5 32.9 0.7 0.5

あまりうまくいっていない 2,762 20.7 75.2 3.7 0.0 0.4

うまくいっていない 394 59.9 37.3 1.8 0.5 0.5

無回答 68 1.5 22.1 5.9 2.9 67.6

将来の技能継承の見通し
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（１０）労務構成のタイプ別にみた将来の技能継承に対する見通し 

図表 4-36は、ものづくり人材の年齢構成のタイプ別に、将来の技能継承に対する見通しに

ついての回答結果をみたものである。 
これをみると、将来の技能継承に対して「不安がある」と回答した企業割合が最も高かっ

たのは「ベテラン中心」の企業（21.2％）で、次いで割合が高いのは「中堅不足」（17.4％）
となっている。 
一方、「あまり不安はない」または「不安はない」と回答した企業割合をみると、「各世代

均等」の企業が最も高くなっており（それぞれ 28.0％、1.9％）、「若手中心」が次いで高くな
っている（それぞれ 25.8％、1.8％）。 
 

図表４－３６ ものづくり人材の年齢構成のタイプ別にみた、 

将来の技能継承に対する見通し 

                       （単位：％） 
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や
や
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安
が

あ
る

あ
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り
不
安

は
な
い

不
安
は
な
い

無
回
答

計 5,867 15.2 65.2 17.4 1.0 1.3

若手中心 446 9.9 60.5 25.8 1.8 2.0

各世代均等 776 8.5 60.6 28.0 1.9 1.0

中堅不足 1,359 17.4 70.9 10.5 0.4 0.8

ベテラン中心 1,881 21.2 64.6 12.3 0.9 1.0

中堅中心 1,329 10.3 65.9 22.1 0.8 0.8

無回答 76 13.2 38.2 22.4 2.6 23.7

将来の技能継承の見通し

年
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プ
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（１０）労務構成のタイプ別にみた将来の技能継承に対する見通し 

図表 4-36は、ものづくり人材の年齢構成のタイプ別に、将来の技能継承に対する見通しに

ついての回答結果をみたものである。 
これをみると、将来の技能継承に対して「不安がある」と回答した企業割合が最も高かっ

たのは「ベテラン中心」の企業（21.2％）で、次いで割合が高いのは「中堅不足」（17.4％）
となっている。 
一方、「あまり不安はない」または「不安はない」と回答した企業割合をみると、「各世代

均等」の企業が最も高くなっており（それぞれ 28.0％、1.9％）、「若手中心」が次いで高くな
っている（それぞれ 25.8％、1.8％）。 
 

図表４－３６ ものづくり人材の年齢構成のタイプ別にみた、 

将来の技能継承に対する見通し 

                       （単位：％） 
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計 5,867 15.2 65.2 17.4 1.0 1.3

若手中心 446 9.9 60.5 25.8 1.8 2.0

各世代均等 776 8.5 60.6 28.0 1.9 1.0

中堅不足 1,359 17.4 70.9 10.5 0.4 0.8

ベテラン中心 1,881 21.2 64.6 12.3 0.9 1.0

中堅中心 1,329 10.3 65.9 22.1 0.8 0.8

無回答 76 13.2 38.2 22.4 2.6 23.7
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（１１）小括 

以上の結果から、どのような企業が将来の技能継承について不安があると考えているか、

また、不安はないと考えているかを小括すると、まず、ものづくり人材の採用について、う

まくいっていないと評価する企業では、将来の技能継承について不安があると考える割合が

高くなっている。 
ものづくり人材の定着状況（同業同規模の他社との比較）別にみると、定着状況が悪い企

業では、将来の技能継承にも不安を持つ企業割合が極めて高い。 
ものづくり人材の過不足状況別にみると、人材が不足とする企業で最も、将来の技能継承

に不安を覚える企業割合が高くなっている。 
一人前の技能者になるまでにかかる年数別にみたところ、かかる年数が長い企業ほど、不

安と考える割合が高まる傾向がみてとれる。 
技能者の人材育成・能力開発の取り組みに対する評価別にみると、当然かもしれないが、

「うまくいっている」企業で最も、不安と考えていない割合が高い。 
人材育成・能力開発方針別にみると、そもそも方針がない企業では、8 割の企業が不安と

考えている。また、方針の社内における浸透度別にみると、浸透していない企業の方が圧倒

的に、浸透している企業よりも不安と考える割合が高い。 
技能継承の重要度別にみた結果では、技能継承を重要と考えるからこそ、将来の技能継承

に不安を覚える企業も多い様子がうかがえた。 
技能継承に対する評価別にみると、当然かもしれないが、技能継承がうまくいっていない

企業の方が圧倒的に、不安とする企業割合が高くなっている。 
ものづくり人材の年齢構成のタイプ別にみると、ベテランが中心、中堅不足といった、技

能の受け手が少ない企業で特に、不安とする割合が高くなっている。 
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４．どのような企業が、労働生産性が高いと認識しているのか 

 

（１）一人前といえる技能者になるまでの人材育成・能力開発の取り組みに対する評価別に

みた自社の労働生産性の高さ 

図表 4-37は、一人前といえる技能者になるまでの人材育成・能力開発の取り組みに対する

評価別に、同業同規模の他社と比べた自社の労働生産性の高さについての回答結果をみたも

のである。 
これをみると、人材育成・能力開発の取り組みが「うまくいっている」企業で最も、労働

生産性が「高い」または「やや高い」とする割合が高くなっている（それぞれ 11.6％、33.7％）。 
一方、人材育成・能力開発の取り組みが「うまくいっていない」企業では、「やや低い」ま

たは「低い」と回答した企業で約 6割を占める（それぞれ 36.4％、22.2％）。 
 
図表４－３７ 一人前といえる技能者になるまでの人材育成・能力開発の取り組みに対する 

評価別にみた同業同規模の他社と比べた自社の労働生産性の高さ 

（単位：％） 
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い
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や
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い
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や
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低
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無
回
答

計 5,867 3.2 23.5 44.0 23.3 4.0 2.1

うまくいっている 395 11.6 33.7 37.0 14.2 2.0 1.5

ややうまくいっている 2,854 3.4 27.5 48.1 17.3 1.8 1.9

あまりうまくいっていない 2,305 1.7 17.9 42.1 31.0 5.4 1.9

うまくいっていない 225 0.4 13.3 27.1 36.4 22.2 0.4

無回答 88 3.4 18.2 37.5 20.5 2.3 18.2

同業同規模の他社と比べた場合の自社の労働生産性
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４．どのような企業が、労働生産性が高いと認識しているのか 

 

（１）一人前といえる技能者になるまでの人材育成・能力開発の取り組みに対する評価別に

みた自社の労働生産性の高さ 

図表 4-37は、一人前といえる技能者になるまでの人材育成・能力開発の取り組みに対する

評価別に、同業同規模の他社と比べた自社の労働生産性の高さについての回答結果をみたも

のである。 
これをみると、人材育成・能力開発の取り組みが「うまくいっている」企業で最も、労働

生産性が「高い」または「やや高い」とする割合が高くなっている（それぞれ 11.6％、33.7％）。 
一方、人材育成・能力開発の取り組みが「うまくいっていない」企業では、「やや低い」ま

たは「低い」と回答した企業で約 6割を占める（それぞれ 36.4％、22.2％）。 
 
図表４－３７ 一人前といえる技能者になるまでの人材育成・能力開発の取り組みに対する 

評価別にみた同業同規模の他社と比べた自社の労働生産性の高さ 

（単位：％） 
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や
や
低
い

低
い

無
回
答

計 5,867 3.2 23.5 44.0 23.3 4.0 2.1

うまくいっている 395 11.6 33.7 37.0 14.2 2.0 1.5

ややうまくいっている 2,854 3.4 27.5 48.1 17.3 1.8 1.9

あまりうまくいっていない 2,305 1.7 17.9 42.1 31.0 5.4 1.9

うまくいっていない 225 0.4 13.3 27.1 36.4 22.2 0.4

無回答 88 3.4 18.2 37.5 20.5 2.3 18.2

同業同規模の他社と比べた場合の自社の労働生産性

人

材

育

成

に

対
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評
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（２）技能継承に対する評価別にみた自社の労働生産性の高さ 

図表 4-38は、技能継承に対する評価別に、同業同規模の他社と比べた自社の労働生産性の

高さについての回答結果をみたものである。 
これをみると、技能継承が「うまくいっている」企業で最も、労働生産性が「高い」また

は「やや高い」とする割合が高くなっている（それぞれ 9.7％、35.4％）。 
一方、技能継承が「うまくいっていない」企業では、「やや低い」または「低い」と回答し

た企業で半数を占めている（それぞれ 36.5％、14.7％）。 
 

図表４－３８ 技能継承に対する評価別にみた 

同業同規模の他社と比べた自社の労働生産性の高さ 

（単位：％） 
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計 5,867 3.2 23.5 44.0 23.3 4.0 2.1

うまくいっている 308 9.7 35.4 40.3 12.7 0.3 1.6

ややうまくいっている 2,335 4.4 30.1 46.6 14.9 2.3 1.7

あまりうまくいっていない 2,762 1.6 18.1 44.2 29.9 4.3 1.9

うまくいっていない 394 1.5 14.0 30.7 36.5 14.7 2.5

無回答 68 2.9 11.8 44.1 14.7 4.4 22.1
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（３）ものづくりにおける自社の強み別にみた自社の労働生産性の高さ 

図表 4-39は、ものづくりにおける自社の強みに対する評価別に、同業同規模の他社と比べ

た自社の労働生産性の高さについての回答結果をみたものである。 
これをみると、労働生産性が「高い」割合が最も高いのは、「研究開発部門の技術力が極め

て高い」を強みとしてあげた企業（7.7％）で、次いで「高額な設備に投資を続けている」（6.5％）、
「ある製品・サービス分野で国際的に高いシェアを持っている」（6.3％）などの順で割合が
高い。なお、「優れたものづくり能力を有する」を回答した企業での「高い」との割合は 5.5％
となっている。 
「高い」と「やや高い」を合わせた割合でみると、「高額な設備に投資を続けている」を強

みとしてあげた企業で最も高く（それぞれ 6.5％、36.5％）、次いで「研究開発部門の技術力
が極めて高い」（それぞれ 7.7％、33.6％）、「優れたものづくり能力を有する」（それぞれ 5.5％、
31.8％）などの順で高くなっている。 

 
図表４－３９ ものづくりにおける自社の強みに対する評価別にみた 

同業同規模の他社と比べた自社の労働生産性の高さ 

（単位：％） 

 

ｎ

高
い

や
や
高
い
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い
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や
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無
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答

計 5,867 3.2 23.5 44.0 23.3 4.0 2.1

優れたものづくり能力を有する 2,119 5.5 31.8 39.4 18.8 3.0 1.6

柔軟に顧客のニーズに対応できる（多品種少量生産など） 3,707 3.1 25.2 43.0 23.2 3.9 1.6

高額な設備に投資を続けている 635 6.5 36.5 37.2 16.4 2.4 1.1

極めて短い納期に対応できる 1,213 5.0 32.1 39.8 18.8 3.1 1.2

研究開発部門の技術力が極めて高い 324 7.7 33.6 38.6 16.4 2.2 1.5

国際的な規格に沿った製品を生産している 405 5.4 25.9 45.9 18.3 2.2 2.2

海外のメーカー向けに機械や部品を供給している 288 3.8 25.3 42.4 25.7 1.7 1.0

狭い市場で高いシェアを誇っている 1,319 4.5 27.5 41.2 21.5 3.6 1.7

ある製品・サービス分野で国際的に高いシェアを持っている 319 6.3 27.3 44.8 18.2 1.3 2.2

先行製品と同等品をより安価で提供できる 226 5.3 29.6 36.3 25.2 2.2 1.3

複数の技術・製品で特許を取得している 441 5.9 27.4 41.0 20.4 2.9 2.3

他社の参入が難しい製品・サービスを提供している 1,010 5.3 27.1 38.6 23.0 4.2 1.8

その他 104 3.8 22.1 44.2 25.0 3.8 1.0

特に強みはない 356 0.8 6.5 46.1 35.4 9.0 2.2

無回答 88 - 9.1 43.2 21.6 4.5 21.6
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の
強
み

調査シリーズNo.194

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－ 185 －

 
 

（３）ものづくりにおける自社の強み別にみた自社の労働生産性の高さ 

図表 4-39は、ものづくりにおける自社の強みに対する評価別に、同業同規模の他社と比べ

た自社の労働生産性の高さについての回答結果をみたものである。 
これをみると、労働生産性が「高い」割合が最も高いのは、「研究開発部門の技術力が極め

て高い」を強みとしてあげた企業（7.7％）で、次いで「高額な設備に投資を続けている」（6.5％）、
「ある製品・サービス分野で国際的に高いシェアを持っている」（6.3％）などの順で割合が
高い。なお、「優れたものづくり能力を有する」を回答した企業での「高い」との割合は 5.5％
となっている。 
「高い」と「やや高い」を合わせた割合でみると、「高額な設備に投資を続けている」を強

みとしてあげた企業で最も高く（それぞれ 6.5％、36.5％）、次いで「研究開発部門の技術力
が極めて高い」（それぞれ 7.7％、33.6％）、「優れたものづくり能力を有する」（それぞれ 5.5％、
31.8％）などの順で高くなっている。 

 
図表４－３９ ものづくりにおける自社の強みに対する評価別にみた 

同業同規模の他社と比べた自社の労働生産性の高さ 

（単位：％） 
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計 5,867 3.2 23.5 44.0 23.3 4.0 2.1

優れたものづくり能力を有する 2,119 5.5 31.8 39.4 18.8 3.0 1.6

柔軟に顧客のニーズに対応できる（多品種少量生産など） 3,707 3.1 25.2 43.0 23.2 3.9 1.6

高額な設備に投資を続けている 635 6.5 36.5 37.2 16.4 2.4 1.1

極めて短い納期に対応できる 1,213 5.0 32.1 39.8 18.8 3.1 1.2

研究開発部門の技術力が極めて高い 324 7.7 33.6 38.6 16.4 2.2 1.5

国際的な規格に沿った製品を生産している 405 5.4 25.9 45.9 18.3 2.2 2.2

海外のメーカー向けに機械や部品を供給している 288 3.8 25.3 42.4 25.7 1.7 1.0

狭い市場で高いシェアを誇っている 1,319 4.5 27.5 41.2 21.5 3.6 1.7

ある製品・サービス分野で国際的に高いシェアを持っている 319 6.3 27.3 44.8 18.2 1.3 2.2

先行製品と同等品をより安価で提供できる 226 5.3 29.6 36.3 25.2 2.2 1.3

複数の技術・製品で特許を取得している 441 5.9 27.4 41.0 20.4 2.9 2.3

他社の参入が難しい製品・サービスを提供している 1,010 5.3 27.1 38.6 23.0 4.2 1.8

その他 104 3.8 22.1 44.2 25.0 3.8 1.0

特に強みはない 356 0.8 6.5 46.1 35.4 9.0 2.2

無回答 88 - 9.1 43.2 21.6 4.5 21.6

同業同規模の他社と比べた場合の自社の労働生産性

自
社
の
強
み

 
 

（４）優れたものづくり能力の内容別にみた自社の労働生産性の高さ 

 ものづくりにおける自社の強みを尋ねた設問（複数回答）で「優れたものづくり能力を有

する」を選択した企業（n=2,119）には、さらに、その具体的な内容（複数回答）についても
尋ねた。 
その内容別に、同業同規模の他社と比べた自社の労働生産性の高さについての回答結果を

みたのが図表 4-40である。 
これをみると、労働生産性が「高い」割合が最も高かったのは、「工程を効率的に管理でき

る」をあげた企業で（8.7％）、次いで「新たな生産工程を確立できる」（8.1％）、「一人の技能
者が複数の工程を担える」（7.1％）などの順で高くなっている。 
「高い」と「やや高い」を合わせた割合でみると、「工程を効率的に管理できる」をあげた

企業で最も高く（それぞれ 8.7％、39.6％）、次いで「品質管理が徹底されている」（それぞれ
7.0％、37.4％）、「一人の技能者が複数の工程を担える」（それぞれ 7.1％、37.0％）および「新
たな生産工程を確立できる」（それぞれ 8.1％、36.0％）などの順で高くなっている。 
 

図表４－４０ 優れたものづくり能力の内容別にみた 

同業同規模の他社と比べた自社の労働生産性の高さ 

（単位：％） 
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計 2,119 5.5 31.8 39.4 18.8 3.0 1.6

高精度の加工・組立ができる 1,113 5.9 33.4 38.6 17.8 2.9 1.3

新製品や技術を開発できる 626 6.1 35.0 35.9 19.2 2.4 1.4

一人の技能者が複数の工程を担える 468 7.1 37.0 33.8 18.2 3.0 1.1

製造方法・生産システムの改善を行える 533 6.9 37.1 37.0 16.3 1.7 0.9

新たな生産工程を確立できる 283 8.1 36.0 36.4 15.9 1.4 2.1

特定の技術に関する高度な専門知識を持つ 1,011 5.4 33.4 38.3 17.8 3.3 1.8

工程を効率的に管理できる 485 8.7 39.6 33.6 15.9 1.6 0.6

品質管理が徹底されている 896 7.0 37.4 36.9 15.0 2.6 1.1

その他 37 5.4 32.4 18.9 29.7 10.8 2.7

わからない 23 - - 65.2 26.1 4.3 4.3

無回答 5 - - 20.0 20.0 - 60.0
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（５）小括 

 以上の結果を小括すると、まず、人材育成・能力開発の取り組みがうまくいっている企業

の方が、労働生産性が高いとする割合が高い。 
 技能継承に対する評価別にみると、人材育成・能力開発の取り組みと同様、うまくいって

いる企業の方が、労働生産性が高いとする割合が高くなっている。 
 ものづくりにおける自社の強み別にみたところ、「研究開発部門の技術力が極めて高い」、

「高額な設備に投資を続けている」を強みとしてあげた企業で比較的、労働生産性が高いと

する割合が高くなっている。 
 自社の強みとして「優れたものづくり能力を有する」をあげた企業にその具体的な内容を

尋ね、その内容別に労働生産性の高さをみたところ、「工程を効率的に管理できる」をあげた

企業で最も労働生産性が高いとする割合が高くなっている。 
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